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有明海奥部および諫早湾では、1990年代後半より、陸域からの栄養塩流入量に大きな変化が起きて

いないにもかかわらず秋季に大規模な赤潮が頻発し、夏季には底層で貧酸素水が発生し、海底生態系

が著しく衰退する事態が発生してきた。本研究グループは、2001年より有明海奥部および諫早湾で水

質・海底環境の定期調査を実施し、これらの現象の発生メカニズムを解明し、豊饒の海の再興をめざ

す研究を行ってきた。本研究では、1997年4月に諫早湾の干拓事業に伴う潮受け堤防の締め切りが、

有明海奥部を含む広範囲の海域の潮流や海水構造を変化させた可能性に注目し、これらの変化によっ

てもたらされる海底環境の変化を捉える調査を実施した。調査結果より、湾奥部では海底の急速な泥

化が認められ、諫早湾調整池からの排水に含まれる大量の懸濁粒子が諫早湾ならびに有明海奥部に輸

送されて堆積していること、有明海奥部には濁度の異なる2つの水塊が存在することを見出した。 

 

1．はじめに 

九州西岸に位置する有明海の奥部およびその内

湾である諫早湾は、潮汐に伴う潮位差が大潮時には

奥部で約6mにも達し、約2万haに呼ぶ広大な干潟を

擁し、古来より「豊饒の海」として讃えられる豊か

な生態系を擁する場所である。これらの干潟および

その沖合に広がる水深が20mに満たない浅海域には、

アサリ、ハマグリ、アゲマキ、タイラギなどの底生

二枚貝類が大量に棲息し、採貝漁業を中心に、良好

な漁場として利用されてきた（菅野 徹 1981、菊池 

2000）。しかしながら、1990年代後半より、陸域か

らの栄養塩流入量に大きな変化が起きていないに

もかかわらず（環境省有明海・八代海総合調査評価

委員会 2006）、秋季に大規模な赤潮が頻発するよう

になった（堤ら 2003、堤 2005、堤ら 2005）。また、

夏季には、諫早湾から有明海奥部の西側～中央部の

海域で広範囲にわたって、底層で貧酸素水が発生す

るようになり、海底生態系に大きな影響を及ぼす事

態が発生してきた（東 2000、佐藤ら 2001、村上ら 

2001、Tsutsumi 2006、堤ら 2003、2007）。 

そこで、本研究グループは、2001年より有明海奥

部および諫早湾で水質・海底環境の定期調査を実施

し、これらの現象の発生メカニズムを解明し、豊饒

の海の再興をめざす研究を行ってきた（堤ら 2003、

2005、2007）。これまでの研究成果より、秋季に発

生する赤潮の規模が、1998年より有明海沿岸域にお
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写真2 諫早湾調整池の水。常に微細な粒子が再懸

濁して、濁度が高い。透明度はわずか30 cm

である。（撮影2010年4月24日） 

ける同量の降水量に対して（つまり、河川から流入

する栄養塩量を標準化して比較しても）、急激に大

規模化したこと、秋季の赤潮発生時には、本来、海

水の鉛直混合が盛んとなる海水冷却期となるはず

の時期に、奥部海域で塩分成層が形成されていて、

その低塩分化した、栄養塩濃度の高い表層で赤潮が

発生していること、奥部海域の海底ではその植物プ

ランクトン由来の有機物の堆積によって底質表層

の有機物含量が増加し、夏季の底質からの酸素消費

量を上げる原因の1つとなっていることなど、大規

模な赤潮と貧酸素水の発生メカニズムの概要が明

らかとなってきた。 

秋季の大規模な赤潮発生の原因となる塩分成層

の形成は、有明海奥部へ流入する高濃度の栄養塩を

含んだ河川水（淡水）が、海水との鉛直混合が弱い

ため、表層に留まる淡水分が増えることによって起

きる現象と考えられる。1990年代半ばまでは、有明

海奥部における秋季の赤潮の発生は少なく、発生し

ても、小規模で短期間に終了していたこと（堤ら 

2005）や、同海域への栄養塩の負荷量に1960年代以

降大きな変化がないこと（環境省有明海・八代海総

合調査評価委員会 2006）を考慮すると、それまで

は赤潮の発生を伴う塩分成層がほとんど形成され

なかったのではないかと推測される。 

そこで、本研究では、有明海奥部では1998年以降

に海水構造の大きな変化が生じて、塩分成層が海水

冷却期の秋季にも発生しやすくなり、大規模な赤潮

の発生や貧酸素水の発生を引き起こしていると仮

定し、これらの現象を引き起こす究極的な原因の解

明を目指している。現時点でもっとも注目される

1997年～1998年における有明海奥部の環境の変化

としては、その内湾である諫早湾において、干拓事

業に伴う潮受け堤防の締め切りが1997年4月に行わ

れたことである。潮受け堤防の建設に伴って、諫早

湾だけではなく、有明海の広範囲にわたって、潮流

が変化した可能性が指摘されている（宇野木 2002a、

2003b、2003、灘岡・花田 2002、灘岡 2003、齋田

ら 2004）。しかしながら、潮受け堤防締め切り以前

の潮流調査や水質調査は諫早湾内に限られ、また調

査精度にも大きな問題があることから、近年の調査

結果と比較して、潮流や海水構造に、潮受け堤防締

め切りによって何らかの変化が生じたのか否かを

検証することは不可能である。また、コンピュー

タ・シミュレーションの技法を用いて、潮受け堤防

締め切り前の潮流や海水構造を再現し、現状と比較

することも困難である。そのため、諫早湾潮受け堤

防を再度開門し、同湾における潮流を堤防締め切り

以前の状態に回復させて、同湾を含む有明海奥部で

 

写真1 有明海奥部の空撮画像（2009年11月4日） 

手前左側:福岡県矢部川河口、対岸左側：長

崎県諫早湾湾口、対岸中央部：佐賀県藤津

郡太良町 
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広域的な環境アセスメント調査を実施することが

待望される。ところが、その実現までの道のりは険

しいのが実情である。そのため、本研究では、有明

海奥部、諫早湾および同調整池で水質調査を実施し、

水質および海水構造の実態を把握するとともに、潮

流や海水構造の変化がもたらす海底環境（特に堆積

物の粒径）の変化を捉える調査を計画し、実施した。

これらの調査結果より、海底に残された近年の環境

変化を解析し、有明海奥部・諫早湾の海洋生態系の

異変と諫早湾潮受堤防の締めきりの影響との関係

について考察する。 

2．材料と方法 

調査地域 

九州西岸に位置する有明海最奥部の佐賀県川副

町地先の干潟の沖合から熊本県玉名市沖の海域に

おいて、東西両岸のほぼ中央を縦断する方向に約

3km間隔で10調査地点（Stn S1～H）、同湾西側に位

置する内湾の諫早湾を仕切る潮受け堤防内の調整

池に4調査地点（Stn R1～R4）を設置し、2009年10

月～2010年10月に原則として毎月1回、遊漁船をチ

ャーターして、水質および海底環境の調査（Stn S2

～Cの4地点のみ）を実施した（図1）。2009年11月

 

 

 

 

         図1 有明海奥部、諫早湾および同調整池に設置した調査地点 
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には、諫早湾（Stn D1～D3）、同調整池（Stn R3）

ならびに有明海奥部（Stn AおよびB）において、

K.K.式コアサンプラーを用いて、深さ約30～45cm

の底質コアサンプルを採取した。また、ヘリコプ

ターを用いて、有明海奥部の海水表面を上空から

観察した。2010年8月4日～6日には、諫早湾および

有明海の26地点において、海底環境の調査を実施

した。 

 

調査・分析方法 

有明海奥部および諫早湾調整池の各調査地点に

おける定期観測調査では、水質調査として船上か

ら多項目水質計（YSI, Model 6600ED）を海中に降

ろし、水温、塩分、DOおよび蛍光値を水面下10m

までは1mごとに、それ以深の層では2mごとに測定

した。諫早湾調整池の調査地点では、バンドン採

水器を用いて表層水を採取し、植物プランクトン

およびアオコの発生量の季節変化を追跡するため

に、クロロフィルa濃度およびアオコが生産するミ

クロシスティンの濃度を分析した。底質調査では、

有明海最奥部のStn S2～Stn Cならびに諫早湾調整

池の4地点（Stn R1～R4）において、エックマンバ

ージ型採泥器を用いて採泥し、採泥した底質に方

形コアサンプラー（5cm×5cm×5cm）を挿入して

底質サンプルを採取し、ウェットシービング法で

粒度分析を行った。 

諫早湾潮受け堤防内の調整池中央部（Stn R3）で

は2009年11月14日にK.K.式コアサンプラーを用いて、

諫早湾（Stn D1, D3）および有明海奥部（Stn Aおよ

びB）では不攪乱柱状採泥器を用いて2009年8月28日

に、それぞれ底質コアサンプルを採取した。これら

の底質コアサンプルは、深さ30～45cmまで深さ1cm

ごとに切り分けて取り出し、レーザー回折式粒度分

布測定装置（島津 SALO-3100）を用いて詳細な層

別の粒度分析を行った。 

2010年8月4日～6日に、諫早湾および有明海の26

地点において実施した海底環境の調査では、エック

マンバージ型採泥器を用いて採泥し、採泥した底質

に方形コアサンプラー（5cm×5cm×5cm）および円

形コアサンプラー（直径18mm×長さ約10cm）を挿

入し、それぞれ底質サンプルを採取した。方形コア

サンプラーで採取した底質サンプルはウェットシ

ービング法で粒度分析を行った。円形コアサンプラ

ーで採取した底質サンプルは、その表層1cmを用い

て、アオコが生産するミクロシスティンの含量を測

定した。 

バンドン採水器を用いて採取した水サンプルは、

クロロフィルa（Chl.-a）濃度を測定するために、

250mLのサンプルをガラスフィルター（GF/F, 

Whatman 0.7μm）で吸引濾過した後、そのフィルタ

ーをねじ付き試験管に入れ、10mLのアセトンを加え

て、フィルターに残った植物プランクトンのクロロ

フィルを抽出した。抽出中は試験管を冷暗所で保存

し、約24時間後に超音波処理を施し、蛍光光度計

（Turner Designs, 10-AU）を用いて光合成色素を測

定した（Holm-Hansen et al., 1965）このようにして求

めた各調査地点における採水層のChl.-a濃度の測定

値、および同じ層で多項目水質計を用いて測定した

蛍光値の間で回帰直線式を求め、各層の蛍光値を

Chl.-a濃度に換算した。 

水サンプルのミクロシスティン濃度を測定する

ためには、50mLのサンプルを1時間超音波で処理

して－30℃で凍結する作業を3回繰り返した後、

解凍して、フィルター（Advantec 0.45μm）で濾過

した。ミクロシスティンに対するモノクローナ

ル 抗 体 を 用 い た ELISA 法 で 濾 液 を 処 理 し

（MYCROCYSTIN ELISA KIT, 常磐化学）、ミクロ

システィン濃度を測定した。また、円形コアサン

プラーで採取した底質サンプルのミクロシスティ

ン含量の測定のためには、湿重10gの底質を試験管

にとり、20mLの蒸留水を加えて攪拌し、1時間超音

波で処理してミクロシスティンを抽出し、遠心分

離（3,000rpm, 20min）した。上清をピペットで集め

るとともに、沈殿した底質にさらに20mLの蒸留水

を加えて、同様な処理を行った。この操作を合計4

回繰り返し、得られた80mLの上清をフィルター

（Advantec 0.45μm）で濾過し、ELISA法でミクロ

システィン濃度を測定して、底質のミクロシステ

ィン含量を求めた。 
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3．結果 

底質の粒度組成の長期変化と分布 

図2に有明海奥部（Stn S2～C）の底質（表層5cm）

の泥分の年間平均値を、2002年～2008年に行った調

査の結果と合わせて示す。調査を開始した2002年当

時、いずれも泥分が15～55%の砂底であった。この

調査結果は、Stn AおよびBにおいて急速な泥化が進

行し、現在では砂質泥底または泥底に変化している

ことを示している。泥分の増加は底質の有機物含量

の増加を伴うので、海底からの酸素消費量が増加し、

貧酸素水発生の一因となる（堤ら 2007）。実際、こ

れらの地点では毎年夏季に底層で貧酸素水が発生

する。底質の泥化は沈降速度の遅い細粒子の堆積が

可能となったり、細粒分の供給量が増加したことを

意味している。近年、この海域で何らかの潮流の変

化やそれに伴う土砂輸送に大きな変化が生じてい

ることを示している。 

図3には、有明海奥部および諫早湾における泥質

表層（深さ5cmまで）の泥分の分布（2010年8月4日）

を示す。有明海奥部および諫早湾においては、底質

の泥分が60～70%に達する海域が広く分布していて、

有明海奥部西側でこれらの2つ分布域がつながって

いた。写真1には、有明海の空撮画像を示す。画像

中に矢印で示すように、有明海東岸の矢部川河口か

ら有明海を横断し、対岸の佐賀県藤津郡太良町沖～

諫早湾後部に向かう水塊の境界が見られる。境界の

左側は有明海の湾口から流入した海水で、透明度が

高い。境界の右側の海水は白濁した状態で、懸濁粒

子が多いことを示している。この境界は、図3で示

す底質の泥分40～60%の等泥分線の位置とほぼ一致

する。この泥分の等泥分線は単に底質表層の泥分の

分布を示すだけはなく、その堆積する泥分を多く含

む海水の分布を示しており、その泥分の輸送に関わ

る潮流も関係していると考えられる。 

底質の粒度組成の鉛直プロファイルは、堆積する

底質の粒度組成の時間的な変化を示し、底質の堆積

時の潮流の状態も反映していると考えられる。図4

には、諫早湾潮受け堤防内の調整池中央部（Stn R3）、

諫早湾（Stn D1, D2）、有明海奥部（Stn A, B）におけ

る底質の泥分の鉛直プロファイルを示す。 

諫早湾の調整池では、表層の底質の泥分は99%を

超えているが、深さ20～25cm層で90%程度に減少し

た層が見られた。この地点の潮流が一時的に速くな

り、細かい粒子の堆積がある程度少なくなったこと

を示している。1997年4月に潮受け堤防の水門が締

められる前の数年間は、現在の調整池内の潮汐流が

狭い水門から出入りするために一時的に速度が増

加し、堆積物の巻き揚げ量も増加したことが推測さ

れ、その時期に相当すると考えられる。 

諫早湾では湾口部の地点（Stn D3）においては、

 
図2 2002年～20010年における有明海奥部の海底

堆積物の泥分の変化 

 

 

図3 有明海奥部および諫早湾における底質表層

（深さ5cmまで）の泥分の分布（2010年8月4

日）Stn A:77.7%, B:59.9% 
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深さ約20～27cm層では泥分が48～60%の範囲を推

移していたのに対して、それより上方の深さ15cm層

までの間で泥分が約90%に増加し、砂底から泥底に

変化したことがわかった。これは、1997年4月の潮受

け堤防水門の閉鎖に伴って湾内の潮流が著しく鈍化

したため、調整池内の水位が上昇した時に潮受け堤

防の水門が開かれて排水される度に、その排水に含

まれる調整池で再懸濁した大量の微細な粒子の堆

積が促進されたためと考えられる。（調整池の底質

は図4に示すように99%以上が泥分であり、同池の水

はそれが再懸濁して水は常に高濁度状態にある。写

真2）同様な急速な泥分の増加傾向は、諫早湾のStn 

D1においても、深さ17～13cm層に向けての泥分の

増加（約90%から約99%へ）として認められる。 

有明海奥部では、Stn Bの深さ26～23cm層におい

て、泥分の明瞭な増加が見られた（約14%から約87

～96%に増加した）。この急速な泥分の増加は、2002

年～2005年に、同地点の表層の泥分が約29%から約

77%に増加した現象と（図2）と一致する。従って、

2006年以降、年間厚さ5～6cmに達する急速な泥の堆

積が発生していることを意味する。また、Stn Aでも

表層泥分の急速な増加（約50%から約88%へ）が同

時期に見られるが（図2）、コアサンプルの泥分は深

さ44cm層でも泥分が96%であるので、Stn Bをさらに

上回る急速な泥の堆積が起きていることが推測さ

れる。 

 

調整池のアオコが生産するミクロシスティンと諫

早湾および有明海奥部海域における分布 

諫早湾調整池の水は富栄養化しており、植物プラ

ンクトンおよびアオコが常に増殖している状態が続

いている。図5（a）には、表層水のクロロフィルa濃

度の2008年5月～2009年11月までの季節変化を示す。

調整池の3地点（Stn R2～R4）においては、梅雨期の

大雨による大量の河川水の流入に伴って一時的に

調整池の換水率が上がる時期を除いて、クロロフィ

ルa濃度は20μg/Lを超えていた。春季と秋季に2回ピ

ークが認められ、2009年4月には148μgL-1に達した。 

 

 

 

図4 諫早湾調整池中央部（Stn R3:2009年11月14日）、諫早湾、有明海奥部における海底堆積物の泥分の鉛直

プロファイル（2009年8月28日） 
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     （a） 

 

 

     （b） 

 
 

図5 諫早湾潮受け堤防内の調整池における表層水のクロロフィルa濃度、 

ミクロシスティン濃度の季節変化 
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2000年代になって、調整池では毎年夏季～秋季に

アオコが大発生している（高橋ら 2010）。図5（b）

には、調整池の表層水に含まれるアオコ（Microcystis 

sp.）が生産するミクロシスティンの濃度の季節変化

を示す。ミクロシスティン濃度の増加は、2008年5

月に表層水のクロロフィルa濃度は60～95μgL-1に達

していたが、ミクロシスティンはほとんど検出され

ていない。顕微鏡で観察された植物プランクトンは

主に珪藻類であった。ミクロシスティンの濃度は8

月～10月に増加し、この時期には顕微鏡の観察でも

ほとんどがアオコに置き換わっていた。同様に、

2009年の場合も、5月および10月にミクロシスティ

ンが増加し、4月には珪藻類が増殖したが、5月以降

はアオコが増殖した。 

このアオコが生産するミクロシスティンは難分

解性の物質である。降水に伴って調整池の水位が上

昇した時には、このミクロシスティンを含む高濁度

の調整池の水（写真2）が潮受け堤防の水門を通し

て諫早湾に排出される。そこで、ミクロシスティン

をマーカーとして、調整池からの排水に含まれる大

量の泥粒子の諫早湾および有明海奥部への移動を

追跡した。図6には、諫早湾および有明海奥部の底

質表層（深さ1cmまで）に含まれるミクロシスティ

ン量の分布を示す。ミクロシスティン含量は、諫早

湾の奥部、潮受け堤防にもっとも近いStn D1で

0.15μgkgww-1を記録し、諫早湾から遠ざかるにした

がって含量が低下する傾向が認められた。しかしな

がら、有明海奥部の底質からも、調査したほぼ全地

点において0.05～0.1μgkgww-1程度のミクロシステ

ィンが検出された。 

 

4．考察 

本研究における有明海奥部および諫早湾におけ

る底質の物理化学特性に関する分析結果は、これら

の海域における海底環境の変化について、いくつか

の新たな知見を提示している。その1つは、諫早湾

および有明海の一部の海域において、近年、急速な

泥の堆積を確認したことである（図2、図4）。諫早

湾の湾口部に位置するStn D3では、もともと砂底で

あった場所に泥分90%に達する基質が、厚さ17cm程

度すでに堆積している。その切っ掛けとなったのは、

1997年4月の諫早湾潮受け堤防締切りによって諫早

湾内の潮流速が著しく減少したことがわかってい

るので（水産庁増殖推進部 2001a、2001b）、このイ

ベントの結果として、調整池から間欠的に排出され

る排水に含まれる大量の懸濁粒子（泥分）が弱まっ

た潮流によって湾外に移流されず、湾口部でも海底

に堆積するようになったと考えられる。有明海奥部

の中央部においても、年間厚さ5～6cmに達する急速

な泥の堆積が発生していた。この堆積する泥の粒子

は、有明海最奥部東側に河口を持つ九州最大の河川

である筑後川からその多くが供給されていると考

えるのが常識的な理解である。しかしながら、本研

究における底質表層のミクロシスティン含量の解

析結果は、その泥分が諫早湾の潮受け堤防内の調整

池（図5（b））からも供給されていることを示し、

諫早湾から有明海奥部方向への微細な懸濁粒子の

供給を可能にする潮流の存在を示唆している。 

このような潮流の存在は、有明海奥部を横断して

諫早湾湾口部付近に達する泥分40～60%の等泥分線

の分布パターン（図3）と、空撮画像に写る濁度の

異なる2つの水塊の境界（写真1）の位置が類似して

いることからも示唆される。有明海奥部海域では、

 

図6 諫早湾および有明海奥部の底質表層のミクロ

システィン含量（μgkgww-1）の分布（2010年8

月4日～6日） 
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古賀（1991）が1989年8月に、大隈ら（2001）が2000

年9月に、それぞれ海底環境の調査を実施し、底質

の泥分の分布を調べている。しかしながら、このよ

うな明瞭な境界を作るような泥分の分布パターン

は観測されていない。泥底と砂底が入り乱れたよう

な分布パターンを示している。したがって、2000年

以降に、現在のような底質の分布パターンが形成さ

れたと考えられ、図2に示すように、2002年以降に、

有明海奥部で底質の泥分が急速に増加した現象と

も発生のタイミングが符合する。 

松野・中田（2004）は、モデルを用いた解析から、

有明海奥部からの下げ潮流が諫早湾口部を通過す

る際に、その流れが少し諫早湾内にまで入り込んで

出て行くキャビティーフローを形成することを示

している。同様なキャビティーフローは上げ潮時に

も発生することが、諫早湾口部における潮流調査で

も実際に観測されている（小松利光 私信）。諫早湾

潮受け堤防の締め切りは、上げ潮、下げ潮として諫

早湾に流入出するポテンシャルフローを弱めたこ

とは明らかであり、結果として、上げ潮、下げ潮の

度に諫早湾内に入り込んで出て行くキャビティー

フローを強めた可能性が指摘される。上げ潮時のキ

ャビティーフローが強化されれば、調整池からの高

濁度の排水や諫早湾の海底から再懸濁した微細な

粒子がそのフローによって、より多く有明海奥部へ

輸送されるようになることが考えられ、有明海奥部

における近年の泥の堆積の促進（図2、図4）や濁度

の異なる2つの水塊の存在（写真2）も説明すること

が可能となる。 

今後、有明海奥部海域および諫早湾において、さ

らに多くの調査地点で底質コアサンプルを採取し、

詳細な底質の分析を続けることや、泥分の分布の変

化をさらに追跡することによって、この研究が焦点

を当てている諫早湾で発生するキャビティーフロ

ーの特性とその作用を明確にし、これらの海域で発

生する大規模な赤潮発生や貧酸素水発生のメカニ

ズムおよびその原因の解明を進めることが可能に

なると考えている。また、筆者らの研究グループで

は、諫早湾湾口部や有明海奥部において潮流調査を

現在実施し、キャビティーフローの実態を観測し、

諫早湾から有明海奥部海域方向への微細な懸濁粒

子の輸送に関わる作用の大きさを評価することを

試みている。 
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In the inner areas of Ariake Bay and its inner bay, Isahaya Bay, large scales of red tides have occurred frequently in 

autumn, hypoxic water has been formed in summer, and the benthic ecosystem has declined markedly since the late 

1990s, although the amount of nutrient input from the coastal areas to the bay has shown no signs of increase, even 

decreased slightly. Our research group have studied the water quality and benthic environment and ecosystem in the inner 

parts of Ariake Bay and Isahaya Bay since 2001. In this study, we focused on the influence of closure of the gates of the 

dike in April 1997 on the tidal currents and water structure not only in Isahaya Bay but also the inner parts of Ariake Bay 

widely, and conducted the surveys to monitor the recent changes of bottom environments in these areas. The results of the 

surveys revealed the accelerated deposition of mud in Isahaya Bay and the center parts of the inner areas of Ariake Bay, 

transportation of large amounts of suspended fine particles contained in the effluent from the reservoir inside the dike in 

Isahaya Bay to Isahaya Bay and the almost whole area of the inner parts of Ariake Bay, and the presence of two different 

water mass （highly turbid water located in the inner parts of Ariake Bay and Isahaya Bay and transparent water that 

entered from outside Ariake Bay）.  
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プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

群馬県玉原湿原の保全に関する研究 
―20 年間の植生変化に関する追跡調査― 

玉原湿原保全プロジェクト 
福嶋 司1）・秋葉 知律・井上 香世子・岡田 彩・崔 亜玲 

 

Vegetation conservation of the Tambara Moor in Gunma Prefecture 
―A monitoring of vegetation changes for the last 20 years― 

Project for vegetation conservation of the Tambara Moor 
Tsukasa Fukusima, Tomonori Akiba, Kayoko Inoue, Aya Okada, Arei Sai 

 

群馬県沼田市の北方にある玉原湿原では、湿原の乾燥化が進み1989年に実態調査を行った。その間、

人工排水路へ堰設置、湿原中央部の木道撤去、ハイイヌツゲの伐採等の対策が実施された。最初の調

査から20年を経た湿原の植物群落の調査と対策の効果を知るために行った。調査は湿原内の植物群落

の種組成とその分布、地下水位の計測、水質、土壌分析などで行い、湿原内をAからF地区に分けて解

析した。A地区とD地区では木道撤去とハイイヌツゲの伐採の効果が現れ、湿原群落への回復が見ら

れたが、一部では沢からの水と流入土砂の影響を受けて変化していた。B地区とC地区はやや貧栄養な

立地で、最も良質な湿原群落が維持されていた。湿原の変質が進んでいたE地区では堰の設置により、

現在では湿原群落への回復が進んでいた。F地区では低木群落が拡大していた。これまでの20年間の

調査結果を比較すると、地区毎に異なる変化を示し、変質が進んでいた地域では湿原群落への回復が

認められた。 

 

1．はじめに 

玉原湿原は群馬県沼田市の北方、武尊山（2,158m）

の山腹斜面に位置する大小5つの湿原である。その

うち、中央部に位置する湿原が最大のもので、その

面積は約3haである。この湿原は規模の割には植物

相に富んでおり、さまざまな植物群落が分布してい

る（宮脇ら 1984、福嶋ら 1991ほか）。湿原内の大

部分にはヌマガヤが優占する中間湿原が広がって

いるが、一部にはツルコケモモ、ミズギクなどの生

育する高層湿原的な群落も見られ、水路沿いにはヨ

シが優占する低層湿原群落、タムラソウ、ヤマトリ

カブトの生育する高茎草本群落も分布している。湿

原の周囲には広い地域にブナ林が広がっており、湿

原とブナ林は共に優れた景観域を形成している。 

1942年（昭和17年）に湿原を放牧地化するために

掘られた人工排水路や1982年に湿原中央部に設置

された木道が原因と考えられる立地の乾燥化が進

み、湿原植生が大きく変質してきた。この湿原変質

の実態を明らかにし、復元対策を立案する目的で、

1989年に森林文化協会、沼田市、沼田営林署、利根・

沼田の自然を愛する会、学識経験者が「玉原湿原対

策委員会」を設置し調査を開始した。この調査は

1991年までの3年間実施された。この調査で人工排

水路に接する地域と木道によって遮られた地域に

は明らかに湿原群落とは異なる群落の分布が確認

された。地下水の継続観察の結果から、それらの地

1）東京農工大学農学部植生管理学研究室（東京都府中市幸町3-5-8） 
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域では周囲に比べて地下水位が低下し、地下水位の

変動幅も大きく、年間を通して乾燥環境におかれて

いることが明らかになった。1992年3月には調査で

明らかになった事実を基に復元のための対策が検

討され、「玉原湿原に関する提言」として報告書が

対策委員会から提示された。この提言を受けて、沼

田市は1994年にハイイヌツゲの繁茂地域でのハイ

イヌツゲの刈り取りを行い、1995年には人工排水路

に水を貯めるための堰の設置を行った。また、1998

年には、湿原中央部を走っていた木道を撤去し、木

道を周辺部へ移設した。その木道跡が水路化するの

を防ぐために低い堰を設置した。 

今回の調査は前回の調査からほぼ20年を経過し

た時点の調査であり、玉原湿原の現状と保全対策の

効果を把握するために計画したものである。調査に

おいては、最初の調査と同じ項目について同じ手法

で調査し、第1回目の結果と比較して考察した。 

毎回の調査は単年度で終わるものではなく、第1

回目が1989年から1991年まで実施した。また、今回

の調査は2009年と2010年に実施している。本報告で

は混乱を避けるために、実測した年度での記述を除

き、調査結果を述べるときには、便宜的に調査の最

終年度で示すこととした。 

今回、最初の調査から20年目にあたるこの調査はプ

ロ・ナトゥーラ・ファンドによって実施できたもので

ある。この機会を与えてくださった（財）自然保護助成

基金および（財）日本自然保護協会に深く感謝申し上

げたい。また、水位測定やヨシの調査には、NPO法人

「玉原の自然を守り育てる会」の方々の協力を得た。

多くの方々のご協力に対して厚くお礼申し上げたい。 

 

2．玉原湿原の歴史と地形 

この湿原での久保ら（1986）によるボーリング調

査で、中央部で深さ115.3cmまでの連続的な泥炭層

が存在することがわかっている。また、彼らは泥炭

層に含まれる火山性降下物（テフラ）の存在から、

この湿原の泥炭層の形成開始を縄文時代の中期（紀

元前4500年頃）と推定している。また、叶内・表

（1992）は湿原内に4ヶ所のボーリングを行い、花

粉分析を行った。その結果、すべての泥炭層にブナ

属（Fagus属）とナラ属（Quercus属）の出現頻度が

高いことを明らかにしている。本湿原の調査地内は

図1に示すように、地形的に方向を異にする2つの斜

面からなっている。1つは北から南に向かう緩斜面、

他は東から西に向かう斜面で、両斜面が接する境界

部分に水路ができている。湿原内の北西部にはもう

1本の直線的な水路があるが、これは1942年に湿原

の水を排水するために人工的に掘られてものでる。

さらに、湿原の両方の縁近くには2本の沢が流れて

いる。加えて、この湿原は、斜面下端に連なる平坦

地形上に発達していることから、上方斜面からも水

の供給があり、かなりの湧水もあるものと推定され

ている（常冨・福嶋 1991）。玉原湿原内には、上記

のように2本の流路が走っている。また、調査を開

始した1989年の時点では、湿原中央部を横切って木

道が敷設されていた。本湿原は図1に示すようにAか

らFまでの6つの地域に分けることができる。この報

告では、湿原をこのAからFの地区に分けて特徴を解

析した。 

 

 
図1 調査地の地形と地域区分 

 

 

3．湿原の環境調査 

1）地下水位分布の経年変化 

地下水位の測定は、地形測量の折りに決定された

基線にそって、それぞれライン上を10m毎に区切り、

湿原全域を10m×10mメッシュに区切った。その交

点に周囲に穴を開けた塩化ビニールパイプを全域

に180地点に埋設し、地下水位を測定した。得られ
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た情報は地形図中の各交点に実数を記入し、同じ深

さを結んだ深さ5cm毎の等置線分布図として作成した。 

 

1990年の地下水位変化 

図2は1990年の地下水位の計測結果を示したもの

である。これによると、最浅地下水位は雪解け直後

の5月で、この時期においてもA地区とD地区には地

表部に水が存在している。しかし、この時期におい

ても人工排水路に近いB地区の左側とE地区の左側

では他に比べて地下水位が低い。しかも、人工排水

路に近いほどその傾向が明瞭である。6月には地下

水位は全体的に10から20cmにまで低下しているが、

この時期でもやはりB地区とE地区の人工排水路東

側では明らかに低い。7月では地域性が明瞭に現れ

ている。A地区、B地区、C地区とF地区は5cmから

10cmの地下水位であるが、D地区とE地区では地下

水位が15cmよりも深い。この時期でも、やはり人工

排水路付近での低下が顕著である。8月は最も地下

水位が低下した時期であり、35cm以下地域が広がっ

ている。その中においてもA地区、B地区、C地区、

F地区は多少ながら、他に比べて高い水位を保って

いる。9月と10月はよく似た傾向を示している。人

工排水路付近が最低であり、水位は右側に移るに従

って上昇している。 

この1年での地下水位の変動傾向をみると、A地区、

B地区、C地区、F地区はD地区、E地区に比べて、年

間を通して相対的に地下水位が高い。それにはA地

区とC地区での沢からの水の供給、B地区での湧水に

よる水の供給が影響しているものと考えられる。一

方、B地区とE地区の人工排水路の右側では年間を通

して明らかに地下水位が低下しており、明瞭に人工

排水路の影響が出ている。 

 

2010年の地下水位変化 

図3は2010年度の地下水位の計測結果を示したも

のである。2010年では、5月と6月の地下水位分布は

図2 1990年度地下水位等値線分布 図3 2010年度地下水位等値線分布 
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図4 水質分析調査地点 

 

図5 各群落における水質分析結果 

全域で大きな差はない。8月は全域で地下水位が低下

しており、人工排水路右での低下が顕著である。ま

た、C地区の自然水路沿いに低下している部分が現れ

ている。2010年は夏期に例年にない猛暑と雨のない

期間が長く続いた。この玉原地域でも例外ではなく、

寡雨であった。その傾向は9月も続いた。このため、

湿原の地下水位も顕著に低下し、35cm以下の地域が

広く出現した。この時期においても8月と同様にC地

区とF地区の右側では隣接する沢からの水の供給が

あるために、他に比べて高い地下水位を保っている。

9月末になると、地下水位は改善され、再び高くなり、

6月の分布図と類似したパターンを示している。 

2）湿原の水質 

水質は湿原群落の形成に大きく関与する。この湿

原の水質を知るために湿原内とその周辺から図4に

示す38地点で9月と10月の2回水採取を行い、分析を

行った。水質分析の結果、pH、EC（電気伝導度）、

N、Cに注目し、その結果と植物群落との関係の概要

をみたものが図5である。 

これによると低木群落の分布する場所の値はpH

値が低くT-N（全窒素）、T-C（全炭素）が高い。こ

の値は低木林と接続する森林の性質に類似する。ま

た、高茎草本群落の値はすべてにおいて沢の水の値

ときわめて類似しており、沢からの水によって涵養

されていることを示している。一方、沢の水と異な

る水質を示す湿原植物群落はヌマガヤ優占群落と

類似した値を示し、ECの値は高いものの、低いpH、

T-N、T-Cは相対的に低い値である。また、湿原内水

路の水質はどの項目においても低い値を保ってお

り、沢の水とは明らかに性質が異なっている。つま

り、この排水路中の水は沢の水とは性質を異にする

斜面からの湧水の可能性があり、沢の水に比べてよ

り貧栄養な状態にある。 

3）土壌分析 

湿原の泥炭土試料は図6の右下に示す地点で表層

から採取し、実験室で新鮮土のpHを測定した後、風

乾してEC、交換性陽イオンの測定・定量を行った。 

pH（H2O新鮮土）は4.44～5.92の範囲内にあり、

泥炭土が酸性有機物を多く含んでいる。また、かな

りの部分で地表面から供給される水の影響を受け

ている。A地区とD地区での泥炭のpHが高い。これ

は、この周辺の泥炭土が、沢から供給された水の影

響を受けていることを示している。これに対して、

B地区やD地区ではpHが低い値を示す地点が多く、

この地域の泥炭土中の水が長期間地下に滞留して

いたものであることを示している。ECは湿原を横断

していた木道跡を境として、B地区で値が大きく、E

地区で小さくなっている。これは植物遺体の分解に

伴って放出される水素イオンがECの上昇に関与し

ていると考えられる。T-CとT-Nは一般の土壌に比べ

ると炭素含有量が著しく高い。FAOの定義では泥炭

土（Histosol）は､ 18.0g・kg-1以上の有機態炭素を示

すhistic horizonをもつものとされている。このこと

から、本湿原の泥炭土はその資格を十分にもってい
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    図6 土壌分析結果の分布 

る。一般にC/Nは泥炭土の分解土と一定の関係を有

することが知られている。本湿原の試料の多くが20

を下回る値であり、本湿原の泥炭土は全体的にある

程度の微生物分解が進んでいると考えられる。これ

らの解析結果から総合的に判断すると、湿原内の地

下水位の地域的および季節的変動、泥炭度の理・化

学的性質の地域変動から、この湿原では斜面上部か

ら浸透流下してくる地下水が、湿原を涵養する重要

な水源となっていることが明らかである。そして、

地下水によって十分涵養されている区域では酸性

の泥炭土が形成され、良好な湿原群落が維持されて

いる。また、泥炭の遷移が進むと、相対的に表流水

の寄与が大きくなるため、これを反映して泥炭土の

性質も変化していると言える。 
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 図7 1990年の植生分布 

4）玉原湿原を取り巻く環境 

水質では湿原周辺部から中心部に向かって、pHの

値は低下する傾向が見られる。これは湿原周辺部、

特にA地区、C地区、F地区で沢から供給された水の

影響を受け、B地区では斜面上部から浸透流下して

くる地下水が、湿原を涵養する重要な水源となって

いることを示している。また、土壌分析でも水質分

析と類似する傾向が見られ、泥炭のpH値も湿原周辺

部から中心部に向かって値が低下している。これは

周辺の泥炭土が、沢から供給された水の影響を受け

ていることを示すものである。 

本湿原の地下水位の計測結果を比較検討の結果、

以下の点が明らかになってきた。①湿原では春期の

5月は融雪による水の供給で広い地域で湿潤環境が

広がる。しかし、反対に夏期の8月、9月には一転し

て地下水位が低下する渇水期がある。しかも、年に

よっては極端に地下水位が低下する時期がある。②

湿原の中では、A地区、B地区、C地区、F地区の方

が、D地区、E地区に比べて年間を通して地下水位が

高い。これには、周囲の沢からの水供給の影響、斜

面からの水の供給が関係している。③水の供給のな

い時期が続くと、もともと地下水位が低かった人工

排水路の東側で最初にその影響が現れ、それが拡大

していく。④1991年に比べて、中央部の木道を撤去

した2002年以降は、A地区とD地区、B地区とE地区

での地下水位の連続性が明瞭になってきた。これは木

道の撤去、堰の設置の効果が現れているものである。 

このように本湿原の地下水位は、全体としての傾

向と地域を限って発現する局所的な特徴の両方が

認められている。 
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 図8 2010年の植生分布 

4．植物群落の特徴と分布変遷 

1）植物群落調査 

植生調査と植生図の作成 

最初の1989年の植生調査は、植物社会学的手法

（Braun-Blanquet 1964）により187地点で植生調査資

料を得た。この資料を組成表に作成し、常在度表と

して構成した。植生図の作成にあたっては、1991年

段階の図化指針を基に現地調査を行った。現地では、

植物群落の正確な分布把握を期すために地下水位

測定のために設置されている10mごとの地下水位測

定点をつなぐことで形成される10m×10mの方形桝

を1単位とし、植物社会学的植生図を作成した。2010

年の調査においても、比較のために同様の凡例と図

化指針により図示した（図7、図8）。 

2）20年間の群落分布の地域的変化 

これまでの各群落の変化をみるとA地区とD地区

は左側上部から左側を流れる沢の影響を受けて両

地区が関連して変化をしていた。B地区とC地区は本

湿原の最も中心的な部分で良質な湿原群落が分布

しており、その群落分布はこの20年間にほとんど変

化していなかった。E地区とF地区は管理による影響

を含めて、この20年間の変化が大きかった地域であ

り、群落とその分布に調査時毎に変化がみられた。 

次に、上記の3つの地区毎に20年間の植物群落の

分布の変化を整理する。 
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Ａ地区・Ｄ地区 

これらの地区は1991年時点では、A地区には高茎

草本群落である群落6と湿原植物を多く含む群落12

の各群落が分布していた。一方、D地区では中央部

に群落6が走り、その両側にヌマガヤ・ハイイヌツ

ゲ群落が分布していた。A地区とD地区の植生分布

パターンは明瞭に異なっており、その境も木道を挟

んで明瞭であった。この木道敷設部分は来訪者によ

る踏圧のために木道が沈み込み、木道敷設部分は低

くなっていた。このため、A地区に供給された水は

木道に沿って水が流れて人工排水路に注ぐ水道が

でき、D地区への水の供給量は少なかったと推定さ

れる。その結果、両者の間の群落分布に相違が生じ

たものと考えられる。その中にあって、高茎草本群

落に連続性がみられるのは、融雪時に流入した多量

の水と土砂が木道を越えて移動したためと考えら

れる。1998年には湿原中央部を走っていた木道が撤

去され、さらに、その跡に木道の走行と直交する方

向に小規模な板の堰を多く設置し、D地区への水の

移動を容易にする対策が取られた。2010年になると、

A地区では高茎草本群落である群落7に変化し、群落

12が分布していた地域に群落8Aのヌマガヤ・ハイイ

ヌツゲ群落が分布し、D地区では群落11Bの分布場所

の変化、群落12Bの拡大、群落8Aの分布場所の変化

がみられる。 

これまでの解析から、このA地区とD地区では、

左半分は明らかに沢からの水と土砂供給の影響を

受けており、右半分は潤沢な水を貯めた環境になっ

ており、沢の影響は弱い。しかも、沢の影響は時期

によってその程度が強い時と弱い時に変化してい

ることが推定される。また、木道の撤去と小規模な

板の堰はD地区の水環境の改善につながっており、

両地区の植生の連続性を導いている。 

 

Ｂ地区・Ｃ地区 

B地区では1991年の時点では、人工排水路付近で

ハイイヌツゲ群落（群落9）が水路に近い部分に分

布し、それに連続してハイイヌツゲ・ヌマガヤ群落

がE地区に向かって三角形に広がって分布していた。

この分布傾向は20年間変わっていない。B地区の三

角地域を除く地域とC地区には本湿原の核心といえ

る良好な湿原群落（群落12）が分布している。すで

に、この場所では1991年の地下水位の測定結果から、

地下水位の水位が高く、その変動幅が小さいことが

確認されている。この群落12の分布を詳しく見ると、

周辺部に群落12C、それに続いて内側に群落12が分

布し、最も内側に群落12Dが分布している。さらに、

この群落12Dの分布域の中には群落12B、12C、12E

がモザイク的に分布していた。この場合、群落12C

はオオミズゴケの形成したブルトが形成されてお

り、その上には矮生のハイイヌツゲと共にツルコケ

モモ、モウセンゴケなどが生育していた。さらに、

ここでは凹地状になっている場所に群落12Eが分布

しており、類似する場所には食虫植物であるミミカ

キグサの分布も見られた。この両地域では、C地区

上部周辺部に設置された木道付近に2010年にヌマ

ガヤ・ハイイヌツゲ群落の出現が認められているが、

湿原群落の本体分布域は1991年、2010年ともに大き

な変化はなく、依然として良好な状態が維持されて

いる。現在の環境に大きな変化がなければ、この群

落分布の形は今後も続くものと考えられる。 

 

Ｅ地区・Ｆ地区 

E地区は1991年の段階では、人工排水路から近い

順にハイイヌツゲ群落（群落9）、ヌマガヤ・ハイイ

ヌツゲ群落（群落8B、群落8A）、群落11Bが分布し

ていた。すでに1990年の地下水位計測結果から、人

工排水路付近は低い地下水位と大きい変動幅のあ

る乾燥気味の立地が広がっており、それを離れるに

従って徐々に湿潤立地へと向かうことがわかって

いる。この地区では1994年秋にハイイヌツゲの密生

する群落9と8の地区で刈り取りが行われた。その結

果、2010年には群落9と群落8Bの分布していた場所

はヌマガヤが優占する群落8Aに変化し、刈り取りの

効果が現れていた。2010年になると、群落11Bがヌ

マガヤ・ハイイヌツゲ群落の分布域の中にパッチ状

に出現した。1998年に人工排水路の中に堰を設置し

たが、排水路付近を中心に依然として地下水位の低

い状態は続き、堰によるE地区の湿潤化の効果は現

れていない。それにもかかわらず、E地区により湿
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性の植物群落が出現したことは、おそらくB地区の

上部に連続する斜面からの水の供給が働いている

ものと考えられる。また、E地区の右側、低木群落

に接する地域に新たにヌマガヤ・ハイイヌツゲ群落

が帯状に形成されている。F地区は､1991年時点では

二ヶ所に分かれる群落1の低木群落を中心として、

同心円状に群落2、群落11、群落12Bが取り巻く形で

分布していた。しかし、2010年段階では、低木群落

の群落1、群落2とヌマガヤ・ハイイヌツゲ群落の群

落8Bが拡大し、それに伴い湿原植物群落が縮小して

いた。その変化が何により生じたのかは不明である

が、これに関しては今後の注意深い観察が必要であ

る。 

 

5．20年の湿原の変化から見た今後の湿原管理について 

1）水と土壌の管理 

水質分析では人工排水路中の水は沢の水に比べ

て、より貧栄養な状態にあった。また、泥炭のpH値

も湿原周辺部から中心部に向かって値が低下し、周

辺の泥炭土が、沢の影響を受けていることを示して

いた。水の供給と立地の地下水位の測定結果からみ

ると、A地区、C地区、F地区では、沢から供給され

た水の影響を受けD地区もA地区からの水が供給さ

れることで間接的な影響を受けている。一方、B地

区では斜面上部から浸透流下してくる地下水が湿

原を涵養する重要な水源となっている。 

本湿原の地下水位の計測結果を比較検討すると、

5月は融雪による水の供給で広い地域で湿潤環境が

広がるが、夏期の8月、9月には地下水位が低下する

渇水期がある。しかも、年によってはその時期に極

端に低下する。湿原の中では、A地区、B地区、C地

区、F地区の方が、D地区、E地区に比べて年間を通

して地下水位が高いが、これには、周囲の沢からの

水供給の影響、斜面からの水の供給が関係している。

また、水の供給のない時期が続くと、もともと地下

水位が低かった人工排水路の右側では最初にその

影響が現れ、それが拡大していく傾向がある。加え

て、1991年に比べて中央部の木道を撤去して以降は、

A地区とD地区、B地区とE地区での地下水位の連続

性が明瞭になっており、木道の撤去、堰の設置の効

果が現れている。このように本湿原の地下水位の性

質は、全体的な傾向と地域的に発現する2つの特徴

が認められる。本湿原の水環境の調査から判断する

と、水環境は周囲の沢の状況に支配される不確定要

素の多いA地区とD地区を除くと、それ以外の地区

では今後も大きな変化はないであろう。 

2）植物群落と植物の管理 

調査を通して最も地下水位が安定し、酸性の泥炭

土が分布しているのはB地区とC地区であり、ここで

は典型的な中間湿原の植物群落（群落12）が広がっ

ており、20年間ほとんど変化がなかった。この場所

では融雪期の上昇から生育期間の終わりまで安定

した地下水位が維持され、かつ変動幅が小さいこと

が判明している。また、その地区は水質と土壌分析

の結果から、他に比べて貧栄養環境にあることが明

らかになっている。B地区とC地区のこの湿原群落は、

これらの環境が大きく変化しなければ、今後も維持

されていくであろう。 

A地区とD地区は沢からの水や土砂供給や、木道

の撤去によって､10年間で植生に大きな変化が起

こっている。しかしながら、木道の撤去による水

のスムーズな移動の効果は大きく、その後は湿原

植物群落の分布が拡大している。しかし、A地区へ

の水と土砂の供給量と期間は一定ではなく、年に

より変化するものと考えられる。その結果、この

地域は常に変化する環境に置かれており、湿原群

落の形成と維持が今後も続くかどうかは予断を許

さない。今後も環境の変化によって、おそらく高

茎草本植物の群落と湿原植物を含む群落との変化

は場所と面積を変えながら、繰り返し分布するこ

とになるであろう。 

A地区とB地区の1998年に撤去された木道跡には、

凹地状の立地に湿原群落（群落12E）が帯状に復元

した。その群落が木道撤去から比較的早くこの群落

が形成されるということは、いかに水環境の管理が

重要かを示すものであり、換言すれば、水環境と立

地環境を整えれば、周囲に良好な湿原群落があれば、

かなりの短期間でも湿原群落への復元の可能性が

あるということである。しかし、B地区の水環境と

併せて考えるとき、水位が上昇しても地下水の安定
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性が回復しない場所では速やかな回復は期待でき

ない。また、復元には水質と土壌の栄養環境も大き

く関係している。 

この湿原の植物群落の分布で最大の問題は地下

水位の低下と乾燥期間が継続するB地区とE地区の

人工排水路右側の地域の植生復元である。特に、E

地区では地下水位の低下の影響範囲が広い。しかも、

その立地の乾燥環境傾向はこの20年の間も一貫し

て変化しておらず、地下水位を高めるために設置し

た堰の効果も現れていない。E地区では中央部で湿

原の回復がみられたが、これは木道撤去によるB地

区からの水の供給によるものと考えられる。この地

域の湿原への回復を促すためには、水環境の整備が

不可欠である。幸いにして、この研究で人工排水路

中の水は沢の水に比べて貧栄養であることが判明

した。この地区の地下水位を上昇させて湿潤化を

促進させるためには、今後、この人工排水路の水

を活用して灌水することも考えられてよい。しか

し、その場合でも、水位が上昇しても地下水位の

変動幅が大きく安定性が回復しない状況ではすみ

やかな回復は期待できないことも併せて考える必

要がある。 

植物に関しては、1998年の刈り取りによって、D

地区とE地区に繁茂していたハイイヌツゲはその勢

力を減退させ、局所的にパッチ状に分布する状況に

までになっている。今後、湿原の水環境の大きな変

化がない限り、再びハイイヌツゲが繁茂することは

ないであろう。ヌマガヤはA地区、D地区、E地区の

全域とC地区の周辺部に繁茂し、単純な種組成でヌ

マガヤが密生するヌマガヤ・ハイイヌツゲ群落を形

成している。この状況は適度な立地水分と栄養環境

によって支えられているので、環境が変化しない限

り現在の状態は変わらないであろう。ただ、ヌマガ

ヤは枯れることによって多量の枯れ草を地表に堆

積させ、草丈の低い湿原植物の生育の障害になって

いる可能性がある。地下水位の回復による水環境の

改善が起こった段階では、ヌマガヤの勢力を弱める

ために夏期の刈り取りを行い、その時に枯れ葉の除

去を行うことで湿原植物の生育環境の形成を考え

たい。 

最近、この湿原の木道沿いには、帰化植物や里植

物のであるアメリカセンダングサが生育してきてい

る。このような外来の植物が自然群落の分布する地

域に繁茂することは望ましくなく、常に、目を光ら

せて除去することが必要である。加えて、すでに付

近のペンション村では帰化植物のオオハンゴンソウ

が旺盛に生育している地域がみられる。この種の進

入についても、十分に監視する必要がある。 

E地区の南、観察場所になっている台の周辺に生

育するシラカンバ、ダケカンバは太枝の枯死が目立

っている。これは、この部分に人工排水路への堰の

設置によってシラカンバやダケカンバには不適な

湿潤化した立地環境が作られた結果である。立地の

加湿化により、その環境に耐えられないこれらの種

が枯死することは自然の摂理であるが、来訪者の安

全のためには枯れ枝等の除去は速やかに行う必要

がある。 

これまで述べてきたように、玉原湿原の植生は微

妙な水環境の中で成立している。それらの群落を健

全な状態で維持していくためには、湿原の植生と水

環境を注意深く観察していく必要がある。 
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表1 群落常在度表 

 

 

 

 

 



 

－ 26 － 

 

写真1 ブナ林の中に位置する玉原湿原 

 

 

写真3 

 

 

写真5 

 

 

写真2 初夏の玉原湿原の景観 
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写真7 

 

 

写真8 

 

 

 

 

 

Tambara moor is located northern part of Numata city, Gunma prefecture. Because the moor was getting arid, we 

investigated the vegetation of the moor from 1989. A dam was constructed across an artificial channel, boardwalk in the 

middle of the moor was eliminated, and trees of Ilex crenata var. radicans were felled. The investigation was carried out 

to examine the effects of those three operations and the current status of vegetation. We have divided the wetland into A 

to F sections, and plant species composition and distribution, measurement of underground water table, water and soil 

chemical analysis was performed. Moor was found recovered at A and D sections due to the operations of boardwalk 

elimination and the felling of Ilex trees; however, some parts in those sections were also found changed due to water from 

the stream and inflow of earth and sand. Section B and C are a little oligotrophic and the best part of wetland vegetation 

has been reserved. Section E was found recovered to the wetland after the construction of the dam. Shrub vegetation has 

been expanding at section F. Overall 20 years changes were summarized that each section showed changes different from 

each other and arid areas showed recovery to the original wetland vegetation. 
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プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

砂防堰堤撤去による渓流植生復元のためのモニタリング 
および回復評価手法の開発 

赤谷渓流生態研究会 
吉川 正人1）・林 雄太2） 

 

Development of monitoring and estimation methods for riparian vegetation 
restoration after check dam removal 

AKAYA Riparian Ecology Research Group 
Masato Yoshikawa, Yuta Hayashi 

 
群馬県赤谷川支流の茂倉沢では、2009年11月に渓流生態系復元を目的として砂防堰堤の部分撤去が

おこなわれた。本研究では、土砂移動の回復が今後の渓流植生の変化にどのような影響を及ぼすかを

モニタリングするための基礎的情報収集、および類似事業に適用可能なモニタリング手法提案をおこ

なった。茂倉沢のほか、比較の対象として砂防堰堤の影響が少ない3つの沢で河床勾配の計測、渓畔

地形の分布調査、植物群落の調査をおこない、堰堤設置区間、堰堤非設置区間、堰堤破損区間の比較

をおこなった。その結果、渓畔地形と植物群落の間には一定の対応関係があり、特定の渓畔地形の有

無が流域での植物群落の分布を制限していた。特に堰堤設置区間では、洪水段丘が埋没して平坦な広

い河床となり、頻繁に冠水する流水辺の草本群落が消失する一方、陽地生の先駆低木、草本群落が増

加していた。これらは渓流環境復元の指標群落として用いることができるため、モニタリングにあた

っては定点調査だけでなく、流域全体を通じた地形と指標群落の分布を長期的に追跡していくことが

重要であると結論づけた。 

 

1．目的 

群馬県みなかみ町の赤谷川支流の茂倉沢では、

「三国山地／赤谷川・生物多様性復元計画（AKAYA

プロジェクト）」の一環として、2009年11月に既設

の砂防堰堤の部分撤去がおこなわれた（写真1）。こ

の事業では、堰堤に滞留していた土砂を流出させる

ことによって、本来の渓流生態系を再生させること

を目標としているが、構造物の撤去に対する渓流生

態系の反応を追跡した事例は、国内ではほとんどな

い。土砂管理方針の変更や自然再生事業の本格化に

ともない、今後の治山や河川整備において、人工構

造物の撤去が計画される事例が増えてくると考え

られる。そのため、人工構造物の撤去が渓流生態系

に及ぼす影響を評価するためのモニタリング手法

の確立が急務である。そこで本研究では、茂倉沢を

含めた赤谷川流域において、砂防堰堤の影響度が異

なる流域間で渓畔地形と植生の違いを比較し、堰堤

設置の影響と撤去後に予測される変化を明らかに

した。そのうえで、砂防堰堤撤去後の渓流植生の変

化を評価するためのモニタリングの観点について

検討した。 

 

2．調査地 

砂防堰堤の撤去が行われた茂倉沢のほか、復元目

1）東京農工大学大学院農学研究院（Institute of Agriculture, Tokyo University of Agriculture and Technology） 
2）東京農工大学大学院農学府（Graduate School of Agriculture, Tokyo University of Agriculture and Technology） 
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  表1 調査地の概要 

 

標とすべき本来の渓流環境を知るために、同じ赤谷

川支流で流域面積が同程度であり、堰堤の数が少な

い法師沢、ムタコ沢、赤沢で調査をおこなった。各

流域の位置を図1、概要を表1に示す。各沢の本流に

設置された堰堤数は、茂倉沢で7基であるのに対し、

法師沢、ムタコ沢、赤沢では2、3基であり、土砂の

滞留がみられる区間は少ない。調査区間の標高は

635mから940mで、自然植生はイヌブナ林またはブ

ナ林の下部にあたる。 

 

写真1 中央部が撤去された茂倉沢2号堰堤 

 

図1 調査流域の位置と調査区間 
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3．調査・解析方法 

沢の縦断方向に沿って（1）河床勾配の計測、（2）

渓畔地形の分布調査、（3）植物群落の調査を行った。 

（1）河床勾配の計測 

2010年5月から10月にかけて、4つの沢の本流におい

て、レーザー測距計または巻尺及びハンドレベルを用

いて、流路中心で曲点間の斜距離と傾斜角を計測し、

河床縦断面図を作成した。なお、茂倉沢に関しては、

関東森林管理局ほか（2010）の測量データを用いた。 

（2）渓畔地形の分布調査 

2009年6月から2010年10月にかけて、4つの沢の

本流沿いで、渓流の洪水撹乱または斜面の地表変

動の作用を受けて形成されたとみなされる、以下

の8種類の地形単位を判別し、渓畔地形分布図を作

成した。 

①砂礫堆（裸地）：出水によって供給された砂や礫

が堆積して形成された新しい堆積面で、地表にほ

とんど植物が生育していないもの。 

②砂礫堆（植被あり）：砂礫堆のうち地表にある程

度植物が生育しているもの。 

③低位段丘面：流路に沿って段状に形成された堆積

面のうち、流路からの比高が低く、土壌はわずか

に発達もしくは発達しないもの。 

④高位段丘面：流路に沿って段状に形成された堆積

面のうち、流路からの比高が高く、土壌が発達す

るもの。 

⑤沖積錐：支沢から水流によって運搬された土砂が

堆積して形成された、大径の礫を多く含む扇状の

堆積地。 

⑥崩壊地（堆積面）：斜面の崩壊または滑落によっ

て供給された土砂が斜面下部に形成した堆積地。 

⑦崩壊地（削剥面）：斜面が崩壊または滑落して、

表土が失われた凹状地。 

⑧露岩谷壁：谷壁斜面のうち、基岩が露出した部分。 

（3）植物群落の調査 

2009年6月から2010年10月にかけて、上述の各地

形単位に成立する植生のうち、均質な植物群落とし

て認識できる植分において、植物社会学的な植生調

査を実施した。植生調査の方法は福嶋編（2005）に

したがった。優占度および群度の判定基準は以下の

とおりである。 

優占度（5：被度75～100%、4：被度50～75%、3：

被度25～50%、2：被度10～25%、1：被度1～10%ま

たは個体数が多い、+：わずかな被度をもち個体数

は少数、r：稀に単独的に出現する小個体） 

群度（5：大群生する、4：広い斑状に生育、3：

小群状に生育、2：団状または束状に生育、1：孤立

して生育） 

得られた植生調査資料を高木群落、低木群落、草

本群落に分けて、それぞれ表操作により種組成に基

づく群落区分をおこなった。 

これらの結果をもとに、①堰堤設置による土砂滞

留の影響を知るために、堰堤上流側の堆砂が顕著な

堰堤設置区間（茂倉沢）と堰堤から離れその影響が

少ないと考えられる堰堤非設置区間（茂倉沢、法師

沢、ムタコ沢、赤沢）の渓畔地形と植生を比較した。

また、②堰堤撤去の影響を予測するため、老朽化に

より1999～2008年にかけて底抜け・土砂流出が起こ

った茂倉沢のNo.2～5堰堤区間を堰堤破損区間とし、

上述の堰堤非設置区間と比較した。以上から、堰堤

撤去後のモニタリングに必要となる視点を整理し

た。 

 

4．結果 

（1）渓畔地形と植物群落の関係 

茂倉沢で118、法師沢で38、ムタコ沢で34、赤沢

で33地点の植生調査を行い、表操作により高木群落

6、低木群落8、草本群落11の計25群落を識別した（表

2-4）。識別した群落と渓畔地形との対応関係を表5

に示す。主要な群落の種組成および構造の特徴と、

生育立地について以下に記す。 

1）高木群落（表2） 

Ａ：ケヤマハンノキ群落 

ケヤマハンノキが優占し、サワアザミ、ミヤマタ

ニソバなどが特徴的に出現した。ケヤマハンノキは

明るい崩壊地などに先駆的に侵入する樹種であり、

本調査で確認された高木群落の中では最も先駆的

な性質が強い。主に茂倉沢の低位段丘面に分布して

いた。 

Ｂ：イヌブナ群落 
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表2 赤谷川流域の高木群落の識別表 
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Ｃ：ハルニレ群落 

ハルニレが優占する渓畔林の1タイプである。組

成的なまとまりは弱いが、ウワミズザクラ、オオヨ

モギなどによって他の群落から識別された。ハルニ

レは開けた河畔に群落を形成する樹種であり、渓流

では少ない。調査区域内では茂倉沢下流と赤沢下流

の低位または高位段丘面に分布していた。 

Ｄ：オニグルミ-ケヤキ群落 

オニグルミまたはケヤキが優占する渓畔林の1タ

イプである。ハルニレ、ハクウンボクが出現するこ

とでハルニレ群落と共通するが、多くの草本種を欠

き種組成が単純である。赤沢の高位段丘面と沖積錐

に分布していた。 

Ｅ：サワグルミ-トチノキ群落 

この地域を代表する渓畔林群落である。サワグル

ミまたはトチノキ、ときにオニイタヤ、ヨグソミネ

バリ、オヒョウなどが優占する。亜高木層から低木

層にかけては、フサザクラ、チドリノキ、アブラチ

ャンなどが生育することが多い。草本層にはミヤマ

カンスゲ、コチャルメルソウのほか、オシダ、リョ

ウメンシダ、クサソテツ、サカゲイノデのような大

型のシダ植物が多い。サワグルミ-トチノキ群落は、

茂倉沢と赤沢に広く分布していたが、ムタコ沢には

なく、法師沢では1ヶ所のみ確認された。この群落

は、以下の3つの下位単位に区分できた。ミツデカ

エデ下位単位は、ミツデカエデ、ミヤマベニシダ、

ミヤマイラクサなどが出現し、最も渓畔林的な種組

成をもつものである。典型下位単位は、ハイイヌガ

ヤ、ツタウルシなどを欠く種組成の単純な下位単位

である。アサノハカエデ下位単位は、アサノハカエ

デ、ケアオダモ、リョウブなど、後述のテツカエデ

群落との共通種を多くもち、山地斜面の影響が強い

下位単位である。 

Ｆ：テツカエデ群落 

サワグルミやトチノキに加えて、テツカエデ、ク

マシデ、ブナ、ミズナラなどが混交する群落である。

オオカメノキ、ハウチワカエデ、ヤマソテツなどブ

ナ林の要素が出現することで、サワグルミ-トチノキ

群落と区別される。草本層にはミヤマカンスゲが繁

茂することが多い。クサソテツ、コチャルメルソウ、

ウワバミソウなど、A～Eの群落に共通して出現する

種を欠いており、山地斜面の森林群落としての性質

が強い。この群落はムタコ沢にのみ分布し、その半

数が増水の影響を受けにくい高位段丘面に成立し

ていた。 

2）低木群落（表3） 

Ａ：クマイチゴ群落 

短命な低木のクマイチゴが優占する先駆的な木

本群落である。群落高は3m以内で、藪状の相観を示

す。フサザクラの稚樹が混生することが多く、遷移

が進むとフサザクラ稚樹群落へ移行すると考えら

れる。茂倉沢と赤沢の砂礫堆や低位段丘面、崩壊地

（堆積面）など、日当たりがよく、地表撹乱を受け

て間もない立地に成立していた。 

Ｂ：タニウツギ群落 

タニウツギが優占し、シロヨメナ、ヤグルマソウ

などが生育する先駆的な木本群落である。ムタコ沢、

法師沢の砂礫堆や低位段丘面、崩壊地（堆積面）な

ど、茂倉沢と赤沢のクマイチゴ群落に相当する立地

に成立していた。この群落は以下の2つの下位単位

に区分できた。タラノキ下位単位は、タラノキ、ヤ

シャブシ、ウドなどの先駆性低木やヤマブキショウ

マ、クロバナヒキオコシなどの高茎草本を含むタイ

プで、砂礫堆に多くみられた。典型下位単位は、ア

カソ、ジュウモンジシダなど湿生の植物を含む植分

であった。 

Ｃ：ケヤマハンノキ稚樹群落 

ケヤマハンノキの稚樹に、バッコヤナギ、オノエ

ヤナギ、フサザクラなどが混生する群落である。林

床にはアカソやケチヂミザサが生育する。組成的に

は次のフサザクラ稚樹群落と類似するが、バッコヤ

ナギ、アシボソなどをもつことで区別される。ケヤ

マハンノキの成長にともなって他樹種が被圧され

て、ケヤマハンノキの高木群落に発達していくもの

と考えられる。茂倉沢の低位段丘面や崩壊地（堆積

面）に形成されていた。 

Ｄ：フサザクラ稚樹群落 

フサザクラの稚樹が優占する群落であり、木本で

はクマイチゴ、フジ、ヌルデ、タラノキなど、草本

ではフキ、アカソ、ムカゴイラクサ、ケチヂミザサ、
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クサソテツなどが生育する。茂倉沢の砂礫堆や低位

段丘面に多く分布しており、赤沢の一部にもみられ

た。この群落は次の2つの下位単位に区分された。

オノエヤナギ下位単位は、オノエヤナギ、タケニグ

サ、オオヨモギなど陽地生の植物を多く含むもので、

林冠が欠落した河床に成立していた。典型下位単位

はこれらの種をもたず、日照が少ない場所に成立し

ていた。 

Ｅ：マタタビ-フジ群落 

Ｆ：タマアジサイ群落 

Ｇ：サワグルミ稚樹群落 

サワグルミが優占し、カツラ、フサザクラなどが

混生する稚樹群落である。茂倉沢と赤沢の砂礫堆、

低位段丘面に分布し、サワグルミの高木群落が稀な

法師沢とムタコ沢にはみられなかった。サワグルミ

群落の生成初期段階のものであるが、本調査地域内

では流路脇の洪水撹乱を受けやすい場所に限られる

ので、このまま高木林にまで発達することは考えにく

く、形成と消失を繰り返しているものと考えられる。 

Ｈ：ウリハダカエデ稚樹群落 

ウリハダカエデ、ヨグソミネバリ、クマシデ、ミ

ズキなど様々な樹種が混生する稚樹群落である。フ

サザクラ、サワグルミ、カツラなどの渓畔林構成樹

種は少ないか出現しない。ツルアジサイ、ケアオダ

モ、ブナ、ミズナラ、オオカメノキなどブナ林の要

素を多く含むブナ下位単位と、アカシデ、イヌブナ、

ハウチワカエデ、ヤマモミジなどを含むイヌブナ下

位単位に区分された。どちらも、サワグルミ群落が

分布していない法師沢とムタコ沢の林冠下の砂礫

堆を中心に分布しており、茂倉沢と赤沢にはみられ

なかった。 

3）草本群落（表4） 

Ａ：ツリフネソウ-ミゾソバ群落 

一年草のツリフネソウまたはミゾソバが優占す

る流水辺の群落である。流れの緩やかな流路に接し

た砂礫堆の縁や流路跡の湿地、崩壊地や露岩の下部

の水が浸み出す部分に成立していた。茂倉沢に多く

分布し、赤沢にもみられた。やや安定した立地には、

アカソ、ウワバミソウなどの多年生草本を多く含む

典型下位単位、不安定な立地にはミゾホオズキ、ミ

ズなどの一年生草本が多いミゾホオズキ下位単位

が成立していた。 

Ｂ：タヌキラン群落 

タヌキランが優占する種組成が単純な群落で、流

路からの比高が大きく、土壌が薄い露岩上に成立し

ていた。この群落は茂倉沢でのみ確認された。 

Ｃ：アズマナルコ群落 

相観、種組成ともタヌキラン群落に似るが、アズ

マナルコが優占する。タヌキラン群落よりも表層の

不安定な土砂が残る、崩壊地（削剥面）などに形成

される。この群落も茂倉沢にのみ出現した。 

Ｄ：アカソ-ゴマナ群落 

アカソ、ゴマナ、トリアシショウマ、フキなどの

高茎草本が優占する群落である。ツリフネソウ、ミ

ゾソバなどの一年生草本や、ヤマイヌワラビ、サカ

ゲイノデなどのシダ植物も交える。この群落は茂倉

沢と赤沢の砂礫堆、低位段丘面、崩壊地（堆積面）

などに分布しおり、特に崩壊地（堆積面）で規模の

大きな群落を形成していた。この群落は、オオヨモ

ギ、ススキ、ウドなど陽地生の植物によって識別さ

れるオオヨモギ下位単位、特別な識別種をもたない

典型下位単位、アズマヤマアザミ、モミジガサ、ウ

スゲタマブキ、キオンなど高茎草本の種数が多いア

ズマヤマアザミ下位単位の3つに下位区分された。 

Ｅ：クロバナヒキオコシ群落 

法師沢とムタコ沢の砂礫堆、特に堰堤の堆砂面に

成立していた。クロバナヒキオコシ、ヤマブキショ

ウマ、イタドリ、ヨツバヒヨドリなどの高茎草本が

混生していた。タニウツギが出現することが多く、

立地が持続すればタニウツギ群落に遷移すると考

えられる。 

Ｆ：カメバヒキオコシ群落 

Ｇ：ナルコスゲ群落 

ナルコスゲ群落はナルコスゲが優占し、ウワバミ

ソウ、ツルネコノメソウなどがわずかに混生する群

落で、茂倉沢の流路沿いの露岩上にのみ分布してい

た。ナルコスゲは代表的な渓流沿い植物（梅原1996）

で、増水時に冠水する岩の上に生育する。この群落

は、水位変動による冠水を受ける立地を指標するも

のである。 
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表 3 赤谷川流域の低木群落の識別表 

 

  

 

 

 

 

 

 



 

－ 36 － 

 

表4 赤谷川流域の草本群落の識別表 
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 表5 群落区分と地形の対応関係 
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Ｈ：ウワバミソウ群落 

ウワバミソウ、ときにコチャルメルソウが優占す

る群落である。すべての沢に現れ、露岩上か崩壊地

（堆積面）に成立する。この群落は以下の2つの下

位単位に区分された。モミジガサ下位単位は、モミ

ジガサ、ウスゲタマブキなどによって識別され、崩

壊地（堆積面）にも出現するものである。これに対

し、ジョウシュウトリカブト下位単位は、ジョウシ

ュウトリカブト、ダイモンジソウ、ミヤマカラマツ

など、岸壁に着生する植物によって識別され、露岩

上だけに分布していた。 

Ｉ：タマガワホトトギス-ヤグルマソウ群落 

この群落は、タマガワホトトギス、ヤグルマソウ、

ヘビノネゴザなどによって特徴づけられる群落で

ある。法師沢とムタコ沢の露岩が卓越する斜面に成

立していた。この群落は種組成のまとまりがやや弱

く、次の3つの下位単位に区分された。ダイモンジ

ソウ下位単位は、ダイモンジソウ、ミヤマカラマツ、

クロクモソウなどをもち、タマガワホトトギスに加

えてウワバミソウが優占することもある。急傾斜で

土壌が薄く陰湿な露岩地に成立していた。ウスヒメ

ワラビ下位単位は、ウスヒメワラビをもつことで識

別され、やや土壌が堆積した明るい場所に成立して

いた。イワハリガネワラビ下位単位は、イワハリガ

ネワラビ、リョウブ、ヒメカンスゲなどにより識別

され、乾燥した露岩地に成立していた。 

Ｊ：ヒメノガリヤス群落 

Ｋ：イワタバコ-フクロシダ群落 

イワタバコ、フクロシダを特徴的にもつ岩上着生

植物群落である。やや湿潤な場所ではイワタバコ、

乾燥した場所ではフクロシダの優占度が高い傾向

がある。この群落は、茂倉沢、法師沢、ムタコ沢の

露岩や流路沿いの転石上に成立していた。イワイタ

チシダ、ヒメウツギなどによって識別されるイワイ

タチシダ下位単位は、やや乾いた岩壁に成立し、茂

倉沢にのみ分布していた。ダイモンジソウ、ミヤマ

カラマツによって識別されるダイモンジソウ下位

単位は、湿った岩壁に成立していた。 

（2）堰堤設置区間と堰堤非設置区間の比較 

1）河床勾配と渓畔地形の違い 

法師沢において25点、ムタコ沢において36点、赤

沢において27点、流路の曲点間の河床勾配を計測し、

それぞれ堰堤設置区間と堰堤非設置区間で平均値

を比較した（表6）。ただし、堰堤設置区間の平均値

については、河床面の勾配の平均値であり、堰堤の

落差は含まれない。いずれの沢においても、堰堤設

置区間では河床勾配が半分程度に小さくなってい

ることがわかった。 

堰堤設置区間と堰堤非設置区間でそれぞれ確認

された1kmあたりの堆積地形の数を表7に示す。いず

れの沢でも、堰堤設置区間では堰堤設置区間に比べ

て砂礫堆（裸地）、砂礫堆（植被あり）の数が多く

なっていた。一方、堰堤非設置区間では赤沢を除い

て高位段丘面が多く確認された。堰堤設置区間では、

堆砂によって河床が上昇し、流路からの比高が小さ

い堆積面が増加していることが明らかである。沖積

錐、崩壊地（堆積面）は両区間で同じ程度の数であ

った。 

 

 

表6 堰堤設置区間と堰堤非設置区間の河床勾配 

  （ / 1000） 

 
 

 

表7 各調査区間で確認された地形単位の数 

  （1km あたり） 
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2）植物群落の出現傾向の違い 

Ａ．茂倉沢の堰堤設置区間と非設置区間 

堰堤の撤去がおこなわれた茂倉沢では、流域全体

を通じて、高木群落ではケヤマハンノキ群落、ハル

ニレ群落、サワグルミ-トチノキ群落など、低木群落

ではクマイチゴ群落、ケヤマハンノキ稚樹群落、フ

サザクラ稚樹群落、サワグルミ稚樹群落、草本群落

ではツリフネソウ-ミゾソバ群落、タヌキラン群落、

アズマナルコ群落、アカソ-ゴマナ群落、ナルコスゲ

群落、ウワバミソウ群落、タマガワホトトギス-ヤグ

ルマソウ群落、イワタバコ-フクロシダ群落などが主

要な植物群落であった。 

このうち堰堤設置区間にあたる調査区間中流部

では、堰堤による堆砂が顕著で、砂礫堆と低位段丘

面が発達していた。ここでは堰堤上流側の低位段丘

面に、ケヤマハンノキ群落やサワグルミ-トチノキ群

落（典型下位単位）が、砂礫堆にはアカソ-ゴマナ群

落、ツリフネソウ-ミゾソバ群落が成立していた。ま

た、崩壊地（堆積面）の面積が広く、そこにはアカ

ソ-ゴマナ群落、アズマナルコ群落などが特徴的に成

立していた。一方、堰堤非設置区間にあたる調査区

間の最下流部と最上流部では、渓畔地形としては高

位段丘面や露岩谷壁が目立つ。また、斜面から崩落

した転石が多い。高位段丘面にはサワグルミ-トチノ

キ群落（アサノハカエデ下位単位）が、流水辺の岩

隙にはナルコスゲ群落が、転石にはイワタバコ-フク

ロシダ群落が、それぞれ特徴的に成立していた。 

堰堤設置区間に成立していた高木群落は、陽地生

の先駆樹種であるケヤマハンノキが優占していた

り、サワグルミ-トチノキ群落でも渓畔林の構成要素

を欠くタイプであった。このことは、堰堤設置によ

る堆砂により谷底が埋積したことで、広い河床が形

成され、明るい環境下で樹林が発達してきたことを

示している。また、高茎草本群落であるアカソ-ゴマ

ナ群落や、明るい湿生立地の先駆草本群落であるツ

リフネソウ-ミゾソバ群落、アズマナルコ群落が多く

出現することも、林冠を欠く明るい立地が多いこと

を指標している。これらの草本群落は湿潤な崩壊地

に成立することが多いが、斜面の崩壊が堰堤設置の

影響で誘発されたかどうかは明らかでない。 

堰堤非設置区間にのみ出現したナルコスゲ群落

は、頻繁に冠水する流水辺の岩上に形成される群落

である。堆砂が進んで流水辺の岩場が埋没し、流水

が伏流するようになると、周期的に冠水する立地が

失われるため、この群落は消失すると考えられる。

また、イワタバコ-フクロシダ群落は、陰湿な露岩に

着生する群落であるので、堆砂による埋没で谷沿い

の樹木が枯死し、谷底や谷壁斜面への日当たりがよ

くなると衰退すると推定される。こうした群落は、

堰堤のない区間の渓流環境に依存するので、茂倉沢

における渓流環境復元の指標となる。 

Ｂ．茂倉沢の堰堤設置区間と比較対象流域の堰堤非

設置区間 

法師沢はV字型の渓谷で、堰堤非設置区間では低

位段丘面がほとんど発達していない。調査対象の範

囲には高木群落はほとんど成立せず、低木群落もウ

リハダカエデ稚樹群落がみられる程度であった。草

本群落では、露岩谷壁に成立するウワバミソウ群落

やタマガワホトトギス-ヤグルマソウ群落が主要な

群落であった。堰堤設置区間には、堰堤直上の砂礫

堆にクロバナヒキオコシ群落、堰堤から60～220m上

流の林冠の閉じた砂礫堆にウリハダカエデ稚樹群

落（イヌブナ下位単位）が出現した。堰堤非設置区

間に特徴的に出現するものはなかった。 

ムタコ沢は全体的に谷幅は狭いが、低位段丘面や

高位段丘面も発達している。高木群落では段丘面上

のテツカエデ群落、低木群落ではタニウツギ群落と

ウリハダカエデ稚樹群落、草本群落ではクロバナヒ

キオコシ群落、タマガワホトトギス-ヤグルマソウ群

落、イワタバコ-フクロシダ群落が主要な構成要素で

あった。堰堤設置区間では林冠の閉じた暗い砂礫堆

に成立するウリハダカエデ稚樹群落（ブナ下位単

位）、堰堤直上の明るい砂礫堆に成立するクロバナ

ヒキオコシ群落が特徴的に出現した。堰堤非設置区

間に特徴的に出現したのは、低位段丘面や高位段丘

面上の高木林であるテツカエデ群落のみであった。 

赤沢は谷幅が広く、段丘がよく発達している。高

木群落ではサワグルミ-トチノキ群落、オニグルミ-

ケヤキ群落がよく発達するが、低木群落は少なかっ

た。草本群落ではアカソ-ゴマナ群落、ウワバミソウ
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図2 茂倉沢の各調査区間の位置関係 

 
図3 破損堰堤（No.2堰堤）付近の河床縦断面と渓畔地形 

関東森林管理局ほか（2010）をもとに作成 

上側のベルトは右岸、下側のベルトは左岸で確認された地形を示す 

群落が主要な構成要素であった。アカソ-ゴマナ群落

の3つの下位単位は、堰堤非設置区間のみに分布し

ていた。 

4つの沢のうち、谷幅が広い赤沢では、出現する

群落の構成が茂倉沢と類似していた。また、谷幅が

狭い法師沢とムタコ沢では、堰堤設置区間にウリハ

ダカエデ稚樹群落と、クロバナヒキオコシ群落が偏

って出現していた。 

しかしながら、堰堤非設置区間のみに分布する群

落は、特定の流域でのみ確認されたものが多かった。

たとえば、オニグルミ-ケヤキ群落は赤沢のみ、テツ

カエデ群落はムタコ沢のみ、ナルコスゲ群落・イワ

タバコ-フクロシダ群落（イワイタチシダ下位単位）

は茂倉沢のみに出現していた。したがって、復元指

標とする堰堤非設置区間で特徴的に出現する群落

は、流域ごとに異なることを留意する必要がある。 

（3）堰堤設置区間と堰堤破損区間の比較 

1）河床勾配と渓畔地形 

茂倉沢の堰堤破損区間について、堰堤設置区間と

の違いを比較した。破損堰堤（No.2堰堤）付近につ

いて、河床勾配計測から描画した河床縦断面と確認

された渓畔地形を図3に示す。堰堤が破損したこと

により、上流側に滞留していた土砂が下流に流出し、

河床の連続性が回復されつつあることがわかる。破

損堰堤の付近で確認された主な地形は、砂礫堆（裸

地）と低位段丘面であった。 

2）植物群落の出現傾向の違い 

茂倉沢の堰堤破損区間と堰堤非設置区間の植物

群落を比較すると、堰堤破損区間では土砂流出によ

って河床勾配の連続性が戻りつつあるが、高位段丘

面は形成されていなかった。山地斜面際に残存して

いる堰堤堆砂面には、堰堤設置区間と同じくケヤマ

ハンノキ群落（高木）などが成立していたが、土砂

が流出した後の砂礫堆には、フサザクラ群落、アカ

ソ-ゴマナ群落、ツリフネソウ-ミゾソバ群落などの

先駆的な群落のみが成立していた。いずれの群落も

堰堤設置区間と共通するもので、堰堤破損区間に特

徴的に出現する群落ではなかった。堰堤破損区間だ

けに出現する群落にはタヌキラン群落があるが、こ

れは洪水撹乱の影響をほとんど受けない崩壊地（削

剥面）に成立するものであるので、堰堤破損の影響

とは考えられない。堰堤破損による土砂流出は、ま

だ植物群落の構成に影響を与えるほどの地形変化

には至っていないと判断できる。 



 

－ 41 － 

5．考察 

砂防堰堤が設置された区間では、堆砂により河床

勾配が緩やかになるとともに、洪水段丘が埋没して

平坦な広い河床となっていた。そのため、流路から

の比高が大きい高位段丘面が少なくなり、法師沢や

ムタコ沢のように谷幅が狭い沢では、低位段丘面も

消失していた。このような場所では、定期的に冠水

する露岩上に成立するナルコスゲ群落、水衝部の岩

壁に成立するイワタバコ-フクロシダ群落など、渓流

の撹乱作用と関連した立地に成立する群落がみら

れなくなっていると考えられる。以上のような、本

来の渓流環境が維持された区間のみに出現する植

物群落は、渓流環境復元の指標群落として有効であ

ると考えられた。 

部分撤去されたNo.2堰堤は既に底部の一部が破

損して土砂が流出していたが、中央部が完全に撤去

されたことで、これまで以上に貯留されていた土砂

の移動が促進され、出水後の地形変化が大きくなる

ことが予想される。その影響はNo.2堰堤の周辺にと

どまらず、流域全体に波及すると考えられる。渓畔

域の生態系では、陸域と水域の相互作用や上流と下

流の連続性が重要な機能である（中村 1995、崎尾・

鈴木 1997）。したがって、堰堤撤去の影響を評価す

るためのモニタリングにあたっては、堰堤周辺だけ

でなく、流域全体にわたってこのような機能が再生

されていくかどうかを観察していくことが重要で

あろう。 

調査結果からわかるように、渓畔域では洪水撹

乱で形成された立地環境の違いに応じて、多様な

植物群落が成立している。このことは、土砂移動

にともなう渓畔地形の形成・消失や、立地の安定

性の変化は、植物群落の分布に直接的な影響を及

ぼすことを示しており、植物群落の分布パターン

は、渓流の撹乱環境を指標するといえる。堰堤撤

去の影響で流域を通じた渓畔地形の分布パターン

が変化すれば、植物群落の分布もそれにあわせて

変化するであろう。このような流域スケールの空

間的変化は、特定の測定地点の追跡調査だけでは

把握できないため、以下のようなモニタリングを

おこなうことが望まれる。 

①流域を通じた渓畔地形の分布と形状 

本調査で作成された渓畔地形の分布図を基図と

し、撤去後の土砂移動の変化にともなって、植物群

落の生育立地としての渓畔地形の分布と形状がど

のように変化していくかを追跡する。経年的な横断

測量や、それに基づく土砂の浸食・堆積量の推定結

果と照合することによって、土砂移動と地形形成の

関係を詳しく知ることができるであろう。 

 

②渓流環境の指標となる植物群落の分布 

植物群落とその生育立地との関係から、出現頻度

が高いいくつかの植物群落は、渓流環境の指標とし

て用いることができる。これらの群落の出現地点を

把握することで、渓流環境の概要を把握することが

できる。重倉沢においては、次のような群落が環境

指標性が高いと考えられる。 

 

自然性の高い渓流環境を指標する群落： 

サワグルミ-トチノキ群落（アサノハカエデ下位単

位）、ナルコスゲ群落、イワタバコ-フクロシダ群落 

 

数年周期の土砂移動を指標する群落： 

フサザクラ稚樹群落（オノエヤナギ下位単位）、

クマイチゴ群落 

 

向陽地の不安定立地を指標する群落： 

ツリフネソウ-ミゾソバ群落（ミゾホオズキ下位単

位）、アカソ-ゴマナ群落（アズマヤマアザミ下位

単位）、アズマナルコ群落、フキ群落 

 

現在、河床に砂礫の堆積がない本来の渓流環境が

みられるのは、調査区間の最下流部（赤谷川合流点

から約250mまで）と最上流部（No.8堰堤から250m

以上）のみで、このような状態が最終的な復元目標

となる。しかし、堰堤撤去後には下流部で土砂の堆

積量が増加し、一時的には渓流環境が悪化する可能

性も十分にあるので、堰堤撤去による渓流環境復元

の効果を判断するには、相当の長期的なモニタリン

グが必要であると考える。 
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One of the check dams was removed from the Shigekura-sawa, the tributary stream of the Akaya River, for the 

restoration of riparian ecosystem. This study aimed to develop the methods to monitor and estimate the recovery of 

riparian vegetation after the check dam removal. Additional three tributary streams were selected in the drainage basin of 

the Akaya River to compare with the Shigekura-sawa. We surveyed river-bed gradient, distribution of riparian 

topographies, and distribution of plant communities in each stream. The surveyed streams were divided into below three 

types of reaches; reaches with check dams, reaches without check dams, and reaches with broken check dams. Each plant 

community in the streams was established on the particular riparian topography indicating particular disturbance pattern 

of the ground surface. In the reaches with check dams, the V-shaped river-bed had been buried by alluvial deposits and 

had changed to the flat and wide river-bed. Pioneer shrub and herbaceous plant communities were dominant in those 

areas reflecting sunny and unstable site condition. On the other hand, habitats of typical riparian communities were 

disappeared by burial. The plant communities which appeared in the reaches without check dams were able to be used as 

the indicator community to estimate recovery of riparian environment. Appearance of indicator communities could not 

be estimated by the monitoring of permanent plots. It is necessary to monitor the distribution patterns of riparian 

topography and plant communities in the whole reach where the check dam was removed, comparing with the reaches 

without check dams. 
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プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

南アルプス高山生態系の保全を目的とした 
ニホンジカの生態学的研究 

信州大学ニホンジカ研究チーム  
泉山 茂之1） 

 
Research on Sika deer which inhabits the alpine zone in the Southern Japan Alps 

Shigeyuki Izumiyama 
 

南アルプス北部の亜高山帯に生息するニホンジカ（Cervus nippon）を対象に、GPSテレメトリーに

よる行動追跡調査を実施した。2009年10月に、山梨県に接する長野県伊那市長谷の北沢峠（2,030m）

周辺の亜高山帯下部の常緑針葉樹林で成獣4頭（オス3頭、メス1頭）を捕獲し、GPS首輪式発信器を装

着し放獣した。4個体は全く異なる移動パターンを示し、メス個体を含む2頭は伊那市長谷、1頭は北

杜市武川、1頭は野呂川広河原に移動して越冬した。越冬地からの夏の行動圏への春期の移動は6月に

見られ、夏期間は亜高山帯上部のダケカンバ帯を利用し、秋期の移動は10月に見られた。GPS首輪式

発信器を使用することにより、各個体の詳細な移動経路が明らかになった。 

 

1．調査目的 

近年、ニホンジカが高山にまで進出し、亜高山帯

上部の稀少な高山植物群落の採食利用が定着する

ようになり、豊かな山岳環境の象徴とされる「お花

畑」の消失が危惧されている（中部森林管理局 2007、

2008）。高山にまで進出したニホンジカの行動追跡

調査は、これまで南アルプス北部で実施され、さま

ざまな季節的環境利用のタイプがあること、県境を

越えた大きな移動をする個体がいることなどが明

らかになっている（泉山ほか 2008）。しかし、VHF

発信器を用いマンパワーにたよった行動追跡調査

であるため、詳細な移動ルートの把握は困難であり、

追跡個体を見失うことも多々あった。このため、本

研究では、より詳細な行動追跡が可能となる、GPS

型電波発信器を用いた行動追跡調査を実施した。 

 

2．調査地および方法 

調査は、長野、山梨、静岡3県に接する南アルプ

ス北部で実施した（図1）。植生は山麓の山地帯から、

亜高山帯を経てアルプス主稜線の高山帯までを含

んでいる（図2）。 

捕獲作業は、山梨県境に近い、長野県伊那市長谷

の北沢峠（2,030m）周辺で実施した。亜高山帯を利

用する個体は、降雪や気温低下などの採食条件の悪

化により低標高地に移動して来ると考えられるこ

とから、10月上旬に捕獲作業を実施した。学術捕獲

許可は長野県および山梨県から取得した。 

捕 獲 作 業 は エ ア ー 式 麻 酔 銃 （ Telinject 4V, 

TELINJECT社）を使用した。不動化薬には、塩酸キ

シラジン（セラクタール、バイエル社）と塩酸ケタ

ミン（ケタラール、三共エール）との混合液を使用

した。捕獲個体は、体重・体長などの体格を計測し、

GPS発信器（Global Positioning System tracking collar、

重量500g、Tellus 1D、Followit社、スウェーデン）を

装着して放獣した。放獣時には、拮抗剤として塩酸ア

チパメゾール（アンチセダン、明治製菓）を使用した。 

1）信州大学農学部動物生態学研究室 （長野県上伊那郡南箕輪村8304） 
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GPS発信器からは、リモートダウンロードおよび

遠隔操作で脱落させ回収の後、位置データを取得し

た。位置データは、精度が高い3Dデータのみを使用

した。確認標高についても、同様に3Dデータのみを

使用した。位置データは、GISソフト（Map Info ; Map 

Info Corp. NY）に入力し、解析および作図を行った。 

 

3．結果と考察 

季節移動の実態 

捕獲個体の記録は表に示した。また、捕獲地点を

図3に示した。いずれの個体とも、推定年齢3才以上の

成獣個体である。分散過程の移動が予想される、オス

若齢個体（1～2才以下）への発信器装着は避けた。 

本調査の個体と、泉山ほか（2009）の合計5個体

の確認位置と移動経路を図4に示した。 

図5～8には、本調査による捕獲個体の定位位置を

示した。 

シカの移動経路は、夏期の行動圏と越冬地の区間、

および途中の中継地間の移動により形成されてい

る。夏期の行動圏はより採食条件の良好な地域への

移動である。一方、越冬地への移動は、より安全な

地域への移動であり、移動の目的は全く異なる。シ

カの季節移動は、夏期と冬期のそれぞれの地域への

移動距離の拡大の結果、生じたものと考えられる。 

 

 

表 捕獲記録 

 

 

 

  図1 調査地 

 
  図2 捕獲地点 

 

 

  図3 調査地の植生 
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詳細は後述するが、夏期の行動への移動は、南ア

ルプス山麓においての生息密度の増加により起因

していると考えられる。シカにとっての採食条件が

悪化した、高密度の地域から、より採食条件の良好

な地域を求めて移動を繰り返した結果、亜高山帯上

部より上部まで進出したと考えられる。越冬地は、

可猟期に入ると大きく移動し猟期終了後速やかに

帰還する個体の確認（Kamei T. et.al. 2010）や、本調

査結果 からも明らかなように、捕獲圧に敏感に反

応している。越冬地は採食条件が厳しい地域である

ことが多く、採食条件よりも安全性が優先されてい

ることがわかる。 

亜高山帯上部より上部まで進出している個体の

越冬地は、すべて1,800m以下の山地帯の落葉広葉樹

林より下部まで移動して越冬していることもわか

った。南北に長大な南アルプスは、広く亜高山帯下

部の常緑針葉樹林が発達している。このため、シカ

は東西を横断するのか、南北を移動するのかの移動

ルートにより、季節移動の距離が左右されていると

考えられた。 

途中の経由地は、休息のためではなく、夏期の行

動圏から越冬地までに移動するための重要な拠点

と位置づけることができる。長大な移動のための拠

点としては、林道のり面や治山事業箇所が重要な生

息地となっている。大きな季節移動を支える要件と

して、採食条件が良好な拠点が各所に存在すること

が必要であることが示唆される。 

図5 個体1の定位位置 

 

図6 個体2の定位位置 

 

図7 個体3の定位位置 

 

図4 各個体の定位位置
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林道のり面の利用 

捕獲作業を実施し、放獣の後10月から11月にかけ

て、個体は野呂川支流の北沢から野呂川本流広河原

までの、南アルプス林道沿いを利用していた。南ア

ルプス林道は開設後30年を経過し、林道沿いののり

面の外来牧草類による緑化工事が進行している。個

体の確認位置は、林道のり面に集中し、林道のり面

のイネ科牧草類やクローバ類など（畠山 1979）利

用していたと考えられる。 

10月に入り、亜高山帯上部より上部では草本類は

枯死し、降雪も重なり、ニホンジカは下部へ向けて

の秋期の移動が引き起こされると考えられる（泉

山・望月 2008）。しかし北沢峠（2,030m）を越える

南アルプス林道周辺、薮沢源流の治山事業によって

造られたのり面には冬期にもすぐには枯れないイ

ネ科牧草類やクローバ類などの採食物があり、ニホ

ンジカにとって絶好の採食場所を提供していたと

考えられる。 

このように、南アルプス林道の林道のり面緑化の

進行が、ニホンジカの環境利用に深く関わっている

ことがわかった。林道開設前の、もとの自然植生に

はなかった栄養価の高い、飼料として利用される牧

草類の利用は、野生のニホンジカの採食条件を著し

く改善していると考えられた。 

南アルプス林道は、夏期の利用環境と越冬地の間

の移動ルートになっていることに加え、夏期の生息

地から越冬地までの移動の中継地になっていた。南

アルプス林道の緑化の進行は、ニホンジカの行動に

深く関わっていることがわかった。 

 

越冬地への移動と環境利用 

越冬地の環境は、山地帯上部の落葉広葉樹林で、

林床はササで、主要な採食物はササであると考えら

れた。移動ルートは急傾斜な岩場などを回避し、仙

水峠、野呂川越、鋸岳の北西側、北沢峠など、移動

が容易な箇所を選択して通過していることがわか

った。移動ルートには、林道が良く利用されていた。 

越冬期の行動圏内の環境は、北斜面、急傾斜地な

どに移動している個体が多く、必ずしもシカにとっ

て良質な採食物が得られる地域を選択していると

は考えられなかった。また、里地・里山などの採食

条件が良好と思われる山麓まで下降しない個体が

ほとんどであった。 

また、設置されている鳥獣保護区と、シカの移動

には、両者の関係は見いだせなかった。これは、シ

カにとって、鳥獣保護区の線引きが大きな意味を持

っていないためと考えられる。現行制度のもとでの

鳥獣保護区は、ヒトの側での都合で鳥獣保護区の線

引き容易に変更されることや、鳥獣保護区内で有害

捕獲が実施されるためと考えられる。 

 

春期の高山への垂直移動 

個体2の、越冬地から亜高山帯上部への、夏期の

利用環境への移動は6月に認められた。この移動は、

30日ほどの長期間にわたり、標高差、移動距離とも、

きわめて長大な移動であった。この移動は、植物の

生長が開始する展葉前線の上昇に合わせて引き起

こされていると考えられ、これまでに実施してきた

17頭の行動追跡結果と同じ移動パターンであった。

ニホンジカも、北アルプスの高山環境を利用するニ

ホンザルやツキノワグマと同じように、展葉前線の

上昇にあわせて亜高山帯上部から高山帯へ移動し

てゆくことが確認された。 

図8 個体4の定位位置 
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高山環境の利用 

図9には、夏期における北岳高山帯周辺での、個

体4♂の定位位置と生息環境を示した。ニホンジカ

による稀少な高山植物群落の過度な採食が認めら

れる箇所は、亜高山帯上部のダケカンバ林や高茎草

原（高山植物群落）の草本類である。夏期の利用環

境である、主稜線に到達した後は、大きな移動は認

められなかった。周辺での高山環境の利用は、9月

まで続いた。個体の確認位置はダケカンバ林、高茎

草原に集中していた。 

個体は、おおよそ2,400mから2,700mの標高帯を利

用していた。この地域の植生は、高山多年生草本群

落（雪田草原、シナノキンバイ-ミヤマキンポウゲ

群団）、亜高山帯上部の高茎草本群落（ミドリユキ

ザサ-ダケカンバ群団）であり、消失が危惧される

南アルプス有数の稀少な高山植物群落である。各個

体の採食物も、これらの草本類であったと考えられ

る。 

夏期間、個体の利用標高の最低が2,087mで、最高

は2,866mであった。南アルプス主稜線では、おおよ

そ2,600mを越えるとハイマツが出現し、高山帯の高

山ハイデ・風衝草原となる。個体は、ハイマツ帯に

まで出現していることがわかった。現在はハイマツ

帯へのニホンジカの進入は少なく、高山植物への採

食は軽微であると考えられているが、今後拡大して

ゆく可能性がある。 

10月に入って、夏期の利用環境からの移動も長大

であり、北沢峠でGPS発信器を回収した。6月の移動

がゆっくりした移動であったのとは対照的に、10月

は長距離を一気に移動している。 

各個体とも、亜高山帯上部から上部の夏期間の行

動圏に達した個体は、おおよそ1～2平方キロメート

ルの狭い地域に定着し、結果として滞在地域の植生

を集中的に採食することになる。この結果、少数個

体の存在であっても、植物群落に著しい採食圧を与

えることになる。 

夏期の行動圏への移動は、より採食条件が良好な

地域への移動の結果引き起こされると考えられた。

シカの生息密度が高く採食条件が悪化した地域か

ら、生息密度が低く採食圧が軽微である地域への移

動である。メスは出産・育児のために、オスはより

体格が大きくなるために、採食条件が良好な場所を

絶えず求めて移動を繰り返した結果、亜高山帯上部

への進出が生じたと考えられる。メスは出産・育児

を行い、仔ジカが長期の移動が可能になるように成

長するためには、160～170日が必要である。シカが

高密度で生息するようになった南アルプス山麓か

ら、高山へ向かうように分布拡大の圧力が生じたも

のと考えられる。 

 

 

 

写真1 調査地の景観 

 

 

図9 個体4の夏期の定位位置 
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For Sika deer（Cervus nippon）which inhabits the sub-alpine zone in the Southern Japan Alps, the behavior tracing 

survey by GPS collar was carried out. Kitazawa pass（2,030m）in Hase, Ina city（Nagano Prefecture）which will touch 

Yamanashi Prefecture in October, 2009. Four adults deers（3-males, 1-female）were captured in the evergreen coniferous 

forest of the surrounding sub-alpine zone lower part, and GPS collar was equipped with and released. Four individuals 

showed a completely different move pattern, and two deers containing a scalpel individual moved to the Mibukawa 

valley, one deer moved to Mukawa, Hokuto city, one deer moved to the Noro river Hirokawara field, and the winter was 

passed. Vertical movement of the spring in the action area of summer from a wintering range was seen in June, the 

Erman's birch（Betula ermanii）belt of the sub-alpine zone upper part was used during the summer, and Vertical 

movement of autumn was seen in October. The detailed move course of the each object became clear by using GPS 

collar.  

 

 

 

 
写真2 個体1メス 

 

 

 
写真3 個体2オス 
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写真4 個体3オス① 

 

 

 

写真5 個体3オス② 

 

 
写真6 個体4オス
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プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

奄美群島における絶滅危惧植物の生育地調査と保全遺伝学的研究 

奄美希少生物調査隊 
宮本 旬子1）・前田 芳之1）・尾崎 煙雄2）・盛口 満3）・亀之園 春菜1） 

 

Field survey and conservation genetic research of endangered plants in Amami Islands 

Research Group for Endangered Wildlife of Amami 
Junko Miyamoto, Yoshiyuki Maeda, Kemrio Ozaki, Mitsuru Moriguchi and Haruna Kamenosono 

 

奄美群島に分布する希少植物の分布調査と遺伝的な変異の解析をおこなった。目的は、奄美群島

の野生生物の現状を記録し、保護のための基礎情報を蓄積することである。調査対称は、ウマノス

ズクサ科カンアオイ属、ユリ科ユリ属、リンドウ科センブリ属、イワウメ科イワウチワ属、ゴマノ

ハグサ科スズカケソウ属とした。奄美大島、加計呂麻島、請島、与路島、および徳之島において、

2009年11月、2010年4月、6～7月に現地調査を実施した。生育位置、数、環境を記録し、GISによる

分布図を作成した。一部の個体から葉片を採取し、DNAレベルの変異があるのかを調べ、遺伝的多

様性を検討した。また、調査対象植物のうち、鹿児島県天然記念物で絶滅危惧種でもあるウケユリ

を中心に、周囲の森の生物を紹介したパンフレット、『ウケユリたんけんたい』を作成した。自治

体や博物館施設などに提供するほか、メンバーが関系する教育機関で利用する。成果は論文として

公表予定である。 

 

1．はじめに 

南西諸島中部に点在する奄美群島には、大陸から

の生物種の侵入と隔離による種形成がくりかえさ

れた地史的経緯を背景に、地域固有で希少な植物が

数多く分布する（堀田 2001）。『鹿児島県の絶滅の

おそれのある野生動植物 植物編』（2003）によれば、

奄美群島の絶滅危惧植物は約180種にのぼる。また、

奄美大島には25種類、徳之島にも7種類の固有植物

がある。それに加えて、奄美群島の二島以上に共通

する固有植物は11種類あるとされている（大野 

1996、田畑 1996、川窪・田川 1989）。その多くが

南西諸島最大級の森林地帯に生育し、同時にこの森

林は他の多くの希少生物の生息地ともなっている

（写真1）。しかし、その森林の広大さと毒蛇のハブ

の存在ゆえに未だに踏査が行き届かず、分布や生育

状況の詳細が不明な希少植物が多いため、具体的な

保全対策に着手しにくい状態が続いていた。 

本研究では、現状が十分に明らかになっていない

奄美群島の絶滅危惧植物等の状況を調査記録する

ことを目的として、次のような事柄を実施した。（1）

自生地の位置を特定し、生育状況や周辺環境を調査

した。（2）地理情報システム（GIS）により分布図

を作成した。（3）一部の個体について遺伝的多様性

を解析した。（4）奄美群島の森林に生息する希少生

物を紹介するパンフレットを作成した。 

 

2．目的 

本研究のメンバーは、これまでに奄美群島に自生

する希少植物についての情報を蓄積してきた。現在

までに収集した文献や標本、および聞き取り情報な

1）鹿児島大学大学院理工学研究科 （鹿児島県鹿児島市）2）千葉県立中央博物館 （千葉県千葉市） 
3）沖縄大学人文学部 （沖縄県那覇市） 
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どに基づいて、幾つかの現状不明な分類群が分布す

る可能性のある地域を網羅的に踏査し、分布地点を

確認し、生育状況の調査を行い、一部の個体群につ

いては遺伝的多様性を解析し、対象種の保全対策の

基礎情報を得ることを第一の目的とした。さらに、

奄美の森林に生息する希少生物について、図を多用

してわかりやすく紹介するパンフレットを作成し、

教育普及活動を通して希少生物への一般の関心を

高めることを第二の目的とした。 

 

3．方法 

調査対象地域は、奄美群島の奄美大島、加計呂麻

島、請島、与路島、および徳之島とした。行政区と

しては、鹿児島県奄美市、大島郡大和村、宇検村、

瀬戸内町、龍郷町、徳之島町、天城町、伊仙町に相

当する。調査対象分類群は、ウマノスズクサ科カン

アオイ属Asarum（Aristolochiaceae）、ユリ科ユリ属

Lilium（Liliaceae）、リンドウ科センブリ属Swertia 

（Gentianaceae）、イワウメ科イワウチワ属Shortia 

（Diapensiaceae）、ゴマノハグサ科（またはオオバコ

科）スズカケソウ属Veronicastrum（Scrophulariaceae or 

Plantaginaceae）とした。これらは、山野草や薬草と

して採取される恐れがあったり、野性化したヤギな

どの動物による食害が起こったりして、近年、特に、

自生地や個体数の減少が憂慮されている植物であ

る。 

文献情報およびメンバーがこれまでに収集した

情報や経験に基づいて、自生の可能性がある地域を

しぼりこみ、2009年11月から2010年7月にかけて集

中的に踏査した。自生集団を確認した場合は、測位

システム（GPS）により生育位置を記録し、個体数、

周辺植生などの生育環境を調査した。そして、生育

位置データに基づいて、GISを用いて分布図を作成

した。ただし、盗掘などへの利用を防止する観点か

ら、詳細な分布情報については、一般向けには非公

開とした。調査対象植物のうち、もともと保護対象

でない個体群や、申請により公的な許可が得られた

個体群から、栄養器官の一部を採取し、遺伝的な変

異の解析に供した。具体的には、数センチメートル

四方の葉片を切り取り、漂白剤を含む溶液で表面の

汚れや菌などを除去し、シリカゲルを用いて急速乾

燥した後、鹿児島大学内の実験室に持ち帰った。試

薬キットを用いて全ゲノムDNAを抽出し、PCR法に

より特定の領域を増幅し、遺伝的変異を調べた

（Arzate-Fernandez et al. 2005, Hayashi & Kawano 

2000, Haruki et al. 1997, Horning et al. 2003, Joshi & 

Dhawan 2007, Nishiakwa et al. 1999, Ronsted et al. 

2005, Zhang et al. 2007, 阿倍・田村 1955）。調査対象

植物については、過去にDNAレベルの研究例が少な

いため、十分に実験条件が確立されていなかった。

そこで、変異の解析方法としては、まず、簡便で汎

用性が高いInter Simple Sequence Repeat（ISSR）法を

用いた。近縁種において、特定のDNA断片を増幅す

るためのプライマーに関する情報が得られていて、

ほぼ実験条件が確立している場合には、いわゆるマ

イクロサテライト領域の多型を調べる Simple 

Sequence Repeat（SSR）法、およびrbcLなど葉緑体

内遺伝子の塩基配列比較法を用いた。また、ITSな

ど核内遺伝子間領域の塩基配列比較法により、自生

個体と、九州本土の近縁分類群や栽培品との系統的

差異を検討した。なお、現地調査中に、その他の絶

滅危惧植物や地域固有性が高い生物が見つかった

場合は、可能な限り位置情報を記録し、写真撮影を

行うようにこころがけた。それらの画像を利用して、

調査対象地域の生物を紹介するパンフレットを作

成した。 

 

 

 

写真1 奄美大島湯湾岳から見る常緑広葉樹林 
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４．結果と考察 

2009年11月に奄美大島およびその周辺島、2010年4

月に徳之島、2010年6～7月に奄美大島で現地調査を行

った。研究期間内の調査対象植物種としては、カンア

オイ属Asarum 9種、ユリ科ウケユリLilium alexandrae 

hort. ex.Wall.、リンドウ科ヘツカリンドウSwertia 

tashiroi（Maxim.）Makino、イワウメ科アマミイワウチ

ワShortia rotundifolia Makino f. amamiana （Ohwi）

Yamazaki、ゴマノハグサ科リュウキュウスズカケ

Veronicastrum liukiuense（Ohwi）Yamazakiを選んだ。 

南西諸島のカンアオイ属植物（写真2）には地域

固有性の高い種が多い。しかし、古くから園芸用や

薬用として採取されてきたために激減し、絶滅危惧

種等に指定されている分類群が大半である。奄美大

島、加計呂麻島、請島にはフジノカンアオイA. 

fudsinoi. Ito、オオバカンアオイA. lutchuense T. Ito ex 

Koidz.、ミヤビカンアオイA. celsum F. Maek. ex Hatus.、

グスクカンアオイA. gusk Yamahata、トリガミネカン

アオイA. pellucidum Hatus. et Yamahata、カケロマカ

ンアオイA. trinacriforme（F. Maek.）Yamahataの6種

が分布しているとされている。徳之島にはハツシマ

カンアオイA. hatsusimae F. Maek.、トクノシマカンア

オイA. simile （F. Maek.）Hatus. オオバカンアオイ A. 

lutchuense、タニムラカンアオイA. leucosepalum 

Hatus. ex Yamahata の分布が記録されている

（Hatusima & Yamahata 1988、Sugawara 1988、菅原 

1989a、1989b、1989c、1990、堀田等 2005）。本研究

においては、このうちのタニムラカンアオイを除く

8種類についての自生地を確認し、分布地図を作成

した（Maeda 投稿中）。フジノカンアオイを中心に、

保護対象となっていない集団のおよそ400個体から、

遺伝的変異を解析するための試料を採取した。現在、

実験条件の確立を試みているところである。 

ウケユリは奄美群島固有のユリ科の多年草であ

る。初夏に、芳香がある白色の花をつける。かつて

は奄美群島内に群生していて、欧米に輸出され、園

芸用のユリの品種改良に利用されたこともある（清

水 1987）。しかし、周辺環境の変化、人為的採集、

動物による食害などによって、生育地も生育数もと

もに減少し、現在、環境省のカテゴリーでは絶滅危

惧IA類に指定されている。2007年には鹿児島県の天

然記念物に指定され、特に請島の自生地では、動物

の食害を防ぐために網で囲い、保護管理が行われて

いる。本研究の主要メンバーは2007～2008年に生育

地域を網羅的に踏査し、18箇所374個体の自生を確

認し、論文として公表した（Maeda et al. 2009）。従

来の文献では、奄美大島、与路島、請島に生育する

とされていた（初島 2004、林 1983）。しかし、2008

年の調査により、加計呂麻島と徳之島の自生地が新

たに確認された。しかし与路島での生育は確認でき

なかった。本研究期間中に奄美大島と加計呂麻島で

さらに1箇所の自生地が確認できた。行政区として

は、鹿児島県の奄美市、大和村、瀬戸内町、徳之島

町に自生していることになる。生育場所は各島内の

山中に屹立する砂岩やチャートの露岩上であった。

ウケユリが生育していた露岩の高さは4～24メート

ルで、壁面の斜度は50～100°であった。周辺はシ

イ類やカシ類を優占種とする常緑広葉樹の二次林

であった（田川 1999、田川等 1989）。ただし、生

育箇所は岩壁の中部や上部で、樹木による被覆が無

く、適度な日照と風通しに恵まれ、水はけが良い場

所であった（写真3）。そのような場所には食害する

動物も人の手も届かないために残存していたと思

われる。集団構成数は2～63個体で、いずれの集団

にも開花していたり結実していたりする株が含ま

れていた。ほぼ垂直な壁面の凹みや割れ目に球根が

入り込み、茎高が1メートル近くまで成長している

大株もあった。しかし、実生と思われる小型の植物

 

写真2 ハツシマカンアオイ（撮影地：徳之島） 
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体が見られたのは4集団だけで、世代の継続性が確

保されているかどうかは疑わしい。自生集団の112

個体について、遺伝的変異をSSR法、ISSR法を用い

て解析した結果、1集団を構成する個体数が15以下

の場合には遺伝的多様性が著しく低いことが明ら

かになった。多様性が低い集団は全体の半数を超え

ていた。なお、ウケユリとして市販されている栽培

品と自生個体の間において、rDNA介在配列である

ITS領域の塩基配列に若干の相違点があることが明

らかになった（Miyamoto et al. 投稿準備中）。 

ヘツカリンドウは越年生の草本である。通常は、

数年間成長した後に開花して枯死するが、根出葉が

翌年まで残って、葉が成長し、また開花することも

ある。例年、奄美群島では9～11月頃、九州本土南

部では12月頃に開花する。花は緑色から帯紫色で、

花弁中央部に蜜腺がある（写真4）。奄美群島内では、

奄美市、瀬戸内町、徳之島町、天城町の山中の尾根

筋、露岩上、低地や海岸付近の草地などに生育地が

点在していた。本種は、環境省の絶滅危惧植物リス

トには掲載されていないが、鹿児島県のカテゴリー

では「準危惧」の扱いになっている。分類学的には

九州本土の集団と奄美群島の集団は同種であり、鹿

児島県の大隅半島が種としての分布の北限とされ

ている。しかし、九州本土と島嶼、あるいは山地集

団と低地集団の間で、形態的な種内変異が見られた。

本研究では、奄美群島内9箇所51個体の遺伝的変異

を、ISSR法と葉緑体内の遺伝子の塩基配列比較によ

って解析した。さらに、大隅半島南部に自生する個

体と比較した。その結果、大隅半島産の個体と奄美

群島の個体の間で遺伝的な相違点があることが明

らかになった。さらに、奄美大島の北部低地の集団

と、奄美大島中南部以南から徳之島にかけての山中

に生育する集団の間に遺伝的な相違点があること

が明らかになり、奄美群島内でも若干の遺伝的分化

が起こっている可能性が示唆された（Miyamoto et al.

投稿準備中）。南西諸島に分布する本種とその近縁

種群の分類体系については幾つか説がある

（Toyokuni & Yamazaki 1993）。しかしながら、この

ような遺伝的な相違点と、外部形態上の変異との相

関が明瞭でなく、分類学的再検討には至らず、島ご

との固有性には乏しいという結果になった。道路沿

いの草地などにある集団は、伐採や道路整備工事の

影響を受けやすく、急激に集団が小さくなったり、

一気に消滅したりすることがあり、過去の文献や標

本の情報と現状を比較すると、全体として生育数の

減少が進んでいる様子がうかがえる。 

アマミイワウチワは常緑の多年生草本である。西

表島や台湾に分布するシマイワウチワ Shortia 

rotundifolia Makinoと同種とされることもある。奄美

大島では、渓流沿いの崖地や山中の岩上など、年間を

通じて水分が豊富で空中湿度も高く、夏期には林外よ

りも気温が低い場所に生育している。4～5月頃に白色

の花をつける。花に仮雄蕊が無いことから、本州に生

 

写真3 ウケユリの咲く岩壁（撮影地：奄美大島） 

 

写真4 ヘツカリンドウ（撮影地：請島） 
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育するイワウチワShortia uniflora（Maxim.）Maxim.

とは別種とされている（Romblom & Anderberg 2002、

Scott & Day 1983、山崎 1968、1990）。本研究の期間

中に、奄美大島南部で4箇所の自生地を確認した。

このうちの2集団は山中に点在する露岩の下部にあ

り、1集団あたりの構成個体数が数百レベルであっ

た。夏期には結実している個体が観察されているこ

とから、種子による有性繁殖をしていると推定され

るが、走出枝による栄養繁殖も高頻度で行っている

ことがわかった。そのほかに、2箇所の渓流沿いの

崖地において小集団が確認された。当初、ISSR法に

よって遺伝的な変異の検出を試みたが、明瞭な結果

が得られなかった。そこで、京都大学において開発

されたプライマーを分与いただき、SSR法による解

析を試みた（Dan et al. 2008）。現在も解析を継続中

であり、最終的な結論は得られていないが、集団全

体としては遺伝的変異を包含していることが明ら

かになってきた。しかし、栄養繁殖個体はすべて遺

伝的には同一である。集団としては構成個体数が数

百あっても、遺伝型としてはそれよりはるかに少な

い数しか含んでいないという可能性がある。自生地

では園芸用と思われる採取の痕跡がしばしば確認

されている。また、渓流沿いの崖地に生育している

場合は、大雨による増水や土砂崩れなどによって、

自生地が損なわれる危険がある。 

リュウキュウスズカケは常緑の蔓性草本である。

5～7月に紫色の穂状の花をつける。環境省のカテゴ

リーでは絶滅危惧IA類に指定されている。南西諸島

の固有種で、奄美大島、喜界島、沖縄本島に分布す

るとされている。しかし、現在、自生が確認できて

いる地域は奄美大島だけである。本研究のメンバー

は、奄美大島内で林床を覆うように生育する3集団

を確認した。いずれも小さな沢や溝が近く、水分が

豊富に得られる環境であった。そのうちの19個体に

ついて、遺伝的変異を解析した結果、奄美大島内で

の多型がほとんどみられなかった（Miyamoto et al.

投稿中）。調査地ごとには、ほぼ同一の遺伝型を示

していた。スズカケソウ類は蔓性で、茎の先端が下

垂すると葉の付け根に当たる節から発根する。茎が

分岐して、それぞれの先端部から着地し、別々の個

体として伸張していくこともあり、栄養繁殖によっ

て増殖できる。リュウキュウスズカケにごく近縁な

トラノオスズカケV. axillare（Sieb. et Zucc.）Yamazaki

は、九州本土の薩摩半島南部に生育している。これ

についても同様な解析を試みたところ、奄美大島の

3集団に比べて遺伝的な変異の程度がやや高かった。

奄美群島のリュウキュウスズカケの3集団は、それ

ぞれ多数の個体から構成されているように見える

が、同一の遺伝型を持つ栄養繁殖集団である可能性

が高い。いずれの集団でも開花が確認されているが、

自生地で種子による有性繁殖が行われているのか

については、確認できなかった。 

以上の結果の一部を2010年9月に開催された日本植

物学会大会において発表し、学術論文として順次まと

めつつあるところである。それに加えて、今回調査対

象とした希少植物と、その周辺に生息する動物や菌類

を紹介するパンフレットを作成した。メンバーによる

カラフルな写真やオリジナルの挿絵を使って、小学

生や中学生でも理解しやすいように編集した（図1）。 

 

 
図1 パンフレット『ウケユリたんけんたい』の表紙 
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5．おわりに 

現在、環境省を中心に、奄美沖縄地域の国立公園

化と世界遺産登録申請が計画されている。我が国の

絶滅危惧種については環境省および各都道府県に

よりレッドデータブック（RDB）が作成されてリス

トアップが進められてきたが、詳細な生育状況が不

明なままの分類群が少なくない。とりわけ本研究の

対象地域のように、踏査の困難な地域においては、

こうした詳細不明の絶滅危惧種が少なからず存在

する。絶滅危惧種の保護対策が不十分である現状は、

奄美沖縄地域の世界遺産登録申請への障害ともな

っている。しかし、いまだに、希少植物の分布情報

が明らかでないまま、森林伐採や道路開発等により

生育地が破壊される危険性がある（宮本 2010）。野

生化したヤギなどの動物による食害や、盗掘とイン

ターネット売買により、自生個体数が減少している

例もあいかわらず見受けられる。地元自治体や自然

保護団体の活動は以前に比べてはるかに活発にな

ってきているようであるが、奄美群島全体を見わた

したとき、情報の統合が十分でなく、特定の残存地

情報が強調された結果、他の重要な自生地が見落と

されている可能性もある。このままでは、実態が不

明のまま保全対策がとられずに自生地が消滅する

恐れがある。本研究により、部分的にでも絶滅危惧

種の生育状況を解明することは、群島全体の自然保

護を具体的に進める上で不可欠の取り組みである。

さらに、生育環境の多様性や、種類の多様性だけで

なく、遺伝的な多様性に関する情報の収集が必要と

されている。希少植物の生育地の現状や遺伝的多様

性の状況が明らかになれば、これを基礎情報として、

自治体等による保護対策が実施されることが期待

される。また、GISを用いた生育適地の解析により

潜在的生育地が推定されれば、広範囲な保全対策の

目安となる。遺伝的多様性の解析により自生地での

繁殖戦略や絶滅危険度を推定することにより、繁殖

促進の方策を検討したり保全対策の緊急性を評価

したりすることも可能になろう。本研究では、成果

の一端として一般向けのパンフレットを作成した。

現地調査の際に地元での聞き取りを行うと、環境保

全や希少種の保護の重要性は理解しているものの、

実際に身近に見た事も聞いた事も無く、日常生活に

関わりが無いような生き物へどのように関心を抱

けと言うのか、戸惑っている人も少なくない。ある

いは、学校教育においての理科や総合学習において、

背景としての地理や知識としての自然という概念

は習うことができるし、幾つかのシンボル的な動植

物について学ぶことはあるが、話題にのぼらないよ

うな膨大な生物種に意識を向けてもらうことは難

しい。今回4科11種類の植物の生育地と遺伝的変異

を調査したが、まだ現状不明の希少種は多い。また、

ごく最近起こった奄美大島での豪雨災害により、自

生地が失われた希少植物もある。今後も調査研究を

継続していく必要がある。自然や野生生物の保護保

全に関わる人達だけでなく広く一般の人達にも奄

美群島の生物への関心を高めてもらうことができ

るように、今後も地道な調査研究活動と、適切な形

での成果の公表を継続していきたいと考えている。 

 

6．摘要 

（1）奄美群島において希少植物の分布調査と遺伝

的変異の解析を実施した。 

（2）調査対象はウマノスズクサ科カンアオイ属、

ユリ科ユリ属、リンドウ科センブリ属、イワウ

メ科イワウチワ属、ゴマノハグサ科（またはオ

オバコ科）スズカケソウ属の合計12種類とした。 

（3）フジノカンアオイ、オオバカンアオイ、ミヤ

ビカンアオイ、グスクカンアオイ、トリガミネ

カンアオイ、カケロマカンアオイ、ハツシマカ

ンアオイ、トクノシマカンアオイ、ウケユリ、

ヘツカリンドウ、アマミイワウチワ、リュウキ

ュウスズカケの自生地を調査し記録した。 

（4）ウケユリ、ヘツカリンドウ、リュウキュウス

ズカケについて、遺伝的変異を解析した。フジ

ノカンアオイなどとアマミイワウチワについて、

遺伝的変異の解析条件の確立や予備的解析を試

みた。 

（5）奄美群島の森林に生息する希少植物、動物、

菌類などを紹介するビジュアルなパンフレット

を作成した。 
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We made the field survey and the analysis of the genetic variation of some red-data plants in Amami Islands, the 

middle of Ryukyu Islands, Japan.  The aim of this research was to show the basic data of the present state of the wild life 

of Amami Islands.  The materials were the following genera: Asarum （Aristolochiaceae）, Lilium （Liliaceae）, Swertia 

（Gentianaceae）, Shortia （Diapensiaceae）, Veronicastrum （Scrophulariaceae or Plantaginaceae in APGII）.  We 

recorded geopraphical positions, numbers, environments of their growing places in Amami-o-shima, Kakeroma-jima, 

Uke-jima, Yoro-jima and Tokunoshima, on November 2009, April, and June to July 2010.  Distribution maps were 

drawn by using GIS.  The genetic diversity was discussed by analyzing DNA variations using leaf-samples of some 

plants.  We made a small booklet entitled ‘Ukeyuri Tankentai （The exploration to search the Alexandra lily）.  It 

introduced the wild life in the forest around an endemic species and a natural prefectural monument, Lilium alexandrae.  

It is going to use for education in the local governments, museums and schools.  Additionally, some articles are 

submitted or prepared. 
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奄美大島におけるイシカワガエルの生活史を通した 
行動圏と利用環境の解明 
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Study of habitat range through the life history of endangered 
Rana（Odorrana）ishikawae in Amami-Oshima Island 

Amami Amphibian Research Group 
Yumiko Nagai, Noriko Iwai, Kazuki Yamamuro, Issei Yamada, Shohei Oumi, Yuya Watari 

 

イシカワガエルは奄美大島と沖縄島のみに生息する希少種であるが、その生態についての知見は

乏しい。本研究では、本種の成体、幼生における行動圏を明らかにし、適切な保全策の基盤となる

知見を収集することを目的として、（1）ICレコーダーを用いた鳴き声の録音記録による繁殖期の確

認、（2）ラジオテレメトリーによる成体の行動圏調査、（3）幼生へのイラストマータグを用いたマ

ーキング法による分散状況調査を実施した。その結果、（1）繁殖期は1月下旬から5月で最盛期は2

月から3月であり、（2）成体は、繁殖期には沢の周辺を動かず、非繁殖期には少しずつ移動を繰り

返しながら、通年では繁殖沢を含む500m程度の範囲を動いていること（3）幼生の流下距離は1年間

で90mであることが明らかになった。本種の保全には、繁殖沢とその周辺の森林の存在が重要であ

り、特に隠れ家の提供や沢の流量を安定化させるための、環境の質の高さを考慮することが必須で

あることが分かった。 

 

1．はじめに 

近年、カエル類は絶滅や減少が世界各地で報告

され、その保全は重要な課題となっている。絶滅

が危惧される種について、適切で効果的な保全策

を実施するためには、食性や繁殖生態、行動圏と

いった基礎的な生態や生息数、分布の実態、個体

群構造を把握し減少の要因を明らかにすることが

不可欠である。 

イシカワガエルは奄美大島と沖縄島のみに生息

する希少種である。分布が限られていることに加

え、生息地や個体数の減少が示唆されていること

から、IUCNのレッドリストではEndangeredに、環

境省のレッドリストでは絶滅危惧ⅠB類にランク

されている。また沖縄県、鹿児島県双方で県の天

然記念物に指定されている。個体数の減少の原因

としては、外来種マングースやノネコによる捕食

や、森林伐採、林道工事による生息環境の劣化・

喪失などが考えられるが、その対策の方針を大き

く左右しうる本種の基本的な生態は、未解明の部

分が多い。奄美両生類研究会では、これまでに本

種の分布や食性を明らかにしてきたが、生存に必

要な行動圏と、行動圏内の生息環境についてはま

だ明らかになっていない。さらに、わずかな知見

も繁殖期の成体のものに偏っており、非繁殖期に

おける行動範囲や、幼生（オタマジャクシ）期の

流下距離については全く知られていない。イシカ

ワガエルの生活史の中で、幼生の期間は時に2年を

超えるほど長いものであり（大海他、2011）、本種
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の保全を考える上で軽視できないステージである。

本種の保護を図る場合、繁殖期の成体だけでなく、

非繁殖期と繁殖期、成体と幼生といった様々なス

テージに注目し、一生を通じてどのくらいの範囲

を行動圏とし、どのような環境を利用して生活し

ているかを知ることが重要であろう。そこで、本

研究では、適切な保全地域設定に欠かせない、本

種の行動圏と利用環境について、成体と幼生のス

テージにおける知見を得るための調査を行った。 

 

2．方法 

2-1：繁殖期 

毎年本種の繁殖が確認されている沢のうち、奄美

大島大和村（北緯28度20分、東経129度20分）の住

用川源流域の沢（調査地①：標高385m）と、そこか

ら約1km離れた別の沢（調査地②：標高190m）の2

ヶ所に小型録音機（SANYO社製、ICR-RB79M）を

設置し、毎晩22時から10分間、鳴き声の記録を行っ

た。繁殖期の初期といわれる時期から1ヶ月以上前

の12月初旬に設置し、繁殖期終盤から1ヶ月以上後

の7月初旬まで記録した。回収したデータを聞き取

り、鳴き声の有無、鳴いている個体数（個体数0、1、

2～3、それ以上、と区分）を解析した。 

また、繁殖期と気温の変化との関係を調べるた

め、調査地①には温度ロガー（MAXIM社製、

DS1921G-F5）を、録音機の設置と同期間設置した。

期間中、毎時計測するように設定した。 

2-2：成体の行動圏 

ラジオテレメトリー法を用いて、成体の長期およ

び一晩の活動状況を調査した。調査を行った地域は、

奄美大島大和村（北緯28度20分、東経129度20分、

標高350～400m程度）の住用川源流部流域で、周辺

の環境はスダジイを主体とする二次林と農耕地と

がモザイク状に入り混じり、農耕地へ通じるため、

アスファルトやコンクリートで舗装された林道や

農道が通っている。 

2-2-1：長期追跡 

調査地域において、夜間の林道などで成体を捕獲

し、発信機（Holohil Systems社製、PD-2、3.2g）を

装着してその場にリリースした。発信機の装着は体

重80g以上の個体とし、発信機の重量が体重の5%以

下に収まるように配慮した。発信機は、釣り用のテ

グスを使って腰あるいは背中に取り付けた。テグス

に直径2～3mmの弾力性のあるプラスチック製の玉

（東邦産業株式会社製、発光玉ソフトおよび株式会

社釣研製、ウキクッションOタイプ）を通して、テ

グスが直接皮膚を傷つけないようにした（写真1）。

その後1～3週間おきに日中に電波探索を行い（写真

2）、所在を記録した。電波探索は、最初の入感後、

受信周波数を発信機の周波数から徐々にずらして

受信を弱めていくことで発信源の位置を絞ってい

く方法とした。 

 

 

 

写真1 発信機を装着したイシカワガエル 

 

 

写真2 テレメトリー調査中の様子 
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2-2-2：一晩追跡 

一晩の行動範囲を調べるため、夜間から明け方に

かけて1～3時間おきに発信機を装着した個体の居

場所を記録する調査を実施した。短時間おきの細か

いデータを記録するうえで、調査対象個体へ与える

影響を最小限にすることと、夜間の林内ではハブと

の遭遇率が高まり危険なため、林道上から電波を探

知した。2または3地点からの受信方角を地図上に記

録し、その交点を発信源とみなした。 

2-3：幼生の分散 

イシカワガエル幼生の分散を追うため、奄美大島

大和村（北緯28度20分、東経129度20分）の特定の

沢（住用川源流、標高300m）において調査を行った。

まず、沢の上流部に位置する溜まり（以後溜まりA）

において、イシカワガエル幼生を捕獲し、蛍光シリ

コンタグであるイラストマータグ（NTM社製）を用

いて識別を行った。このイラストマータグは、蛍光

シリコーンを細い注射針を用いて生体に注入する

ことで（写真3）、肉眼による識別を可能にするもの

である。生物適合性の高い医療用の材料を使用して

いるため、生物に悪影響を与えにくいとされている。

その後、沢の下流部を月に1度踏査してイラストマ

ーで識別したイシカワガエル幼生が発見された場

所を記録した。 

イシカワガエルの当年産まれの幼生は、毎年5月

頃産卵の行われた穴から沢へと出てくる（大海他、

印刷中）。そのため、この時期より以前は前年以前

に孵化した越冬個体が見られ、5月以降、当年産の

小型個体が見られるようになる。本調査のための幼

生の識別は、前年以前に孵化した個体と、当年産ま

れの個体を対象に、2010年2月16日および2010年6月

19日の2回行った。2月の識別では、溜まりAにて捕

獲した幼生87個体に緑色のイラストマーを注入し、

同じ溜まりに放流した。識別した幼生の頭胴長は

1.08～2.00cm（1.48±0.19cm; 平均±SD）であった。

6月の識別では、識別を行う前日の6月18日夜、調査

対象の沢において、溜まりAから下流125mまでの区

間から、当年個体と考えられる小型の幼生を捕獲し

た。翌日、黄色のイラストマーを注入し、溜まりA

に放流した。この日識別した幼生は283個体、頭胴

長は0.71～1.31cm（0.95±0.11; 平均±SD）であった。 

識別した幼生を放流した沢において、溜まりAか

ら下流125m地点まで、5～16mおきに14か所の溜ま

りにNo.1からNo.14まで目印をつけた（図1）。放流

後、月に1回、上流に向かって歩きながら幼生を探

し（写真4）、No.1からNo.14までの溜まりで観察さ

れた幼生の数と、イラストマーの入った幼生の数を

それぞれ記録した。目印をつけた溜まり以外にも、

踏査中にイラストマーの入った幼生を発見した場

合は、その位置を記録した。本助成期間より以前の

2009年5月26日にもオレンジ色のイラストマーを注

入した個体を放流しており、これについても発見し

た場合は記録した。また、4月20日には、溜まりAか

ら下流約250mまで踏査範囲を広げて探索した。 

写真3 イラストマータグを注射器を用いてイシカ

ワガエル幼生に注入する。 

写真4 幼生を探しながら沢を踏査する様子 
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図1 調査沢の断面図 No.1から14までの溜まりを下流から識別した。上流の溜まり A を放流

地点（0m 地点）とした。 

 

 

 
 

図2 鳴き声個体数の変化 

調査地②では録音機の不調ため、データが途切れている。 

3．結果 

3-1：繁殖期 

録音データの聞き取りの結果、鳴き声個体数の変

化を時系列に図2に示した。 

調査地①では、1月中旬から1個体が鳴き始めた。

下旬には2～3個体が鳴き、本格的に繁殖期に入った

と考えられた。2月上旬から3月下旬頃まで4個体以上

が連続的に鳴いていた。3月下旬から4月上旬にかけ

て鳴く個体数が減ることがあるが中旬まではわりと

盛んであった。4月中旬以降は2～3個体から1個体へ

と減っていき、5月下旬まで1個体が鳴いている結果

であった。調査地②では、1月中旬より前に鳴き声が

確認されたが、1個体が1回のみ鳴いた記録であった。

録音機の不具合により、データの一部が途切れたが、

おおよそ、調査地①の結果と似た傾向であった。 

調査地①における日中夜の最高気温、最低気温の

変化を図3に示した。3月から4月半ばまで、ロガー

の不調のため記録不能であった。
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表1 テレメトリーによる長期追跡調査結果 

 
＊捕獲日の代わりに4月10日。＊＊捕獲地点の代わりに4月10日以降の所在地。 

 

図3 最高気温・最低気温の変化 

3月から4月半ばまで、温度ロガーの不調により記録できず。 

3-2：成体の行動圏 

3-2-1：長期追跡 

調査期間中、2月中旬から10月上旬までに、12個

体（個体ID T09～T20. オス5個体、メス7個体）に発

信機を装着し追跡した。各個体のサイズおよび所在

確認日、移動距離に関する情報を表1に記す。また、 

探索により所在を確認した地点を個体ごとに地図

（図4～11）に示し、確認状況を表2、3にまとめた。

なお、地図上の個体の確認地点にはほとんどの場合、

川が記されていないが、実際には水の流れのある場

所も多い。 
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図4 T09 所在確認地点 

 

 

 

 
図5 T10 所在確認地点 
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図6 T11 所在確認地点 

 

 

 

 
図7 T12、T13 所在確認地点 
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図8 T14、T15、T16 所在確認地点 

T14の7月4日の所在地点と6月26日の所在地点との間には北東から南西に向かって小さな沢が

ある。 

 

 
図9 T17 所在確認地点 
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図10 T18、T19 所在確認地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 T20 所在確認地点 
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表2 個体別追跡確認状況 その1 
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表3 個体別追跡確認状況 その2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 70 － 

 
表4 一晩追跡調査結果 

 

3-2-2：一晩追跡 

一晩追跡調査は、3個体についてのべ5回（T11で2

回、T16で1回、T20で2回）行った。このうち、電波

発信源の移動が認められたのは、T20の1回（10月3

日）のみであった。表4に調査回別に探索時の確認

状況を記す。 

3-3：幼生の分散 

緑色マーク幼生の放流後すぐ（2月27日、3月3日、

3月12日）は、溜まりNo.13から上流のみ探索したが、

イラストマーの入った幼生は発見されなかった。放

流点よりも下流に識別幼生が初めて発見されたの

は3月18日であり、溜まりNo.13に緑色マーク幼生が

1個体であった。4月5日から下流125m（溜まりNo.1）

までの踏査を開始したが、この日はNo.13に緑色マ

ーク幼生が2個体発見されたものの、それより下流

には発見されなかった。4月20日から10月12日まで

に発見された幼生の位置を、沢の横断面に載せて時

系列に並べたものを図12に示す。同様に黄色マーク

幼生が発見された位置を図13に示す。また、9月10

日まで（10月分は豪雨被害により消失）に発見され

た総個体数と、そこに占める識別個体の個体数を図

14に示す。6月18日は溜まりにいる幼生の総個体数

カウントは行わず、イラストマーのついた幼生（写

真5）の個体数のみのカウントを行ったため、識別

個体のみの結果表示となっている。また、7月6日は

天候不良のため、No.13、14の溜まりにおいては総

個体数のカウントはできなかった。 

緑色マークの幼生については、放流後3ヶ月まで

は放流地点から10m以内の、No.13より上流のみで発

見され、4ヶ月以降に約60m下流のNo.8とNo.9の間で

も発見されるようになったが、それより下流では見

つからなかった。黄色マークについては放流後18日

目にNo.10の溜まりまで流下しており、2ヶ月後には

No.8とNo.9の間まで見られたが、やはりそれより下

流では見つからなかった。最も下流で見つかったの

はオレンジマークを施した個体で、約90m下流の

No.5とNo.6の間に、6月18日（放流から13ヶ月）に

発見された。 

 

写真5 イラストマーが入った幼生



 

－ 71 － 

 
 

図12 緑色マークを施した幼生が発見された位置図 
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図13 黄色マークを施した幼生が発見された位置図 

4．考察 

4-1：繁殖期 

カエルは一般に、繁殖期にオスが鳴くことでメス

を呼ぶ。イシカワガエルは、繁殖期になるとオスが

繁殖に適した沢に集まってコールを始めることが

知られており（大海 2006）、コールが行われる時期

を繁殖期と考えるのが妥当であると言える。録音し

た鳴き声の解析結果から、1月中旬は繁殖期の走り

で、下旬には本格的に繁殖期に入ることが推測され

た。2月から3月中旬頃までが繁殖期のピークであり、

4月中旬頃から終息に向かう。そして5月下旬には繁

殖期の終盤を迎えると考えられた。 

気温のデータを見ると、1月下旬から日中の最高

気温が20℃を超える日が出現し始めたことがわか

る。これに伴って一日の寒暖差も大きくなり、季節

変化による気温の上昇や寒暖差の変化が繁殖行動

の活性に影響している可能性が見受けられた。 

奄美における本種の繁殖期は、4月から5月と言わ

れていた（Utsunomiya et al. 1979）。しかし、今回の

調査では繁殖最盛期は2月から3月半ばであり、また、

大海（2006）でも、繁殖沢でオスが多く見られるの

は2月中旬から4月中旬であったことを合わせても、

1979年のデータより少し時期が早い。この30年近く

の間に繁殖時期が早まった可能性もあり、繁殖時期

が気温の影響を受けているのであれば、温暖化など

の影響も考えられ、興味深い。今後さらにモニタリ

ングを継続することが必要であろう。 

4-2：成体の行動圏 

今回の調査では、繁殖期から非繁殖期前半の動き

を追跡することができた。繁殖活動中のオスはだい

たい沢の中（写真6）におり、数m～数十mのごく限

られた範囲で活動していた。繁殖期のメスは1個体

しか追跡できなかったが、やはり1ヶ月余りは沢の

中で活動していた。非繁殖期には、沢から離れ森へ

移動していた。しかし、沢から200m近くまで離れる

個体がいる一方で、沢の近くに留まるものもいた。

また、非繁殖期間に1ヶ月以上追跡できた個体のデ

ータから、非繁殖期には概ね直径100m程度の範囲内

で生活していると推定されたが、個体によっては短

期間で長距離を移動する場合があった。以下繁殖期

と非繁殖期の動きについて考察する。 

 

繁殖期の行動パターンと移動範囲 

繁殖期間中、オス4個体を追跡できた。その結果、

T12は4月3日から5月9日まで1ヶ月余り沢の中の、全

く同じ場所にいたと推測された。T13は10日しか追

跡できなかったが、その間1週間はやはり同じ場所

にいた。T10では全く同じ場所にいたことはなかっ

たが、2月11日から4月25日まで2ヶ月余りで沢を10m

ほど動いただけなので、ほぼ同じ場所で活動してい
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たといえよう。T11の場合は、2月15日から4月3日ま

で沢を下りながら約65m移動した。しかし、そのま

ま下ることはなく、その後4月10日以降には沢から

外れて活動を始めた（非繁殖期の活動に入ったもの

と推測した）。以上から、繁殖期のオスの行動範囲

は沢すじ数十m程度と推測された。オスは繁殖沢に

長期間滞在し、繁殖に適した穴のそばなどでコール

を行ってメスを呼ぶ（大海 2006）。本研究の結果は、

複数の繁殖沢を移動しながらコールしているので

はなく、長期間同じ繁殖沢でコールを行っているこ

とを裏付けるものであった。夜間は沢でコールを行

い、昼間は同じ場所に戻って休んでいると考えられ

る。沢に沿って10mほど動く場合は、コールを行う

穴の変更か、休み場所の変更の2点が考えられるが、

他のオスとの関係も考えられ（繁殖穴の取りあいな

ど）、今後の研究課題としたい。 

メスについてはT09の1個体のみしか追跡できな

かったが、捕獲地点は沢から100m以上離れた場所で

あったので、沢には繁殖のため下ってきたものと推

測した。そしてやはり1ヶ月余りの間、沢のごく狭

い範囲にいた（写真7）。メスはオスと異なり、沢に

定着する必要はないと考えられ、産卵を終えたらす

ぐに沢を離れると推測していたが、1ヶ月ほど滞在

することが分かった。産卵を行ったかどうかは明ら

かでないため、産卵まで定着し、その後動いた可能

性もあるが、メスにとっても、沢は重要な生息環境

であることに変わりはない。 

 

非繁殖期の行動パターンと移動範囲 

繁殖活動を終えた成体は沢から離れていく。非繁

殖期の各個体について、所在確認地点のうち、最寄

りの沢から最も遠い地点と沢までの水平距離を地

図上で調べた（表1）。繁殖期だけしか追跡できなか

ったT10とT13を除いた、10個体での平均距離は

108m（35～200m, SD=61.1）であった。非繁殖期の

行動圏としては、沢から遠く離れた森林内に移動す

る可能性もあると考えていたが、実際はあまり沢か

ら離れていなかった。確かに、あまり沢から離れた

森林内で本種を見かけることは少なく、本種の行動

圏は、非繁殖期においても沢の近くに限定されてい

るのかもしれない。非繁殖期における行動圏の雌雄

差は、標本数は少なかったものの、はっきりとは見

られなかった。非繁殖期に雌雄が求めるもの（隠れ

家や餌資源など）は同様であると考えられることか

ら、この結果は妥当と考えられる。 

写真7 T09の所在が確認された沢。 

    岩が積み重なった隙間などに潜んでいた。 写真6 繁殖が行われる沢の景観 
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非繁殖期間中に所在を追跡できた日数は長いも

のからT11（92日）、T17（73日）、T20（57日）、T16

（39日）、T14（32日）、T19（21日）、T18（17日）、

T15（10日）であり、この間、個体ごとに最も離れ

た所在確認地点の距離は、20～330mであった（表1）。

T14やT17、T19はほぼ一方向に向かっていたために

距離が伸びたが、移動の際の方角が一定せずに行っ

たり戻ったりしている個体が多く、そのような個体

は直径100m余の範囲に収まっていた。比較的長期

間追跡できた個体についてその動きを要約すると、

2～4週間は数～十数m程度のごく狭い範囲または

1ヶ所に留まって活動し、その後数日間に大きく数

十m移動して、再びごく狭い範囲内で活動、その後

また大きく移動する、というパターンがうかがえた。

とどまっている場所は、木の根元や岩の隙間の穴

（写真8）、高さ数十cm～数mの樹上（樹幹）、道路

わきの草むら、蓋付き側溝の中、堆積したゴミ（材

木やトタン板、ポリバケツのプラスチック片など）

の隙間、草陰の地面の窪みなどだった。T11のよう

に、高さ2mから5m、あるいはそれ以上の樹上にい

ることもあった（写真9）。共通することはいずれの

場所も湿っていることで、道路わきの草むらといっ

てもよく陽の当たる乾燥した場所にいたことはな

かった。夜間動き回ってまた元の場所に戻るのでは、

と考えられたが、一晩調査の結果からは、夜間もほ

とんど動いていないことが分かり、小雨であっても

全く動かない場合もあることが観察された。本種は

元々あまり動かず、湿り気がある比較的安全な場所

を見つけるとそこに留まり、必要がない限り動かな

い生活を送っているのだろう。活動するかどうかは、

従来考えられていたような、湿度や降雨だけでなく、

他の要因などにも左右されると考えられる。たとえ

ば、非繁殖期の活動といえば、主に採餌のためであ

ろうと想像される。本種の食性に関する当会の先行

調査によれば、概ね非繁殖期にあたる夏季には、森

林の地表に多くいるカマドウマなどの直翅目昆虫

をはじめとしてヤスデやナメクジ、ミミズなど雑多

な小動物を捕食しており、餌資源によって生息地が

写真8 T17の所在が確認された沢の穴（岩の隙間） 写真9 樹上（地上高さ2m）にいた T11（6月13日）
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規定されているわけではなさそうである。とすれば、

空腹になるまでは隠れ家にじっとしていて、空腹に

なってから餌を探しはじめても、広い範囲を歩き回

る必要はさほどないのかもしれない。一晩調査で唯

一動きの確認されたT20は、同じ場所に戻っていた

が、このT20を含めて全ての個体について、どこか

1ヶ所を巣として1ヶ月以上にわたって利用するよ

うなことはなかった。採餌のためなどで一度離れた

場合は、元に戻ることもあるが、新たに適した場所

でとどまることが多いと考えられる。また、捕食者

対策などで頻繁に場所を変える必要があるのかも

しれない。本種があまり長距離の移動をしない種で

あり、長期間同じ場所を利用しないのであれば、留

まるのに適した場所が少なくなった場合、次の隠れ

家を発見できなくなっていく可能性もある。もとも

との奄美の森を想像すれば、大木の樹幹のうろや根

元、倒木の下や陰の隙間など、現在の森に比べて身

を隠す場所は多かったであろう。近年問題となって

いる森林伐採や林道敷設などは、森林の湿度や空間

構造、空間の複雑さなどを変化させ、本種の隠れ家

に適した場所の質や量の低下につながっている可

能性がある。一度に移動する距離である数十mを越

える伐採地があれば、隠れ家のない状態で長期間の

移動をしない本種にとっては、越えられない障害と

なるだろう。また、周辺が乾燥し、適した隠れ家が

減少して移動を妨げるかもしれない。これらの観点

は、本種の保全において考慮すべき重要な点になる

と考えられる。実際に今回の調査では、同じ隠れ家

を複数の個体が利用していることが明らかになっ

ており（T15とT18が側溝のほぼ同じ場所に居た）、

隠れ家となるような場所はあまり多くないのかも

しれない。 

今回の調査地を通る林道は、幅4～5mと距離的に

は1晩に移動することが可能なものであり、T11や

T20では、その行動範囲の中央を林道が通っている

が、林道を挟んで行ったり来たりしていることが明

らかになった。林道は隠れ場所となる構造物がなく、

リュウキュウコノハズクやノネコなど天敵に襲わ

れる機会を増加させると考えられる。また、ハブ捕

り（奄美ではハブの買い上げを行っている）やエコ

ツアーの車によるロードキルの可能性もある。実際

に夜間の林道では何度もハブ捕りの車と遭遇し、ま

た、T20は通行中の車に轢かれてもおかしくないよ

うな道端に日中潜んでいたこともあった。本種が行

動圏に林道を入れて生活していることは、頻繁な林

道の横断につながるため、捕食や轢死の危険性が高

まっていると考えられる。ロードキル対策の啓蒙活

動や、ノネコ対策が今後も重要であることを示唆し

た結果と言える。 

本調査では、長期間の同一個体追跡を目指した。

結果的には1年を通じて同一個体とはならなかった

が、同一個体について最高145日にわたり19回の確

認を行うことができた。また、複数個体のデータを

合わせることで、ほぼ通年の動きを明らかにするこ

とができた。これまで、カエルの発信機装着による

追跡は長くても1ヶ月程度にとどまり、ここまで長

期間にわたる調査は行われておらず、非常に貴重な

資料を提供できたと考えている。同一個体の装着が

最高5ヶ月にとどまった理由としては、発信機の脱

落、死亡、電波の見失いによった。助成期間中に装

着した12個体のうち、発信機が脱落したのは5個体、

装着個体が死亡発見されたものが2個体、入感がな

くなり、位置特定できなくなったものが3個体であ

った。脱落については、結び目がほどけているもの

はなく、腰から脚を抜けてはずれたか、もしくは何

者かに捕食され、発信機だけが残ったと考えられる。

装着方法については3年前から改良を重ね、長期間

使用に耐えうる形を採用したが、微妙な結び目の強

さや、装着個体の体型変化によって抜けてしまうこ

とが避けられなかった。きつめに結んだことで傷を

つけてしまった個体（T11）もあり、対象種が希少

種であることを考えると、抜けることを考慮しても

緩めに結ばざるを得ないであろう。（ただし、T11に

ついては、腰への装着によってできた傷が、その後

肩への装着に変更して27日目の視認時には完全に

回復していることが確認されている。）死亡した2個

体の死亡要因については、死体からは明らかではな

かった。2個体とも大きな傷はなく、老衰の可能性

もあった。電波を捕捉できなくなった3個体につい

ては受信していた場所から沢沿いに400mほど徒歩
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で、また、林道沿いに1kmほどアンテナを持って車

で走り、それぞれ探索を行った。また、その後も調

査時には当該電波を繰り返し確認したが、入感はし

なかった。電波を捕捉できなくなったのが6～15日

の間であったことから、そのような短期間に長距離

の移動を行うとは考えにくく、発信機の不良による

電池切れと考えられた。このように、テレメトリー

による行動範囲の調査では、特に長期の場合、どう

しても脱落や死亡、逸失などが起こりやすく、装着

個体数を複数にすることでデータを埋めることが、

今後の研究において考慮すべき点と言える。 

4-3：幼生の分散 

流下距離 

イシカワガエル幼生の移動範囲は、孵化した岩穴

から下流方向へ流れていく距離と考える。識別を施

した個体のうち、最も下流で発見されたのは放流地

点から約90m下流のオレンジ色識別の個体であった。

これは2009年の5月に識別を施した個体であるので、

1年かけて90m流下したことになる。一方、2010年の

2月および6月に識別を施した黄色もしくは緑色の

幼生については、2010年9月現在、最も下流で約60m

であった。しかし、流下した幼生のほとんどは38m

地点にあるNo.10より上流であり、特に8m地点の

No.13より上流が多かった。今回の調査では、放流

地点から125mまでを調査区間としているが、識別幼

生の発見個体数は距離とともに減衰し、100mより下

流では発見されていないことから、調査区間より下

流へ、今回の識別個体が流下している可能性は低い

だろう。また、4月の調査時には、調査距離を伸ば

し、より大きな沢との合流地点（約250m下流）まで

の調査を行ったが、識別個体は発見されなかった。 

調査を行った沢では、イシカワガエルの繁殖は主

にNo.13より上で行われているが（大海 2006）、No.1

からNo.12の間においても、上流よりは低密度であ

るものの、2月の調査時にコールを行っているオス

が見られるなど、繁殖は行われているようであった。

そのため、下流でカウントされた幼生は、上流から

流下してくる個体と、その場で孵化した個体とが混

在していると考えられる。幼生の個体数カウントの

分布（図14）では、No.10の溜まりより上、および

 
図14 調査沢の各溜まりで発見されたイシカワガエ

ル幼生の個体数。濃淡色部分は各色のイラスト

マーで識別された幼生の個体数を示す。〈灰：

黄色、黒：緑色、濃灰：オレンジ色（5月15日

溜まりAの一番下）〉各調査日でカウントを行わ

なかった溜まりは＊で示した。6月18日は溜ま

りにいる幼生の総個体数カウントは行わず、イ

ラストマーのついた幼生の個体数のみのカウ

ント結果であり、また、7月6日は天候不良のた

め、No.13、14の溜まりにおいては総個体数の

カウントはできなかった。 
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表5 各調査日において、溜まり A とそれより下流

で発見されたイラストマー識別幼生の個体

数。括弧内は全観察個体数のうち、下流で見

つかった個体の割合（%）。7月は天候不良のた

め溜まり A のデータがなく、下流の個体数の

み。 

No.2と3に多く、その間にはあまり見られなかった。

この理由としては、この二か所で主に孵化が起こっ

ている可能性と、No.4から9までが幼生が留まりに

くい場所である可能性の二つが挙げられる。イラス

トマー識別幼生はNo.4より下では発見されていな

いこと、また、溜まりの性質はNo.4から9とそれ以

外に特に大きな違いが認められないことから、上流

で孵化した個体はNo.10までに主に留まり、No.2、3

に見られる個体は下流で孵化した個体である可能

性が高い。 

以上より、イシカワガエル幼生は、孵化した場所

から40m程度でとどまる個体が多く、1年ほどかけて

ゆっくりと90m程度流下すると考えられた。ただし、

No.2、3の溜まりには幼生が生息していることから、

生息には適していると考えられ、90mより下流まで

流下する可能性もある。イシカワガエルの幼生は2

年以上成長を続ける個体がいることが分かってい

る（大海他、2011）。今後継続して調査を続けるこ

とで、2年間の間にさらにどれくらい流下するのか、

明らかにすることができるだろう。 

調査を開始する以前は、幼生の流下距離は数百m

ではないかと考えていたが、幼生が観察される沢の

距離はそれほど長くはなく、その中でも最大100mほ

どしか流下しないことが分かった。イシカワガエル

の繁殖に適した沢は、水量が少なく、岩穴の多く存

在する沢の最上流部に限られる。そのような場所は

元々多くはないが、繁殖地によっては、沢の上流部

数十mしか幼生の生育に適さないような沢もあると

考えられ、その場合は、それ以上流下した幼生は生

存できないと考えられる。最低100mほどは幼生の生

育に適した沢でなくては、たとえ繁殖に適した岩穴

があったとしても変態まで生存できる幼生が限ら

れてしまうと考えられる。幼生は、緩やかに水流が

あり、水深がそれほど深くない（50cm以下）場所に

多く、そのような場所が生育に適していると考えら

れた。今後調査する溜まりの数を増やし、幼生の数

と、サイズや温度、流速、ヨシノボリやサワガニの

有無との関係などを明らかにすることで、イシカワ

ガエル幼生の生育に適した環境条件を明らかにし

ていきたい。 

流下の起こる原因については、水の流れによって

受動的に流されていく場合と、能動的に泳いで下流

へ向かう場合の二つが考えられる。幼生の遊泳能力

がどの程度沢の水流に抵抗できるものか分からな

いが、特に雨後の沢における流速は非常に高く、お

そらくは受動的な流下が多いのではないかと推察

される。ただし、幼生が生息している溜まりの幼生

密度が高くなったり、餌資源が減少したりした場合、

また、流された先の溜まりが生息に適していなかっ

た場合などには、幼生がよりよい生息環境を求めて

能動的に流下する可能性もある。幼生の流下要因と

その内訳については今後の課題の一つである。 

 

流下割合 

放流を行った溜まりAで観察された個体数と、下

流で観察された個体数を比較することで、各調査日

において生存している個体のうち、流下していた割

合を計算した（表5）。どの溜まりにおいても死亡や

変態が起こる確率や、発見効率が等しいと仮定して

いる。たとえば2010年9月の時点では、識別幼生を

放流した溜まりAでは、黄色幼生が18個体、緑幼生

が9個体観察された。同日に下流で発見された黄色

個体の総数は16、緑個体は6であったことから、黄

色個体は3ヶ月で47%、緑個体は7ヶ月で40%が下流

へ移動したことになる。下流で発見された個体の割
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図15 調査期間の気象庁名瀬測候所における10分間最大雨量データのグラフ。 

主な調査日を矢印で表す。 

合は、5月6月は3割前後であったが、8月9月は4割を

超え、特に黄色個体で高い値を示した。流下割合は

おおむね時間がたつにつれて増加しており、溜まり

に残っている個体が徐々に流下していくためと考

えられた。ただし、流下の起こりやすさは一定では

なく、8月の流下割合の増加が大きかった。これは、

5月下旬から7月下旬の梅雨に伴う大雨が一因と考

えられる。気象庁名瀬測候所の毎日の10分間最大降

雨量データをグラフにしたものを図15に示す。名瀬

と調査地では雨の降り方は異なるものの、この時期

に強い雨が多いことが分かる。雨によって増水した

沢では、流下が起こりやすくなるのだろう。今後、

降雨量や流速と、幼生の流下との関係を明らかにし

ていきたい。 

幼生のサイズによっても流下の起こりやすさは

異なるようであった。放流を行った時期が異なるの

で、流下割合を直接比較することはできないが、緑

色の幼生は2月から6月までの間はほぼ10m以内に留

まり、6月18日の調査で初めて60m下流で発見された

のに対し、当年個体の黄色マークの幼生は18日後に

38m下流（No.10）まで流下していた。また、溜まり

Aで見つかる個体数に対する下流で見つかる個体の

割合も、8月9月ともに緑色よりも高かった。これら

のことから、緑色の識別個体のほうが黄色の識別個

体よりも流下速度は遅いと言える。緑色に識別をし

た幼生は体サイズが大きく、遊泳能力も高いと考え

られるため、水の流れに伴う受動的な流下が起こり

にくいと考えられる。今後、黄色個体を継続して追

跡を行えば、黄色個体の成長に伴って、流下が起こ

りにくくなるかどうか、明らかにすることができる

だろう。 

 

個体数の減少について 

調査は、幼生が活発となり、岩陰から出てきて採

食などを行う夜間、20時頃から行い、なるべく多く

の個体を観察するように努めたが、岩陰などに隠れ

ている個体も多いと考えられ、カウントされたのは

実際に沢に生息している個体数の一部であろう。し

かし、それを考慮しても、溜まりAで観察される個

体数は、放流個体数（黄色283、緑87）に比べると

相当数の減少を示し、2010年9月10日時点に発見さ

れた総個体数は、黄色34、緑15であった。幼生の減

少には、マーカーの損失、死亡、変態、などの要因

が考えられる。マーカーの損失率および自然死亡率

については、6月の黄色識別個体を現在飼育確認中

であるが、9月20日時点で15個体中10個体が生存し

ており（67%）、生存個体については全個体がマーカ

ーを保持していた。マーカーの損失や死亡は、確認

個体数の大きな減少にはつながりにくいと考えら

れる。そこで、個体数の最も大きな減少要因は、増
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水に伴う生息適地外への流失ではないかと推察し

ている。奄美大島では、多い日には1晩に100mmも

の大雨が降ることもあり、このような場合沢は濁流

となり、人間の力では到底動かせない岩が流される

ほどの流速となる。幼生は岩穴の奥や落ち葉の下深

くなどに避難するものと考えられるが、避難が十分

でないなどの理由によって流れに巻き込まれた場

合は、流されてしまうだろう。一気に川幅の広い下

流まで、数百m流される可能性も考えられる。この

ような流下が起こった場合、幼生が生存していくの

は難しく、そのまま死亡することが多いのではない

だろうか。幼生の遊泳能力で対応可能な、1年で

100m弱というゆっくりとした流下でのみ、生育に

適した溜まりに留まって成長を続けると考える。

もし生息適地外への流失が、個体数の減少の大き

な要因となっているのであれば、たとえば集水域

の森林の伐採が、沢の水量を不安定にすることで、

幼生の死亡率に影響を与えていることになる。森

林伐採がカエルに与える影響は、生息地破壊や、

餌資源の減少などを経た影響として捉えられやす

いが、幼生のステージにおいても、沢の水量の安

定化という面を考慮していかなくてはいけないと

考えられる。特に、イシカワガエルの一生におい

て、幼生のステージは2年という長期にわたる。長

期間安定した環境を維持することが、本種の保全

において重要となるだろう。 

 

5．まとめ 

奄美に生息するイシカワガエルの繁殖期は1月

中旬から5月中と考えられ、最盛期は2～3月であっ

た。これを基準に、成体の繁殖期と非繁殖期の行

動を分析すると、イシカワガエルの通年の行動パ

ターンとしては、繁殖期は特定の繁殖沢周辺で動

かず、繁殖期が終わると沢から平均108m、最大

200mほどまでは離れるものの、遠く森林内までは

行かず、1ヶ所にしばらく留まってはたまに採餌を

行い、少しずつ留まる場所を変えていくという生

活をすると考えられた。沢から離れた後、非繁殖

期の行動範囲は林内では直径約100m程度にとどま

るものが多いが、沢に沿って300mを超えて移動す

る個体もいた。個体によって動きに差があるもの

の、成体1個体の通年の行動圏は、繁殖を行う沢を

含み、平均で200m圏内、広い個体で500m程度の範

囲と考えられた。行動圏は沢の近くや沢沿いがほ

とんどで、ある程度の湿度を必要としていること

が推測された。沢から離れると、隠れ場所として

適した場所が少なくなるのかもしれない。さらに、

地表面の動きだけでなく、地中や樹上といった立

体的な生活空間を利用していることも明らかにな

った。隠れ場所として適した場所が、行動範囲に

質量ともに十分であることが、本種の生息には必

要不可欠であると考えられた。 

幼生の行動範囲は、孵化から1年間で、50%以上

が流下していき、最長で孵化した岩穴から下流

100m程度まで流下する個体がいることが分かった。

2年間という幼生期間の間にはさらに流下する可

能性もあり、繁殖に適した場所から下流部最低

100mほどは幼生の生育に適した環境でなくては、

幼生から変態まで生育できない個体が多くなるこ

とが明らかとなった。また、幼生の流下や流失に

は水量の変化が大きく関わってくることが考えら

れ、周辺の森林環境が幼生に影響を与える経路を

示すことができた。 

本種の分散、移動範囲は、予測よりも狭く、成体、

幼生ともにあまり動かないようであった。繁殖に適

した沢への依存度が非常に高いため、その沢の環境

が変化した場合の影響は大きいと危惧される。本研

究の結果からは、イシカワガエルの保全には、繁殖

を行う沢を含む500m以上の範囲の環境保全が重要

と考えられた。しかし、生息地としての範囲を保全

するだけではなく、森林の湿度や土壌構造、沢の水

量などの安定が重要であることから、生息地の質や、

その質を守るためにさらに広い範囲を考慮する必

要があることも明らかになった。 

本研究は、イシカワガエルの通年の行動圏を明

らかにすることを念頭に、従来対象とされがちな、

繁殖期の成体だけでなく、非繁殖期の成体や、幼

生のステージも考慮した。これにより、より現実

に即した保全範囲を提示することができたと考

えている。しかし、本研究においても、変態直後
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から成体になるまでの、幼体のステージについて

は考慮できていない。一般に鳥類や哺乳類では、

出生分散と呼ばれる弱齢個体の分散が知られて

いる。カエルにおいても、成体になるまでに分散

し、新しい生息地を開拓する可能性があり、弱齢

において今回の調査結果よりも長距離の分散を

行っているかもしれない。個体への負担を考える

と、小型個体への発信機の装着は不可能であるこ

とから、このステージの分散を明らかにするのは

非常に難しい。今後は、分子生態学的な手法を用

いるなどして、幼体のステージについても明らか

にしていく必要があるだろう。最終的には、それ

ぞれの繁殖沢、沢を中心とした生息地を守る森林、

そして沢と沢をつなぐ分散経路、を全て考慮に入

れた、立体的な生息環境保全の提言を目指してい

きたい。 
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Ishikawa's Frog Rana（Odorrana）ishikawae is an endangered species endemic to Amami Island and Okinawa Island, 

whose ecology is mostly unknown. In order to provide essential ecological knowledge for the conservation of this 

species, we revealed 1）breeding season, 2）home range of adult individual, and 3）dispersal distance of tadpoles. Their 

mating call was recorded from late January till May with a peak in February to March. By tracking 12 individuals by 

radio telemetry, we revealed that adults stay around a certain stream during breeding season. In non-breeding season, 

they repeatedly changed their refuge within a few hundred meters near a stream, spending a few week at each refuge. 

During larval period, they flowed down for 90 m in a year. It was indicated that conserving streams and its surrounding 

forests, especially within 500 m from the stream, is important for the conservation of this species. The quality of forests 

should be highly concerned because availability of refuges and stability of stream flow were suggested to have large 

effects on the survival of Rana（Odorrana）ishikawae. 
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サシバ（Butastur indicus）の狩場環境の創出にむけた 
草刈りや杭の設置の保全的効果の検証 
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Effect of supplemental perch site and mowing the grass 
on creation hunting site of Gray-Faced Buzzard 

Iwate university convention of regenerate ecological system on farming village 
Atsuki Azuma, Shirou Kawamura, Yuriko Kawabata, Eri Kaneko,  

Takuma Itokawa, Yuuki Horie, Hirohisa Murakami 
 

サシバは繁殖のため日本に渡来する夏鳥である。近年開発や耕作放棄の影響により、その生息地

である里地里山環境が減少している。既往の研究成果から本種の保全において狩場環境が特に重要

であることが示されている。本種の好適な狩場の条件として、農地に止まり木が存在していること、

止まり木周辺の草地の植被・草丈が低いことが明らかとなっている。そこで、本研究では農地周辺

に杭を設置し、その周辺の草刈りを行うことにより、人為的に本種の狩場の創出を試みるとともに、

その効果を検証した。その結果、この手法を試みた実験地で本種の採食行動が多数回確認され、

実験地が好適な狩場として機能していた。しかし、別の実験地では採食行動が全く確認されなかっ

た。今回の保全手法は狩場創出に対し、一定の効果があると考えられた。しかし、保全手法の実施

区域は巣との位置関係や他種との競合関係を踏まえ、慎重に選定する必要性があることが示唆され

た。 

 

1．はじめに 

1-1：背景と目的 

サシバ（Butastur indicus）はタカ目タカ科サシバ

属に分類される中型の猛禽類である。本種は繁殖の

ために春に日本に渡来する。開析台地を刻む谷に発

達する谷津田とそれを囲む段丘崖や丘陵、低山に斜

面林が残存している環境を繁殖地として選好する

ことが明らかとなっており（東ら 1998、東ら 1999、

百瀬ら 2005）、繁殖地においては両生類や爬虫類、

昆虫類といった小動物を捕食する（石沢・千羽 1967、

久保上 1989、河端 2010）。しかし近年、開発によ

る里山の面的な減少や耕作放棄による質的な劣化

に伴い、本種の生息地適地が減少し、生息数が激減

してきていることが報告されている（kawakami & 

Higuchi 2003）。これを受け、2006年には環境省の定

めるレッドリストに絶滅危惧II類として記載された。

また、耕作放棄地の面積は増加の一途をたどり、

2010年の耕作放棄地の面積は1991年の1.82倍となっ

ている。農業従事者の高齢化も加速しており、2010

年の農業従事者の平均年齢は65.8歳となっているこ

とから（農林水産省 2010）、今後も農地の耕作放棄

が進行することが予想され、それに伴い本種の生息

1）岩手大学農学部（岩手県盛岡市上田3丁目18-8） 
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地の減少も加速することが心配される。しかしなが

ら、本種の保全へ向けた具体的な取り組みの事例は

少なく、また、それらは市民団体によるものである。

そこで、本研究では、本種の保全へ向け、具体的な

保全手法を実施し、その効果を客観的に評価するこ

とを目的とする。実施する保全手法は岩手大学農学

部のこれまでの研究成果をもとに立案した手法を

用いる。以下に、既往の研究を整理し、これをもと

にした保全手法を説明する。 

1-2：既往研究の整理 

猛禽類の生息地の条件として、営巣環境、狩場環

境等が考えられる。本種の営巣環境については、孤

立林での営巣が報告されており（植田ら 2006）、本

調査地周辺でも孤立林での営巣が確認されている

ことから（未発表）、生息地選択における営巣環境

の重要性は他の条件に比べ低いと考えられる。また、

東 2004、百瀬ら 2005、植田ら 2006はサシバの生

息には狩場環境が重要であることを示しているこ

とから、本研究においては、狩場環境創出へ向けた

保全手法を検討した。 

岩手大学では岩手県花巻市東和町周辺にて本種

の生息分布調査や、生態調査を2007年から行ってき

た。巣上にCCDカメラを設置し、本種の雛への給餌

行動を観察した結果、給餌の約60%がカエル類、約

25%が爬虫類であったことから、この地域における

本種の主要な食物動物がカエル類、爬虫類であるこ

とが明らかとなっている（河端 2010）。カエル類、

爬虫類は水田周辺に生息しており、定点観察法によ

る行動観察からも水田周辺において採食行動が多

数確認されていることから、水田周辺が本種の重要

な狩場環境となっているのは明らかである。また、

本種は待ち伏せ探索型の採食形態を採り、採食時に

必ず止まり木にパーチする。この採食特性に着目し、

行動観察の結果から採食パーチの多い環境を分析

したところ、農地の周辺に電柱が存在している環境

を狩場として選択していることが明らかとなった

（河村ら 2010）。このことから、水田周辺に止まり

木がある環境が狩場として好適な環境と考えられ

る。また、行動観察時に採食地点が特定できた際に、

その地点の植被・草丈を計測したところ、植被の平

均が約45%、草丈の平均が約10cmと低い値を示し

た（熊谷 2008）。植被・草丈が低いと食物動物を

見つけやすくなり、また、採食成功率も上昇する

のではないかと推測される。これらの結果を踏ま

え、本種の狩場として好適な環境とは、農地に止

まり木が存在しており、周辺の草地の植被・草丈

が低くなっている環境といえる。止まり木が存在

している環境は農地に人為的に杭などの構造物を

設置することで創出でき、植被・草丈が低い環境

は草刈りを頻繁に行うことで創出できる。本研究

では、上記の2つの保全手法を実施し、本種の狩場

を人為的に創出する。また、保全手法の実施前と

あとで本種の生息地内の空間利用の状態を比較す

ることにより、今回実施する保全手法の効果を客

観的に評価する。 

 

 

写真1 定点観察調査の様子 

 

写真2 杭の設置作業① 
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   図1 調査地の位置と周辺の地形 

2．方法 

2-1：調査地 

本実験は岩手県花巻市東和町の本種の生息地SN

で行った（図1）。SNは2007年以降本種の繁殖が継続

して確認され、2008年、2009年と定点観察による行

動観察が行われており、調査地周辺の本種の空間利

用の状況が把握されている。杭の設置および草刈り

は地元の農家の方の協力のもとSN周辺の非耕作水

田を2カ所、計90aで行った。尚、1カ所は20aに杭を6

本（以降、実験地Aと呼ぶ）、もう一方は70aに14本

の杭を設置した（以降、実験地Bと呼ぶ）。両実験地

ともに2008年、2009年の行動観察において採食行動

はほとんど確認されていない。2010年の営巣木と各

実験地における杭の設置の位置を図2に示す。また、

2008年の巣の位置と定点観察により確認されたパ

ーチ地点を用いMCP法により算出した95%行動圏

を図3に、2009年の巣の位置と95%行動圏を図4に示

す。なお、図3、図4においても杭の設置位置を示し

ているが、杭の設置は2010年4月9日に行っているた

め、調査時は存在していない。実験地Aは2010年の

巣に非常に近接した位置となっている。これに対し、

実験地Bは巣から500mほど離れており、2008年、

2009年の行動圏外となっている。杭の設置は4月9日、

10日に行った。 

 

写真3 杭の設置作業② 
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図2 2010年の巣の位置と実験地の位置および周辺

の電柱の分布 

図内の+は巣の位置を、●は設置した杭の位置、

■は電柱の位置を示す。 

 

 
図3 2008年の巣の位置と95%行動圏 

図内の+は巣の位置を示す。95%行動圏は定点

観察によって確認されたパーチ地点と採食地

点をもとに MCP 法により算出した。 

 

図4 2009年の巣の位置と95%行動圏 

図内の+は巣の位置を示す。95%行動圏は定点

観察によって確認されたパーチ地点と採食地

点をもとに MCP 法により算出した。 

 

 

 

写真4 実験地Aの様子 

矢印の下に杭を設置した。 
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2-2：実験方法 

杭の設置面積および設置した杭の本数、2010年の

巣からの距離を表1に示す。実験地の位置の巣の位

置および行動圏との関係は前述したとおりである。

杭は農園用の果樹の支柱を用い、高さ4mのものを使

用した。2008年の調査から、本種のパーチ選択にお

いて、パーチ物の高さへの選好性は低いことが明ら

かとなっている（河村ら 2009）。また、東 2004は

本種の生息地におけるパーチの高さを調べ、その

50%が6m以下であったことを報告している。以上の

研究報告より、止まり木の高さが本種のパーチ選択

へ及ぼす影響は小さいと考えられる。 

草刈りは実験地の草丈が常に20cm以下に維持さ

れるよう、杭の設置以降、9月末まで随時行った。

草刈りには市販の刈払い機を用いた。 

 

 

表1 各実験地の面積と杭の本数、巣からの距離 

 

 
写真5 設置した杭にパーチしたサシバ 

2-3：現地調査 

本生息地のペアの実験地の利用状況および生息

地内の空間利用の変化を把握するために、定点観察

法による行動観察を行った。定点観察には双眼鏡と

望遠スコープを用い、本種のパーチ位置と採食地点

を5000分の1地形図に記録した。その際、観察した

個体の雌雄と行動を観察した時刻、採食行動の確認

の有無、採食行動を起こした場合はその成否を可能

な限り記録した。尚、2008年、2009年も同様の方法

で行動観察を行っている。調査は5/30、6/6、12、

20、26、28、7/4、11の8日間行った。調査時間は5:00

～11:00、13:00～17:00の計10時間とした。定点数は

原則5定点設置し、可能な限り生息地全体を見渡せ

るよう配置した。 

2-4：解析方法 

現地調査の結果から得られたパーチ地点をもと

にMCP法に基づく95%行動権を算出し、2008年、

2009年の結果と比較した。また、GIS（TNTmips 

Microimage社）を用い、生息地周辺に50m×50mの

メッシュを作成し、各セルの採食行動を起こしたパ

ーチ（以下、採食パーチと呼ぶ）の回数を計算した。

これをもとに、実験地を含むセルの採食パーチの回

数を2008年、2009年と2010年で比較した。 

 

3．結果 

3-1：2010年の繁殖成績 

保全手法の効果を検証する前に2010年の本調査

地の繁殖成績について述べる。2010年に渡来した

ペアのうち雄は2008年、2009年と同一の個体であ

ったが雌は例年とは別の個体であった。2009年と

は異なる林分に営巣し、巣立ち雛数は2羽であった。

5月中旬から抱卵に入り、巣立ち日は7月4～6日で

あった。 

3-2：実験地の利用状況 

実験地Aでは採食行動が20回、設置した杭へのパ

ーチが32回確認された。しかし、実験地Bでは採食

行動およびパーチは確認されなかった。図5に採食

に利用したパーチ物の割合を示す。2008年、2009年

は電柱を利用した採食行動が多く、60%以上を占め

ている。それに対し、2010年は設置した杭を利用し
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た採食行動の割合が30%以上を占め、電柱を利用し

た採食行動よりも多く確認されている。尚、本グラ

フにおける杭を利用した採食行動はすべて実験地A

で確認されたものである。 

3-3：行動圏の変化 

2010年の営巣木の位置およびMCP法に基づく

95%行動権を図6に示す。2008年、2009年と比較し、

若干の違いはあるものの、大きな変化は見られなか

った。尚、2008年の行動権が狭く、また、営巣木を

含んでいないのは調査時の定点数が少なかったた

めと考えられる。 

3-4：高利用域の変化 

図7～図9は生息地周辺に50m×50mのメッシュを

作成し、各セルにおける採食パーチの回数を本種の

狩場利用の頻度とみなし、これを図示したものであ

る。図における十字は営巣木の位置を、丸印は電柱

の位置、四角は杭の位置を示す。各セルの色が濃い

ほど狩場としての利用頻度が高いことを表す。尚、

色がついていない範囲は採食パーチが確認されな

かったセルである。2008年は実験地Aを含むセルの

うち1セルのみで採食行動が確認された。2009年は

実験地A、実験地Bともに採食行動が確認されていな

い。2010年は実験地A周辺の6セルで採食行動が確認

され、2セルでは採食頻度が高くなっている。また、

2008年、2009年では地図北西部で採食行動が確認さ

れたが、2010年では全く確認されなかった。地図南

西部はすべての年で採食行動が高頻度で確認され

ており、狩場として好適な環境が存在していると思

われる。 

 

図5 採食に利用したパーチ物の割合 

各調査年毎に採食に利用したパーチ物の割合

を示す。2008年、2009年は杭を設置していな

いため、杭を利用した採食パーチは確認され

ない。 

 

 

 
図6 2010年の巣の位置と95%行動圏 

図内の+は巣の位置を示す。95%行動圏は定点

観察によって確認されたパーチ地点と採食地

点をもとに MCP 法により算出した。 
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図7 狩場としての利用頻度の高いセル（2008） 

生息地周辺に50m×50mのメッシュを作成し、

各セルで確認された採食パーチの回数を狩場

としての利用頻度とした。色の濃いセルほど

利用頻度が高くなっている。 

 

 
図8 狩場としての利用頻度の高いセル（2009） 

生息地周辺に50m×50mのメッシュを作成し、

各セルで確認された採食パーチの回数を狩場

としての利用頻度とした。色の濃いセルほど

利用頻度が高くなっている。 

 

図9 狩場としての利用頻度の高いセル（2010） 

生息地周辺に50m×50mのメッシュを作成し、

各セルで確認された採食パーチの回数を狩場

としての利用頻度とした。色の濃いセルほど

利用頻度が高くなっている。 

 

 

4．考察 

今回保全手法を実施した実験地A、実験地Bのうち

実験地Aでは高頻度に採食行動が確認され狩場とし

て好適な環境が創出されたと考えられる。実験地A

では、本生息地の個体の渡来直後からパーチや採食

行動が確認されており、育雛期に限らず、繁殖期を

通じて好適な狩場環境として機能していたと推測

される。実験地Aの狩場としての利用頻度が高かっ

たのに対し、実験地Bでは一度も利用されなかった。

実験地Bは巣からの距離が遠く、利用しにくい位置

であった可能性がある。また、実験地Bの周辺でノ

スリ（Buteo buteo）の営巣が確認されており、実験

地Bはこのノスリのペアの行動圏内であった。その

ため、種間競合の影響のため実験地B付近を利用し

なかった可能性も考えられる。 

これらの結果から、今回の保全手法は本種の狩場

創出に対し一定の効果があると考えられる。しかし、
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保全手法の実施区域に関しては事前調査等の情報

から計画段階で十分に議論しておく必要性があり、

こうした実施区域の検討が今後の最大の課題とい

える。 

また、今回の保全手法の実施はそのほとんどを岩

手大学農村再生研究会のメンバーと学生アルバイ

トによって行っている。杭の設置に関しては地元の

農家の方の指導の下行ったが、大きな労力が必要な

ものではなく、多少の肉体的負担はあるものの、人

力による簡易な方法で設置できた。成人男性数人で

あれば誰でも行えるような作業であり、他地域で実

施する場合も特別問題なく行えると考えられる。草

丈の維持は刈払い機による草刈り作業を随時実施

した。この作業も特に難しい作業ではなかったが、

夏場の草刈り作業は肉体的負担が大きく、これを頻

繁に実施する労力は非常に大きいものであった。他

地域で実施する場合、草刈りの頻度の検討や人員の

確保は十分に検討すべき問題であるといえる。 

しかし、杭の設置と草刈りの実施という非常に簡

易な保全手法は、地元住民が理解しやすく、その効

果も目に見える形で表れるため、広く受け入れやす

い手法といえる。また、今回の結果から実施区域等

を十分に検討すればその保全的効果は高いもので

あるといえる。耕作放棄が進み、本種の生息地が減

少している地域では、本保全手法を用いて生息地の

環境を回復させ、本種の減少を緩和させることがで

きるのではないかと思われ、こうした保全手法を普

及させていくことが今後の課題である。 

本種は里山の人間の生活と密接な関係をもつ生

物であるが、その知名度は高いとは言えず、本種が

絶滅の危機にあることもあまり知られていない。本

種の保全を進めていくためには、基礎研究と本研究

のような保全手法の検討に関する研究とともに、社

会への周知活動が必要不可欠である。保全手法を普

及させていくためにも、今後はこうした周知活動を

積極的に行い、本種の生態や置かれている状況を広

く説明してくことが大切である。岩手大学農村生態

系再生研究会では今後も本種の調査を行うととも

に、こうした周知活動を積極的に行っていく予定で

ある。 
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Gray-Faced Buzzard, is migratory bird, come Japan for breeding. Their habitat is decreasing because of land 

development and rise of out of cultivation farmlands. Previous studies suggest that hunting site is particularly important 

for conservation of this species. The factors of their favorable hunting site are having perch site around farmland and 

ratio and height of grass around perch site is low. So, in this study, we try to create their hunting site artificially by 

supplemental perch site and mowing the grass, and evaluate the effect of this conservational method. The result, on one 

experimental area, their hunting is confirmed a number of time, there is working as favorable hunting site. But, on 

another experimental area, their hunting is not confirmed at all. This conservational method is effective in creation of 

hunting site for Gray-Faced Buzzard under a certain condition. But, it is suggested, the necessity of considering the site 

of practice area, on the basis of location of the nest and effect of another raptors, etc. 
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三浦半島沿岸におけるカンムリウミスズメの保全のための調査 

城ケ島沖の海鳥観察グループ 
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堀川 敏治・堀川 弓・森越 正晴・柳澤 秋介 
 

Research for the conservation of Japanese murrelet around the Miura peninsula 

Jogashima seabirds group 
Yoshio Miyawaki, Yoshiya Odaya, Eriko Iida, Satoshi Iida, Utaka Godo, 

Chikako Sasaki, Hisamoto Shibata, Shigeya Suzuki, Shinzou Sudou, Shougo Nagashima, 
Toshiharu Horikawa, Yumi Horikawa, Masaharu Morikoshi, Shusuke Yanagisawa 

 
カンムリウミスズメは、日本近海のみに生息する小型海鳥である。個体数は減少していると考え

られており、近年保全の必要性が高まっている。本研究では、三浦半島における本種の再発見され

た生息地での分布および繁殖地を探索する調査を行った。 
小型漁船を用いた分布調査により、1月から7月に記録が得られ、2月から5月にかけて個体数が増

加した。分布は三浦半島の南岸から西岸に広く広がっており、城ケ島の南西海域への集中がみられ

た。5月から6月にはヒナを伴った家族群が沖合いの潮目でのべ9群観察された。 
三浦半島周辺での繁殖地は未発見であるが、本種の繁殖可能性を判断するには追加の調査が必要

であると考えられた。2009年と2010年の調査から得られた情報をもとに三浦半島の本種の個体群の

保全のための提言を行った。 
 

1．はじめに 

カンムリウミスズメSynthliboramphus wumizusume 

（写真1）は日本近海にのみ生息する小型海鳥で、

環境省RDBでは絶滅危惧II類に指定されている。 

神奈川県の三浦半島周辺においては1920年代に

は普通に観察され、ヒナの標本記録があり（山階 

1936）、そのためかつては繁殖地と記載されていた

が（日本鳥学会 1974）、それ以降は成鳥の断片的な

記録があるのみであった。近年、三浦半島先端部に

おいて陸から定期的に観察されることが明らかに

なり、本種の生息地として再認識されている。 

当グループは2004年からカンムリウミスズメを

含む海鳥類の観察・調査を行ってきた。2009年度に

はカンムリウミスズメの生息状況の把握のためPN

ファンドから助成を受け調査を行い、三浦半島周辺

での本種の出現時期、分布などを明らかにした。本

年度は、2009年度に引き続き、カンムリウミスズメ

の生息状況を把握するための調査を行った。 

 
写真1 カンムリウミスズメ成鳥生殖羽 2010年2月7日 

 堀田和弘氏撮影 
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図1 センサスルート 

2．目的 

三浦半島で再発見されたカンムリウミスズメ個

体群の保全策を提言するために、ヒナを伴った家族

群を含む三浦半島周辺海域における分布調査と、本

種の保全に関わる情報を収集・集約することを目的

とする。 

 

3．方法と対象 

本年度は、カンムリウミスズメの海上における分

布状況を把握するための船上調査（設定したセンサ

スルートの調査および任意の航海調査）、繁殖地を

確認する調査及び漁業関係者等からの情報収集調

査を行った。 

船上調査は、三浦市諸磯（もろいそ）の釣船「光

二（みつじ）丸」（5.75トン、定員16名）をチャー

ターして行い、センサス調査は三浦市剣崎沖約1km

（N35.07481, E139.40367）から鎌倉市稲村ケ崎沖約

1km（N35.17332, E139.31316）までの、三浦半島南

～西海岸のおよそ1km沖を通る約30kmのルートを

設定した。図1に示す12の定点を直線で結ぶ航路を

とった。航行速度は10～13km/hとし、5名から16名

の調査員によって行った。1月と2月に各2回、3月

から5月に各1回のセンサス調査を行った。センサ

ス調査を含む調査全体の時間は8:00から15:00まで

の7時間と設定したが、当日の気象条件等により終

了時刻が早まる場合があった。行った船上調査の

時間と調査員数、および天候について表1にまとめ

た。 

調査中にカンムリウミスズメを発見した場合、そ

の位置情報をハンディGPS（測地系：WGS84）によ

り計測し、群れ数・行動・換羽状況などを記録する

とともに、適宜本種の行動に大きな影響のないと考

えられる範囲での写真撮影を行った。航行中には船

尾に温度ロガーを取り付け、2秒ごとの海水温を記
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図2 個体数推定調査とその対象海域 

録し、カンムリウミスズメを発見した時間からその

地点の海水温を抽出した。 

任意の海域を航行する調査は、センサス調査の前

後に実施したほか、5月以降には家族群を探索する

ことを目的として11回行った。 

2010年3月22日に、本種の三浦半島周辺における

大まかな個体数を推定するために、面積およそ

196km2の調査海域（図2）内に幅200m、長さ3kmの

トランセクトを17個設置し、生息密度を測定した。

本種の分布が均一であると仮定して、サンプリング

したトランセクトでの密度に調査対象面積を乗じ

て調査海域内での個体数を算出した。 

三浦半島周辺でカンムリウミスズメの繁殖の可

能性のある島嶼または自然海岸について、樋口

（1979）を参考にして調査地を選定し、夜間の帰巣

調査または日中の踏査による繁殖地の探索を行っ

た。 

2008年から行っている漁業者、マリンレジャーに

関わる市民を対象とする本種の目撃情報の収集を

継続して行った。 

表1 船上調査実施状況 
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4．結果および考察 

4-1：【船上調査】 

4-1-1：出現状況について 

全22回の調査中、1月から7月まで15回の調査でカ

ンムリウミスズメの観察記録が得られ、個体数はの

べ187個体であった。出現した個体は成鳥生殖羽が

89.8%（168個体）、成鳥非生殖羽が2.1%（4個体）、

幼鳥が1.1%（2個体）、第一回冬羽と考えられる個体

が1.1%（2個体）、給餌期のヒナが5.9%（11個体）で

あった（図3）。 

センサス調査においては、2月から5月に観察記録が

得られ、3月から5月に個体数が増加した。センサス

1回あたりの出現個体数を図4に示した。 

 

 

 

図3 出現したカンムリウミスズメの年齢・羽衣別割合 

 

 

 

図4 センサス調査における出現個体数 
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    図5 2010年のすべての群れの分布 

 

    図6  2009年と2010年の分布を重ね合わせたもの 

4-1-2：分布について 

2010年度で得られた分布情報を図5にまとめた。1

つの点が本種の群れ1つを示している。また、2009年

の同様な調査で得られた情報と重ね合わせて示した

（図6）。本種の分布域は剣崎から鎌倉までに及んで

いた。2010年の本種の分布を、月ごとに図7～図13に

示した。4～7月には5km以上沖合いでの潮目付近での

観察例が多かった。岸から1kmほどの距離でのセンサ

ス調査における分布では、長津呂（ながとろ）―諸

磯（もろいそ）間（図1参照）での出現頻度が他の区

間に比べ2～5月に常に高かった（N=4）（図14）。 

2009年度調査でも同様の傾向が見られており（宮

脇ほか 2010）、城ケ島の南東沖は本種の洋上分布が

集中していると考えられる。また、城ケ島の長津呂

崎ではカンムリウミスズメが2月から5月に定期的

に観察されており（日本野鳥の会神奈川支部 2007）、

船上調査の結果は陸からの観察結果とよく合致し

ている。 
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     図7 1月の分布 

 
     図8 2月の分布 

 
     図9 3月の分布 
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     図10 4月の分布 

 
     図11 5月の分布 

 
     図12 6月の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 98 － 

 
     図13 7月の分布 

 

 
     図14 センサス調査における1時間当たりの観察個体数 

4-1-3：個体数について 

3月22日の調査により、三浦半島周辺の調査対象

海域では112.81羽が生息しているとおおまかに推定

された。この日の確認数は44羽であった。 

推定値は本種の総個体数の1%以上に当たると考

えられる。また、調査海域内で44羽が確認されてい

ることから、この時期には40羽から100羽ほどが三

浦半島の周辺海域に生息していると推測された。た

だし、これは2010年3月22日の観測データのみから

推定した値であり、分布が全体に均一であるという

仮定のもとで推定している。 

4-1-4：家族群の観察について 

5月17日に6家族群（親鳥とヒナで構成）、5月22日

に1家族群、6月12日に1家族群を観察、撮影した（写

真2～5）。それぞれを確認した位置を図15で示した。 

ヒナの生育段階は様々であり、綿羽に覆われた小

さいもの（写真2）から親と同程度の大きさまで生

長し正羽が生えてきているもの（写真5）まで観察

された。ヒナも1羽または2羽であり、親は1羽また

は2羽であった。家族群はすべて海流により形成さ

れる「潮目」付近で発見され、親の採食・給餌行動

も観察された。 
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写真5 カンムリウミスズメ家族群 2010年6月12日 

    松本昇也氏撮影 

写真2 カンムリウミスズメ家族群 2010年5月17日 

写真4 カンムリウミスズメ家族群 2010年5月22日 

写真3 カンムリウミスズメ家族群 2010年5月17日 

写真2のような小さなヒナは、宮崎県枇榔島で巣

立ち直後に撮影されたものと非常に似ており（中村

ら 2010）、巣立ち後間もないものであると考えられ

た。しかし、5月17日は親と同程度に成鳥したヒナ

（写真3）も観察・撮影されており、これは本種の

繁殖のタイミングに個体差がある、またはこれらの

家族群の繁殖地が複数あることを示唆するもので

ある。写真5のような親離れが近いと考えられるヒ

ナの観察記録はきわめて少なく、本種の換羽や非繁

殖期の年齢識別のための貴重な資料となった。 

 また、2008年にも潮目付近で3家族が観察された

（小田谷ら 投稿中）ことと合わせて考えると、三

浦半島周辺に形成される潮目は本種のヒナの生育

環境として重要な役割がある可能性が高い。また、

千葉県での家族群の観察記録2件も、5月に得られて

おり（藤田 2008、奴賀ら 2004）、より北方の非繁

殖期を過ごす海域（Piatt & Gould 1994）への移動途

中ではないかと推測される。 
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    図15 家族群の分布 

4-1-5：カンムリウミスズメ以外に観察された鳥類

と海棲哺乳類 

船上調査中には、本種を含め58種の鳥類が出現し

たほか、4種の海棲哺乳類が出現した。一覧にして

表2に示した。 

4-1-6：水温について 

1月から5月まで78群のカンムリウミスズメにつ

いて水温データが得られた。本種の出現した地点の

海水温は13.1℃（3月）から20.0℃（5月）であった。

今回の報告では水温に関する詳しい解析は行わな

かった。 

4-2：【繁殖地調査】 

本種の繁殖期である5月上旬に三浦市城ケ島で2

回、三浦市諸磯（2008年、2009年に未調査）で1回、

計3回の夜間の帰巣調査を実施した。また、5月16日

の日中に、本種の繁殖地の条件として適していると

考えられる無人島の岩礁（樋口 1979）である横須

賀市尾が島および葉山町名島において全島を踏査

し、また三浦半島本土である長者が崎でも一部で調

査を実施した。尾が島と名島においては、本種の営

巣可能と考えられる環境を確認することができな

かった。2010年までの調査では繁殖の手がかりを得

ることはできなかった。 

今年は海上でヒナをつれた家族群が複数回観察

されているが、本種はヒナを伴い短期間で長距離を

移動するため（中村 2010）、日中にヒナが観察され

ていることが繁殖地が近隣にあることを示唆する

ものではない。しかし、三浦半島周辺には未調査の

海岸線が残されており、当地域における繁殖可能性

を判断するためには追加の調査が必要である。今後

ICレコーダーなどを利用した夜間の帰巣調査を実

施していく予定である。 

4-3：【情報収集】 

2010年9月に1件の成鳥の目撃情報が漁業者から

寄せられた。これはカンムリウミスズメとウミスズ

メを識別したものではなかったが、この時期のウミ

スズメ類の情報は乏しかったため、貴重な資料とな

った。 
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表2 出現した鳥類と海棲哺乳類 
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5．2009年と2010年の調査のまとめ 

三浦半島周辺海域には1月から7月にカンムリウ

ミスズメの生息が確認され、2月から5月には他の月

に比べその個体数が増加した。分布域は剣崎沖から

鎌倉沖まで三浦半島の沿岸域のほぼすべてに分布

し、三浦半島先端部の城ケ島の南東沖海域で生息密

度が高かった。 

5月から6月にかけて沖合いの潮目でヒナを連れ

た家族群が観察された。三浦半島周辺は本種の家族

群にとって重要な海域である可能性が示唆された。

幼鳥や成鳥の非繁殖羽など観察例の少ない羽衣の

個体が複数観察され、本種の年齢識別や換羽時期の

把握のための貴重な資料となった。 

三浦半島周辺での繁殖地は未発見であるが、未調

査の自然海岸が多数残されているため、三浦半島周

辺における本種の繁殖可能性を判断するには追加

の調査が必要である。 

 

6．保全への提言 

本種の非繁殖期を過ごすと考えられている海域

である三陸沖から北海道沖の海域においては、1990

年には流し網漁によって本種が40羽から417羽混獲

されていると推定されている（Piatt & Gould 1994）。

漁業による混獲は本種の海上での重要な死亡要因

であり、個体群の存続に大きな影響があると考えら

れる。三浦半島周辺においてカンムリウミスズメの

分布が確認された海域では刺し網や定置網による

漁業が行われており、当地域での混獲のリスクが存

在すると考えられた。今後被害の実態調査が必要で

あると考えられる。 

三浦半島周辺ではウィンドサーフィンやヨット、

水上オートバイなどの本種の行動に影響を与える

と考えられるマリンレジャーが行われている。本種

の分布は特定の海域や潮目に集中する傾向があり、

特に個体数が多くなる2月から5月には、沿岸域での

人間活動は本種の保全に配慮して行われるべきで

ある。 

三浦半島周辺における重油の流出などの海洋汚

染事故の際の対策には本種の生息が留意されるべ

きである。重油流出時にオイルフェンスを張る場合、

本種の分布の集中する地域を考慮することで、被害

を軽減することが可能かもしれない。 
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Japanese murrelet is small seabirds, endemic to the sea around Japan. The population is decreasing, in need of the 

conservation. In this research, we mainly surveyed the distribution in the inshore area and detected new unreported 

breeding sites of this species. 

Japanese murrelets were observed in January to July by survey from the fishing boat, increased February to May; 

breeding season of this species. The distribution of this species was ranged inshore area south to west of Miura peninsula 

and was concentrated at southwest of Jogashima. We observed 9 groups of flock accompanying chicks, at the current 

front in this area. 

We cannot discover any breeding sites in this area, however, the additional surveys are needed to declare possibility 

of existing of breeding site in this area. In the end, we suggested the concrete methods and problems for the conservation 

of this species. 
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プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

海洋島における外来アリの分布パターンの経時変化と 
在来鳥類群集への影響評価 

南大東生態系保全グループ 
大西 一志1)・諏訪部 真友子1)・田中 宏卓1)・儀間 朝宣1)・松井 晋1) 

 

Temporal change in distribution of exotic ants and the effect 
on native avian community in oceanic islands 

Group of Ecological Conservation for Minami-daito Islands 
Hitoshi Ohnishi, Mayuko Suwabe, Hirotaka Tanaka, Tomonari Gima, Shin Matsui  

 

海洋島の南大東島において、外来アリの分布パターンの経時変化と外来アリが在来鳥類群集に及

ぼす影響評価を行った。2009年11月に2005年に実施した分布調査を同様の方法で行い、南大東島に

おける外来アリの分布パターンの経時変化を調査した。その結果、前回の調査と同様、外来アリの

ツヤオオズアリの分布地点が最も多かったが、その数は2005年に比べると減少していた。また、鳥

類群集に強い影響を与えると予測されるアシナガキアリの分布は、殆ど変化していなかった。一方

で、ルリアリやブギオオズアリなどの他の外来アリの分布が拡大していた。大東列島固有種である、

ダイトウオオアリの分布は前回の調査同様、今回も確認されず生息数は著しく低いと推測された。

樹上アリ相群集の調査では、半数以上の木でアリが確認されず、また確認された木でもツヤオオズ

アリが殆どであったことから、鳥類の営巣や生存率に与える影響は小さいと考えられる。今回の調

査から、5年間で外来アリの分布パターンが大きく変化していたことから、海洋島の生態系の安定

性の低さが示された。今後も定期的な調査を行い、外来種の影響を受けやすい海洋島の固有生態系

の保護に向けた体制作りを進めていきたいと考えている。 

 

1．諸言 

物流の発達は、生物が本来持つ生息域を超えた移

動分散を促し、世界各地で外来種問題を引き起こし

ている。外来種として問題にされている動植物の中

でも、アリは様々な生態系においてキーストン種と

して機能しているため、その影響は多岐に渡る。こ

れまでにアナフィラキシーショックを代表とした

健康被害、害虫との共生関係構築による農業被害、

在来の節足動物から爬虫類、鳥類にまで影響をおよ

ぼす生態系被害などが報告されている（Holway et al., 

2002）。IUCN（国際自然保護連合）が発表している

侵略的外来種ワースト100に5種の外来アリが指定

されているのはその影響の大きさを物語る指標に

なるだろう。南西諸島には、既に2種の侵略的外来

アリが定着しており、その影響が懸念されている。

近年、生物多様性保全への意識の高まりから、外来

アリの研究も取り組まれ始めているが、その多くは

本州に生息するアルゼンチンアリを用いたもので

あり、南西諸島に定着しているツヤオオズアリやア

シナガキアリに関する生態調査は殆どない。南西諸

島は多数の固有種をかかえる多様な生態系という

特徴を示す一方、島嶼環境から外来種の影響も強く

1）琉球大学農学部（沖縄県千原一丁目） 
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うけやすい面をもつ。また、亜熱帯気候の南西諸島

では外来アリが通年繁殖可能なため、他地域に比べ

分布拡大速度や在来生態系の改変速度が速いと予

測される。これまで、日本の外来アリ研究は、在来

アリ群集に対する影響評価が殆どであり、他分類群

に対する影響の有無は調査されていない。また、こ

れまでは短期的な調査も多く、長期的なアリ群集動

態に関する知見は少ない。特に侵略的外来アリは分

布拡大スピードが速いため、数年で在来アリ群集の

殆が消滅したり、新たな侵略的外来アリの侵入によ

り、優占な外来アリが置換したりと、生態系改変パ

ターンが著しい。さらに優占する外来アリによって、

影響度または影響しやすい分類群も大きく異なる。

そのため、在来生物群集の保護には、侵入地域での

分布拡大パターンや外来アリ間の競争関係につい

ての知見が必要不可欠であるが、日本においてはそ

のような調査、研究が圧倒的に少ない。この様な背

景をふまえ、本研究課題では、1）南大東島におけ

る外来アリの分布パターンの経時変化、2）鳥類群

集に影響を及ぼすと考えられる樹上のアリ群集、3）

大東列島固有種であるダイトウオオアリの分布確

認を行った。 

 

2．方法 

（1）南大東島における外来アリの分布パターンの経

時変化 

2005年11月に行った島内のアリ分布調査の結果

（第16期プロ・ナトゥーラ・ファンド研究助成課題）、

外来アリのツヤオオズアリが島全体に分布してい

ることが明らかになった。一方、もう一種の外来ア

リであるアシナガキアリは、港周辺に局所的に分布

しているだけだった。外来アリは分布拡大速度が速

く、また海外では外来アリ間での置換（競争排除）

も報告されていることから（Haskins & Haskins 

1988）、南大東島においても外来アリ2種の分布パタ

ーンが変化している可能性が考えられる。特に、ア

シナガキアリはダイトウメジロ、モズの雛への捕食

例が観察されていることから（Matsui et al., 2009）、

その分布拡大は在来鳥類群集への大きな脅威とな

る。そこで、外来アリの分布パターンが変化してい

るかを確かめるために、2009年11月に前回と同じ方

法でアリの分布調査を行った。アリはツナと蜂蜜を

混ぜたベイトを、5cm四方のアルミホイルの上に5g

ほどのせたトラップを用いて捕獲した（図1）。この

トラップを地上に設置し、30分後に回収、回収され

たアリの種と個体数を記録した。調査地点は2005年

と同じ場所を用い（図2）、島内の道路に500m間隔で

88カ所に設置した。 

 

 

 

図1 地上ベイトラップ 

 

 

図2 分布パターンの調査地点 
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図3 樹上アリ群集の調査地点 

 

図4 樹上ベイトラップ 

（2）ダイトウメジロ、モズの営巣場所付近のアリ相調査 

Matsui et al（2009）らの研究から、巣立ち直後の

飛べないダイトウメジロとモズの幼鳥がアシナガ

キアリに襲われ、死亡するケースが報告された。海

外の研究でも侵略的外来アリが高密度に分布して

いる環境では、鳥類の採餌行動の減少や巣場所の放

棄などが報告されている。そこで、2010年9月にダ

イトウメジロやモズが営巣している、内ハグ、外ハ

グ（南大東島では、防風林を2重に植林しており、

このうち外側を外ハグ、内側を内ハグと呼んでい

る）の樹上におけるアリ相を調査し、樹上営巣性鳥

類に対する外来アリのリスク評価を行った。外ハグ、

内ハグに1km間隔で調査場所を設置し（全25カ所）

（図3）、トラップを設置する木は、鳥類が営巣可能

な大きめの木を任意に選定し、地上から約1mの高さ

に設置した。樹上トラップは、地上でのベイトトラ

ップ同様に、蜂蜜とツナを混ぜたベイトを、プラス

チック製のチューブ（高さ10cm×直径3cm）に5gほ

どいれ、開口部を上にして紐で木に固定した。30分

後に回収し、アリの種と個体数を記録した（図4）。 

（3）ダイトウオオアリの分布確認調査 

大東列島の固有種でもあるダイトウオオアリは、

これまでの数回にわたる調査にもかかわらず生息

確認が出来なかった。他の地域と同様、外来アリの

影響をうけて個体数が激減、絶滅している可能性も

考えられるが、本種は樹上性で夜行性の行動パター

ンを示すため、日中に行ってきたこれまでの調査

（日中）だけでは正確な評価が難しい。そこで、2009

年11月と2010年5月に夜間（8時～10時）に林内に樹

上トラップ（前述）を仕掛け（20カ所）、ダイトウ

オオアリの分布確認を再度行った。 

 

3．結果 

（1）南大東島における外来アリの分布パターンの経

時変化 

分布調査の結果、採集された種数は8種と2005年

の9種と殆ど変わらなかったが、種構成や分布パタ

ーンが大きく変化していた（表1）。鳥類群集に最も

深刻な影響を及ぼすと予測されるアシナガキアリ

の分布域は、殆ど変化していなかったのに対し

（2005年3カ所→2009年2カ所）（図5）、前回の調査

で最も優占だったツヤオオズアリが今回の調査で

は分布域が減少していた（2005年66カ所→2009年58

カ所）（図6）。それに代わり、前回の調査では採集

されなかったブギオオズアリが、島の中心部周辺14

カ所で新たに発見された（図7）。同様に、ルリアリ、

クロヒメアリがそれぞれ0から5カ所（図8）、4カ所

から21カ所に増加していた（図9）。分布パターンが

変化していたのはいずれも内陸部で、ツヤオオズアリ

が消失した地域に、ブギオオズアリ、ルリアリ、クロ

ヒメアリが同所的に分布していることが多かった。 
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表1 分布調査でみつかったアリの種数 

 

 

 

図5 アシナガキアリの分布パターン 

 

 

 

図7 ブギオオズアリの分布パターン 

 

 

 

図9 ルリアリの分布パターン 

 

図6 ツヤオオズアリの分布パターン 

 

 

 

図8 クロヒメアリの分布パターン 
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表2 夜間における樹上のアリ相 

 

（2）ダイトウメジロ、モズの営巣場所付近のアリ相

調査 

25カ所中10カ所でアリが採集され、そのうちツヤ

オオズアリが8カ所、ルリアリが2カ所であった。ア

リが採集された木の多くが外ハグであり、内ハグで

は殆ど樹上でアリが採集されなかった。外ハグの樹

上でツヤオオズアリが採集された場所は、地上にお

いてもツヤオオズアリの分布が確認された場所で

もあることから、ツヤオオズアリの活動域が地上の

みならず樹上にまで広がっていることが示された。

幼鳥に対する捕食例が報告されているアシナガキ

アリは、今回の樹上調査では見つからなかった。 

（3）ダイトウオオアリの分布確認調査 

夜間の樹上調査の結果、7種のアリが確認された

（表2）。日中に行った分布調査とは種構成とは大き

く異なっていたことから、時間もしくは場所による

アリの活動パターンの違いが存在することが示さ

れた。しかしながら、夜間の樹上においても、外来

アリであるツヤオオズアリ、アワテコヌカアリ、ル

リアリなどが採集されていることから、外来アリの

影響は日中の地上だけにとどまらず、夜間の樹上に

まで及ぶことが示された。大東列島固有種である、

ダイトウオオアリは2009年11月、2010年5月のどち

らの調査においても一度も採集されなかった。この

ことからダイトウオオアリの生息個体数は非常に

少ないと推測された。 

 

4．議論 

今回の調査から、海洋島における外来アリの分布

パターンは短期間で大きく変化することが示され

た。大陸島でもある沖縄本島で同様の調査を同時期

に行っているが、分布パターンは殆ど変化せず安定

していた（大西ら 未発表）。このことからも、もと

もと種数が少なく、空きニッチが多いことに起因し

た海洋島生態系の脆弱性を支持する結果となった。

また前回の調査では優占であったツヤオオズアリ

の分布域が縮小し、同属であるブギオオズアリが新

しく定着し分布域を広げていた。このことは、ツヤ

オオズアリは同じ侵略的外来アリであるアシナガ

キアリに比べ、同属で生態の近いブギオオズアリと

の間で競争排除が起こりやすいことを示唆してお

り、今後さらにブギオオズアリが分布を拡大してい

く可能性が考えられる。ブギオオズアリが、種間競

争においてツヤオオズアリに優勢になるメカニズ

ムは不明であるが、地中営巣性などの生態が生息場

所を巡る競争において有利になった可能性がある。

また、興味深いことに、ツヤオオズアリは他種にた

いして強い排斥的な性質を示し、他のアリと同時に

採集されることが稀であるが、ブギオオズアリはル

リアリやヒメアリと採集されることが多かった。こ

のような他種との共存できるメカニズムが種間競

争においてどのような役割を果たしているのか、今

後調査していく必要があるだろう。また南大東島で

新たに定着が確認されたブギオオズアリは、日本で

は、沖縄とならび生物多様性の宝庫とされる小笠原

諸島でも侵入が確認されている（Eguchi et al., 2007）。

しかしながら、本種の生態や生態系への影響は全く

明らかにされておらず、早急な調査が求められる。

これに加え、生物保全を考える上で、ブギオオズア

リの侵入経路を解明するのが必要不可欠である。な

ぜなら本種は旧南大東島空港周辺（1997年に廃港）

に集中分布しており、外来種の一般的な侵入経路の

である船や飛行機の積荷、漂着物に付着して侵入し

たとは考えられないからである。今後は、外来アリ

が運搬されやすい土壌や植物などの検疫などを実

施するように働きかけていく必要があるだろう。 
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2005年の調査に続き、今回の調査でも大東列島固

有種であるダイトウオオアリの分布が確認できず、

島内の生息個体数は非常に少ないと推定される。原

因としては、外来アリとの種間競争が考えられる。

本種は樹上性であるが、南大東島には在来種のアカ

ヒラズオオアリの他に、外来アリのツヤオオズアリ

とアシナガキアリが樹上で活動している。特に、南

大東島に高密度で分布するツヤオオズアリは、他地

域では地上活動性なのに対し、南大東島では樹上に

まで活動範囲を広げている。同じ樹上性のオオアリ

属でも防御能力の高いアカヒラズオオアリ（頭を巣

穴にはめて他種の侵入を防ぐ）は前回と同様、今回

の調査でも分布が確認されていることから、このよ

うな特殊な防御機構を持たないダイトウオオアリ

は、外来アリの影響をより強くうけて、個体数が減

少しているのかもしれない。 
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We investigated temporal change in distribution of exotic ants and the effect on a native avian community in 

Minami-daito Islands. As a result, in the same way to the previous research, the distribution of Pheidole megacephala 

was the most abundant in compared with other exotic ants but the number of distribution point decreased in 2009 than in 

2005. The distribution of Anoplolepis gracilipes which had large and serious effects on avian community was hardly 

changed. On the other hand, the distribution of some exotic ants that are Pheidole bugi and Ochetellus glaber became 

widespread. The distribution of Camponotus daitoensis could not be confirmed and it was estimated the number of 

individuals was very few in Minami-daito islands. In the investigation for arboreal ant community, ants were not present 

more than half investigated trees and in most of trees some ants were active on, P. megacephala was abundant. These 

results indicated the effect of ants on survivorship and reproductive success of native avian species was not serious. 

Distribution pattern of exotic ants was easily and quickly changed and this showed stability of ecosystem in oceanic 

Islands tended to be fragile. After this, it is necessary to continuously investigate distribution pattern of exotic ants to 

protect native avian community. 
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宝蔵寺沼ムジナモ自生地の生育環境把握と 
改善のための水質調査 

羽生市ムジナモ保存会 
中野 忠男 

 

Aldrovanda vesiculosa L. at Hozoji Pond: determining parameters 
for the improvement of water conditions for survival 

Mujinamo Hanyu City Preservation Society 
Tadao Nakano 

 

埼玉県羽生市の宝蔵寺沼ムジナモ自生地は国内の最後のムジナモ自生地として国の天然記念物

に指定されている。宝蔵寺沼のムジナモは1965年以降水需要増による水道水用の地下水くみ上げに

より地下水位の低下を招き湧水が途絶し、宝蔵寺沼の周辺部の埋め立てや開発による水環境の悪化

や生態系の変化に伴いアメリカザリガニやウシガエルのオタマジャクシなどの食害により野性絶

滅に至っている。 

宝蔵寺沼ムジナモ自生地の生育環境を把握するため宝蔵寺沼の水質調査と並行して、ムジナモ保

存会々員が栽培する水の水質調査を行い、ムジナモが生育する水環境に関する水質情報が得られ

た。ムジナモ保存会々員が栽培する水の水質は宝蔵寺沼の水質にくらべ透視度、電気伝導率、およ

び他の陽イオン陰イオン類の含有量が少なく水質としては宝蔵寺沼に比べより清澄な水環境にあ

ることが明らかになった。 

従来閉鎖系にあった宝蔵寺沼で、沼の南に設置されている大雨対策用ポンプの日常稼働により沼

内に水の流れが生じるようになった。宝蔵寺沼の現況の水質は予想した以上に悪くはなく最悪期は

脱しつつあるように思われる。引き続き宝蔵寺沼のポンプの稼働による沼内の水の流れを確保・維

持することが重要と考えられる。今後食害対策の推進と、多様な生物との共存のなかでムジナモの

自生を目指していくことが課題といえる。 

 

1．はじめに 

「ムジナモ」はきれいな水環境を好み根はなく水

面に浮遊し、水中のミジンコ等の小さな生き物を二

枚貝状の捕虫器で捕らえ同時に光合成もおこない

生育するモウセンゴケ科ムジナモ属（1属1種）の食

虫植物である。ムジナモは11月に冬芽を形成し沈水

して越冬し、翌春4月頃から水温の上昇と共に冬芽

は浮上し生育を開始する。水中のミジンコやボウフ

ラが、ムジナモの補虫葉の感覚毛に触れると、およ

そ1/50秒の速度で閉じて捕食する敏捷性は他に類を

見ない植物である。ムジナモの生育は6～8月にピー

クを迎え、水質がある程度貧栄養状態で、生育する

ムジナモの密度が高くなると開花しおよそ40日後

に結実する。翌春その種子から発芽・生育も可能で

ある。 

羽生市ムジナモ保存会は1983年市民を中心とし

て発足し、約60名の会員は自宅でムジナモを栽培・

増殖し、種の保存を図ると同時に年2回定期的に宝
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写真1 ムジナモ 

 

 

写真2 宝蔵寺沼 

蔵寺沼に食害を防ぐため浮きを付けたカゴや周囲

を囲ったネット内にムジナモの放流を繰り返し続

けている。会員間では互いの栽培情報の意見交換を

行い安定した栽培増殖を目指し、宝蔵寺沼での種々

の栽培実験や保全と復元を目標に活動している。会

員の高齢化が課題となっている。 

羽生市の東部に位置する宝蔵寺沼ムジナモ自生

地の面積はおよそ3haで、羽生水郷公園に隣接して

いる。宝蔵寺沼ムジナモ自生地のムジナモが野生絶

滅に至って既に45年が経過しようとしている。長年

にわたり羽生市を初め食虫植物研究会、埼玉大学、

さいたま水族館、羽生市ムジナモ保存会が宝蔵寺沼

の環境改善とムジナモの自生・復元を目指す努力と

取り組みがなされている。 

 

宝蔵寺沼の現在の水環境は湧水が途絶えて以降

長期間閉鎖系の状態にあり、会員の提案により大雨

時の排出用に設置されているポンプを2009年3月か

ら週5日（約3時間/日）稼働させることになった。ポ

ンプの稼働により羽生水郷公園の西側から宝蔵寺

沼に流入し、雨水と共に排出され沼内に水の流れが

生じるようになり、2009年8月頃より宝蔵寺沼に従

来生育していたが近年見かけなかったタヌキモや

ヒシの生育が確認できるようになった。絶滅危惧種

ムジナモの“国内最後の自生地”である宝蔵寺沼に

おけるムジナモの年間を通した生育を目指しこの

研究を行った。 

 

2．宝蔵寺沼およびムジナモ保存会々員の水質調査

方法 

ムジナモは11月に冬芽を形成し沈水して越冬す

る時期に第1回の水質測定を開始した。3haある宝蔵

寺沼内のクリーク（水路）に測定定点H-1、H-2、H-3、

H-4の4箇所（図1）を定め11月、5月、7月、8月まで

4回の水質測定を行った。また、水温、透視度、pH、

酸化還元電位mV、電気伝導率、溶存酸素の6項目は

年間を通し10ヶ月継続測定した。同時に、ムジナモ

保存会々員が自宅の水槽等の栽培容器で宝蔵寺沼

に放流するためボランティアで推進している増殖

栽培で、安定した栽培実績がある会員（K-1～K-6）

6箇所の水質を宝蔵寺沼と平行して水質分析を実施

し水質情報を収集した。会員の栽培容器は長年の経

験からコンクリート製の大型容器2,000L、FRPの

600L、甕50L等の種々の容器があるが共通して土を

入れマコモを植え込んでいる会員が多く、加えて大

型容器の会員は水蓮や蓮を植えていたがそれぞれ

ムジナモの生育環境の安定化に努力していた。今回

水質測定を実施した会員のムジナモの栽培実績は、

年2回の放流会に毎回100株～200株以上のムジナモ

を宝蔵寺沼へ放流実績があり、毎年ムジナモの開花

が見られアオミドロの発生も少ない会員が多かっ

た。 

また、ムジナモ保存会々員の家が宝蔵寺沼から北

に500m地点にあり自宅のムジナモの栽培に使用し

ている井戸水を採取し、かつて宝蔵寺沼にどのよう
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図1 宝蔵沼水質調査地点 

な湧水があったのか推測するため参考に水質分析

を行った。本来ムジナモの生育に好ましい水環境を

これらの水質データから確認したいと考えた。 

測定項目はムジナモの生育環境の主体となる水

中の溶解成分を可能な限り評価することとし、評価

項目としては十分とは言えないが以下を分析評価

項目とした。 

水質側定項目は水温、pH、酸化還元電位mV、電

気伝導率mS/m、溶存酸素mg/L、は堀場製作所製マ

ルチ水質チェッカーU-53により、そして透視度の6

項目は自ら測定した。 

有機物など量、栄養塩類、金属成分等の項目とし

て、化学的酸素要求量mg/L、生物学的酸素要求量

mg/L、塩化物イオン（Cℓ－）mg/L、硫酸イオン（SO4
2－）

mg/L、アンモニウムイオン（NH4
+）mg/L、硝酸イオ

ン（NO3
－）mg/L、りん酸イオン（PO4

3－）mg/L、け

い素（Si）mg/L、ナトリウム（Na）mg/L、カリウム

（K）mg/L、カルシウム（Ca）mg/L、マグネシウム

（Mg）mg/L、亜鉛（Zn）mg/L、マンガン（Mn）

mg/L、鉄（Fe）mg/L、アルミニウム（Al）mg/Lの

各項目類は分析委託した。 

測定方法はけい素（Si）はJIS K 0101工業用水試験

方法に準拠しモリブデン青吸光光度法により測定

した。他の項目は、JIS K 1012工場排水試験方法に

準拠し、アンモニウムイオン（NH4
+）はインドフェ

ノール青吸光光度法、塩化物イオン（Cℓ－）、硫酸イ

オン（SO4
2－）、硝酸イオン（NO3

－）、りん酸イオン

（PO4
3－）はイオンクロマトグラフ法、ナトリウム

（Na）、カリウム（K）、カルシウム（Ca）、マグネ

シウム（Mg）、亜鉛（Zn）、マンガン（Mn）、鉄（Fe）

はフレーム原子吸光法、アルミニウム（Al）はICP

発光分光分析法により測定した。 

 

3．結果 

宝蔵寺沼ムジナモ自生地水質分析結果を表1（そ

の1）、（その2）に、ムジナモ保存会々員栽培の水質

分析結果を表2に、地下水の分析結果を表3に示した。

宝蔵寺沼の年間水質結果を表4に示し、この表4の宝

蔵寺沼の年間水質変化を図2に示した。宝蔵寺沼お

よびムジナモ保存会々員が栽培する水の水質分析

結果と表1、表2の水質分析結果に、相違点が確認さ

れた項目については両者を比較する棒グラフを図3

（その1～3）に示した。 

宝蔵寺沼の年間水温は1月が平均3.6℃で最も低く、

7月が平均29.1℃で最も高かった。宝蔵寺沼の透視度

は1月～2月が20～30と低い（悪い）傾向にあり、水

量の多くなる5月以降高く（良く）なる傾向にある

ことが明らかになった。また宝蔵寺沼の透視度は平

均53で、ムジナモ保存会々員の平均は95と明らかに

会員の水の清澄度合が高かった。 

pHは宝蔵寺沼で6月～8月にpH6.6～6.9レベルが

数回で他は、pH7.0～7.8レベルであった。K-3の8月

pH8.62は栽培管理上に何らかの異常があったと推

定される。酸化還元電位は各々測定した溶液中では

各種イオンの間で種々の平衡状態が同時に存在し

ていると考えられるので、これらのデータは参考値

として捉えている。 
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  表1-1 宝蔵寺沼ムジナモ自生地水質分析結果（地点 H-1～H-2）（その1） 
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   表1-2 宝蔵寺沼ムジナモ自生地水質分析結果（地点 H-3～H-4）（その2） 
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   表2 ムジナモ保存会々員栽培の水質分析結果 
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表4 宝蔵寺沼の年間水質測定結果 

 

表3 地下水の分析結果 

 

 
 写真3 宝蔵寺沼内のクリーク 

 

 
 写真4 宝蔵寺沼に直接ムジナモを放流実験中 
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      図2 宝蔵寺沼の年間水質測定結果 
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  図3-1 宝蔵寺沼および会員の水質分析結果（その1） 
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   図3-2 宝蔵寺沼および会員の水質分析結果（その2） 
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  図3-3 宝蔵寺沼および会員の水質分析結果（その3） 

 

 

 

 

 



 

－ 122 － 

電気伝導率はムジナモ保存会々員30mS/mに対し

宝蔵寺沼は53mS/mと高かった。宝蔵寺沼は保存

会々員に比べて陽・陰イオンの各種溶けている塩

類濃度が高いことを示している。化学的酸素要求

量、生物学的酸素要求量の測定結果には宝蔵寺沼

とムジナモ保存会々員の差異はなかった。塩化物

イオンは会員間のバラツキがあり平均すると

34mg/Lとなり宝蔵寺沼より10mg/L高かった。宝蔵

寺沼の硫酸イオンは全地点1～7mg/Lの範囲で変動

しておりムジナモ保存会々員も同程度であったが、

会員のK-3の11月は通常と異なる汚染があったと

考えられる。宝蔵寺沼のアンモニウムイオンは全

地点0.04～0.4の範囲にあり夏季に高くなる傾向が

ある。ムジナモ保存会々員のアンモニウムイオン

で会員K-3の11月は通常と異なり何らかの汚染が

あったと推定され、他は0.04mg/Lレベルで推移して

いる。宝蔵寺沼とムジナモ保存会々員共に硝酸イ

オンは0.1以下～0.04以下mg/Lレベルで、りん酸イ

オンは0.1以下～0.01以下mg/Lレベルであった。け

い素はK-3が18mg/L、K-5が8mg/Lであった。ちなみ

にK-5が自宅でムジナモの栽培に使用している井

戸水のけい素は22mg/Lであった。供給している水

に依存していると考えられる。ナトリウム、カリ

ウム、カルシウム、鉄は保存会々員の水質が宝蔵

寺沼より1/2低い傾向にあった。マグネシウム、亜

鉛について宝蔵寺沼と保存会々員の差異はなかっ

た。マンガンは保存会々員の平均値が0.06mg/Lで宝

蔵寺沼の平均値が0.8mg/Lと10倍以上高かった。ア

ルミニウムのムジナモ保存会々員の結果は

0.02mg/L～0.06mg/Lで平均すると0.03mgで宝蔵寺

沼の平均値0.12mg/Lの1/4以下であった。 

宝蔵寺沼の4つの測定点のうちK-4は透視度が良

くない傾向にあるにも関わらず、電気伝導率は低

く、他と異なる特異な値を示した。この地点は沼

内でも木陰がありマコモが繁茂しており、冬季以

外は日照時間が少ない地点であるが日照と水温と

の関連が考えられる。また、電気伝導率が示して

いるように他地点に比べカリウム、カルシウム、

マグネシウムが少ない傾向にあった。 

 

りん酸イオンの測定方法による比較 

測定方法でりん酸イオン（PO4
3-）について今回

はイオンクロマログラフ法での結果を示している

が、通常モリブデン青吸光光度法が多く用いられて

いる。7月18日宝蔵寺沼で採取したH-3の同一試料に

よる上記2種類の測定方法による比較分析を実施し

た。イオンクロマログラフ法の分析結果は0.01mg/L

以下で、モリブデン青吸光光度法の結果は0.1mg/L

であった。りん酸イオンについては宝蔵寺沼で採取

した試料ではモリブデン青吸光光度法の結果が高

くでる傾向にあることが確認された。 

 

4．考察 

宝蔵寺沼およびムジナモ保存会々員の水質分析

の結果からは、透視度、電気伝導率、アンモニウム

イオン、ナトリウム、カリウム、カルシウム、マン

ガン、鉄、アルミニウムの項目に相違点が確認され

た。これら項目の分析結果は何れもムジナモ保存

会々員の栽培する水環境では含有量が少なく、水質

としては宝蔵寺沼に比べて、より「清澄」な水環境

にあることが明らかになった。従来から食虫植物

「ムジナモ」はきれいな水環境・貧栄養を好むと言

われてきたが、今回会員の水質分析の結果から、そ

れを改めて確認することができた。 

会員が栽培に使用する水は水道水と井戸水の2種

類あり、調査では水道水より井戸水を使用する会員

のアオミドロの発生が少ない傾向にあったが、今回

の水質分析結果ではその理由を明らかにできなか

った。K-4が使用している大型の甕などの容器はア

オミドロの発生が少なくムジナモの栽培に適して

いるように思われる。 

宝蔵寺沼から北に500m地点のムジナモ保存会々

員の井戸で地下約40mから汲み上げた地下水の水質

は電気伝導率が38.4mS/mと高かった。従って溶解し

ている各種成分も多く、塩化物イオン45mg/L、けい

素22mg/L、カリウム5.5mg/L、カルシウム28mg/L、

マグネシウム10mg/L、鉄0.7mg/Lであった、このよ

うなデータから埼玉県平野部のこの地域を特徴と

する結果となっている。かつて宝蔵寺沼に豊かにあ

った湧水も地表までまだ40mの地層があるものの、
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この地下水に類似した水が湧水として存在してい

たと考えられる。 

宝蔵寺沼およびムジナモ保存会々員の水質分析

の結果から両者を比較すると、宝蔵寺沼は明らかに

各種イオン、塩類、透視度、電気伝導率において劣

っているものの、その結果は著しく悪いとは言えな

い。宝蔵寺沼の水質は予想した以上に悪くはなく、

沼内に水の流れが保たれることにより、最悪期は脱

しつつあるように思われる。引き続き宝蔵寺沼の南

側に設置してあるポンプの稼働によって、沼内に水

の流れを確保・維持することが重要と考えられる。 

ムジナモの食害を防ぐための対策として本年度

から実施したウシガエルの初夏における卵塊の除

去作業の継続実施も重要である。また公園側から供

給される水の水質で供給元のさいたま水族館の日

量約800m3の水質の把握は今後の課題である。 
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The Aldrovanda vesiculosa habitat at Hozoji pond in Hanyu City, Saitama Prefecture, has been designated as a 

national natural monument since it is the last natural habitat of Aldrovanda vesiculosa in Japan. Since 1965 the water 

supply to Hozoji Pond has been depleted by groundwater pumping to obtain drinking water for increased human demand. 

Further, environmental degradation caused by land reclamation and development on the periphery of Hozoji Pond 

accompanied by an increased number of  bullfrog tadpoles and crayfish, which are alien species and feed on Aldrovanda 

vesiculosa, resulted in extinction of the species in the wild. 

This study presents a finding obtained by comparing the quality of water in which Aldrovanda vesiculosa was 

successfully grown by members of the Mujinamo preservation group to the aquatic environment at Hozoji Pond. 

Measurement of water transparency, specific electric conductivity and the content of anions and cations showed that the 

water used by the Mujinamo preservation group members was cleaner than the water at Hozoji pond. 

Although the swamp had been turned into a closed system, the former flow of water at Hozoji Pond was 

re-established by daily operation of a flood protection pump at the south side of the swamp. The water quality at Hozoji 

Pond was not worse than expected, and it seems to be improving from its worst condition. We believe that it is important 

to secure and maintain the flow of water in the marsh by Hozoji Pond by running the pump continuously. In order to 

preserve Aldrovanda vesiculosa for the future we must search for ways to allow it to coexist with various organisms in 

the wild and to protect it from animals that feed on it. 
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プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

国立公園特別保護地区上高地における地形変化と 
植生動態を許容した自然景観保全に関する基礎研究 

上高地自然史研究会 
川西 基博1）・岩田 修二2）・石川 愼吾3）・山本 信雄4） 

島津 弘5）・瀬戸 真之6）・若松 伸彦7）・金子 泰久5） 
 

The fundamental study of vegetation and geomorphic process to landscape conservation 
in Kamikouchi National Park, special protection area 

Research Group for Natural History in Kamikochi 
Motohiro Kawanishi, Shuji Iwata, Shingo Ishikawa, Nobuo Yamamoto, 

Hiroshi Shimazu, Masayuki Seto, Nobuhiko Wakamatsu, Yasuhisa Kaneko 
 

国立公園特別保護地区に指定されている上高地の梓川沿いとその周辺は、極めて自然性の高い植生

が残っている数少ない地域である。しかし、安全性を確保するための砂防工事によって河川本来の変

動性が失われつつある。本研究は長期モニタリング調査の結果をふまえ、河畔植生の動態と微地形の

形成プロセスを検討し、砂防工事が自然景観と種多様性に及ぼす影響の評価を試みた。河床砂礫部で

は、2010年7月に生じた河床地形変化が明らかになった。植生に関して、パッチ状群落は過去16年間

に消失と再生を繰り返していたが、消長のパターンが一定ではなかったこと、草本群落の種組成はパ

ッチ状群落の発達に伴って変化し、過去6年間では多くの種が消失したことが示された。河畔林では

氾濫に伴う林床撹乱と土砂堆積によって複雑な立地が形成され、多様な草本群落が成立したり樹木の

定着が可能になっていることなどが明らかになった。また、現況調査から工事による人為的改変によ

って河川の変動性が制限されていることが把握された。上高地の自然景観を保全するためには、梓川

の変動性を保障し適度な撹乱を維持することが重要であると考えられた。 

 

1．はじめに 

上高地の梓川沿いとその周辺は、極めて自然性の

高い植生が残っている数少ない地域であり、その大

部分が国立公園特別保護地区に指定されている。多

様な植物からなる河畔植生は上高地特有の景観を

つくる重要な要素であるが、その存続には河川の変

動性が不可欠といわれている。一方、上高地は日本

を代表する観光地でもあり、安全性を確保するため

の砂防工事によって河川本来の変動性が失われつ

つある。多様な種を許容する自然景観の保全と管理

を行うためには、植生とその成立基盤である立地条

件との関係およびその時空間的な変動性を明らか

にする必要がある。この観点から、本研究会では上

高地の植生動態と地形変化とを明らかにすること

を目的とし、明神徳沢間の継続調査地において長期

モニタリング調査を行っている（図1）。本報告では、

上高地の河畔植生の動態と微地形の形成プロセス

に関する調査結果を報告し、砂防工事が自然景観と

種多様性に及ぼす影響の評価を試みた。 

 

1）鹿児島大学教育学部      2）立教大学観光学部     3）高知大学理学部 
4）信州大学山岳科学総合研究所  5）立正大学地球環境科学部  6）埼玉大学地圏科学研究センター 
7）東京農業大学地域環境科学部 
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     図1 枠内は継続調査地域、編みかけの部分は発達した河畔林を示す 

2．梓川上流、上高地徳沢―明神間の継続観察地に

おける2010年7月に生じた河床地形変化 

上高地を流れる梓川は谷底の幅が広く、幅の広い

河道と密な河畔林に覆われた氾濫原が発達してい

る（図1）。河床の地形は数年に一度変化し、上高地

自然史研究会が徳沢―明神間の継続観察地で1994

年以降作成してきた地形学図にも記録されている。

2010年夏にも簡易測量に基づく地図の作成を行い、

2009年以降に地形変化が生じたことが明らかにな

った。そこで、地形変化についてその特徴を記載す

るとともに、変化を生じさせた出水および前地形と

の関係について検討を行った。 

アメダス上高地の降雨データから2010年の降雨

状況について解析した。7月は雨が多く、特に7月12

日には日雨量133.5mmを記録した。最大時間雨量は

33mmである。この日、調査地周辺ではいくつもの

支流からの土砂流出が生じていることが確認され

ている。そのほかの豪雨日は5月23日（91.5mm）、6

月27日（87.5mm）、9月8日（80.0mm）で時間雨量が

30mmを超えた日は8月10日（最大32mm）であった。 

測量・観察は8月8、9、11日および10月10、12日

に行ったが、この期間内での地形変化は認められず、

8月10日、9月8日の豪雨では地形変化が生じなかっ

たことになる。島津・瀬戸（2009）は本調査地にお

ける1994年以降の地形変化を分析し、梅雨期間中の

日降水量120mm以上の降雨イベントが起こった年

に流路の埋積が起こり（本数の減少）、さらに激し

い降雨イベントが起こった年に多数の新たな流路

の形成が生じた（移動、本数の増加）と考えた。以

上のことから今年は7月12日に地形変化が生じたと

推定した。 

最も大きな変化は、2009年の流路の途中に中州が

出現するとともに、その上流側で分岐するたくさん

の流路が形成されたことである。そのうちの一つは、

2009年に一部が埋まり主流路から切り離されてい

た2008年の流路が再びつながって形成された。新た

な流路が形成された場所を2009年の地図上に示す

と、2009年に溝が存在した場所と重なる部分が多い
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図2 明神―徳沢間における1994年と2010年のパッ

チ状群落の分布 

 

表1 明神―徳沢間のパッチ状群落の出現数と消失数 

 

ことが分かる。一方、調査範囲北側および東側では

変化は生じていない。 

2010年7月に生じた地形変化では次のようなプロ

セスが考えられる。2009年流路の途中で堆積が生じ、

流れが発散した。その一つが2008年流路跡につなが

る溝と接続し、再び流路が形成された。また、左岸

側には多数の小流路が形成された。溝を通って流路

が開削されるプロセスには、2つの可能性がある。

溢れ出た水が溝の上流側を侵食する場合と、増水時

に溝の上流端から水が噴出し、溝が上流方向へ拡大

することによって流路の接続した場合である。なお、

左岸よりの林分や河道内のパッチ上のヤナギ群落

内には土砂が流入していないことから、砂礫堆上の

水深は50cm～1m以下であまり深くないことが推定

され、流路の形成が単なる掃流力の増大にもよるも

のではないことが示唆される。 

 

3．河床砂礫部パッチ状群落の消長 

明神―徳沢間の河床砂礫部のパッチ状群落は、

1994年以降数年おきに毎木調査や植生調査が行わ

れており、その間の履歴が把握されている。石川ほ

か（1999）は1994年から1999年の間のパッチ状群落

の消長を明らかにし、パッチ状先駆樹種群落が破壊

と再生を繰り返して存続していることを指摘して

いる。本報告では、上記の研究のデータと2010年に

行った追跡調査の結果を合わせ、16年間のパッチ状

群落の消長を明らかにすることを目的とした。 

表1に1994年以降のパッチ状群落の出現と消失を

示した。単木からなるパッチを除くと、1994年の時

点でパッチ状群落は58あった。1994年から99年にか

けてこのうちの14が消失し、新たに2が形成された。

1999年から2004年にかけては13が消失し11が形成

された。パッチの消失速度は1994～2004年で約3個/

年であったが、2004年以降は約1個/年となっており、

2004年を境にパッチの消失速度が減少した傾向が

認められる。また、1994年のパッチ状群落は河道の

中で比較的分散していたのに対し、2010年では左岸

側の一部分にパッチがまとまっている傾向があっ

た（図2）。このように1994年から2004年にかけては

パッチ状群落の変動が大きかったが、2004年から

2010年までは数パッチが消失・形成されるのみで、

大きく変動していない。 

 

4．河床砂礫部パッチ状群落における草本群落の動

態に関する研究 

パッチ状群落の消長が調査された地域では、2004

年に、各パッチ状群落に1～3つの調査区（3×3m）

が設置され、植物社会学的手法による草本層の植生

調査が行われている（川西・石川 2006）。この報告

では、2004年の時点でのパッチ状群落に成立する草

本群落の種組成と、先駆樹種群落の発達との関係が

検討されている。本研究では、2010年8月に同様の

地域・方法で植生調査行い、2004年の調査結果とあ

わせて草本種の分布傾向を再検討し、6年間の草本

群落の種組成の変化を明らかにすることを目的と

した。 
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出現種の分布傾向を把握するために、クラスター

分析によって種を区分するとともに、各パッチの草

本群落の種組成の変化を把握するために除歪対応

分析（DCA）による序列を行った。また、草本群落

と先駆樹種群落発達に伴う環境の変化との関係を

検討するために、パッチ状群落の林齢を5年以下、5

～10年、10～20年、30～40年、40～50年、50～60年、

60～70年、70年以上の8つの林齢階に区分した。林

齢階は、河畔林の動態に関する研究（進ほか 1999、

石川ほか 1999）で得られたパッチ状群落の優占樹

種の年輪コアのデータをもとに区分した。 

2004年と2010年の2回の草本層の植生調査で、合

計約218種が確認された。2004年に確認できた種は

199種で、そのうちの73種が2010年までの間に消失

した。一方、新たに出現した種は19種で、2010年に

確認された種数は145種であった。両年ともに確認

された種の多くは出現頻度と平均被度が小さくな

っていた。 

稀な種を除く111種を対象としてクラスター分析

を行った結果、11の種群が区分された（表2）。この

うち6の種群（種群1、2、4、5、6、7）はパッチ状

群落の林齢階に対して分布の偏りがあった（χ2検定、

P<0.01）6つの種群の主要種と分布傾向は以下のとお

りである。 

種群1：ケショウヤナギ、ドロノキ、エゾヤナギ

等のヤナギ科樹種の稚樹とホソバノヤマハ

ハコ、ホッスガヤ等の多年草からなる。形

成から5年以内のパッチを分布の中心とし、

林齢20年以上のパッチにはほとんど分布し

ない。 

種群2：ススキ、ノコンギク、オオヨモギ、ヒメ

ノガリヤス、イブキボウフウ、ミヤマオト

コヨモギ、ミヤマモジズリなどの多年草か

らなる。種群1とともに林齢5年以下のパッ

チに分布するが、林齢5～10年経たパッチが

分布の中心であり、林齢30年以上のパッチ

にはほとんど分布しない。 

種群4：アズマヤマアザミ、ダイコンソウ、ノリ

クラアザミ、カラフトダイコンソウ、キン

ミズヒキなどの多年草と、ハルニレ、サワ

グルミなどの稚樹からなる。様々な林齢の

パッチに分布するが、林齢20～30年のパッ

チで被度、出現頻度が最も高い。 

種群5：イヌトウバナ、エゾムラサキ、オオタチ

ツボスミレ、サワギクなどの多年草と一年

草のキツリフネを含む。パッチの林齢との

関係は種群3と同様の傾向を示すが、キツリ

フネやサワギクなど氾濫原や沖積錐の湿潤

な立地に分布する種（川西・石川 2004）を

含むのが特徴である。 

種群6：フキ、ハンゴンソウ、ラショウモンカズ

ラ、オオバコウモリ、カラマツソウ、クサ

ソテツなどの多年草からなる。常緑草本の

フッキソウ、ベニバナイチヤクソウを含む

のが特徴である。林齢10年以上のパッチに

広く分布するが、林齢30～40年のパッチで

は本種群が優占することが多い。 

種群7：ヒカゲミツバ、ミツバベンケイ、ムカゴ

イラクサ、エゾイラクサなどの多年草と、ウ

ラジロモミ、ウワミズザクラの稚樹からなる。

林齢30～40年のパッチに分布の中心があり、

30年以下、および40年以上のパッチでは被度、

頻度ともに低くなる傾向がある。 

除歪対応分析（DCA）によって調査区の序列を行

ったところ、各パッチはDCA第1軸と第2軸の座標上

で広く展開され、パッチ間で草本層の種組成が異な

っていることがみてとれた。DCAの第1軸上で異な

る林齢階のパッチが展開されたことから、林齢に伴

う環境の変化が草本群落の種組成に及ぼす影響が

最も大きいと考えられた。ただし、同じ林齢階でも

序列された位置が異なるパッチの集団があり、林齢

階の増加に伴う種組成の変化はパッチ間で差があ

ると考えられた。 

同じDCAの軸上において、各パッチの2004年と

2010年の序列位置は異なっており、6年間でパッチ

の種組成が変化したことがみてとれた。方向性の異

なるいくつかの変化が認められたことから、林齢の

発達に伴う環境の変化、氾濫による撹乱などの複数

の要因が草本層の種組成に影響していることが予

想された。 
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表2-1 河床砂礫部パッチ状群落の林齢階と草本層の種組成 

各種の平均被度（%）と出現頻度（%、括弧内）を調査年ごとに示す。種群（1～11）はクラスター分析 

による区分 
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表2-2 河床砂礫部パッチ状群落の林齢階と草本層の種組成 

各種の平均被度（%）と出現頻度（%、括弧内）を調査年ごとに示す。種群（1～11）はクラスター分析 

による区分 
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以上の結果から、大局的にみれば草本の種群はパ

ッチ状群落の林齢と対応しているといえる。しかし、

氾濫による撹乱や地下水位等の付随的な要因によ

っても分布が制限されると考えられる。こうして、

河床砂礫部では多くの草本が共存可能となり、全体

として著しく種組成の多様な草本群落が成立する

と考えられる。なお、本研究で稀な種として解析か

ら除外した種は出現種の半数を占めており、種多様

性を検討する際に無視できないものである。これら

の種についても調査を進める必要がある。 

 

5．河畔林への氾濫による林床植生の撹乱と植物の

多様性 

明神から徳沢間の左岸側には上高地で最大規模

の河畔林が成立している（図1）。この河畔林はヤナ

ギ科樹種の老齢林やハルニレ、ウラジロモミ林など

の遷移後期種の発達した群落から構成されており

（進ほか 1999）、上記のパッチ状群落とは明瞭に異

なる相観となっている。これらの発達した群落のモ

ザイク構造は、梓川本流の移動によって形成された

と考えられており、さらに河畔林内に流入した氾濫

の侵食作用と土砂堆積によって微細な地形が形成

されている（島津 2004）。こうした複雑な林分構造

と微地形とがあいまって、河畔林内の立地環境は多

様である。この河畔林では、様々な草本群落が成立

しており、その成立には河畔林への氾濫が影響して

いることや（川西ほか 2003）、ハルニレやウラジロ

モミ等の遷移後期種の定着には草本層を破壊する

撹乱が必要であることが指摘されている（和田 

1999）。発達した河畔林への洪水撹乱は、上高地の

河畔植生の維持に極めて重要であると考えられる。

こうした背景から、本報告では護岸の設置されてい

ない河畔林の縁部に調査区を設け、氾濫が草本群落

と樹木の定着に及ぼす影響の解明を目的として継

続調査を行っている。 

本研究の調査地は河畔林の本流に面した林分に

位置し、調査プロットの大きさは27m×57mである。

このプロットを3m四方のグリッドに区切り、それぞ

れのグリッドにおける草本層（高さ1.9m以下）につ

いてBraun-Blanquet（1964）の全推定法に基づく植生

調査を行った。本調査は、2003年、2007年、2010年

に行った。調査範囲内の河畔林は、林冠にケショウ

ヤナギが優占し、オオバヤナギ、ハルニレなどが混

生する林分が主である。氾濫原内の湧水を水源とす

る流路脇にはタニガワハンノキ林（進ほか 1999の、

ケヤマハンノキ林に相当する）が、本流に面した部

分には、エゾヤナギのパッチが一部みられる。 

本調査地では礫の堆積した地域と砂が堆積した地

域が明瞭な境をもって分布しており、さらにそれぞ

れの堆積地を侵食して小流路が発達している（川

西・石川 2004）。礫堆積地、砂堆積地ともに流路に

面した部分では、毎年氾濫の影響があると推察され

た（それぞれ礫堆積地（新）、砂堆積地（新））。一方、

それよりも氾濫原内に位置する礫地（礫堆積地（旧））

では10年以上、砂地（砂堆積地（旧））では約5年間

は氾濫の影響がない（2003年の時点）と推察された。 

林床植物は、オオヨモギ、シラネセンキュウ、ク

サボタン、ノコンギク、コウゾリナ、ススキなどの

礫堆積地に主に分布する種群、オオバコウモリ、カ

ラマツソウ、サラシナショウマ、アズマヤマアザミ、

オニシモツケなどの砂堆積地に分布する種群と、ヤ

マキツネノボタン、キツリフネ、オオバタネツケバ

ナといった小流路に分布する種群に類別される。

2003年時では、砂堆積地に分布する種群は植被率が

90%以上の密な林床植生を構成し、礫堆積地および小

流路に分布する種群は植被率が30%以下の林床植生

を形成していた。樹木の実生は、砂堆積地にはほと

んどみられず、もっぱら礫堆積地に分布しており、

林床植生の植被率の低い礫堆積地で定着しやすいと

考えられた。流路に面した毎年氾濫がある礫堆積地

（礫堆積地（新））では主にヤナギ科やハルニレの実

生が定着するのに対し、河畔林内にあって堆積後10

年を経過した礫堆積地（礫堆積地（旧））ではサワグ

ルミが定着していた。 

2003年から2010年の7年間で大規模な土砂堆積は

起こらなかったが、氾濫の影響と思われる地形変化

と水流の通過した痕跡が認められた。DCAによる序

列から、各立地ともにこの7年間で種組成が変化した

ことがみてとれた（図3）。礫の堆積地では、草本の

被度が増加したが、サワグルミの稚樹の多くが生残
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    図3 河畔林の草本層における植生調査スタンドの DCA による序列 

       全調査スタンド（全地点）の序列結果と、各立地のみを表示した図（砂堆積地（新、旧）、

       礫堆積地（新、旧）、小流路）を示す。 

しており、樹高約2mに達していた。一方、砂の堆積

地では2010年の時点も2003年と同様に高茎草本群落

が成立していたが、全体的に出現種数と植被率が減

少していた。この群落では、2006年の氾濫時に氾濫

水が通過したことが確認されていることから、氾濫

の影響によって一部の種が消失した可能性が高い。 

以上の結果から、礫堆積地では草本群落の発達が

遅く、堆積後約20年間は草本の植被率が低く維持さ

れること、そこがサワグルミの更新サイトとなった

こと、土砂堆積をほとんど伴わない氾濫でも植被率

が低下したり一部の草本種が排除されたりするこ

となどが示された。このような立地の違いがプロッ

ト内で認められたことは、河畔林における氾濫の影

響が数メートルスケールで異なっており、それが多

様な草本の共存を可能にし、樹木の更新サイトを生

み出していると考えられる。 
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なお、上記の調査区に隣接する地域では、2006年

に大量の土砂堆積を伴う氾濫があり、河畔林の林床

植生の一部が壊滅的に破壊された。2007年にこの地

域に調査区を設け、それ以降の植物の回復過程を継

続調査している。氾濫から4年を経た2010年の時点

では、キツリフネなどの一年生草本の優占群落が成

立しハルニレやサワグルミ等の実生も定着している。

この結果は、氾濫によって形成された土砂堆積地は、

樹木の更新サイトとなり、撹乱依存性の高い草本の

生育立地としても機能することを示している。 

 

6．上高地梓川周辺の沖積錐における植物群落の分

布と動態 

梓川の支流と本流の合流部に発達する沖積錐に

は、本流の河畔林とは異なる植生が成立しており、

上高地の植物の多様性において重要な要素である。

本研究では、上高地梓川周辺の沖積錐に発達する植

生の動態を明らかにすることを目的に、（1）沖積錐

上の先駆樹種群落と地質の関係、（2）土石流による

撹乱状況と植生の回復過程に関する研究も進めた。 

（1）沖積錐上の先駆樹種群落と地質の関係 

梓川へ直接合流する急斜面の沢が多く存在し、沢

と梓川本流の合流部には沖積錐が多く形成されて

おり、そこにも先駆樹種群落が成立している。沖積

錐は様々な時間間隔で土石流が頻繁に起こること

が特徴であり、上高地ではこの撹乱によって立地の

多様性が生じ、独特の景観を形成している。上高地

の梓川の周囲の地質は堆積岩、花崗岩・閃緑岩、火

山岩に大別することができ（原山 2002）、地質が変

わるにつれて景観も変化しているように見える。し

かし、構成樹種が変化する原因はまだ明らかになっ

ていない。そこで、本研究では上高地の森林構成の

多様性を、沖積錐の地質と先駆樹種の侵入との関係

から明らかにすることを目的とした。 

調査地は堆積岩域、花崗岩・閃緑岩域と火山岩域

のそれぞれ2、3箇所の沖積錐に設けた。現流路の裸

地に定着できる樹種を明らかにするために、それぞ

れの沢の先端部から頂部あるいは土砂がせき止め

られている場所まで、現流路内を歩きながら標高約

10mごとの区間で先駆樹種の稚樹の被度と群落高、

隣接群落高、現流路幅を調査した。また、各沖積錐

において発達した林分の構造を明らかにするため

に100m2のプロットを各2～9地点、合計26地点設定

し、毎木調査を行った。また、年輪コアを採取して

樹齢を計測するとともに、表層堆積物採取して含水

率と粒度組成を測定した。 

表層堆積物の粒度組成は堆積岩域では礫の占める

割合が非常に多く、火山岩域では極細粒砂とシルト

の占める割合が比較的多くなっていた。花崗岩・閃緑

岩域では粒度組成に偏りが見られず、さまざまな粒径

の堆積物で構成されていた。2cm以上の礫の個数と大

きさは、堆積岩域と花崗岩・閃緑岩域とは明確な差

は見られなかった。しかし、火山岩域においては礫

の個数が他の地質よりも圧倒的に少なかった。土壌

含水率は火山岩域が7.4±12.4%（平均値±標準偏差）、

花崗岩域が16.4±8.0%、堆積岩域が43.9±15.9%であ

り、堆積岩域が高く、火山岩域が低い傾向があった。 

各沖積錐の現流路内を踏査した結果、シラカンバ

以外の樹種の稚樹はどの地質域にも定着していたが、

それぞれの被度と出現頻度は大きく異なっていた。

堆積岩域ではサワグルミとカツラ、火山岩域ではカ

ラマツとシラカンバが特に出現頻度が高かった。花

崗岩・閃緑岩域ではこれらの樹種がともにみられ、

堆積岩域と火山岩域の中間的な樹種組成であった。 

樹高1.3m以上の樹木の胸高断面積合計による相

対優占度は、堆積岩域ではサワグルミ、カツラ、ウ

ラジロモミの優占度が高かった。花崗岩・閃緑岩域

ではタニガワハンノキ、カラマツ、サワグルミが優

勢であった。火山岩域ではカラマツ、シラカンバ、

タニガワハンノキが優勢であった（図4）。 

現流路に出現する稚樹は地質域間で共通してい

たが、各樹種の出現頻度と被度は地質域によって異

なっていた。堆積岩域ではサワグルミとカツラが、

火山岩域ではカラマツとシラカンバが比較的出現

頻度が高く、花崗岩・閃緑岩域ではその中間的な種

組成になっていた。現流路内の勾配は堆積岩域では

急、火山岩域と花崗岩・閃緑岩域では緩やかであり、

地質によって土石流などで運搬される土砂の粒度

組成が異なるため、先駆樹種組成に違いが生まれて

いると考えられる。 
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図4 沖積錐における主要先駆樹種の相対優占度 

（2）下宮川谷沖積錐土石流跡の植生動態に関する研究 

1998年に土石流の発生した下宮川谷において、立

木の枯死状況、新たに侵入した高木性樹種の実生の

定着と成長過程、土石流跡周辺からのササ群落の再

侵入過程について継続調査を行っている。 

2010年の調査の結果、新たに枯死した高木はなか

った。高木個体では、土石流発生後2年以内にウラ

ジロモミが数個体枯死しただけで、今年も含めてそ

の後枯死した高木個体は認められなかった。後継稚

樹の成長が最も良好であった場所は、土石流によっ

て損傷を受けて1999年に枯死したウラジロモミの

高木の林冠ギャップであった。この場所の優占樹種

はサワグルミで、樹高は最大で4.6mに達した。他種

の稚樹の樹高はいずれも1m以下で、いずれサワグル

ミの稚樹に被圧されて枯死するものと予想される。

土石流発生前から林冠のやや開いている場所にお

いても、サワグルミの稚樹の優占度が高く、それ以

外にはハルニレ、ダケカンバ、カツラの出現頻度が

高かった。出現頻度の高い実生・稚樹は、いずれも

それらの母樹が周囲に存在し、種子が十分に供給さ

れた結果であると考えられる。上記の樹種の中では、

サワグルミの成長速度がもっとも速く、侵入した実

生の個体数が大きく異ならない限り、サワグルミが

優占していくものと思われる。一方、2004年に発生

した土石流跡に形成された大きなギャップでは、周

辺にサワグルミの母樹が少なく、極めて多様な後継

樹種が侵入していた。樹高も拮抗しており、このギ

ャップの後継樹種が何になるのか予想できない状

況である。上記の経過や全体の稚樹の状況を総合す

ると、この沖積錐ではサワグルミが優占するものの、

サワグルミの母樹が近くに存在しないギャップで

は、他の樹種が後継樹種となる可能性が高い。 

土石流堆積地周辺からのササ群落の侵入速度は

極めて遅い。土石流の末端に近くて大きな岩屑の堆

積が薄く、マトリックスが比較的充填されている場

所でも、土石流発生後12年経過した今年のササの侵

入距離は最大で約2mであり、侵入面積もわずかであ

った。末端に近い場所以外では、ササ群落の侵入は

ほとんど認められなかった。ササ群落の侵入には岩

屑の間隙に細粒なマトリックスが充填されること

が必要で、土石流跡が再びササ群落で覆われるまで

には、まだかなりの年月が必要であると思われる。 

 

7．大正池から横尾までの、上高地谷谷底周辺の地

形変化と人為的自然改変の現況調査 

今回の調査は、2010年8月5日から10日まで行った。

今年は、7月13日に梓川流域で多量の降雨のため水

量がかなり増したので、河道の変更や、土石流、小

規模な崩壊などが見られたが、とくに大規模な変化

は見られなかった。ただし、人工的な工事や構造物

と関係した、改変・変化がみられた。 

（1）支川からの流出 

河童橋から明神、徳沢へむかう左岸の登山道が六

百沢、下白沢、白沢を渡る部分で、土石流や洪水に

よる土砂流出があり、登山道や橋が土砂に覆われた

ことが観察できた。土砂はすでに排除されていた。

いずれの沢でも袖付きの谷止め（小型治山堰堤）が

数基ずつ建設されているので、洪水流や土石流が沖

積錐上に広がらず集中したためである。 

（2）治山運搬路終点の奥又白谷から横尾への河原の

仮説道路 

横尾での建設工事にともなって従来から使われて

いた梓川河道内の仮設道路が、今年はいっそう整備

され、恒久的な道路として整備され始めたと感じら

れた。7月の出水のあと整備されたと思われる。言う

までもなく、景観的にも、河川や河原の生態系にあ

たえる悪影響は非常に大きく、国立公園特別保護地

区・特別名勝特別天然記念物にはまったくふさわしく

ない物である。一刻も早く、撤去されるべきである。 
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（3）仮設橋の土手 

右岸治山林道から徳沢施設集中地区への自動車

道路が梓川を渡る地点に仮設橋がある。この橋の取

り付け道路を守るための土砂堤防が流失し、取り付

け道路の一部でも土砂流出が発生したようである。

数年おきのこのようなことが起こるのは、下流の河

床を人為的に上昇させることになり、下流の広範な

部分の生態系に悪影響をあたえている。 

（4）白沢出会い 

白沢からの土砂流出は例年継続しているが、今年

は、土砂が橋を越えたほど多量であった。白沢に沿

って徳本峠まで調査したが、新たな崩壊の発生や、

継続的に土砂を出している山腹の場所はなく、土砂

の大部分は、河道内や、低位の段丘の縁の浸食によ

ると思われた。部分的につくられた護岸工や谷止め

が流路を固定し、そこを通過する土砂が、登山道の

橋がネックとなってその部分にトラップされてい

ると思われる。白沢扇状地上を流路が自由に流れる

ように改善すべきである。 

 

8．総合考察 

上高地梓川ではこれまで、ケショウヤナギをはじ

めとした先駆樹種群落の成立と発達、ハルニレ、ウ

ラジロモミ等の遷移後期種の更新、河畔林の林床植

生を主とした草本群落の種組成などの植生動態に

関する調査が行われ、同時に、梓川本流周辺の微地

形、発達した河畔林の成立する氾濫原の微地形など

の地形学的研究が継続的に進められてきた。これら

の調査研究において、上高地における河畔植生は梓

川の微地形形成作用と撹乱作用に大きく依存して

維持されていることが指摘されている。しかし、梓

川の流路や河畔植生の長期的な変動は不明な部分

も少なくなかった。本研究では、16年間のパッチ状

群落の消長、6年間の草本群落の動態、河床地形と

流路の年変動、沖積錐における植生と土石流の影響

などに関する知見が得られ、長期的な変動特性の一

端が明らかになった。 

1994年以来ほぼ毎年行っている徳沢-明神間の梓川

河道での測量結果から梓川本流の変動をみることが

できる。1994年に4本あった流路は2005年に1本に減

少し、1996年には再び3本に増加した。その後、2000

年まで3本の流路が確認できたが、2001年には河床中

央の1本に減少した。2005年、2006年に河床中央部で

交互に流路が移動し、2007、2008年は大きな変化は

なかった。2009年には2008年の流路が一部埋積され

流路が移動した。2010年には埋積部が再び開削され

るとともに、新たな小さい流路が多数形成された。 

梓川河床砂礫部のパッチ状群落は、消失と再生を

繰り返しているが、2004年を境に変動が小さくなっ

ている。この変化の時期は梓川河道の移動パターン

の変化した時期と概ね一致しているように思われ、

梓川の変動がパッチ状群落の消長に影響している

ことを示唆する。それぞれのパッチ状群落に生育す

る林床植物は、発達段階に応じた種組成となって全

体として高い多様性が維持されると考えられたが、

一方で、調査区から消失した種や、被度の減少した

種が少なくなかった。その原因を特定するためには

さらなる調査が必要であるが、洪水撹乱や先駆樹種

群落の発達に伴う被陰などの要因によって局所個

体群が消失している可能性が高い。河畔植生の多様

性は梓川による撹乱作用によって生み出されると

考えられるが、侵食作用が強かったり土砂が厚く堆

積したりする氾濫は、むしろ草本植物を排除する作

用のほうが強いと考えられる。草本植物の高い種多

様性が維持されるためには、ある程度の長さの安定

期間も必要であると考えられる。 

人為的自然改変の現況調査から様々な工事が地形

や植生に影響を及ぼしていることが懸念される。こ

れまでの河床の地形測量では、工事用車両に形成さ

れた作業道路が確認されており、それが数年間維持

されることが明らかになっている。また、上流に形

成されている護岸や河床を横断する仮設橋が下流の

河床に及ぼす影響も懸念される。特に重要視すべき

項目として河道の固定、工事に伴う河床地形の改変、

護岸が挙げられる。 

現状の知見から砂防工事が植生に及ぼす影響を検

討すると、河道の固定と河床地形の改変は、限定さ

れた地域に高頻度の撹乱をもたらす可能性がある。

本研究の結果は草本植物が梓川の変動性の変化に特

に敏感に反応することを示しており、砂防工事によ
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る地形改変とそれに伴う流路変動の制限が局所的な

個体群の消滅につながる危険性が高いことを示唆す

る。また、護岸は河畔林への氾濫の流入を妨げてお

り、河畔林そのものを破壊する強度の撹乱（河道の

移動など）も林床を破壊する程度の撹乱も望めない

状態になっている。河畔林が撹乱を受けない場合、

樹種の更新が不能になったり、競争に弱い草本種が

消失したりすると考えられる。 

撹乱を維持しながら植物の種多様性を維持するた

めには、梓川の移動が広い範囲にわたって保障され、

一部のエリアに撹乱を集中させないことが重要であ

ると考えられる。工事による改変が梓川河道の移動と

地形形成プロセスにどのように影響し、植生がどう反

応したのかをさらに具体的に明らかにすることを今

後の課題とし、上高地の自然の保全につなげたい。 
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Kamikochi valley, National Park special protection area, is extremely important area that natural landscape is remaining. 

Although riparian vegetation composing main part of the landscape is maintained by flood of Azusa river, the dynamics is 

being lost by artificial alteration for visitor's safety. This study based on the monitoring investigation since 1994 shows the 

dynamics of riparian vegetation and geomorphic process of Azusa river in Kamikochi. And from these results, the effects of 

artificial alternation to biodiversity were discussed. The annual changes of riverbed landform in 2010 were showed. In this 

riverbed, although patchy communities of pioneer tree have repeated partial destruction and recovery among 1994 to 2010, 

destruction pattern of patch has not been constant. Various plant species would have been maintained owing to appropriate 

disturbance caused by the flooding. But, many herbaceous species in riverbed observed in 2004 have disappeared after 6 

years. In addition, several artificial alternations were observed from survey of existing conditions. The dynamics of Azusa 

river would be most important condition to maintain the landscape of Kamikochi because riparian plants depend on diverse 

disturbance regime such as annual flooding and drastic channel shifts across the wide floodplain. 
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プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

日本におけるユネスコ「人と生物圏」計画の普及と 
「生物圏保存地域」の登録・活用 

日本 MAB 計画委員会 
酒井 暁子1）・松田 裕之1）・鈴木 邦雄2）・岩槻 邦男3）・中静 透4）・石田 弘明5） 

 

Promotion of UNESCO's Man and the Biosphere Programme 
and Biosphere Reserves in Japan 

Japanese Coordinating Committee for MAB 
Akiko Sakai, Hiroyuki Matsuda, Kunio Suzuki, Kunio Iwatsuki, Thoru Nakashizuka, Hiroaki Ishida 

 

 

1．活動の目的 

MAB計画は生物圏保存地域（ユネスコエコパー

ク）の指定と活用を通じて、原生的な自然環境の保

護と地域社会の持続的発展の両立を図る国際プロ

グラムである。生物多様性と生態系サービスの維

持・向上、および文化的多様性を維持するための優

れた枠組みとして、国際的に高く評価されている。

しかし日本では社会的な認知が進まず、生物圏保存

地域も事業開始初期に4地域が指定された以来、新

規登録が途絶えており、既存登録地もほとんど活用

されていない。 

そこで本助成課題を通じ、国内でMAB計画の啓

蒙・普及を進め、ユネスコエコパークの新規登録を

目指し、また既存登録地の活動を促進することを目

的とした。 

 

2．活動内容および成果 

1）本助成金により、2010年3月17日、日本生態学会

第57回大会（東京）において企画シンポジウムを

開催した：タイトル「利用と保全の調和を図る国

際制度としてのユネスコMAB（人間と生物圏）計

画：日本の環境保全戦略への活用」司会：鈴木邦

雄（MAB国内委員会主査／横浜国大学長） 

講演演題 1 イントロダクション：MABと生物圏

保存地域（松田裕之、酒井暁子）、2 南アルプス

の自然とMAB生物圏保存地域（増沢武弘；静岡大

学）、3 Living harmoniously with man and nature 

systems in Shinan Dadohae Biosphere Reserve（洪

善基；韓国 木浦大学から招聘）、4 Development of 

Man and the Biosphere（MAB）Programme in Asia：

main achievements and lessons learnt（HAN Qunli；

イラン ユネスコテヘラン事務所から招聘）、5 里

山の新たな保全制度としてのMAB生物圏保存地

域の可能性（大澤雅彦；マレーシア マラヤ大学

から招聘）、6 コメント：屋久島におけるMAB生

物圏保存地域と世界自然遺産との関係（羽伊佐幸

宏;環境省）、7 コメント：MAB計画とESD（持続

発展教育）（浅井孝司；文部科学省）。 

シンポジウムには約130名が参加し、会場からの

積極的な発言もあり、生態学者にMABの存在と意

義をアピールすることに成功した。また参加者の

中からMAB活動に貢献したい旨の個人的な申し

出が複数あり、その後実際に我々の活動に参画し

ている。 

1）横浜国立大学大学院環境情報研究院 （〒240-0067 横浜市保土ヶ谷区常盤台79-7） 
2）横浜国立大学 3）兵庫県立人と自然の博物館 4）東北大学大学院生命科学研究科 
5）兵庫県立大学自然・環境科学研究所 
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2）生物多様性条約第10回締約国会議（名古屋）の

サイドイベントとして、同本会議場（白鳥ホール）

にて国際シンポジウムを開催した（2010年10月26

日）：タイトル「持続発展教育（ESD）とユネスコ

人間と生物圏（MAB）計画における我が国の取組

に関するシンポジウム」（文部科学省・ユネスコ

国内委員会主催、日本MAB計画委員会は共催団体

として企画運営を行った。） 

プログラム：開会挨拶 藤島信夫（文部科学省国

際統括官）、基調講演1 鈴木克徳（金沢大学）、基

調講演2 アナ・パーシック（ユネスコ本部）、パ

ネル討論 司会：松田裕之（MAB計画委員長）、パ

ネリスト：サルバトール・アリコ（ユネスコ本部）、

高野孝子（エコプラス）、洪善基（韓国MAB）、基

調講演者2名、総合司会・閉会挨拶 鈴木邦雄（MAB

国内委員会主査） 

 

3）新規登録に向けた各地域での取り組みの支援 

現在6地域で新規登録の検討が行われている。 

宮崎県綾町では市民（NGOてるはの会）、行政（町

役場、林野庁九州森林管理局）、科学者（地元研

究者および日本自然保護協会等）が協働して、ユ

ネスコエコパークへの登録を目指し、現在活発に

準備を進めている（2011年10月にユネスコに申請

書を提出済）。当地の自然保護活動には大澤委員

らが古くから関わり、2010年5月には酒井が町長

含め関係者に説明を行う等、MAB計画委員会は積

極的に協力を行っている。綾町はCOP10で来日す

るユネスコMAB担当者による現地視察会を開催

し、有益な助言を得ることができた。新聞社等地

元メディアも高い関心を寄せている。 

世界自然遺産登録を目指す南アルプス（山梨、静

岡、長野の県と市町村）では、2008年末頃より岩

槻委員の働きかけでエコパーク登録への活動が

始まり、行政や増沢武弘教授ら研究者が中心とな

り現在まで活動が続いている。南アルプス世界自

然遺産登録推進協議会総会・講演会で酒井（静岡

市2009年5月）、松田（山梨県韮崎市2010年5月）

が講演を行った。 

長崎県対馬市では、地元行政が強い関心を寄せ、

問い合わせを受け2010年8月に市長と松田委員長、

酒井らで協議を行った。現在松田が中心となり、

市役所と連絡を取りつつ対馬に関わる研究者等

との調整を進めている。 

松田委員長が世界遺産自然科学委員を務める知

床で、エコパーク登録に向けての議論を始めてい

る。また2010年11月には福島県只見町、および大

台ケ原・大峰ユネスコエコパークの奈良県天川村

において、地元からの要望で酒井が役場職員と一

般市民を対象に説明会を行った。 

 

4）ニュースレターの発行と配布、および計画委員

会拡大会議の開催等 

本助成金によりInfoMAB No.34、No.35を発行し、

上記生態学会大会でNo.34を、COP10サイドイベン

トではNo.34とNo.35を配布した。 

文部科学省MAB担当官など計画委員以外の関係

者も交えて複数回の計画委員会会議を開催した。

協議の結果、各地域の関係者との協働体制を強化

するために新たに「日本ユネスコエコパーク

（MAB/BR）登録地・候補地ネットワーク（Japan 

Biosphere Reserve Network; J-BRnet）」を立ち上げた。

また計画委員会に規約を設けるなども決定した。 

2010年9月よりMAB計画通信（メールニュース）

を月1回程度編集し、計画委員、J-BRnetメンバー、

および省庁等関係者に配信している。 

 

3．今後の展望 

J-BRnetを通じてユネスコエコパークの新規登録

活動と既存登録地での活用の促進を引き続き行い

たい。実効性のある自然保護制度として社会への定

着を図るためには、既存制度との関係の構築を含め、

日本にとってのMABのあり方を研究・議論する必要

があると考え、2011年3月の生態学会で企画集会を

開催した（「ユネスコMAB（人間と生物圏）計画：

日本発ユネスコエコパーク制度の構築に向けて」）。

助成金による以上の成果は、2011年9月に韓国で開

催された東アジア生物圏保存地域ネットワーク会

議で報告し、国際的な議論のバックグラウンドとし

て活用した。 
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4．付記 

日本ＭＡＢ計画委員会について 

1970年に発足したユネスコのMAB計画事業（Man 

and Biosphere Programme）を推進するために組織さ

れた団体。保全生物学者、生態学者等の科学者が構

成する。文部科学省が設置するMAB国内委員会に対

する諮問機関であるとともに、同省の委託を受けて

我が国が関わるMAB関連活動の実務を担当してい

る。 

2011年10月現在の計画委員会のメンバー：松田裕

之（委員長）、鈴木邦雄（MAB国内委員会主査）、岩

槻邦男、大澤雅彦、三浦慎悟、中越信和、増沢武弘、

朱官丈晴、松井淳、井田秀行、湯本貴和、石井信夫、

岡野隆宏、酒井暁子（事務局）。会の詳細はホーム

ページ（risk.kan.ynu.ac.jp/gcoe/MAB.html）を参照願

います。 
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地域連携による生態学教育プログラム「人と自然と生態学」2 

岩手生態学ネットワーク 
松政 正俊1）・三上 修1）・牧 陽之助2）・松木 佐和子2）・東 淳樹2）・竹原 明秀2） 
島田 卓哉3）・柴田 銃江3）・中村 克典3）・杉田 久志3）・吉田 信代4）・本城 正憲4） 

鈴木 まほろ5）・小山田 智彰6）・山内 貴義6）・前田 琢6）・煙山 彰7） 
由井 正敏8）・平塚 明8）・島田 直明8）・金子 与止男8）・占部 城太朗9） 

 

A Regional Educational Program for Ecological Minds 2: “Human, Nature and Ecology” 

Ecology in Iwate Network : EINET 
Masatoshi Matsumasa, Osamu Mikami, Yonosuke Maki, Sawako Matsuki, Atsuki Azuma, Akihide Takehara, 
Takuya Shimada, Mitsue Shibata, Katsunori Nakamura, Hisashi Sugita, Nobuyo Yoshida, Masanori Honjo, 

Mahoro Suzuki, Tomoaki Oyamada, Kiyoshi Yamauchi, Taku Maeda, Akira Kemuyama, 
Masatoshi Yui, Akira Hiratsuka, Naoaki Shimada, Yoshio Kaneko, Jotaro Urabe 

 

1．目的・方針 

本プログラムは「自然との共存を求める社会の基

盤づくりに寄与すべく、自然を科学的に理解し、か

つ愛おしむ心を持つ人材を数多く育てること」を目

的として2008年度に開始し、2009年度は3回の市民

講座を実施した。その際には、前年度に引き続いて

北東北地域の自然の特性や人々の生活に関連の深

い生物についてのテーマを選ぶことにより、市民の

興味を高め、その生態学的な理解を促すとともに、

地域に根を下ろした研究活動の重要性も訴えた。 

市民講座では、受講生と地域に暮らす生態学の専

門家との交流を重視し、講座の内容、講演時間、構

成、実施場所などについてのアンケート調査を実施

して、その結果をもとに次の市民講座のテーマや実

施形態を決定した。また、講座に引き続いて自由参

加の討論会も開催し、生態学の専門家、自然保護活

動や環境保全に関わる人々、農林水産業に携わる

人々、および一般市民が自由に、かつより深く議論

できるよう工夫した。 

 

2．活動内容 

盛岡市および周辺の市町村を中心とする岩手県

を対象地域とし、3回の市民講座を実施した。市民

講座のテーマ・講座内容は、上述のようにアンケー

ト調査によって集めた受講者からの声をもとに設

定したが、同時に、生態学的に重要な概念や、地域

の自然保護にとって重要な視点が理解できるよう

なものとした（表1）。 

話題提供者は、市民講座の約3ヶ月前までに決定

し、話題提供者からの写真を使用して広報のための

チラシを作成した（図1）。このチラシは市民講座の

1ヶ月ほど前には県内の公的施設や高等学校等に配

布すると同時に、過去の市民講座におけるアンケー

ト調査等でダイレクトメールによる案内を希望し

た個人および団体には直接送付した（約400件）。さ

らに、ホームページ（ http://biology-ee.iwate-med. 

ac.jp/REPFEM.html）にはチラシ画像とともに講座の

概要を掲載し、盛岡市の広報誌や商用の情報誌を通

じての広報も行った。なお、これらの広報は岩手県

および盛岡市の教育委員会、岩手県立博物館、岩手

1）岩手医科大学  2）岩手大学  3）森林総合研究所東北支所  4）東北農業研究センター  5）岩手県立博物館 
6）岩手県環境保健センター     7）岩手県水産技術センター  8）岩手県立大学      9）東北大学 
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県水産技術センター、森林総合研究所東北支所、岩

手大学、岩手県立大学および岩手医科大学の後援を

得て実施した。 

市民講座の1～2週間前には、話題提供者と生態学

ネットワークのメンバーによる検討会を実施し、専

門的な内容を平易に説明するため、構成や話し方に

ついてのブラッシュアップを行った。また、市民講

座の後には、アンケートへの回答を参照しつつ反省

会を行い、次に向けての改善点等を洗い出した。 

 

3．成果・検討 

参加者は第3回が約130名（写真1）、第4回および

第5回が約100名であり（写真2、3）、第4回のアンケ

ート調査結果によると、参加者の75%が2回以上の参

加者、すなわちリピーターであった（図2）。スライ

ドの見やすさや、それぞれの話題・総合討論等の時

間配分についての質問に対しては、90%以上の参加

者が「見やすい」および「適当である」と回答して

おり（図3）、初回から継続している見直しが功を奏

していると思われる。また、参加者から希望をとり、

市民講座のチラシを希望する個人・団体に直接郵送

するという周知方法もリピーターの確保に大きく

寄与していると思われる。一方、初回参加者（全体

の25%）の中には高校生などの若い世代の参加者も

見られ（図2、写真3）、高等学校や公民館などの公

的機関を通しての広報も継続していくことが望ま

しいと考えられる。参加者の年齢層は10～30代が

15%、40～50代が35%、60代および70代以上がそれ

ぞれ20%および30%程度であり、若い世代の参加が

少ないが、それぞれの話題の後の質疑応答は極めて

活発であり、参加した若い人達の刺激になったと思

われる。このプログラムの効果を継続して社会に浸

透させていくためには、今後さらに若い世代の参加

を促す工夫が必要であると考えられる。講座終了後

に実施した自由参加の討論会には、第4回、第5回と

もに20名ほどが参加し、一般の参加者、話題提供者、

および岩手生態学ネットワークのメンバーが、より

緊密に意見を交換することが出来た（写真3;下段右）。

ただし、一般市民にとっては、やや参加しにくい雰

囲気だと思われるので、今後はもう少しリラックス

して議論を交わすことができる環境を整えるべき

であろう。 

 

     表1 これまでに実施した市民講座のテーマ・講座内容 

        第1、2回は2008年度、第3～5回を2009年度に実施 
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図1 本年度に実施した市民講座のチラシ。左から第3回、第4回、および第5回。 

 

 
図2 市民講座4アンケート結果（参加回数と年代） 

 
図3 市民講座4アンケート結果（スライドの見やすさと時間配分） 
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    写真1 第3回市民講座の様子 

 

 

    写真2 第4回市民講座の様子 
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写真3 第4回市民講座の様子（下段右は自由参加の討論会） 



－ 146 － 

 



－ 147 － 

プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

野生動物レスキュー&リハビリ・ボランティア養成 

野生動物保護施設ネットワーク 
森田 正治 

 

Training of Volunteers for Wildlife Rescue and Rehabilitation 

Wildlife Protection Establishment Network 
Masaharu Morita 

 

1．開講にあたって 

昨年1月に北海道から九州までの野生動物保護セ

ンターや動物病院など、実際に傷病野生動物の保護

活動を行っている施設が情報交換や共通事業を行

うべくネットワークを設立しました。「野生動物保

護と自然環境保全の推進と教育に寄与すること（会

則抜粋）」を目的としています。主な事業活動は、

セミナーやボランティア養成講座の開催で、このP.N.

ファンドの助成を受けることができ、今回が初めて

の事業です。 

 

2．ボランティア養成の必要性 

自然環境を知る上で野生動物は「指標」的存在と

言えますが、希少種、有害駆除、移入種問題のほか、

野生動物の傷病保護が増加しその多くが人為的原

因によるものです。それに対し、野生動物の治し方

を教えている獣医系大学もごく一部に限られ、一方、

希少種保護は別として、都道府県立の鳥獣保護セン

ターの整備も不十分です。一般鳥獣の保護・救護は

民間に頼っているのが現状で、ボランティアの養成

が幅広く求められています。 

 

3．講座の意義 

名古屋市での開催理由は、県立の鳥獣保護センタ

ーがなく、この種の講習会開催もなく、そして動物

看護学院などユニークな事業を展開されている名

古屋市獣医師協同組合の積極的なご協力があって

実現できました。今年は「国際生物多様年」、COP10

が10月に講座会場のすぐ近くで開催されただけに

意義深いものでした。 

地元愛知県の愛鳥家をはじめ獣医師や動物看護

師など、遠方からの参加があったほか、定員オーバ

ーの33名が受講となるほどの好評でした。講師陣に

はネットワークのメンバーでもある第一線で活躍

している先生方が担当しました。 

 

4．講座の内容 

今回の講座の内容は別紙の通りですが、総論から

各論までの講義は大学でも学ぶことが出来ない内

容で、しかもハイレベルにもかかわらず分かりやす

い話に、受講の皆さんは熱心で質問も多く出ました。

また、野鳥の遺体を使って翼の骨折固定テーピング

をはじめ、ハトやインコなどの生体を使っての実習

は、「勉強になった」「迫力があった」などと喜ばれ、

有意義なうちに終了しました。一方、獣医師向けに

は「注射法や採血法、整形外科」など専門的な研修

もしていただきました。 

 

5．講座の結果 

修了後に「ボランティア登録」を訴え、地元の大

半の方が申し込んで下さいました。しかも、愛知県

弥富（やとみ）野鳥園の所長さん自らも受講され、

保護・救護センターではないにもかかわらず「年間

約400件の持ち込みがありボランティアを」との呼

びかけに、早速お手伝いを申し出る方もいました。 

この講座だけで終わらず、今後のステップアップ
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表1 野生動物レスキュー&リハビリ・ボランティア講座 in 名古屋 開催要領 

 

研修などの協力が必要かもしれません。これを機に、

地元での自然保護活動の更なる飛躍に期待を持つ

ことができました。また、参加された地元施設から

ネットワークへの仲間入りもあり、名実共に全国組

織になりつつあることも大きな収穫でした。 

 

6．今後の課題 

単に、保護鳥獣の増加にともないボランティアを

養成するだけではなく、救護（個体）を通して自然

環境（全体）を見る目を養うこと、即ち「生命の尊

さと自然の大切さ」を学び普及することが求められ

ていています。引き続き、全国的に研修会の開催を

続けることの確信を得ることが出来ました。 

 

「野生復帰出来ない個体は救うべきではない」との

考えもありますが、復帰出来るかどうかの診断&治

療の医療レベルが発展途上の日本では論外と言え

ます。むしろ、野生復帰出来ない個体を使っての環

境教育は、米国ではボランティア活動の一つとして

行われており、日本でも環境教育プログラムのマニ

ュアル化と普及が求められています。また、一般鳥

獣で腕を磨き、希少種のレスキューに大いに役立て

ることも出来ます。 

海鳥の油汚染救護の研修については、ナホトカ号

重油流出事故以来進められていますが、島国の日本

においては万一の緊急事態に対応することを幅広

く普及することが求められています。 
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図1 受講者のデータ（33名） 
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写真1 会場の名古屋市獣医師会館 

 

 

写真3 講義風景 

 

 

写真5 鳥の生体を使っての経口投与の実習 

 

写真2 開講式での主催者の挨拶 

 

 

写真4 鳥の遺体を使っての接骨固定法の実習 

 

 

写真6 鳥の生体を使っての獣医師の採血実習 
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普及・啓発・提言事業 湿地の生物多様性 
～ラムサール COP10 から CBD-COP10 へ～ 

ラムサール・ネットワ―ク日本 
浅野 正富・菅波 完・青木 智弘・花輪 伸一・呉地 正行・堀 良一 
柏木 実・伊藤 よしの・新妻 香織・陣内 隆之・羽生 洋三・荒尾 稔 

 

Biodiversity related to Wetlands 
～from Ramsar COP 10 to CBD-COP10～ 

Ramsar Network Japan 
Masatomi Asano, Tamotsu Sugenami, Tomohiro Aoki, Shinichi Hanawa, Masayuki Kurechi, Ryoichi Hori, 

Minoru Kashiwagi, Yoshino Ito, Kaori Niitsuma, Takayuki Jinnai, Yozo Hanyu, Minoru Arao 
 

 

1．はじめに 

ラムサール・ネットワーク日本は、2008年3月に

設立したラムサール条約第10回締約国会議（ラムサ

ールCOP10）に参加し世界NGO湿地会議の開催等国

際的な湿地保全の取組を目指した時限組織｢ラムサ

ールCOP10のための日本NGOネットワーク｣の活動

総括の中で提案された後継組織であり、湿地保全活

動を行う全国のNGOを対象に参加を呼びかけて

2009年4月29日に設立された。2008年10～11月に韓

国で開催されたラムサールCOP10においては、「ラ

ムサールCOP10のための韓国NGOネットワーク」と

共に本会議直前に世界から約400名（日本から約100

名）が参加した世界NGO湿地会議を開催して、世界

の草の根のNGOの視点から湿地保全の現状と課題

を総括するとともに世界湿地ネットワーク（WNN）

を発足させ、さらに、東アジアを特徴づける「水田」

が湿地として重要な生物多様性維持機能を果たし

ていることに着目して、日韓両国に働きかけ、本会

議で決議Ⅹ.31「湿地システムとしての水田の生物多

様性の向上」（略称：水田決議）の提案、採択を実

現した。本会議中、水田、干潟、ラムサール条約湿

地等のテーマでサイドイベントやブース展示を行

い、また、ラムサールCOP10のために、日本各地の

湿地の現状報告と湿地政策の検証を「湿地の生物多

様性を守る」という資料集にまとめて公表し、

COP10会場では湿地政策の検証の要約英語版を配

布している。 

このようなラムサールCOP10での活動を引き継

ぎ、2010年10月に名古屋で開催される生物多様性条

約第10回締約国会議（CBD-COP10）を目指して湿地

の生物多様性の保全の取り組みをさらに進めるた

めの活動として「普及・啓発・提言事業 湿地の生

物多様性～ラムサールCOP10からCBD-COP10へ～」

を企画し、ラムサールCOP10が開催された1年後で、

CBD-COP10の1年前に当たる2009年10月に名古屋で

湿地と生物多様性に関するシンポジウム「湿地と生

物多様性～ラムサールCOP10からCBD-COP10へ～」

を開催し、また、2010年3月に第5回日韓NGO湿地フ

ォーラムを開催した。 

 

2．活動の内容 

シンポジウム「湿地と生物多様性～ラムサール

COP10からCBD-COP10へ～」は、2009年10月17日に

名古屋市の名古屋港ポートビル4F講堂で開催され
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た。韓国のNGOから5名のスピーカーを迎えて、ラ

ムサールCOP10での成果と問題点、ラムサール条約

と生物多様性条約における国際協力、日韓の湿地の

危機とCBD-COP10、ポスト2010年目標として目指す

べき水田と集水域の保全・沿岸海洋の保全等が報告

され、CBD-COP10に向けた具体的な行動計画が議論

された。 

第5回日韓NGO湿地フォーラムは、2010年3月26～

28日に東京の在日韓国YMCAアジア青少年センタ

ーで開催された。「ラムサールCOP10のための韓国

NGOネットワーク」の後継組織として発足した韓国

湿地NGOネットワーク（KWNN）から8名のスピー

カーを迎え、CBD-COP10に関するNGOと政府の取

り組み、日本の湿地NGOの活動、日韓における湿地

の生物多様性の現状と課題に関する報告、討論が行

われた。 

韓国では2008年にラムサールCOP10が開催され、

国家を上げて湿地保全を推進することを宣言した

にもかかわらず、2009年から四大河川整備事業とい

う名のもと、ハンガン、ナクトンガン、クンガン、

ヨンサンガンという韓国四大河川について約3年の

間に22.2兆ウォン（約2兆円）を費やして、①河床掘

削5.7億m3、②堰の新設16ケ所、③河口堰の改修2ヶ

所、④新規ダムの建設2ヶ所等の大規模な工事を行

い、徹底的に河川生態系を破壊する愚行が行われよ

うとしていることが報告された。また、日本でもラ

ムサール条約湿地に指定すべき重要な湿地を干拓、

埋立により破壊してしまった諫早、泡瀬に関して、

裁判所が次々と生態系保全の方向にシフトした画

期的な判決を下してきたにもかかわらず、行政側が

控訴をして争い続けたり、計画を見直して事業再開

を目指すなどして、実際には生態系回復が全く動き

出していないばかりか、瀬戸内海の原風景とも言う

べき山口県上関では原発建設計画によって新たに

生物多様性のホットスポットの破壊が進もうとす

るなどの重要湿地の危機的状況が報告された。 

このようなシンポジウム、フォーラムでの議論を

基に、ラムサール・ネットワーク日本として、

CBD-COP10に向けたポジションペーパーを作成し、

また、上記シンポジウム、フォーラムの予稿集、シ

ンポジウムでの宣言、フォーラムでの共同声明にポ

ジションペーパーを加えた報告集「湿地の生物多様

性～ラムサールCOP10からCBD-COP10へ～」のCD

を作成した。ポジションペーパー、CDについては、

CBD-COP10において公表・配布している。 

 

3．今後の活動 

2011年にはラムサール条約40周年を迎え、2012年

春にはルーマニアでラムサールCOP11が開催される。

今回の活動は、2008年の韓国でのラムサールCOP10

と2012年のルーマニアでのラムサールCOP11のちょ

うど中間の2010年に名古屋CBD-COP10が開催され

るという時期に、日韓両国ともにラムサール条約と

生物多様性条約が一体となって湿地の生物多様性

を保全していくことの重要性の認識を深めていく

ための活動であった。ラムサールCOP11までのこれ

からの1年半は、その認識のもとに具体的な行動を

開始するための活動として「普及・啓発・提言事業 

生物多様性条約とラムサール条約によって保全す

る湿地の生物多様性」を企画しており、2010年度プ

ロ・ナトゥーラ・ファンドから助成を受けることに

なった。既に、CBD-COP10の開催中の10月22日には

「生物多様性が地域・農業を元気にする」というフ

ォーラムと「日韓を中心とした湿地と生物多様性に

関するホットイシュー」というフォーラムを開催し、

10月24日にはWWNとKWNNの協力の下「生物多様

性と湿地の保全に関する世界NGO会議」を開催した。

2011年5月前後の時期には、日本の湿地保全に関す

る法制度・政策の課題を明らかにするシンポジウム

を開催する予定である。 
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  写真1 第5回日韓NGO湿地フォーラム集合写真 
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プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

野尻湖における水草帯の復元と保全手法に関する検討 

野尻湖水草復元研究会 
山川 篤行・樋口 澄男1）・酒井 今朝重・近藤 洋一2） ・北野 聡1） 

深瀬 英夫・峰村 忠・小平 由美子1）・酒井 昌幸 
 

Studies on the method for restoration and the conservation 
of endangered aquatic plant zone in Lake Nojiri, central Japan 

Research group for aquatic plants restoration in Lake Nojiri 
Atsuyuki Yamakawa, Sumio Higuchi, Kesashige Sakai, Yoichi Kondo, Satoshi Kitano, 

Hideo Fukase, Tadashi Minemura, Yumiko Kodaira and Masayuki Sakai 
 

 

1．目的 

湖沼の水草（大型水生植物）帯は多くの植物種が

分布し、動物の生息場所や産卵場所として利用され、

水質浄化機能を有するなど、湖沼生態系の中で最も

重要な領域である（桜井 1991）。しかし水質汚濁の

進行、湖岸改修等の他、ソウギョの放流により水草

帯が破壊されるなど、各地の湖沼で自然環境・水

環境が攪乱されている（土屋 1980、桜井 1984、

Hayashi 2001）。湖沼沿岸域に生育する水草や車軸藻

類は環境の変化の影響を受けやすく、多くの種が環

境省レッドリストに記載され、絶滅が危惧されてい

る（環境省 2007）。 

東アジア原産のソウギョは草食を主体とする雑

食性で、食料生産を目的に日本に導入されたが、水

草を旺盛に摂食することからその除去を目的に日

本各地に放流された（土屋 1980、立川 1984）。我

が国においては利根川水系以外では増殖ができな

いため、放流水域への影響はソウギョ（寿命7～8年）

（立川 2002、環境省 2005）一世代のみの期間とみ

て利用されてきた。ところが実際にはソウギョは長

寿命であり、水域への影響は長期間、継続している。

その影響は生態系の単純化やアオコの発生による

水質汚濁から、護岸植生の消滅による堤防崩落など、

広範にわたっている（秋田県  2006a、真板ほか 

2009）。 

長野県北部に位置する湖面積4.6km2、最大水深

38.5mの野尻湖はかつて23種の水草（中野 1926）、8

種の車軸藻類（Kasaki 1964）が分布しており、湖面

積のおよそ14%が水草帯であったと推定される。と

ころが1970年代に高度経済成長の影響や外来植物

侵入により水草が著しく増加して、船の航行や漁業

に支障をきたした。そこで水草の除去を目的にソウ

ギョ5000個体を放流したところ、水草帯は3年間で

食べ尽くされた（桜井 1984）。以後30年以上にわた

り水草や車軸藻類はほとんど生育せず、車軸藻ホシ

ツリモが野生絶滅に至るなど（野崎ほか 1994）、合

計31種の植物が消滅した。 

野尻湖水草復元研究会は水草帯の復元を目的に

1996年から野尻湖内で水草復元実験を継続してお

り、Ⅰ.ソウギョの除去のみで水草帯の復元は可能、

Ⅱ.ホシツリモ等車軸藻の湖内復元は水草帯の復元

に依存する、等が明らかになった（野尻湖水草復元

研究会 2007、樋口ほか 2008）。以上から野尻湖の

自然環境の保全・復元にはソウギョの捕獲・駆除が

重要である。 

我が国におけるソウギョの捕獲は養殖地など人

1）長野県環境保全研究所   2）野尻湖ナウマンゾウ博物館 
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工的な環境下で捕獲網の利用や、池の水抜き後の捕

獲等が行われている。自然水域でのソウギョの捕獲

は娯楽目的の釣りが行われているが、組織的な捕獲

はこれまで研究目的の採捕など僅かである（土屋 

1976）。アメリカでは除草目的に水路等へのソウギ

ョの放流が行われており、除草に適した生息密度の

管理のため、生息密度が高い段階で網や電気ショッ

クによる捕獲、弓矢による捕殺、殺魚剤を利用した

駆除方法などが行われている（ Hestand 1996, 

Schramm & Jiraka 1986, Bonar et al. 1993）。しかし、

野尻湖のような天然湖沼でソウギョの生息密度が

低下し、観光利用が盛んな水域では、これらの方法

をそのまま適用することはできない。 

近年、国内でソウギョの食害の影響が長期間継続

している水域での捕獲活動が試みられているが、天

然湖沼に適用可能な、有効な捕獲方法は確立された

とは必ずしもいえない（秋田県 2006a、真板ほか 

2009、柴山潟流域環境保全対策協議会 2005、北国

新聞社 2005）。 

そこで野尻湖において自然水域でのソウギョの

効果的な捕獲方法を検討する。また捕獲技術を地域

に普及するため、地域住民と共同で検討を実施する。

更に小学校児童等を対象に啓発活動を行い、自然保

護活動の新たな担い手を育成して、息の長い湖沼の

自然環境・水環境保全活動を目指すものである。 

 

2．活動内容・方法と結果 

野尻湖を対象に2009年10月から2010年9月に水草

の保全と復元手法の検討を行った。 

（1）ソウギョ捕獲方法の検討 

野尻湖ではソウギョと同じサイズのコイ等の利

用魚が混在していることから、刺し網など魚のサイ

ズを利用した捕獲方法は採用できない。従って魚種

特異性の高い捕獲方法を採用するか、捕獲されたソ

ウギョ以外の魚種は放流が可能な方法を採用する

必要がある。また野尻湖はマリンスポーツ等に利用

されているため、弓矢の利用など危険な捕獲方法は

採用できない。加えてソウギョの分布密度が低く捕

獲に多大な時間と人手を要することから、捕獲効率

の高い方法が必要とされる。以上を考慮し、国内外

で試みられている定置網の利用を中心に検討する

こととした。（Schramm & Jiraka, 1986, 秋田県2006B）

そして捕獲魚種特異性や捕獲効率向上を目的に、定

置網内外に設置する寄せ餌の検討や、音響による集

魚方法の検討を行った。 

1）定置網による捕獲法 

ａ．定置網の制作および設置：野尻湖でソウギョ

1個体の捕獲経験がある既成の①WB式小型定

置網（（株）イリサワ製 箱網部3×3×2m 1段の

昇り口付、箱網の網目3cm）（図1）を基本構造

にして、網目や構造に改良を加えることにした。

定置網は一定期間水中に設置すると微生物被

膜が付着する。その場合でも定置網内部の寄せ

餌が外部から視認可能とするため、網目1辺

10cmの荒い編み地を用い、②建網型定置網（3

×6×2m、水深2m用、2段の昇り口付、（写真1））、

および③沈水型定置網（2×3×1.2m、水深3～

5m用、1段の昇り口に脱出防止用のトラップを

装着（写真2））を制作した。それぞれの定置網

を図2の地点1～地点3に表1で示す期間、設置し

た。いずれの設置地点も水草復元実験区に隣接

し、これまでの潜水調査でソウギョが目撃され

ている（北野 2007）。 

 

 

 

写真1 野尻湖に設置された建網型定置網（写真中

央奥） 

    写真手前はソウギョ収容用浮き生け簀 

 写真右は水草復元実験区 
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図1 WB式小型定置網 

   矢印は魚の侵入方向 

 

 

      図2 野尻湖における調査地点（数値地図25000長野（国土地理院 平成9年発行）をもとに作図）
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写真2 沈水型定置網（ビデオ画像） 

    捕捉されたコイは体長約80cm 

    コイの上部は昇り口と脱出防止用トラップ 

 

 

ｂ．寄せ餌の検討：定置網内部および昇り口前面

に寄せ餌として野尻湖周辺および野尻湖の水

草復元実験区に生育し、ソウギョによる摂食が

確認されている水草（ヨシ、マコモ、ミゾソバ、

ジュンサイ、ヒルムシロ、コカナダモ）を設置

した。更にソウギョの釣り餌として利用される

野菜（キャベツ、ホウレンソウ）および食品（パ

ン、芋羊羹）を順次設置し、寄せ餌としての効

果を検討した。 

ｃ．観察と管理：定置網①②は月1～4回、船上か

ら目視による観察・管理および寄せ餌の交換を

行った。定置網③は潜水作業および水中ビデオ

カメラ（Sony SR11/水中ハウジングSea&Sea 

VXS1またはHITACHI H-100）により週1回の観

察・記録を行い、月1回の寄せ餌の交換を実施

した。 

2010年8月に野尻湖では急激に水位が低下し、8

月20日には満水位に対し約1m低下したため、水

深2mに設置した定置網①②の機能は低下した。

その後、定置網①は全体が糸状緑藻に覆われた

ため、8月29日に回収した。9月初旬に水位低下

が1.5mに達したため定置網②は水面上に露出

し、機能を停止した。 

2）延縄、伏せ針釣りによる捕獲法 

枝縄の一部を緩衝材（ゴム）に替えた延縄および伏

せ針を製作し、2010年に餌（ヨシ）を付けて湖岸付近

の沿岸部に設置し、1～3日毎に観察・管理を行った。 

表1 定置網の設置位置・設置期間 

 
 

 

 

 

 

3）音響集魚の検討 

2006年に実施した野尻湖の魚類調査（北野 2007）

におて、潜水調査者はソウギョの接近時にノイズ状

の音を聞いた。また2008年に捕獲されたソウギョを

水中ビデオカメラ（Sony TRV50/マリンパック

DVF4）で撮影中に同様な音が録音されたことから、

この音はソウギョが発音している可能性があると

推定された（竹村 1998）。そこでこの音を利用して

音響集魚を検討することにした。録音された音は

2000Hzおよび4000Hzにピークを有しており、サウン

ド編集ソフト（Sound Engine Free）で雑音を低減後、

増幅して集魚音源として実験に供した。 

ａ．予備検討：2010年4月～6月に4回にわたり、

長野県水産試験場佐久支場の飼育池（面積12m2、

水深0.6m、コンクリート製）の水温7.7～17℃の

条件下で、ソウギョの集魚音に対する反応を調

査した（写真3）。体長60～80cmのソウギョ5匹

が飼育されている飼育池に水中スピーカー

（Fostex US300）を設置し、集魚音を発生させ

た。スピーカー前方1mに騒音計（Rion NL06 マ

イク部をゴム薄膜で覆い防水）を設置し、音圧

レベルを測定するとともに、目視でソウギョの

行動を追跡した。その結果、飼育池の環境騒音

約55dB（主に流水音）において、騒音計位置で

約1dB upの集魚音レベルでソウギョはスピーカ

ーにゆっくり接近した。 

別に体長約60cmのソウギョ（アルビノ個体）が
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3匹分布する直径約70mのため池（木杭護岸、池

底は泥質）において、水温26.5℃の条件下で同

様な実験を行った。ここではため池の環境騒音

18.5dBにおいて騒音計位置で0.1～0.2dB upの集

魚音レベルで1匹のソウギョが約30mを移動し、

スピーカー前面5mまで接近した。なおため池に

おける実験で測定された環境騒音レベル18.5dB

は測定機器の測定限界付近であることから、測

定値は参考値である。 

ｂ．野尻湖における音響集魚の検討：飼育地等の

方法に準じて2010年8月に野尻湖の地点1で音

響集魚実験を行った。定置網②後部に接して水

中スピーカーを設置し、集魚音は上記のため池

における実験と同じアンプ出力レベルに設定

しで10分間発音、50分間休止を繰り返した。 

4）ソウギョ捕獲法検討結果 

定置網①②では2.（1） 1）の検討を順次、実施し

たが調査期間中にソウギョは捕獲されなかった。 

定置網③は設置後20日目の6月25日に体長80cmの

コイが捕捉され、4日後の放流までコイは定置網内

に留まり、定置網が機能することが確認された（写

真2）。しかし定置網③ではソウギョは捕獲されなか

った。また定置網周辺に設置した寄せ餌には何れの

場合も明確な食痕は認められなかった。 

延縄、伏せ針釣りによる捕獲はなく、装着した餌

には食痕は認められなかった。 

3）で述べたとおり飼育池及び溜池における音響

集魚実験では集魚音によりソウギョの行動の変化

は見られたものの、いずれの場合も明確な集魚効果

とは認められなかった。野尻湖内での音響集魚実験

は、実施した8月中旬に水位が急速に低下したため、

実験期間は5日間のみであった。この間、実験を行

った定置網②でのソウギョの捕獲はなく、周辺に設

置した寄せ餌に食痕は認められなかった。 

（2）ソウギョの行動把握調査 

ソウギョ捕獲効率の改善を目的にソウギョの行

動把握調査を行った。 

1）釣り上げ・目撃・食害情報の収集 

釣り人や地域住民から野尻湖漁業協同組合（以下 

漁協）および本研究会に寄せられた釣り上げ、目撃

および食害情報を収集した。 

釣り人からの漁協へのソウギョ届け出数集計に

よると、2003年以降のソウギョ捕獲数の変動は図3

のとおりである（野尻湖漁業協同組合 2009）。本調

査期間中に漁協への釣り上げ情報はなかった。経年

変化を見ると2003年に年間7個体が釣り上げられた

後、釣り上げが少ない状態が続いたが、本活動開始

前の2008年9月～2009年6月に合計6個体が捕獲され

た。なお2008年に捕獲された個体は何れも10kg前後

であったが、2009年に捕獲された2個体はそれぞれ

 

 

図3 ソウギョ捕獲数の経年変動 

野尻湖漁協資料に本研究会捕獲分1個体を加

えた 

写真3 音響集魚実験 

    長野県水産試験場佐久支場の飼育池 
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体重17kg、16kgであった。 

本調査期間中の目撃情報は3件のみであった（写

真4）。また食害情報は水草復元区から外部に進出し

たヨシの食害1件（写真5）のみで、湖内9カ所に別

途、設置した食害調査用の水草には明確な食痕が認

められなかった。 

2）バイオテレメトリー法 

ソウギョに電波発信機を装着して行動を追跡す

るバイオテレメトリー法の予備実験を2008年に行

った。発信器からの電波の受信感度は使用水域の水

質に影響を受ける。用意したATS社テレメトリー発

信器は野尻湖の水深17mからの感度があり、また水

深5mからは水平方向に約210m地点、水深1mからは

約500m地点で感度が得られ、最大直径約3kmの野尻

湖での調査では有効と判断された。捕獲されたソウ

ギョ3個体へ腹腔内装着型発信機の装着を試みたが、

ソウギョは何れも数日以内に死亡した。一方、背び

れ後部に体外装着型発信器を装着した別の1個体は

死亡することなく、野尻湖内の移動が把握され、概

ね直径数10～100m程度の範囲に発信位置が特定さ

れた。 

そこで2009年12月にATS社製魚類調査用体外装着

型発信器を準備し、調査に向け待機した。しかし調

査期間中にソウギョが捕獲されず、バイオテレメト

リー調査は実施できなかった。 

（3）水草復元過程モニタリング調査 

ソウギョの減少に伴う水草の復元過程の継続的

把握を主目的に水草復元過程モニタリング調査を

2008年に開始した。 

1）近年の水草の概況 

野尻湖では2008年以前にはソウギョ防御ネット

で囲まれた水草復元実験区以外には明瞭な植物群

落は視認されていない。2009年の秋期から糸状緑藻

類の群落が散見されはじめ、2010年夏期には多くの

地点でマット状に分布し、北岸および東岸の一部で

 

写真5 ヨシの食害痕跡 

点線内が食害されたヨシの若い芽 

周囲のヨシは食害後に生長したもの 

 

 

写真4 野尻湖を回遊するソウギョ 

本活動で作成したソウギョ剥製の見学によ

り、初めてソウギョを知った撮影者が、ソウ

ギョを目撃して撮影し、本研究会に寄せた目

撃情報 
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は小湾の湖底全体を覆った。2010年夏期には糸状緑

藻のマットと沈水植物の小群落のモザイク状分布

が認められた（写真6）。 

2）ラインセンサス 

図2に矢印で示した野尻湖内5地点の湖岸から沖

合方向に約100mの調査ラインを設定し、潜水よる

水草のラインセンサスを実施した。前述のとおり

2010年の野尻湖は夏期に水位が急激に低下したた

め、ラインセンサスは満水位2m以深で実施した。

その結果、2008～09年調査に比べ糸状緑藻のマッ

トやイトモの僅かな増加が認められた。なお水位

低下前の7～8月に、水草の生育や糸状藻類のマッ

トが認められた浅い沿岸部分の湖底を別途、撮

影・記録した。 

3）水草復元実験区 

図2のA、B、Cはソウギョ防御ネットで囲まれた

水草復元実験区設置地点で、冬期を除き、月1回、

水草の生育状況等を画像に記録した。 

Aは湖岸から水深2mまで全面に水草が復元され

ている面積450m2の抽水～沈水植物復元実験区であ

る。2009年6月にソウギョ1個体が侵入して水草はほ

ぼ全滅したが（野尻湖水草復元研究会 2009）、2009

年秋期には残存した植物体の一部から再復元がは

じまり、2010年には実験区全体が食害前に近い状態

まで回復した。ソウギョ防御ネットを通過して外部

に進出した水草は2008年以前には殆どが食害され

たが、2010年には食害は1件のみ確認され、水草の

殆どが残存した。 

Bは水深4.5mに設置した面積16m2の沈水植物復元

実験区で、セキショウモやイバラモが優占していた

が、2008年のソウギョの食害を契機にコカナダモが

優占するようになった。2010年にはコカナダモ群落

の表面全体が糸状緑藻のマットに覆われた。水草復

元実験区の外側は糸状緑藻のマットは認められな

かった。 

Cは水深7mの沈水植物～車軸藻復元実験区でセ

ンニンモが優占していた。 

4）糸状緑藻の成分 

増加した糸状緑藻の湖沼水質等への影響に関す

る基礎的調査として、その成分を分析した。なお

本来はこの試料に適した調査方法を検討したうえ

で実施すべき調査であり、今回、得られたデータは

参考値である。 

2010年7月に野尻湖底から糸状緑藻マットを採取

し、蒸留水で洗浄して付着したシルト等を除去した。

これを紙タオルで軽く脱水して湿試料とした。湿試

料の一定量を採取して水を加え、粉砕後、分析試料

とした。分析方法はJIS K0102に準拠した。 

採取した試料は湖底上で直径約20cmの糸状緑藻

マットで、全体の湿重量は142gであった。また湿試

料の含水率は95.6%であった。乾燥重量あたりの炭

素、窒素、りんはそれぞれ144g/kg、12.1g/kg、0.45g/kg

であった。 

採取した糸状緑藻を顕微鏡で観察したところ、リ

ボン状葉緑体を有するアオミドロ属緑藻が主体で

あった。 

5）湖水温の経年変化 

糸状藻類や水草の生育に関する環境要因の解析

を目的に、植物成長期の夏期における水温の経年変

動を調査し、図4に示した。これは野尻湖心に設置

した水温連続測定装置（自作の水中ハウジングに収

納したT&D社Tr52温度データロガー測定間隔30分）

の記録データによるものである。植物が旺盛に生長

する8月の平均水温（湖心水深0.5mにおける1ヶ月間

の全データの平均値）は、2005～2008年には26.1℃

前後で変動は少なかった。これに対し2009年は

25.2℃と低く、2010年は異常気象（猛暑）を反映し

て27.6℃と高い値を示した。 

 
写真6 糸状緑藻マット内で生長するセキショウ

モ・エゾヒルムシロ 
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（4）環境啓発活動 

2009年6月に捕獲された体長1.2m、体重16kgの

ソウギョをP.N.ファンド助成により剥製に加工し、

2010年7月に開催された環境体験学習（野尻湖ク

リーンラリー）（写真7）および野尻湖ナウマンゾ

ウ博物館でソウギョに関する展示・解説を行った。

野尻湖クリーンラリーは野尻湖が位置する信濃

町の全小学校の4学年児童全員が参加した。学習

後に児童が書いた感想文には「ソウギョの剥製に

接することにより興味深く学べた」旨が記されて

いた（信濃町ほか 2010）。また野尻湖で水草およ

びソウギョに関する学習会を2010年8月29日に開

催し、説明資料としてソウギョ剥製を展示した。

なおソウギョ剥製は今後、野尻湖ナウマンゾウ博

物館に常設展示される。 

 

3．考察 

（1）定置網について 

図3に示したように本活動開始前の2005～2009年

には毎年、釣りによりソウギョが捕獲されている。

また2010年には写真4の個体を含め3件の目撃情報

が寄せられており、これらは野尻湖で依然としてソ

ウギョが残存していることを示している。 

国内における定置網によるソウギョの捕獲例と

しては秋田県内の湖沼および水路で、個体密度が高

い時期に一定の捕獲があり（雑建網）（秋田県 

2006b）、野尻湖においても本活動で使用した①WB

式小型定置網で2008年にソウギョ1個体が捕獲され

ている。アメリカでは沈水型定置網（篭網）での捕

獲例があるなど（Schramm & Jiraka 1986）、定置網に

よる捕獲が可能であることを示している。 

本活動では①WB式小型定置網のほか、新たに製

作した②建網型定置網、③沈水型定置網を使用した

が、何れも①の網目および設置水深を工夫したもの

であり、基本的には①と同様である。③ではソウギ

ョと行動が似たコイが捕捉されている。従って本活

動で使用した定置網はソウギョ捕獲に機能すると

考えられる。 

定置網の設置位置は何れも水草復元実験区に隣

接し、過去の潜水調査でソウギョが目撃された地点

であり（北野 2007）、野尻湖内で最もソウギョが訪

れる確率が高い場所と推定される。使用した寄せ餌

は、何れもソウギョの摂食が確認され、あるいはソ

ウギョ釣りで有効とされるものである。 

 

図4 野尻湖湖心表層（水深0.5m）における8月の平

均水温の経年変動 

30分間隔で測定されたデータ1ヶ月分の平均値

 

写真7 野尻湖クリーンラリーにおけるソウギョ

剥製の展示 
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以上から、今回使用した定置網の構造およびその

運用はソウギョ捕獲に向け一定の要件を備えてい

るといえよう。従って今回ソウギョが捕獲されなか

った理由について他の要因も検討する必要がある。 

（2）糸状緑藻・水草の変化とソウギョの関係 

2001年に野尻湖で捕獲されたソウギョの胃内容

物の76%は糸状藻類であり（北野 2003）、2008年に

捕獲されたソウギョの糞には糸状緑藻が含まれて

いた。糸状緑藻の成分は2．（3）4）に示したように、

水分量が多いものの、基本的には他の水生植物と同

様であり、ソウギョにとって有効な餌であると考え

られる。2008年以前に野尻湖で糸状緑藻の明確な群

落が認められなかったのは、ソウギョが餌として大

部分を利用したため、と考えられる。 

本活動で2009年秋期以降、糸状緑藻や沈水植物の

増加が始まったことが明らかになった。また寄せ餌

や食害調査用の水草に明確な食痕は認められず、更

に水草復元実験区外に進出した水草が食害されず

に残存した。これらの理由として ア. 2009年以後、

糸状緑藻等の増殖が早くなり、ソウギョの食圧を上

回った、あるいは イ. ソウギョの食圧が前年に比べ

て低下した、の可能性がある。 

ア. の原因として植物の生育環境の水質および水

温の変化を検討する。野尻湖の水質は長野県が実施

している水質常時監視によると2008～2009年の間

に顕著な変化はみられない（長野県 2009、長野県

2010）。夏期（8月）の平均水温は図4に示したよう

に2005～2008年は平均26.1℃でほぼ同レベルであっ

た。これに対し、2009年は低く、2010年は反対に高

いなど一定の傾向を示していない。従って水質や水

温の変化が主要因となって2009年以後、糸状緑藻等

が増加したとは考えにくい。 

イ. については図3のソウギョ捕獲数などが目安

になり、以下の食圧低下の過程が推定される。すな

わち、2003年に7個体が捕獲されたが、糸状緑藻や

水草の明確な増加は観察されなかった。この時点で

はソウギョの食圧は低下したものの、糸状緑藻や水

草の群落形成が可能なほどレベルには達しなかっ

た。その後、2009年6月に体重16kgのソウギョ個体

の食圧が試算され（野尻湖水草復元研究会 2009）、

極めて植生が乏しい現在の野尻湖では、ソウギョ1

個体でも大きな食圧になることが示された。そして

本調査開始前10ヶ月間に6個体が捕獲されたことに

より、更に食圧が低下し、糸状緑藻の増加や水草の

群落形成が視認できるレベルに達した、という過程

である。 

他に原因が見あたらないことから、現段階では、

糸状緑藻や水草の増加はソウギョの個体数減少に

よる食圧の低下に起因していると推定される。その

結果、野尻湖に残存しているソウギョの飢餓状態が

緩和され、警戒心の強いソウギョの目撃は減少した。

ソウギョの個体数の減少に加え、人為的に設置した

捕獲装置や餌に接近する必要性が低下したため、捕

獲されなくなったと考えることができる。 

なお、野尻湖の植生をめぐる変化は始まったばか

りであり、今後も野尻湖の変化を注意深く見守って

いく必要がある。 
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南大東島の環境保全のための啓蒙活動 

ダイトウコノハズク保全研究グループ 
赤谷 加奈1）・堀江 明香1）・村上 茜1）・松尾 太郎1）・高木 昌興1） 

 

The project to raise awareness of environmental conservation on Minamidaito Island. 

Working group for the study of conservation of Daito Scops Owl. 
Kana Akatani, Masaoki Takagi, Sayaka Horie, Akane Murakami, Taro Matsuo 

 

 

南大東島を含む大東諸島は、大陸とつながった歴

史のない大洋島で、国の天然記念物ダイトウオオコ

ウモリをはじめ、様々な貴重な生物が生息する。中

でも鳥類相は特徴的で、現在固有の鳥類4亜種が生

息する。沖縄島から約360km東に位置し、太平洋を

縦断する多くの渡り鳥が中継地点として利用する

島である。南大東島は1900年に開拓され、人と自然

の関わりの歴史はわずか100年である。その間、森

林伐採と農地拡大が続き、自然環境は大きく改変さ

れてきた。その中で、鳥類1種、4亜種が絶滅した。

近年住民の環境意識も芽生え始めているものの、未

だ持続可能性の低い環境利用が行われ、生態系を脅

かしている。その背景にはこの島が、人が住み始め

てからの歴史が浅く、島環境の持続可能な利用より

もむしろ農地拡大、環境整備などへの意識が強いと

いう事実がある。 

我々は2002年から2009年の8年間にわたり、ダイ

トウコノハズクを中心とした南大東島の鳥類の生

態に関する研究活動を行ってきた。長期間滞在して

調査を行う間、地域の行事に参加したり住民と交流

を深めるうちに、研究者と住民の間の自然環境の重

要性に対する意見に隔たりがあることを痛感し、保

全活動は地域住民の理解と意識改革なしには実現

しないと考えるようになった。そこで本活動は、身

近な自然に親しみを持つことで、住民に当事者意識

を持ってもらい、より持続可能な環境利用を考える

きっかけを作ることを目的とする。 

まず、研究の必要性と島の生物の特殊性を理解

してもらうために、2010年5月20日に、住民を対象

とした講演会を開催した。南大東島の生物を対象

として研究している、ダイトウコノハズク保全研

究グループ（以下ダイトウコノハグループ）のメ

ンバー4名と、ゲストとして琉球大学の伊澤雅子先

生、傳田哲郎先生の計6名が、自らの研究内容を住

民にわかりやすく話した。講演会の資料として、

また、講演以外の場でも楽しく読める資料として

のリーフレットを作成し、配布した。講演会場に

は小学生からお年寄りまで70人以上が訪れ、熱心

に耳を傾けていた（写真1）。各話題の合間には聴

衆からの質問が絶えず、予想以上の反響があった。

この講演会の様子は、沖縄県の地方紙、琉球新報

の記事にもなった。それがきっかけとなり、その

後同紙で南大東島の生物を紹介する記事が10回に

わたって連載された（図1）。 

次に、島の生物の学術的価値を知ってもらうため

に、ダイトウコノハグループが過去に発表した文献

をまとめた冊子を作成した（図2）。冊子は、一般書

の抜粋から、学会発表や学術論文まで幅広く収め、

興味の深さに応じて読める構成にした。2010年5月

に、南大東村役場、教育委員会、ビジターセンター、

小中学校に配布した。また、住民の中でも特に興味

のある方やお世話になった方々に配布した。 

1）大阪市立大学大学院 理学研究科 動物機能生態学研究室 （〒558-8585大阪市住吉区杉本3-3-138） 
  連絡先：高木昌興（mtakagi@sci.osaka-cu.ac.jp） 



－ 166 － 

最後に、さらに多くの住民に鳥類やその他の生物

に親しみを持ってもらうため、2011年の島オリジナ

ルカレンダーを作成した（図3）。島の行事や産業と、

その時期に見られる生き物を組み合わせた構成に

し、写真とイラストを用いて親しみやすい内容にし

た。また巻末では、島の生物に被害を及ぼしている

要因の一部である、渡り鳥の交通事故と外来種問題

を扱い、住民への注意を促すメッセージを盛り込ん

だ。カレンダーは、2010年12月に南大東村の全590

世帯に配布した。 

 

 
写真 1 講演会場の様子 

 
図1 南大東島の生物を紹介する連載記事 

   講演会がきっかけとなり、琉球新報に連載された｢南大東島の生き物たち｣ 
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図2 当グループが過去に発表した文献をまとめた

冊子 

一般書の抜粋から、学会発表や学術論文まで

幅広く収め、島の主要施設に配布した。 

 

 

図3 カレンダーの一ページ 

島の行事や産業と、同時期によく見られる生

き物を組み合わせた内容となっている。 
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サハリン石油・ガス開発の環境影響における 
自然環境・野生生物保護のための調査・提言・啓発活動 

国際環境 NGO FOE JAPAN 
ランダル ヘルテン1）・渡辺 瑛莉1）・谷 敬子1） 

 
Research, advocacy and awareness-raising activities to conserve the natural environment 

and wildlife from impacts of the Sakhalin oil and gas development. 

FRIENDS OF THE EARTH JAPAN 
Randal Helten, Eri Watanabe, Keiko Tani 

 

 

サハリンでは現在、9つの大規模な大陸棚石油・

天然ガス開発が計画・実施中である。このうち、操

業を開始しているサハリンI、IIには、開発・投融資・

消費のいずれにも日本が深く関与している。石油の

過度の中東依存、天然ガス需要の増加などを背景に、

サハリンでの石油・ガス開発は、日本のエネルギー

安全保障の観点からも、重要視されている。サハリ

ンI、IIいずれも政府系金融機関の国際協力銀行

（JBIC）が融資を行い、日本企業も開発に参画し、

日本が主な輸出先となっている。 

一方、開発の行われているサハリン北東部は、絶

滅危惧種を含む希少な野生生物が繁殖・生息する地

域としても知られている。また、サハリンは地理的

に日本と近く、日本とサハリンを行き来する野生生

物も多いため、サハリンの生息環境の悪化は日本の

生態系にも影響を及ぼすことになる。また、万一タ

ンカー等からの油流出事故が生じた場合には、日本

にも影響が及ぶことが懸念されている。 

FoE Japanは1997年から、国内外のNGOや専門家等

と協力して、政府や公的融資機関への働きかけ等を

通じて、サハリン石油・ガス開発の環境社会問題の

解決に向けて取り組んできた。このような活動の結

果、環境問題解決のための枠組みの構築等、いくつ

かの成果がみられた。一方で、今後それらの枠組み

が有効に機能するかは未知数であったことから、本

助成では、事業を市民の立場から独立にモニタリン

グすることにより、日本と関係の深いサハリンの野

生生物及びそれを取り巻く豊かな生態系の保全に

寄与することを目的に活動を実施した。 

特に、今後も続くサハリンIII以降の開発事業にお

ける環境社会配慮のモデルを示すことができるよ

う、サハリンIの環境社会配慮の向上や情報公開の拡

充、サハリンIIの生物多様性保全計画を実効性の高

いものにするための取り組みを行った。 

 

1．サハリンIの環境社会配慮の改善を求める活動 

2009年後半より、JBICがサハリンIオドプト鉱区開

発へのサハリン石油開発株式会社（SODECO）を通

じた融資の検討を開始したことから、12月、現地

NGO及び国際NGO4団体と共に、サハリンIの環境配

慮の問題（絶滅危惧種ニシコククジラの保護のため

の勧告を行うIUCN専門家委員会に協力的でないこ

と、海底パイプラインの影響評価の不備等）を指摘

した書簡をJBICに提出した（http://www.foejapan.org/ 

aid/jbic02/sakhalin/pdf/20091209）。また、サハリン及

びオホーツクの生物多様性保全を目指す日本の野

1）国際環境 NGO FOE JAPAN（東京都豊島区池袋3-30-8 みらい館大明1F） 
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生生物専門家・個人・NGOのネットワークであるサ

ハリン・ジャパン・ワイルドライフ・ネットワーク

等の市民団体で、主な環境配慮関連文書を日本語で

公開するよう、SODECO及びJBICに要請書を提出し

た（サハリン・ジャパン・ワイルドライフ・ネット

ワークからJBIC宛要請書 <http://www.foejapan.org 

/aid/jbic02/sakhalin/pdf/20091224.pdf>、サハリン・

ジャパン・ワイルドライフ・ネットワーク及び

オホーツク環境ネット（OEPN）からサハリン石

油 ガ ス 開 発 株 式 会 社 （ SODECO ） 宛 要 請 書

<http://www.foejapan.org/aid/jbic02/sakhalin/pdf/20100

125.pdf>）。また、JBIC、財務省、経済産業省と個別

に会合を行い、懸念点を伝えた。 

また、北海道で活動する市民団体や油防除専門家

等の関係者と情報交換を行い、これらに基づいて、

サハリンIの実施主体であるExxon Neftegas Limited

社（米 Exxon Mobil 社の子会社）に対して、日本向

けの情報公開の拡充及び環境配慮の改善を求める

要請書を提出した（http://www.foejapan.org/aid/jbic02/ 

sakhalin/pdf/20100331.pdf）。 

こうしたFoE Japanをはじめとした国内外の市民

団体の要請にも関わらず、2010年4月、事業に何ら

の改善も見られないまま、JBICはSODECOを通じて

サハリンIへの融資を決定した。FoE Japanは、JBIC

のサハリンIへの融資の決定が、同行の環境社会配慮

ガイドラインを十分に満たすものではなく、同じく

JBICが5年越しに融資を検討した結果、融資を行った

サハリンIIと比べても、環境社会配慮について同様の

レベルに達していないことを指摘する意見書をJBIC

に提出した。さらに、財務省・NGO定期協議会で、

JBICのサハリンIへの融資決定について取り上げ、情

報公開の拡充、環境配慮の改善の必要性について改

めて強調した（「第44回財務省NGO定期協議議事録」

<http://www.jacses.org/sdap/mof/gijiroku/mof44.pdf>）。 

 

2．サハリンIIの生物多様性保全計画の実効性を高

めるための活動 

サハリンIIの環境保全対策を強化するために、野

生生物専門家会合を召集し、必要な活動について話

し合った。その際、種によって情報の量・質及び保

全策に差があることが改めて指摘され、生物多様性

の豊かさを計る指標種としてのシギ・チドリ類に関

して事業者の調査結果の開示及び独立調査が不可

欠であるとの結論を得た。これを受けて、専門家に

よる現地調査を実施することとした。 

調査は8月中旬に約1週間（うち、シギ・チドリ類の

実地調査は5日間）行った。調査方法として、（1）GPS

による位置の記録、（2）シギ・チドリ類の種毎でのカ

ウント、（3）調査地周辺の動画撮影を行った。調査地

は、石油・ガス開発の影響を受けているチャイボ湾、

現在は開発の影響を受けていないダギ湾の北部と南

部及びバウリ湾（ダギ湾中部）で実施した（図1、表

1～3参照）。その結果、サハリン北東部の潟湖はシ

ギ・チドリ類にとって重要な渡りの中継地であるこ

と、シギ・チドリ類にとっての餌生物の存在を証明

し、この地域の生態系の多様さを示すこと、ここを

繁殖地とする種がハマシギ亜種のみならず多数存在

すること等の結果が得られた（柏木実氏（サハリン・

ジャパン・ワイルドライフ・ネットワーク他）「サハ

リン北東部 シギ･チドリ類の大切な繁殖・中継地 

2010年サハリン  シギ･チドリ類渡り調査報告」

<http://www.foejapan.org/aid/jbic02/sakhalin/pdf/20100

910_2.pdf>）。 

ただ、今回の調査は調査地の全体的な生息状況の把

握を目的としたものであり、今後、詳細な調査により、

この地域全体の渡りの中継地としての役割の正確な

把握が必要である。従って、開発事業による環境影響

を回避・緩和し、生物多様性保全策の実効性を高める

ために必要な今後の取り組みとして、渡りをするシ

ギ・チドリ類にとってのサハリン北東部の現状と役割

を把握するために、北の繁殖地への春の渡り、南の越

冬地への秋の渡りの時期にセンサス調査を企画・実施

すること、同時に渡りの時期における標識調査、フ

ラッグ調査を実施して渡り経路のつながりに関し

ても確認すること等を事業者に提言している。 

また、現地調査報告会を実施したり、年間を通じ

て、サハリン石油・ガス開発の環境問題について、

大学やセミナーなどで講演を行うなどして、日本の

市民に同問題の関心を喚起するための活動も実施

した。 
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図1 調査地：ユジノサハリンスクから（GOOGLE MAP） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1 ダギ湾北部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2 ダギ湾南部 
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表3 ダギ湾観察シギ・チドリ類個体数 

 

 

 

 

写真1 チャイボ湾に浮かぶ掘削リグ 

 

 

写真2 8月中旬バウリ湾にて 
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兵庫県但馬地方に生息するニホンザル地域個体群の 
絶滅防止と軋轢解消 

ひょうご WCM 研究グループ 
鈴木 克哉1）・遠藤 美香2） 

 
Extinction Prevention and Conflict Management of Japanese macaques 

in Tajima, Hyogo Prefecture 

Hyogo WCM Research Group 
Katsuya Suzuki, Mika Endo 

 

兵庫県但馬地方には、それぞれ1群しか生息していないため地域絶滅が危惧される2つのニホンザ

ル地域個体群が生息している。一方で、農作物に被害を与えるため、地域では人とサルの軋轢が深

刻な問題となっている。本研究では、但馬地方の地域個体群の絶滅を防止しつつ軋轢を軽減する方

策について検討するために、但馬地方の2つの個体群の個体数および加害状況についての生態学的

調査を行った。その結果、両群とも個体数が少なく、集落に強く依存している現状が明らかになっ

た。次に、住民主体の被害対策のモデルケースとして、豊岡市において住民対策の支援を行った。

その結果、住民主体の取組支援を行った1つの集落において被害時期のサルの出没率が減少する傾

向がみられた。一方で、群れの行動圏の中心部に位置するもう1つの集落では、目立った効果が見

られなかった。今後は、集落の立地条件、集落内食物資源量や追い払い活動など様々な要因の効果

を定量的に分析し、集落主体の被害対策が効率的に機能する条件を抽出することが必要である。 

 

 

1．はじめに 

兵庫県のニホンザル地域個体群は4地域に約9群

が生息するのみで、分布は縮小・分断化している。

一方で、すべての群れが農作物に加害するなど、

地域住民とのあいだでは深刻な軋轢が生じている。

地域では被害対策として毎年有害捕獲が行われて

おり、無計画な捕獲が継続された場合には地域的

な絶滅が起こる心配がある。なかでも但馬地方に

生息する2つの地域個体群は、それぞれ単群で孤立

している状態であり、地域個体群の絶滅を防止し

つつ、軋轢を軽減するための手法開発が緊急の課

題となっている。 

最近のニホンザル被害管理の考えでは、加害す

る群れを特定したうえで、その集落依存度を低下

させる試みが重要視されており、そのためには捕

獲に依存するだけでなく、集落内のサルの餌資源

を住民が主体的に管理する方法、群れの人馴れ程

度を低下させる方法が注目されている。そこで本

事業では、兵庫県立大・兵庫県森林動物研究セン

ターや関係市町との連携のもと、但馬地方に生息

する2群（豊岡市：城崎A群、香美町：美方A群）

を対象に、1）群れの個体数・集落依存程度の現状

を把握するとともに、2）豊岡市において捕獲に頼

らない被害管理手法を普及し、その成果と今後の

課題について検討した。 

 

1）兵庫県立大学自然・環境科学研究所／兵庫県森林動物研究センター 
2）豊岡市コウノトリ共生課 
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2．但馬地方に生息する2地域個体群の現状把握調査

について 

（1）目的 

兵庫県但馬地方には2つのニホンザル地域個体群

が生息しているが、双方とも1群しか確認されてお

らず、分布は互いに孤立している（図1）。一方で、

地域では被害対策として毎年有害捕獲が実施され

ており、無計画な捕獲が継続されると、地域個体群

の消滅が危惧される状況にある。そこで2群（豊岡

市の城崎A群、香美町の美方A群）を対象に、それ

ぞれの群れの個体数および加害状況を把握するこ

とを目的として、個体数調査および群れの集落への

出没状況調査を行った。 

（2）方法 

個体数調査については、2009年の10月にサルの

性・年齢判別能力を有した2～3名の調査員で行った。

期間中群れを終日追跡し、群れが移動のために開け

た道路をまとまって横断する際に、1頭ずつ個体の

性・年齢を記録した。 

集落への出没状況調査については、2009年10月～

2010年9月の期間中、週に1回程度の群れの土地利用

調査および行動調査を行った。群れの集落への出没

状況について、目視情報や電波の受信状況から3段

階（集落付近に出没・集落から少し離れている・遠

くにいる）で評価し、出没を目視した際はその頭数

を記録した。また、個体の人馴れ程度を測定するた

め、対象個体が反応するまで調査者が接近し、反応

した際の個体との距離および行動を記録した。 

（3）結果 

1）個体数の現状 

個体数調査の結果、各群れの総数は、豊岡市の城

崎A群が34頭、香美町の美方A群が51頭であった。

城崎A群の性・年齢構成は、オトナメス：11頭、オ

トナオス：5頭、ワカモノメス2頭、ワカモノオス1

頭、コドモ7頭、0歳児8頭であり、美方A群の性・年

齢構成は、オトナメス：19頭、オトナオス：5頭、

ワカモノオス1頭、ワカモノ性不明1頭、コドモ15頭、

0歳児10頭であった（表1）。また、通常のニホンザ

ル野生群の出産間隔は基本的に2～3年であるが、今

回の調査から、オトナメス数に対する0歳児の割合

は、城崎A群で73%、美方A群で53%であり、出産率

が高くなっている可能性が示唆された。 

2）集落への出没状況の現状 

本事業が実施された期間に行った各群れの土地

利用調査によると、城崎A群は83%、美方A群は55%

の割合で集落付近に出没していることが分かった

（図1）。また、出没が目視された場合の1観察あた

りの出没頭数については、城崎A群で5～9頭が36%

と最も高く、10頭以上出没しているケースが30%（10

～19頭21%、20頭以上9%）程度あった（図2）。美方

A群については、2～4頭の出没が59%と最も高く、5

～9頭の出没が19%、10～19頭の出没が19%で、20頭

以上の出没は観察されなかった（図2）。 

 

 

表1 2009年秋季の個体数調査の結果 

 

 

図1 兵庫のニホンザルの分布。兵庫の北部にあた

る但馬地方には、2つの地域個体群（美方地域

個体群、豊岡地域個体群）が生息しているが、

それぞれ1群しか存在しておらず、地域絶滅が

心配されている。 
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図2 各群れの集落出没率 

 

 

 

図4 個体に対する接近可能距離 

 

 

 
図3 出没を目視した際の出没頭数の割合 

 

 

図5 接近時のサルの反応 

個体の人馴れ度を調査したところ、城崎A群につ

いては10～20mの距離まで接近できた個体が39%と

最も多く、5～10mまで接近できた個体が19%、5m

未満まで接近できた個体が8%存在した（図3）。美方

A群については20～30mまで接近できた個体が45%

で最も多く、10～20mまで接近できた個体が27%、5

～10mまで接近できた個体が9%、5m未満まで接近で

きた個体が2%であった（図4）。また、接近した際の

個体の反応としては、双方の群れとも約半数が「走

って去る」という行動をとったが、城崎A群につい

ては、9%が「その場で威嚇」、4%が調査者に「接近

して威嚇」という行動を示した（図5）。 
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（4）考察 

2009年11月の時点で、城崎A群の個体数は34頭（オ

トナメス11頭）、美方A群の個体数は51頭（オトナメ

ス19頭）であった。両群が生息する豊岡市・香美町

では、毎年農作物被害対策として有害捕獲が実施さ

れている。過去の実績では、多い年には1年間に豊

岡市で25頭（2000年）、香美町で18頭（2006年）が

捕獲されている場合もある。今後、地域個体群の保

全に考慮せず、無計画な有害捕獲が今後実施されれ

ば、地域的な絶滅の危険性が非常に高くなる。なか

でも繁殖にかかわるオトナメスの数については細

心の注意が必要で、とくに城崎A群はオトナメス数

が11頭であり、有害捕獲の対象となる個体について

制限を加えることを検討しなければならない状況

にあるといえる。一方で、加害群は農作物を採食す

るなど栄養状態が改善されて、出産率が高くなって

いる可能性もあることから、個体数が増加すれば加

害群が分裂し、被害地域が拡大することも予想され

る。今後は各群れの個体数を注意深くモニタリング

しながら、絶滅防止と加害群の分裂防止を目的とし

た科学的な捕獲計画が必要であるといえる。また、

著しく人に馴化した個体も存在することが判明し

たため、特定問題個体を識別したうえで除去するな

ど、捕獲数を必要最小限に抑えながらも効果の高い

個体数管理手法を検討する必要がある。 

地域的な絶滅も危惧される状況でありながら、両

群とも集落への出没率は高い状況にある。なかでも

もっとも地域絶滅の心配が高い城崎A群の集落出没

率は83%と非常に高く、また出没頭数や個体への接

近可能距離、接近時の反応の結果から、人馴れ程度

も非常に高い状態にあると考えられる。なかには人

に接近して威嚇行動をとる個体も存在するなど、地

域社会との軋轢は非常に大きくなっていることが

予想される。 

 

3．捕獲に頼らない被害管理手法の普及活動とその

成果 

（1）目的 

兵庫県但馬地域の2つのニホンザル地域個体群は

個体数が少なく絶滅が危惧される状況でありなが

ら、農作物に加害するなど集落依存が高く、地域社

会との軋轢が大きいことが明らかになった。地域個

体群の安定的維持および軋轢の軽減のためには、各

群れの個体数および加害状況を適切に把握しなが

ら、捕獲に頼らない被害管理手法を地域に普及させ

る必要がある。とくに豊岡市の城崎A群については、

個体数が34頭と少ない状況だが、集落依存度が非常

に高く、対策の必要性・緊急性が高い。 

そこで本事業では、豊岡市において住民が主体と

なって行う被害対策の普及活動として、1）サル位

置情報連絡システムの構築、2）モデル集落（2集落）

での取り組み支援およびその成果の検証を行った。 

（2）サル位置情報連絡システムの構築 

ニホンザルは群れ単位で行動圏内を日々移動す

るため、群れの位置情報を事前に把握できれば、サ

ルが集落にやってくるのを待ち構えて追い払いを

実施したり、事前に収穫可能なものを収穫しておく

などの対処が可能となる。したがって、毎日の群れ

の位置情報を把握し、被害住民に連絡する体制があ

れば、地域が主体となった被害対策の推進に有効で

ある。本事業初年度の群れの位置情報および集落依

存程度モニタリング調査は専門的知識をもった熟

練した調査員が行ったが、この方法では精度の高い

詳細な情報が収集できるが、専門家が地域に居住し

ていない限り、調査頻度が限定される。 

そこで地域居住者が実施できるように、項目を簡

略化したモニタリング用の調査フォーマットを作成

し、豊岡市において2009年9月27日から1年間、1日1

度の頻度で、群れの出没状況を把握する業務を地域

団体に委託した。同時に、地域住民に対して群れの

毎日の位置情報をあらかじめ登録してあるメールア

ドレスに連絡する位置情報連絡システムを稼働させ

た。その結果、群れが出没する各集落から合計60名

（2010年9月末）の住民がシステムに登録された。 

一方、高齢者などメールを使用していない被害住

民も多い。メールを使用している集落代表者がこの

システムに登録し、群れの接近時に集落内の防災無

線放送を用いて集落住民への周知を行っている集落

もあることから、多くの集落住民に情報が行き渡る

連絡手段を普及させていくことは今後の課題である。 
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写真1 追い払い研修会の様子 

 

 

図6 対策取組前後の群れの出没率の変化（A地区）

 

写真2 サル用電気柵のモデル展示 

 

 

図7 対策取組前後の群れの出没率の変化（B地区）

（3）モデル集落における取組支援と群れの集落出没

率の変化 

住民主体の被害対策を普及させるため、豊岡市の

2集落（A地区・B地区）に対する住民主体の対策支

援を行った。具体的には対策ミーティングの開催

（計8回）、追い払い研修会（計3回）、集落点検（計

3回）を実施した（写真1）。加えて、それぞれの集

落で10丁の電動ガンを貸し出して追い払い隊を結

成し、サルが集落にやってきたときに協力して追い

払う体制づくりを行った。また、農地の数が多いB

集落では、サル用防護柵の試験展示を5箇所で行っ

たほか、既設の電気柵に対して柵点検を行い管理上

の問題点を改善するなど、サルが利用可能な農地を

減少させることを試みた（写真2）。 

図6、7は対策取組前後のA・B地区に対する群れの

出没率の変化を示したものである。対策取組前後の

群れの出没率を比較すると、行動圏の北端に位置す

るA地区では、夏季の出没率が22%から10%に、秋季

は17%から6%に減少したが、冬季・春季の出没率は

あまり変化なかった。この地域は家庭菜園に対する

被害が主であり、主な被害時期は夏から秋季の間と

なる。被害時期には追い払い活動など対策が活発に

行われたが、冬期など直接的な被害を感じにくい季

節には、対策が消極的になっていることが要因とも

考えられ、今後は季節を問わずサルを出没させない

環境づくりが求められる。一方、B地区においては、

秋・冬季で取組後の出没率が減少している傾向がみ

られるものの、春・夏季では、出没率が増加してお



－ 178 － 

り、明確な効果は得られなかった（図7）。三重県で

は、複数集落に対する追い払い活動支援の結果、集

落ぐるみでの追い払いが進展した地域ではサルの

被害が軽減したが、追い払いが集落ぐるみの活動と

して進展しなかった地域では被害が軽減されなか

ったと報告されている（山端 2010）。本地域におい

ても追い払い実施量が2つの集落で異なっていた可

能性もある。また、B地区は群れの行動圏の中心に

位置するため、追い払いの効果が得られにくかった

可能性も考えられる。今後も群れの行動の変化を調

査しつつ、集落の立地条件、集落内食物資源量や対

策実施の程度を定量的に評価しながら、地域主体の

対策が有効に機能する条件の抽出が必要であると

考えられる。 

 

4．さいごに 絶滅解消と被害軽減のために 

但馬地方のニホンザル地域個体群の安定的維持

を図りつつ、現在発生している被害を軽減するため

には、捕獲だけに頼らない被害管理手法をいかに普

及させるかが最重要課題である。群れを形成するニ

ホンザルの被害軽減を図るには、単純に群れの個体

数を減らすことに依存するのではなく、群れを集落

に誘引し、滞在を助長している要因を排除する必要

があると考えられている（井上 2002、室山 2003）。

具体的には、防護柵を適切に設置するほか、放任果

樹や放棄野菜など「被害と感じない」餌の管理や追

い払いなど地域住民が主体となった総合的な対策

の推進が必要であるが、地域住民はこのような対策

について知識や技術を持ち合わせていない場合も

多い。また一般的に、被害を受ける地域住民は対策

手段として「捕獲」を望む傾向にあり、保全上の観

点などから「捕獲」が制限される場合、対策手段を

めぐる意見の対立が顕著になりやすく、住民主体の

対策について理解や協力が得られにくいという報

告もある（鈴木 2008）。 

本地域において捕獲に頼らない被害管理を推進

するためには、地域個体群の保全のための捕獲の是

非という争点に陥ることを避け、まず「被害軽減」

という目的を共有すること、また被害を軽減するた

めに地域住民と行政、研究者ほか各利害関係者がそ

れぞれの役割をどのように担うかを明確にするこ

とが必要だろう。個体数調整などは行政が主体とな

って行うべき対策であるが、個々の農地の管理や集

落全体での食物資源の管理、追い払いなどの対策は

地域住民が主体とならざるを得ない対策であり、総

合的な対策が行われてはじめて効率的に被害が軽

減できることに理解を促す必要がある。そのために

は、集落を対象とした研修会などを繰り返し行い、

対策に対する知識や技術・情報を提供しながら支援

体制を整備し、地域主体となったニホンザルの被害

管理を住民と行政の協働で行っていくことへの合

意を形成していく姿勢が求められる。さらに、集落

主体の取り組みを適切に評価し、得られた成果をモ

デルとして地域全体の取り組みにむけて普及を図

ることが必要である。本事業で実施した試みはその

第一歩であり、今後も継続的な取り組みが求められ

る。 
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There are two threatened local populations of Japanese macaques which consist of only one troop respectively in 

Tajima region, located in the north of Hyogo Prefecture. On the other hand, human-macaques conflicts become serious 

issues because they have caused serious damage to agricultural products in their habitat area. In this study, we first 

investigated the population of each troop and the degree of dependence on human villages. As a result, we found both 

troops were highly dependent on human villages despite small population size. Secondly, we promoted damage 

management practices by local people in two villages as the model of community-based management in Toyooka City. 

The result shows that the visit rate by macaques decreased in the seasons when crops fruited in one village after providing 

the adequate information and technical support for local people. However, we could not find marked changes in another 

village, located in the middle of the macaques' home range. We need to quantitatively analyze the effect of various 

factors, such as location of village, the amount of available food for macaques in the village and the activity of chasing 

macaques away by local people. 

 



－ 180 － 

 



－ 181 － 

プロ・ナトゥーラ・ファンド第20期 助成成果報告書 （2011） 

ニホンジカによる過採食が芦生の冷温帯天然林の 
生物多様性と生態系機能に及ぼす影響の解明 

芦生生物相保全プロジェクト 
福島 慶太郎1）・井上 みずき2）・阪口 翔太3）・藤木 大介4）・山崎 理正3） 

境 優5）・齊藤 星耕3）・中島 皇1）・高柳 敦3） 
 

Effects of deer overbrowsing on biodiversity and functions 
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Keitaro Fukushima, Mizuki Inoue, Shota Sakaguchi, Daisuke Fujiki, Michimasa Yamasaki, 

Masaru Sakai, Seikoh Saito, Tadashi Nakashima and Atsushi Takayanagi 
 

 

1．緒言 

森林生態系は木本･草本植物、大型･小型動物、陸

上･土壌･水生昆虫、土壌、渓流水など様々なコンパ

ートメントで構成され、生食･腐食連鎖や生物間相

互作用、水文過程などを通じて密接に関連しあう複

雑な相互作用系である。生態系の適切な管理のため

には、このような相互作用系から創出される生態系

機能の理解が不可欠である。 

近年、日本各地の森林でニホンジカ（Cervus nippon 

centralis 以下シカ）による下層植生の過剰な採食が

問題視されている（Takatsuki 2009）。シカ採食圧が

高まることに伴い、森林下層植生のうちシカ嗜好性

種が衰退し、不嗜好性種が優占することで植物多様

性の減少や種構成の不可逆的改変を招くことが知

られている（Rooney, 2001; Suzuki et al. 2008）。また、

このような森林景観の変化は、生食･腐食連鎖や生

物間相互作用を通じて、森林の生態系機能に直接

的・間接的な影響が及ぶと考えられる（Rooney, 2001; 

Côte et al., 2004; McGraw and Furedi, 2005）。しかしな

がら、シカによる下層植生の衰退の影響について、

このような視点で取り組まれた研究は非常に少な

く、たとえば食物網を通じた陸生昆虫や土壌動物へ

の影響や、物質循環過程を通じた水質変化、河床堆

積物への影響を介した水生昆虫相の変化について、

ほとんど明らかにされていない。また、生態系機能

への影響を把握するためには、比較的大面積の調査

（たとえば集水域単位）が必要であるが、これまで

の研究は小規模なプロットスケールの研究にとど

まっている。 

京都府芦生地域は原生的な冷温帯針広混交林が

大面積で保存されている。芦生の動植物相は多様性

が非常に高く、生物地理学上、分類学上重要な種も

多い。しかし1990年代後半から増加傾向にあるシカ

により、芦生でもわずか数年で森林の下層植生が不

嗜好性植物のみを残して壊滅的状態となったこと

が報告された（藤木・高柳 2008）。京都大学芦生研

究林では、13haに及ぶ集水域レベルの大規模シカ排

除柵を設置し4年間継続調査を行ってきた（福島 

1）京都大学フィールド科学教育研究センター 606-8502 京都市左京区北白川追分町 
2）秋田県立大学生物資源科学部 010-0195 秋田市下新城中野 
3）京都大学大学院農学研究科 606-8502 京都市左京区北白川追分町 
4）兵庫県立大学自然・環境科学研究所 669-3842 丹波市青垣町沢野94 
5）京都大学大学院地球環境学舎 606-8317 京都市左京区吉田本町 
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      図1 調査地の位置 

2010a; 2010b）。本研究は、大規模スケールである特

徴を生かして、隣接する19haの対照集水域と比較す

ることでシカの採食圧から開放された下層植生の

多様性や空間分布の変化、および渓流水質や物質循

環、土壌･水生昆虫相の変化を調査対象とした。得

られた結果から、生態系内の相互作用系の理解を通

じて、シカが森林の生態系機能に及ぼす影響ならび

に過採食を受けた生態系の回復過程の解明を目的

とした。 

 

2．調査地 

本研究は、京都府南丹市京都大学フィールド科学

教育研究センター芦生研究林にある2つの集水域で

行った（北緯35.21度、東経135.44度、標高654～796m; 

図1）。本調査地から0.9km離れた芦生研究林事務所

（標高356m）での観測によると、1976～2005年まで

の年平均気温と年平均降水量は、それぞれ11.9℃、

2298mmである（京都大学フィールド科学教育研究

センター 2007）。また、調査地周辺では冬季に2～

3m程度の積雪が見られる。調査地の斜面上~中部で

は主にアシウスギCryptomeria japonica var. radicans

が、斜面下部では主にブナFagus crenataが、そして

谷部を中心にトチノキAesculus turbinataやサワグル

ミPterocarya rhoifoliaが林冠を構成している。土壌は

大部分が褐色森林土となっており、BD型が大部分を

占めているが、尾根地形の乾燥地にはBD-d型土壌も

見られる。また、沢沿いにはBE型やBF型土壌が、標

高800m以上の稜線にはポドゾル土壌が局所的に認

められる。 

芦生地域のフロラを過去の植物目録と現存する

さく葉標本をもとにして報告した Yasuda and 

Nagamasu（1995）によると、本地域からは126科438

属801種に及ぶ種子植物が記録されている。しかし

近年、シカの採食圧が急激に高まったことによって、

研究林内やその周辺地域の下層植生が衰退・単純化

し、シカの不嗜好性植物が増加してきたとの報告が

ある（Kato and Okuyama 2004、藤井 2007、福田・

高柳 2008、田中ら 2008）。このような森林下層植

生の改変を防止するために、2006年に1つの集水域

（13ha）全域に防鹿柵が設置され、隣接する対照集

水域（19ha）とともに、柵設置後の様々な生物分類

群や物質循環の変化に関するデータをとり続けて

いる（藤木・高柳 2008、井上ら 2008）。なお、本

調査地は冬季に多量の積雪があり、防鹿柵は冬季

（12～4月）の間は撤去される。 

 

3．防鹿柵設置による下層植生への影響 

（1）はじめに 

シカによる森林下層植生の過採食は日本全国の

森林に見られる（Takatsuki 2009）。主な影響として、
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森林に生育する植物の多様性や種構成が大きく改

変し、それが継続すると植物の局所個体群の絶滅と

不可逆的な種組成変化をもたらす可能性が指摘さ

れている。森林植生の保護を目的としたシカの適正

管理を考える際には、シカの過採食によって低質化

した森林植生が、採食圧から解放された際にどのよ

うに、どの段階まで回復するかを明らかにする必要

がある。 

これまでの多くの研究で、防鹿柵を用いて樹木実

生の更新過程にシカの採食が及ぼす影響を検証し

てきた。たとえば、防鹿柵の設置によってササ類が

繁茂して樹木の更新に間接的に負の影響を及ぼす

例があるものの （Ito and Hino, 2007; Kisanuki et al., 

2009; Murata et al., 2009）、直接的な採食から保護さ

れた実生及び稚樹は柵内で大きく成長できること

が示されている（Takatsuki and Gorai, 1994; Kumar et 

al., 2006）。一方、樹木に比べて寿命が短く、かつシ

カの採食範囲内で生活環を完結させる草本植物な

どの下層植生は、短期的であってもシカの過採食の

影響を強く被る可能性がある。こうした下層植生を

構成する種は、森林植物相の多様性の大部分を担う

こと、また森林生態系における物質循環においても

無視することのできない構成要素であることから、

森林下層植生の防鹿柵処理に対する応答を評価す

ることは急務である。 

本研究では、シカの過採食によって植生が衰退し

た芦生研究林において、防鹿柵を設置した集水域と

設置していない集水域を対象として、森林下層植生

を柵設置以降4年間モニタリングした。また、植生

パターンを地形別に解析し、集水域内の空間的な異

質性を考慮した。これらの解析を通じ、防鹿柵設置

後の下層植生の回復パターンを明らかにすること

を目的とした。 

（2）方法 

調査を行った2集水域には2006年の時点で275分

類群の維管束植物が分布しており、斜面上部から斜

面下部にかけての地形変動に応じて植物群集の種

組成が大きく変化する（阪口ら 2008）。このような

地形依存的な種組成変化を考慮し、阪口ら（2008）

が記載した代表的な2つの植物群集（尾根上部群集

Upper Ridge: URと谷下部群集Lower Stream: LS）にそ

れぞれ64基の方形プロット（25m2）を設置した（合

計128基）。これらのうち、半数は防鹿柵処理を実施

した集水域、残りは対照集水域内に設置した。 

2006年から2010年までの4年間、植物体が十分に

展開した夏季に、プロット内に出現した維管束植物

の種名、被度（地上高130cm以下で被度1%以上の種）、

そして総被植率を記録した。また、2006年に全プロ

ットの中心地点において、全天空写真を撮影した。

撮影した写真はCanopOn2.03cを利用して、平均開空

度を算出した。 

植物群集の種組成は、1）防鹿柵処理の有無、2）

時間経過、3）光環境、4）裸地率という4つの要因

を考慮した多変量回帰木モデルによって解析を行

った。多変量解析木モデルは、要因とデータが線形

もしくは非線形な関係にある場合や、複雑な交互作

用を包含するようなデータを解析する場合であっ

ても、解析能力が高いことが指摘されている（De'Ath, 

2002）。本モデルを用いて解析を行った際に起こる

モデルオーバーフィット（過度のデータ分割）に対

処するため、本研究では交差確認法に基づきモデル

の説明力と予測力のバランスを考慮して解析木の

サイズを決定した。つまり、一連の複雑度の異なる

候補モデルの中で最も予測力の高いモデルの1推定

誤差分の範囲に誤差が収まるモデルの中で、もっと

も単純な（木のサイズが小さい）モデルを選択した。

加えて、各データは主成分分析によって序列化を行

い、全データを用いて重み付けされた種の座標と一

緒に平面座標上にプロットした。以上の解析には

R2.12.0（R Development Core Team, 2010）とmvpart

パッケージ（Therneau and Atkinson, 2010）を利用し

た。また、各データ群を指標する種を抽出するため

に、INDVAL（Dufrene and Legendre, 1997）を算出し

た。INDVALは、全体のデータにおける種iの優占度

に対して、解析木モデルによって分割されたデータ

群j内における種iの優占度の相対的な割合（Aij）と、

種iの出現頻度の相対的な割合（Bij）を考慮した指

数であり、0から100の値を取り得る。 

方形プロット（25m2）に出現した植物種数、多様

性指数H'（Weaver and Shannon 1949）、総被植率、そ
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して構造化指数（個々の種の被度の合計から総被植

率を差し引いた指数）を算出した。本研究では被度

が1%以上の種について被度を記録しているため、プ

ロット内に裸地が多い状態では植物種同士の空間

的重複度が小さくなり、構造化指数は0もしくは負

の値をとる（つまり、重複度が小さく、かつ1%未満

の被度を持つ種が多い場合には指数は負の値を取

り得る）。一方、裸地の割合が低く、植物種同士の

空間的重複度が大きい場合には、個々の種の被度合

計が総被植率を上回るために構造化指数は正の値

を取る。これらの4つの指数のうち、植物種数、多

様性指数、構造化指数は、1）防鹿柵処理の有無、2）

1）との交互作用を考慮した時間、3）光環境（2006

年時の開空度）、4）2006年時の裸地率という4つの

要因を考慮した一般化混合加法モデルによって解

析した。1）～2）の2つの項は時間変化に伴う防鹿柵

内外での植生応答を表現するために、3）の項は植

物の直接利用する資源量を表現するために、そして

4）の項は初期状態における創始者効果及び種間相

互作用の強度を表現するために考慮したものであ

る。これらの項のうち、時間項と各指数の線形関係

にあると仮定できなかったため、時間項の効果はス

プライン係数として推定した。一方で、総被度は

arc-sin変換を行った後、上記1）～4）の要因のうちの

4）2006年時の裸地率という項を除いた仮説に基づ

いて解析した。植物種数はカウントデータであるた

め、モデルの誤差構造としてポアソン誤差を、それ

以外の指数は正規誤差を仮定して解析を行った。な

お、データは同一のプロットで毎年採取されている

ため、そうしたプロット間の自己相関構造を解消す

る目的で混合モデルを採用した。最終的な予測モデ

ルは、全ての項が有意（P<0.05）となるまで、フル

モデルから一つずつ影響力の小さい項を除去しな

がら探索した。以上の解析には、R2.12.0（R 

Development Core Team 2010）とmgcvパッケージ

（Wood 2010）を利用した。 

（3）結果 

1）各集水域で地形別に見た下層植生の種構成 

谷下部群集LSに関する多変量回帰木モデルは、6

回の分枝と7つの葉を持つ樹形が選択された（図2）。

第1分枝によって防鹿柵の内外で下層植生の種構成

が二分された。防鹿柵外の植生（指標種：コバノイ

シカグマDennstaedtia scabra（INDVAL=74.2）、ミヤ

マカンスゲCarex delichostachya（INDVAL=25.4））は

その後細分化されることはなかった。それに対して、

防鹿柵内のプロットの種組成は時間経過と環境要

因によって6つに分類され、防鹿柵の設置によって

種組成がプロット間で多様化したことが示された。

防鹿柵を設置してから2年後の2008年を境にして、

それ以前の柵内の植生は匍匐性小型草本であるノ

チドメHydrocotyle maritime（INDVAL=28.0）やデワ

ノタツナミScutellaria muramatsui（INDVAL=11.4）、

そしてヤワラシダThelypteris laxa（INDVAL=16.6）

によって特徴付けられた。2008年以降の柵内の植生

は、防鹿柵設置時の裸地率や開空度によって細分化

された。これらのグループは、大型のシダであるリ

ョウメンシダArachniodes standishiiや木本植物であ

るヤマアジサイHydrangea serrata、サワグルミ

Pterocarya rhoifolia、バライチゴRubus illecebrosusな

どを重要な指標種としており、芦生地域の渓畔林植

生（ジュウモンジシダ-サワグルミ群集）に包含され

る植物種（宮脇 1984）を多く含んでいた。 

尾根上部群集URの下層植生は最終的に4つの葉を

持つ樹木モデルに集約された（図3）。谷下部群集の

場合とは異なり、第1分枝は防鹿柵ではなく柵設置時

の裸地率によってデータが2群に分割された。その後

の分枝では防鹿柵の内外で植生が分割された。主成

分分析の結果は、第一主成分軸上で防鹿柵内外の植

生が大別されること、そして防鹿柵外の植生の多様

性が乏しいことを示している（図3b）。防鹿柵外の植

生の大部分が分類された植生群は、タンナサワフ

タギSymplocos coreana（INDVAL=62.4）、アシウス

ギ（ INDVAL=44.8）、イワウチワShortia uniflora

（INDVAL=27.6）によって特徴付けられた。それに

対して、防鹿柵内の植生はシノブカグマArachniodes 

mutica（ INDVAL=60.4）、ウスギヨウラMenziesia 

ciliicalyx（ INDVAL=36.2）の2種とオオイワカガ

Schizocodon soldanelloides var. magnus（INDVAL=70.9）、

チシマザサSasa kurilensis（INDVAL=23.4）の2種に

よって指標される2群に分類された。 
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図2 （a）谷下部群集で得られた種組成データを多変量回帰木モデルで解析した結果。棒グラフは

各枝における出現種の頻度を示している。 

（b）多変量回帰木モデルで分類された7群平均の主成分プロット。小さい円は各サイトを示し、

大きな円はそれらの群平均を示している。指標種を含む植物種名は7群の重み付き平均と

してプロットされている。主成分第一次元は60.6%、第二次元は22.9%の群間変動を説明し

ている。 
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図3 （a）尾根上部群集で得られた種組成データを多変量回帰木モデルで解析した結果。棒グラフ

は各枝における出現種の頻度を示している。 

（b）多変量回帰木モデルで分類された4群平均の主成分プロット。小さい円は各サイトを示し、

大きな円はそれらの群平均を示している。指標種を含む植物種名は4群の重み付き平均と

してプロットされている。主成分第一次元は87.4%、第二次元は11.3%の群間変動を説明し

ている。 
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図4 谷下部群集（a）と尾根上部群集（b）における出現種数、多様性指数H'（Weaver and Shannon 1949）、

植生被度、構造化指数の時間変化（平均±95%信頼区間）。 

白丸が防鹿柵内、黒丸が防鹿柵外を示す。 

2）各集水域で地形別に見た下層植生の多様性およ

び被度 

谷下部群集LSでは防鹿柵処理を行った場合、下層

植生を構成する植物種数と総被度が時間経過に伴

って急速に増大し、処理開始から3年が経過した頃

には平衡状態に達した（図4）。多様性指数H'も上記

2つの指数とよく似た反応を示したが、処理後3年を

ピークとして2010年には前年よりもわずかに減少

した。構造化指数は柵設置時には平均しておよそ0

であったが、その後の2年間は負の値を、その後は

正の値をとった。防鹿柵外の植生総被度、構造化指

数は時間変化がほとんど観察されなかった。それに

対して、柵外での出現種数と多様性指数はともに単

調に減少した。尾根上部群集URにおいても、防鹿柵

内の植生は時間経過とともに出現種数と多様性指

数が増加したが、防鹿柵外では時間的変化が小さか

った。植生総被度は谷下部群集における変化とは異

なり、柵内外での時間変化は明瞭な傾向がみとめら

れなかった。また、構造化指数も大きな変化はみら

れなかった。 

本地域で2007年に実施されたシカの嗜好性調査

（阪口ら 未発表）に基づいて出現種をシカの嗜好

性種と不嗜好性種に分類し、その経時変化をプロッ

トした（図5）。LS群集では防鹿柵設置時には不嗜好

性種が総被度の約60%を占めていたが、防鹿柵外で

は年々その優占度を増大させて、4年後には記録さ

れた植生被度のほぼ全てがシカの不嗜好性植物と

なった。これに伴い、嗜好性種の種数、多様性は直

線的に減少した。これに対し、防鹿柵内では時間と

ともに不嗜好性植物の被度と種数が減少した。UR

群集に設置した防鹿柵内では、LS群集と同様に嗜好

性植物が優占度を増大させた。被度と比べると、種
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図5 シカの嗜好性種と不嗜好性種の頻度の時間変化。 

   棒グラフの白抜きは嗜好性種、黒塗り部分が不嗜好性種を示す。 

数や多様性指数において嗜好性種の占める割合が

高くなっていることから、優占度の低い嗜好性種が

尾根地形上で増加したことが明らかになった。防鹿

柵外では、植生に占める嗜好性種の被度や種数割合

に大きな変化は認められなかったが、種多様性指数

は嗜好性種が時間経過とともに減少していること

を示した。 

3）下層植生の変化を規定する要因 

下層植生の特性を代表する4指数を一般化加法混

合モデルによって解析した結果、防鹿柵と時間（防

鹿柵との交互作用構造を仮定）は指数を説明する要

因として全てのモデルに取り込まれた（表1）。防鹿

柵は、どの指数に対しても有意な正の効果を及ぼし

ていた。防鹿柵設置時の裸地率はLS群集の出現種数

と多様度指数を説明するモデルにおいて、有意な負

の効果を及ぼしていたが、UR群集の多様性指数には

正の効果を及ぼしていた。光環境はどのモデルにも

採択されなかった。 

柵内の出現種数と多様性指数について推定され

た時間項のスプライン曲線は、およそ2次の関数と

なり、時間経過とともに増加傾向にあった（図6）。

ただし、LS群集の多様性指数のスプライン曲線は明 
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図6 谷下部群集（a）と尾根上部群集（b）における出現種数、多様性指数H'（Weaver and Shannon 1949）、

植生被度、構造化指数の推定スプライン曲線。 

実線が平均、点線が95%信頼区間を、灰色が防鹿柵内、黒色が防鹿柵外を示す。 

表1 谷下部群集（a）と尾根上部群集（b）の4つの

特性を一般化加法混合モデルによって解析し

た結果。 

瞭な極大値を示した。一方で、柵外の出現種数と多

様性指数のスプライン曲線は、単調減少関数として

推定された。柵内に位置する谷下部群集の植生総被

度に関するスプライン曲線は時間経過とともに増

加する傾向を示し、それに伴って構造化指数も柵設

置2年後から増加に転じた。UR群集の総被度に関す

るスプライン曲線は、柵の内外の植生でともに一山

型の応答曲線として推定された。構造化指数は、柵

内のUR群集において時間とともに増加するパター

ンであった。 

（4）考察：地形の影響を受けた防鹿柵設置後の下層

植生の変化 

地形的異質性は土壌特性や光環境に影響し、そこ

に成立する植物の更新や分布パターンに影響を与

える。本研究が行われた芦生地域では、尾根上部に

アシウスギが林冠を構成する植物群集と、谷下部に

トチノキやサワグルミが優占する植物群集がモザ
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イク状に分布する。こうした森林の下層植生もまた

地形的異質性に強く影響された分布パターンを示

す（阪口ら 2008）。4年間に渡る防鹿柵処理への植

生応答の観測の結果、種多様性と多様性指数は地形

に関わらず増加傾向が検出されたが、その増加分や

時間軸上での応答速度には地形の影響を無視する

ことはできなかった。 

出現種数の時間変化は、UR群集よりもLS群集の

方が大きな増分を示した。すなわち、LS群集では4

年間に平均で約13種（/25m2）が増加したのに対し、

UR群集では約5種の増加にとどまった。調査地域に

地形依存的に分布する植物群集には群集間で構成

種数に大きな違いが存在し、LS群集では推定266.5

種、UR群集では推定157.5種の植物種が潜在的にプ

ールされている（2次ジャックナイフ法による推定; 

阪口ら 2008）。こうした群集でプールされている種

数の差によって、群集間の種多様性変化の差分は部

分的に説明できる。 

それに加えて、防鹿柵処理への応答速度の違いも

種多様性の時間変化に影響している可能性がある。

一般化加法混合モデルによって推定された柵内植

生に関する多様性指数のスプライン係数は、LS群集

で実験開始2～3年後をピークに減少傾向にあるの

に対し、UR群集では5年が経過した2010年において

も単調な増加傾向が継続している。この結果は、柵

内に位置するLS群集の動態プロセスが実験期間内

に変化したことを示している。2006年の防鹿柵設置

後、柵内のLS群集では裸地化していたパッチに、匍

匐枝でクローン成長する小型草本（e.g., ノチドメ

Hydrocotyle maritime、デワノタツナミ Scutellaria 

muramatsui）が素早く拡大し、これらを指標種とす

る過渡的な植物群集が防鹿柵内で成立した。これに

同調するように、構造化指数が防鹿柵設置後一時的

に負の値に転じた。その後、空きパッチがシカの採

食圧から解放された嗜好性の大型草本や木本性植

物によって埋められてくると、プロット内の総被度

は頭打ちとなり、植物種間の空間的重複度が増加し

たために植生の階層化が進んだと考えられる。この

ように柵設置から2～3年後には植物種間の競争が

激化し、被圧された小型草本性などの種が群集から

排除されるとともに、競争力の強い種の優占度が高

まった。2010年に減少に転じた多様性指数は、こう

した植生動態のステージ移行―嗜好性種の増大か

ら種間競争の激化―を反映していると考えられる。

一般に、種多様性は環境ストレスと競争ストレスの

強い条件下で低くなり、その中間的な条件で最大化

されることが知られている（Grime 1973）。防鹿柵処

理後にLS群集の種多様性で観察された時間変化も

また、この仮説で説明できるだろう。 

同じような植生応答プロセスはUR群集でも期待

されるはずだが、実際には嗜好性種の単調な増加傾

向が観測されているので、やはりUR群集の防鹿柵処

理への応答速度はLS群集よりも遅いと考えられる。

本地域では、土壌水分や栄養塩が斜面上部に向かう

ほど減少することが知られており（Tateno and 

Takeda 2003）、そうした資源不足によって嗜好性種

の回復が遅れ、UR群集全体での応答速度が制限され

ている可能性がある。また、UR群集はもともと多く

の不嗜好性の常緑性植物を包含するのが特徴であ

る（e.g.、アシウスギ、イワウチワ、シノブカグマ、

オオイワカガミ）。多様な系統から構成された常緑

性植物群集はおそらく貧栄養な尾根地形上への適

応の産物であると考えられるが、こうした群集全体

で延長された葉寿命のために生産速度が低下し、応

答速度を制限している可能性もある。加えて、本研

究で利用した防鹿柵は冬季に撤去されることから、

これら常緑性種の地上部は冬季の間にシカの影響

下にあることに注意しなければならない。とりわけ、

柵内のUR群集を指標する種はシカの嗜好性の高い

種である可能性が高いので、冬季にシカの採食を受

けやすいだろう。実際、回復過程にある多くのチシ

マザサの稈には春先に食痕が見つかっている（阪口 

未発表）。また、餌となる植物が不足する冬季には

シカは夏季に採食することのほとんどない種も採

食の対象とすることが知られている。柵の内外でUR

群集の総被度が複雑な時間変動を示しているのは、

こうした冬季のシカによる採食の影響を反映して

いる可能性がある。 

日本の冷温帯林の多くでは、下層植生の防鹿柵へ

の応答パターンがキーストーン種であるササ属植



－ 191 － 

物によって影響されている（Tateno and Takeda, 2003; 

Ito and Hino, 2007; Kisanuki et al., 2009; Murata et al., 

2009）。Nomiya et al.（2003）は3年間の防鹿柵処理

にも関わらず下層植生の種多様性がほとんど変化

しなかったことを報告し、その理由の一つとして、

競争力の強いササ類の優占によって、草本植物が被

圧されていた可能性を指摘している。芦生研究林で

はシカがササ類（チマキザサとチシマザサ）を冬季

の主要な餌資源として集中的に利用した結果、2003

年の時点でほとんど地域において採食痕が見られ

（田中ら 2008）、2006年に防鹿柵が設置された時点

でササ群落はほぼ壊滅状態であった。さらに、2007

年前後のチマキザサ類の一斉開花枯死現象（松尾ら 

2010）が起きた後には、本地域には繰り返された採

食によって矮小化したチシマザサがわずかに残存

するだけとなっている（阪口 未発表）。本研究で観

察された防鹿柵設置に伴う急激な植生回復は、こう

した強力な種間競争相手となりうるササ類が事前

にシカによって除去されたことを条件に起こった

ものと考えられる。 

 

4．防鹿柵設置による渓流水質への影響 

1）はじめに 

森林から流出する渓流水は、降水から渓流に至る

過程で植物―土壌―岩石という森林生態系の主要

な構成要素すべての影響を受ける（Bormann and 

Likens 1979）。したがって、渓流水に含まれる成分、

すなわち渓流水質を測定することで、森林生態系の

物質循環の特徴や生態系機能を評価することが可

能である。なかでもNO3
－は植物や土壌生物の養分と

して重要であり、窒素が植物の成長の制限要因とな

っている森林生態系では、植物の成長期・休眠期に

合わせて渓流水中のNO3
－濃度が変化することが知

られている（Stoddard, 1994; Goodale et al., 2009）。一

方で、急傾斜な森林生態系では土壌中での水の動き

が複雑であるため、生物の成長期・休眠期と水質変

化が必ずしも同期しない場合も報告されている

（Ohte et al., 2010）。 

森林生態系において下層植生は、林冠を形成する

木本植物と比べてバイオマスが少ないものの、ギャ

ップや渓流沿いに高密度に存在し、高い生産性を有

している。そのため、生態系機能に対して無視する

ことのできない役割を担っていると考えられる

（Gilliam 2007）。したがって、日本各地で深刻化し

ているシカによる下層植生の喪失は、物質循環や渓

流水質に少なからず影響を与える可能性がある（福

島・徳地 2008）。京都大学フィールド科学教育研究

センター芦生研究林では、集水域を単位として防鹿

柵が設定されたため、下層植生の喪失・回復が渓流

水質に影響を与えるか否かを評価できると考えら

れる。本研究では、防鹿柵を設置した集水域と設置

していない対照集水域において渓流水質を比較し、

防鹿柵設置後の下層植生回復効果を明らかにする

ことを目的とした。その際、渓流水中のNO3
－濃度の

季節変化に着目して下層植生の消長の影響を把握

するとともに、蒸発散等でも水質が変化することか

ら、Cℓ－濃度を指標として蒸発散効果の影響を考慮

した。 

2）方法 

防鹿柵を設置した集水域と設置していない対照

集水域の出口で2006年7月から月に1度の頻度で渓

流水を採取した。現場で孔径0.45μmのセルロース

アセテート製シリンジフィルター（ADVANTEC、

CS045）を用いて濾過したものを50mLポリボトルに

採取した。サンプルは芦生研究林事務所に持ち帰り、

水質分析までの間4℃で冷蔵保存した。水質測定に

あたっては、採水時にpHをガラス電極法（TOA-DKK

社製、HM-20P）で、ECを交流2電極法（TOA-DKK

社製、CM-21P）で測定した。実験室に持ち帰った

サンプルについてCℓ－、NO3
－、濃度をイオンクロマ

トグラフィ（Dionex社製、ICS-90）で測定した。相

川ら（2002）による芦生研究林の主要木本植物の展

葉・落葉フェノロジーの結果から、成長期を5月か

ら10月、休眠期を11月から翌4月までとして成長

期・休眠期間中の水質の平均値を算出した。 

3）結果および考察 

防鹿柵を設置した直後の2006年から2007年の1年

間では、防鹿柵設置集水域・対照集水域間で渓流水

質に違いが認められなかった（福島・徳地 2008）。

しかしながら、渓流水のNO3
－濃度に関しては、2007
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図7 防鹿柵設置集水域と対照集水域における渓流水中の（a）NO3
－濃度、（b）Cℓ－濃度、（c）NO3

－/Cℓ－

の季節変化。各年Gは植物成長期（5月～10月）、Dは植物休眠期（11月～翌4月）を示す。 

期間中に採取・測定した渓流水質の平均値を示し、エラーバーはその標準偏差を示す。白丸

が防鹿柵外、黒丸が防鹿柵内を示す。 

年以降集水域間で差が認められるようになった（図

7a）。一方で、Cℓ－濃度は調査期間中、集水域間での

違いは認められなかった（図7b）。期間を通じて、

両集水域とも植物成長期に低く、休眠期に高い傾向

を示していた。NO3
－濃度をCℓ－濃度で除することで、

NO3
－濃度の季節変化から蒸発散の影響を除いて植

物の養分吸収の効果を抽出した場合でも、成長期に

低く、休眠期に高い傾向を示した（図7c）。このこ

とから、植物の養分吸収に合わせて渓流水質が変化

していることが示唆された。先述の通り防鹿柵設置

以降、防鹿柵設置集水域で下層植生が徐々に回復し

続けている。したがって、防鹿柵設置集水域におい

て、防鹿柵設置後から下層植生による養分吸収が増

加したことによって、渓流水のNO3
－濃度が低下した

ことが考えられる。下層植生のバイオマスは、林冠

を形成する上層木に比べるとわずかではあるが、土

壌からの養分吸収を介して渓流水質に影響を与え

ることが示された。 
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5．防鹿柵設置による渓流の水文特性とそれに関わ

る底生無脊椎動物群集への影響 

1）はじめに 

ニホンジカによる下層植生の過採食によって森

林林床が裸地化する可能性が指摘されている。裸地

化が進行した土壌表面では、雨滴による衝撃を直接

的に受け、土壌表面の浸透能の低下を引き起こし、

表面流の発生を招くとされる（Onda and Yukawa 

1994）。また、林床が裸地化した森林では、降雨出

水時に土砂が大量に流出し、渓流の河床構造が大き

く変化する可能性が考えられる。その結果、渓流に

生息する水棲無脊椎動物の群集構造にまで影響が

及ぶ可能性も考えられる。 

本研究では、シカによる下層植生の過採食が、水

文過程・渓流河床構造の変化を通じて、水棲無脊椎

動物群集にまで影響を与えるという仮説を立て、そ

の検証を目的とした。 

2）方法 

防鹿柵内と柵外の1次谷斜面中部に2m2の表面流

プロットを設置し、表面流流出を測定した。流域末

端部には量水堰を設置し、渓流水の流量、電気伝導

率、濁度を測定し、降雨出水時の応答を観測した。

また、1次谷と2次谷の渓流を対象に、一定区間の流

路について目視により河床構造を記述した。さらに、

河床構造を記述した渓流で、サーバネットを用いて

底生無脊椎動物を採取し、種同定と生活型・摂食機

能群の判別を行った。 

3）結果および考察 

図8に、2010年7月1日から6日までの降雨時の地表

流、渓流水の流量、濁度、および渓流水の流出に占

める表面流出の量の算出結果を示した。防鹿柵内で

は、降雨イベント時に表面流の流出が見られなかっ

た。また、降雨強度が弱いときの渓流水の濁度は、

柵外に比べて低い値を示した。一方で柵外では表面

流の流出が観測され、降雨強度がピーク時の渓流水

流量は、柵内よりも鋭いピークを形成した。さらに、

渓流水中の表面流成分の流出量も柵外で柵内より

も鋭いピークを形成した。以上の水文観測結果から、

降雨に対して速やかに流出する表面流が柵外で多

く、表面流が渓流の出水に大きく寄与していること

が考えられた。また、柵外では表面流が土壌表面を

流下することで土壌浸食を引き起こしながら渓流

への土砂流出を促進していることが、濁度の結果か

ら推察された。しかし、降雨強度がピークを迎えた

ときの濁度は、柵内外いずれも本研究で用いた濁度

計の測定範囲の最大値（100FTU）になり、降雨強度

が強い降雨イベントに対しては、濁度のピークを正

確に観測することができないという問題点が生じ

た。 

防鹿柵設置から4年間で柵内の植生は顕著に回復

しており、柵内では回復した下層植生が森林斜面か

らの表面流流出の緩衝に大きく寄与するものと考

えられる。図8に示された防鹿柵内外での表面流流

出の多寡は、先述のように土壌浸食を通じた土砂流

出によって渓流河床構造にも影響を及ぼす。 

図9では、柵内外の1次谷および2次谷流域の渓流

河床に占める細粒堆積物の割合を示した。図8から

降雨時の土砂流出が卓越すると考えられた柵外で

は、1次谷で細粒堆積物が河床を広く覆っており、

柵内に比べて泥・砂・小礫が多かった。また、渓流

沿いへの落葉量が1次谷で柵外の方が柵内よりも多

く分布していた（境 未発表）。このことは、古澤ら

（2003）が指摘するシカの採食による下層植生の喪

失で、落葉が森林斜面に留まるための障害物が減少

し、谷底への落葉移動量が増加するという現象と同

調的である。一方で、柵内外の本流部にあたる2次

谷の渓流では、柵内外で細粒堆積物の割合や渓流沿

いの落葉量に有意な違いが認められず、防鹿柵の効

果は源頭部に近い1次谷流域に限定されることが示

唆された。 

渓流内に生息する底生無脊椎動物に着目すると、

1次谷渓流では柵内で89分類群、柵外で75分類群で

あり、2次谷渓流では柵内、柵外でそれぞれ76、74

分類群が確認された。これらの生活型に着目すると、

1次谷では細粒堆積物に潜って生活している掘潜型

（Burrowers）の底生無脊椎動物の割合が柵外で有意

に高かった（図10）。また、渓流内の落葉落枝を直

接的に摂食する破砕食者（Shredders）の割合が柵外

で有意に高かった（図10）。しかしながら、1次谷で

現れたBurrowersとShreddersの割合の違いは2次谷で
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図8 2010年7月1日から7月6日までの降雨イベントに対する地表流、渓流の濁度、渓流水の流量、

渓流水中の表面流成分の流出量。 

は観察されず、光環境などシカの有無とは無関係な

環境要因が、生活型および摂食機能群からみた柵内

外の底生動物の組成の違いを引き起こしたものと

考えられる（図10）。このように底生無脊椎動物の

群集構造は、河床というハビタットの構造と密接に

関連しており、防鹿柵の影響、すなわちシカによる

下層植生の過採食の影響を強く受けていることが

示された。 
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    図9 防鹿柵内外の1次谷および2次谷の河床に占める細粒堆積物の割合 

 

 

 

 

 図10 防鹿柵内外の底生無脊椎動物の各生活型・摂食機能群の割合 
 

 

 

 

 



－ 196 － 

6．まとめ 

芦生研究林において防鹿柵を設置したことで、シ

カの過採食によって衰退した森林下層植生が4年間

変化し続けた。植物群集の変化パターンは谷下部と

尾根上部で大きく異なっており、防鹿柵設置に対す

る植生の応答は、森林内の空間的な異質性や植物群

集の初期構成を考慮することが重要であるといえ

る。また、谷部の植生は比較的早い時間で多様性を

回復し、本地域でかつて優占していた植物種組成に

近づいてきていることが示された。一方の防鹿柵外

では、谷下部群集で種多様性が減少し続け、尾根上

部群集では嗜好性種の多様性が減少していたこと

から、シカによる植生改変は地形によらず、依然と

して続いていることが明らかになった。このことは、

防鹿柵設置による植生回復の結末が、シカによる植

生改変が発生してからの経過時間に影響されるこ

とを示唆する。 

防鹿柵設置から下層植生の回復が見られた一方

で、渓流水質や降雨出水時の水文過程、渓流河床構

造やそこをハビタットとする底生無脊椎動物群集

も一定の防鹿柵効果が認められた。このことは、上

層木に比べてバイオマスの小さい下層植生が、生態

系の物質循環や渓流水質形成、土砂生産といった多

様な生態系機能に対して重要な役割を果たしてい

ることを意味する。今後、柵内外で下層植生がさら

に変化を続けることが植生調査から示されている

ことから、物質循環を介して渓流水質がさらに変化

し続ける可能性が考えられる。また、土砂流出を通

じた渓流河床構造の改変は、現在では1次谷渓流に

おいて底生無脊椎動物群集に影響を及ぼしている

ことが本研究で示されたが、今後2次谷、さらに下

流域においても影響が拡大することが予想される。 

本研究によってシカによる下層植生の過採食の

影響が、植生の多様性にとどまらず渓流水質や水生

無脊椎動物群集にまで波及していることが明らか

となった。今後は、これらの効果がさらに拡大する

か、収束するかといった時空間的な情報を把握し、

シカから森林生態系機能を保全するための有効な

時空間スケールを検討する必要がある。 
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The effects of deer overbrowsing on understory vegetation and ecosystem function were examined using 

deer-excluded fence established around a 13ha watershed in cool-temperate forest in Ashiu, Japan, in comparing to its 

adjacent control watershed. In the fenced watershed, number of species, vegetation cover, and Shannon's H' of 

understories remarkably increased at the lower-stream slope and slightly increased at the upper-ridge slope, while in the 

unfenced watershed, they had no change or decreased at the both slope. The structure index of vegetation was negative 

during the first 2 years after fenced and then became positive during the next 2 years at the lowest-stream slope in the 

fenced watershed, while it had little change in the unfenced watershed. These results suggest that when the deer 

overbrowsing was prevented, rapid recovery and succession of understory vegetation from a small, prostrate state to a 

highly-structured state with various species. The nitrate concentration of stream water was significantly lower in the 

fenced watershed than in the unfenced watershed 2 years since the fence was established. This suggests that the recovery 

of understory vegetation can alter stream water chemistry, and nutrient cycling. Moreover, macroinvenrtebrate 

communities（i.e., life-form type and functional feeding group）at the first-order stream were significantly differed 

between both watersheds, which considered to be caused by alteration of stream-bed structure. Our results indicate that 

deer overbrowsing impacts not only structure and biodiversity of understory vegetation, but also nutrient cycling, 

hydrological transport of nutrients and sediments, and food web structure driven by stream invertebrates, all of which are 

closely linked to forest ecosystem functions. 
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写真1 防鹿柵内の植生の変遷 

    （a）2006年、（b）2007年、（c）2008年、（d）2009年における定点写真 

    撮影：藤木大介氏 
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Introduction 

The snow leopard（Uncia uncia）is a flagship carnivore of the high mountains of central Asia. It is a highly threatened 

animal and is placed in appendix I of CITES, "Endangered" category of IUCN Red list status（WWF 2006）and under 

strict protection（schedule 1）of Protected Animals（DNPWC, 2007）. 

The snow leopard（Uncia uncia）is a moderately large cat native to the mountain ranges of South Asia and Central 

Asia. The classification of this species has been subject to change and its exact taxonomic position will not be resolved 

until further studies are conducted. 

The populations of snow leopards are declining; the main threats in its conservation are lack of information about its 

status, retaliatory killing for livestock depredation, poaching, and loss of habitat because of high density of livestock in 

grazing area. 

The snow leopard-human conflict is one of the main threats to its survival because it is known to kill sheep, goats, 

horses and yak calves（DNPWC 2005）. Every year hundreds of livestock are predated by snow leopards and local people 

kill Snow leopard as retaliation（Chetri 2005）. 

Degradation of snow leopards habitat continues due to year-round grazing pressure. Large numbers of livestock 

compete with free ranging ungulates like the blue sheep, himalayan tahr and musk deer. They often kill livestock because 

of high encounter rates and ineffective guarding by headers（WWF 2006）. 

Poaching and inadequate protection and management are another issue in Nepal, as government of Nepal lack the 

financial and human resources to adequate protection and management of the Snow leopard, its prey and its habitat. 

Additional constraints include its extremely remote and rugged range, harsh climatic and environmental conditions that 

prevail in many areas and a severe lack of trained staff to conduct surveys and develop management plans. To know the 

status of snow leopard is a big challenge to biologists due to its cryptic coloration, sedentary behavior, sparse distribution 

in far flung and harsh climatic conditions in which it inhabits（Fox 1994）. 

Snow leopards are found in Mugu Dolpa （Jackson and Ahlborn, 1989）, Manang（Oli 1991, Thapa 2004）, and 

Myagdi（Bhajimaya et al. 1990）districts. A habitat suitability index model suggests an estimated population of snow 

leopard is 350-500 in eight mountain-protected areas of Nepal（DNPWC 2005）, but this figure needs to be confirmed by 

field survey（Chetri 2005）. 

Therefore the project has launched to find out present status of snow leopards and raised conservation education in 

local level. 
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Objectives of the project: 

1. To find out status and distribution of Snow leopard and map out distribution and potential poaching area 

2. To find out habitat preference of snow leopard in ACA. 

3. To investigate the diet condition of snow leopard through the scats analysis. 

4. Launch the community base snow leopards conservation activities 

 

Methods: 

Study area 

Study was conducted at Upper Mustang region of Annapurna Conservation Area and outside the ACA of Nepal. 

Upper Mustang is located in between N 28° 47' 39" to 29° 19' 54" and E 83° 28' 55" to 84° 15' 16", north from the 

Annapurna and Dhaulagiri massif. Lomangthang is a main village of the Upper Mustang, it is also known to the world as 

the walled city since the settlement is surrounded by wall. 

The climate of the area can be characterized as cold desert, desiccated by strong winds and high solar radiation. The 

climate is sub-alpine, and has a maximum and minimum temperature of 26.8°C and 9.9°C in July and 10.7°C and -5.8 °C 

in November of 2005. The most of the area remains under snow for 4 - 5 months from November to March. Total annual 

rainfall is less than 200 mm and more than half of the total precipitation occurs as snow during the winter months. The 

region falls under the Dhaulagiri-Annapurna mountain rain-shadow zone. 

Agricultural production in the area is very limited due to scarcity of water, lack of proper irrigation, low temperature 

for longer periods and low rainfall. Only 1.7% land is cultivable and average landholding is 0.35 ha per person. Majority 

of the land is uncultivated and barren. Local production of food meets only 55% of subsistence needs and that only 8% of 

the 5700 inhabitants of Upper Mustang are self sufficient in terms of grain（Thakali 1994）. Animal husbandry is the main 

source of income for the local people. The average number of animals reared in 2002 in Upper Mustang is 36, 503（MIS 

2002）. Cattle, yaks, dzos, sheep, goats, horses, mules and donkey are reared. Goat and sheep trading from China is also a 

common practice among the local population. 

The rangelands not only provide grazing lands for livestock but also support large number of rare and endangered 

plants, animals and birds. The vegetation of the area represents high altitude grasslands that are Tibetan in characters 

（Stainton 1972）. Plant species such as Caragana spp., Lonicera spp., Stipa spp., Carex spp., Kobresia sp, Kobresia 

felicina, Lagotis spp（Chetri and Gurung 2004）. The rangelands also support unique assemblage of rare and endangered 

species -Tibetan Argali（Ovis ammon hodgsonii）, Tibetan Gazelle （Procapra picticaudata）, Kiang（Equus kiang）, Blue 

sheep（Pseudois nayaur）and their predators - Snow Leopard（Uncia uncia）, Lynx（Lynx lynx isabellinus）, Red Fox

（Vulpes vulpes）, Brown Bear（Ursus arctos）and Grey Wolf（Canis lupus）（Chetri and Gurung 2004, Chetri 2008）. As 

animal husbandry is the main source of income, rangelands of Upper Mustang have socio-economic relationship with the 

lives of local people（Pokharel 2006）. 
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Fig1 Study Area 
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Survey methods 

Study on climate change and impact on snow leopards, its prey species as well as local livelihood has been written in 

separate paper. 

 

Snow leopard and its habitat survey 

Sign（scats, pugmarks, scraping, and scent spray）survey were also carried out in study area. Snow leopards signs 

were identified on basis of their size, colour, pugmarks and other features and compared with other predators sign 

（Table1）. Confusion with dogs, wolf scats were avoided because herders and livestock were in downhill and we did not 

find wolf, wild dog in our study area. I used the techniques of the Snow Leopard Information Management System 

（SLIMS） for snow leopard survey and design transects line accordingly（Jackson and Hunter 1996）. Additional transect 

were laid out in snow leopards potential area, such as ridgeline, stream beds, and accessible cliffs. Different habitat 

parameters were taken as described in SLIMS guidelines to understand the habitat use of snow leopards. 

 

 

 

Table1 Distinguish characters of different predators used for confirmation of their scats. 
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Scats Collection and Analysis Methods 

Standard micro-histological method was used to identify prey through comparison between the scats hair sample and 

hair samples of each potential preys. Snow leopards scats were collected following the SLIMS guidelines and searching 

the scats along the transects line and random walking trails also. Scats of different predators were identified on the basis 

of size, colour, location, local knowledge and microscopic structure of medulla and cuticular structure of hairs. Scats 

were prepared according to Johnson and Aldred（1982）, and Korschgen（1980）for identification of prey items, it was 

done by comparing surface scale patterns of guard hairs with those of a reference hair collection comprising potential 

prey species from area（Weingart 1973）. 

The hair sample from the scats was first washed in hot water. Subsequently, it was thoroughly air dried and cleared in 

ether for 1 hour to remove the wax deposition and races of the moisture. Finally the hairs were passed through xylol for 

24 hour and mounted with DPX for permanent slides to see to medulla structure of the hair. Gelatin solution was used to 

prepare slides for seeing the cuticular structure of hairs and cuticular scales were observed by the impression techniques. 

The slides were observed under a light microscope（100x and 400x）and digital photos were taken to see the cuticular and 

medulla pattern. At least 20 hair samples were taken from the each sample scats for analysis and detect multiple prey 

species（Mukherjee et al. 1994）. The prey residue composition of the predator scats were extrapolated in term of the prey 

frequency of occurrence in scats（Fi）calculated by equation-I（Karanth and Sunquist 1995, Mizutani 1999, Pikunov and 

Korkishko 1992, Ramakrishan et. al. 1999）. 

 

Fi= ni100% /N      equation（I） 

 

Where ni is the number of scats where a given i-th prey species residues occur and N is the number of all scats 

samples. 

 

Conservation Education activities: 

Workshops were conducted in participatory way with the involvement of local people to gather information on snow 

leopard and provide them how to monitoring the snow leopard in future. 

Eco-club formation in different schools and other conservation activities carried out through the participatory way, 

detail describe in below. 

 

Results and Discussion: 

Status and distribution of snow leopards in Upper Mustang region of ACA 

 

Distribution: 

Snow leopards survey has conducted in 6 VDCs of Upper Mustang region such as in Lomanthnag VDC, Chhunup 

VDC, Chhoser VDC, Tsrang VDC, Ghami VDC and Surkhang VDC of Upper Mustang（fig2）. Snow leopard has 

distributed in 1883km2 area of Upper Mustang. Snow leopards sign were found from 2900 meters to 6000 meters of the 

area. Surkhang VDC provides biggest area compared to other VDC for snow leopards. It is because the VDC has good 

number of prey species as well as good habitat for snow leopards. They are using specific area in those VDCs. 
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Table2 Snow leopards distribution area in Upper Mustang Region 
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Fig2 Snow leopards distribution in Upper Mustang Region of Nepal 
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Status and Transects: 

Transect lines were laid out in the potential habitat of snow leopards such as ridgeline, river bank, gully etc. we 

surveyed Upper Mustang region's five VDCs. The transect lines lengths varied from 100 meter to 1000 meters. We were 

laid out 85 transect lines in Upper Mustang region for snow leopard survey which covered 49.6km. Altogether, 292 signs 

were recorded in the transect line. Scrapes were most common sign type（62%）in the survey area followed by feces

（35%）, pugmarks（1%）and urine spray（1%）（Table3）. 

Chhoser and Surkhang VDCs provided more snow leopards signs, 34% and 33%, respectively followed by the Ghami, 

Lomanthang Tsrang and Chunup VDCs（fig4）. However there is no significant difference in sign distribution/density 

throughout the study area（χ2=22.25, p>0.05）. 

We concluded that Chhoser and Surkhang VDCs provided prime habitat for snow leopard and maximum number of 

snow leopards were living in this area compared to others VDCs of Upper Mustang region. 

On the basis of sign survey, we can estimate the population density of snow leopards guided by SLIMS（Hunter and 

Jackson 1996, Bajimaya 2001）. According to this SLIMS guidelines, snow leopard density will be high if the signs 

density is more than 20 items per kilometer, medium if the signs density is 5-20 per kilometer and indicate low if the sign 

density is <5 per kilometers. Therefore there were 2-5 snow leopards per 100 km2 . 

 

 
          Fig3 Snow leopards in SNP 

 

Table3 Sign density of Snow leopards 
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Fig4 Snow leopard sign density 

 

 

 
Fig5 Snow leopard sign density throughout the different area of Upper Mustang 

 

 

 
Fig6 Total and mean sign density of snow leopard in different area of Upper Mustang 
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       Fig7 Transect lines in study area 

 

 

Photo1 Snow leopard signs 
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Habitat use/preference 

Snow leopard mostly used the area between 3500 and 4500 meter in altitude. Thirty two percent was found in the 

area from 4001 to 4500 meter and 29% from 3501 to 4000 meter. This elevation was most used by snow leopards. There 

was significant difference in use of habitat, snow leopard prefered to use often 3500 and 4500 altitude（x2-0.001, 

p>0.05）（fig9）. Snow leopard mainly used slopes more than 40 degree（46%）. Snow leopard used slope areas more of tey 

than plain area（x2-0.034, p>0.5）（fig10）. Snow leopard often used cliff area（34%）, ridgeline（20%）and steam bed

（18%）. （x2-0.004, p> 0.05）（fig11）. 

 

 

 

       Fig8 Altitude used by snow leopards 

 

 
       Fig9 Slope used by snow leopard 
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       Fig10 Habitat used by snow leopards 

 

 

Diet Composition of Snow Leopard Uncia uncia 

Altogether we used 69 sample of scats for diet analysis of snow leopards. The frequencies of occurrence of each prey 

species in scats of snow leopard（Table4）, were not significantly different（χ2= 0.032, p > 0.05; R2- 0.81）. On average, 

blue sheep was the most frequent（39.3%）, and marmot（19.5%）was second position in diet of snow leopards' diet. 

Beside these snow leopards also consumed wild ass, pika. More important result is that 23% of snow leopards diet was 

covered by livestock（yak, goat, horse）. Therefore, it also showed that there are high level of livestock depredation by 

snow leopards, conflict between human and snow leopards are increasing, and snow leopard conservation become more 

challenge. 

 

 

      Table4 Occurrences of prey species in scats (n= 69) of Snow leopards 
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Livestock depredation data and potential poaching activities through questioner survey 

Local people in the Upper Mustang Region are primarily pastoralists and agriculturalists.Although predators（e.g. 

snow leopard, brown bear, lynx, wolf, and fox）have historically preyed on livestock in the area, local interviews from 

2009 suggest that depredations are increasing. Local people stated that the culprits for a majority of these losses（>538 

depredations）were snow leopards. They believe that because grasses and shrubs are no longer found in abundance at 

high elevation due to increased temperatures, blue sheep must forage on natural foods as well as agriculture found at 

lower elevations. As a result, blue sheep compete with local livestock and raid croplands near villages. This shift in blue 

sheep foraging ecology has also resulted in an increase in the number of livestock depredations. Evidence suggests snow 

leopards have expanded their ranges to lower elevations to feed on their primary food source, blue sheep. As a result of 

occupying lower elevations, snow leopards commonly prey on livestock. Currently, there is no alternative to the 

retaliatory killing of snow leopards in order to reduce future livestock losses. Therefore we should conduct conservation 

awareness program and livelihood support program to local people for conservation of snow leopard in wild. 

 

 

Photo2 A goat attacked by snow leopards. 

 

 

Conservation education tour for snow leopards habitat people for motivating them to conservation of snow leopards 

Conservation education tour was organized for R.N School, Lomanthang, Upper Mustang students and local youth 

teacher for two days. Local students and teacher have vital role to society so to encourage conservation of snow leopards 

in local area, we organized the conservation education tour to motivate leading youth local teachers and student towards 

the conservation snow leopards. Altogether 51 students and teachers participated in the conservation tour. We arranged 

the program and support for their all expenses partly supported by ACAP. We visited them to Chitwan National Park with 

them and provide information how they were conserving wildlife and biodiversity of the region. They were interacted 

with local Eco-club and know how they are involving in local environment and wildlife conservation. We went to 

Chitwan National Park to see park management system, how they are managing tourism in the area. They learned lots of 

things and made their vision clear. They can use what they learned there in their local area for conservation of snow 

leopards and other animals.  
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Interaction with local people to know their attitude towards the snow leopards 

To implement any conservation tools, first we should understand local people attitude, their feelings, local norms and 

values, so we started our activities to interact with local people from Chhoser VDC. We discussed with the group about 

their problem, their feelings towards the snow leopards. Local people are very upset with the snow leopards because of 

killing their livestock, so they are demanding support to protect their livestock with solar electric fencing. We talked with 

them on livestock insurance policy. They liked this idea and they wanted to implement the such program in local level. It 

would be effective for conservation of snow leopard. Local people even didn't know the legal status of the snow leopards 

and its importance in the ecosystem, so we were able to give insight about its value in maintaining high altitude 

ecosystem. They were also demanding high tech training for preparing yak milk processing and production of different 

product from milk and hair of livestock. 

 

 

Fig11 R.N. Schools of Lo-manthangs during visit in Chitwan National Park 

 

 

Fig12 Interaction meeting with local people 
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Snow Leopards Monitoring Workshops 

The workshop was conducted in Lo-Managthang ACAP office. It was jointly organized by ACAP/Lomanathang, 

SLC and BRTF Nepal. We gathered local participants from all snow leopards distribution VDCs, especially herders who 

were directly affected by snow leopards. The main objectives of the workshop was as follows; snow leopard distribution 

and its impact to livestock, how to solve the conflict between snow leopards and local people, analysis of current 

situation and problem of snow leopard and livestock depredations. Finally local participant prepared their own action 

plan to implement the conservation of snow leopard and protection of their livestock from snow leopards. 

 

Observation and Feedback from the workshop: 

1）It is hardly possible to keep livestock and provide fodder to them without taking them to the pastures for further 

grazing, so, snow leopard kills their livestock. 

2）There is scarcity of grass in the pasture. 

3）The number of blue sheep seems increased because they often come down to the villages and destroy the crops. 

4）The locals neither can protect their livestock and fields because they have no preventives. 

5）Snow leopards often come to the corrals and kill huge number of sheep and goats; they seem to have no fear 

against the herders. 

6）The related organizations like ACAP, SLC or the government level should address their problems. 

7）The farmers or the herders should be provided with the financial and technical support to overcome the crisis. 

8）The herders must be provided with insurance against their lost livestock. 

9）Dhey in Surkhang VDC and Samjung in Chhoser area seem to be most affected by snow leopards and blue sheep. 

10）Repair of previously constructed corrals and waterholes in many hotspots are needed. 

 

Conservation education essay and art competition among the local student 

Snow leopards conservation essay and art competition were conducted in Lomanthang and altogether 4 schools 

（Divya Deep Secondary School, Chhosher; Rastriya Lower Secondary School, Lomanthang; Tsarang Lower Secondary 

School, Tsarang; Lo- Kunphen Aurbedic （ Medical ） School, Lomanthang; Mahakaruna Sakyapa Vidhyalaya, 

Lomanthang）. One day conservation education classes were conducted in for RN school of lomangthang, altogether 36 

students were participated in the activities. The topic was given by the BRTF for essay and art competition. The topic was 

importance of snow leopards and your possible way of contribution to conservation in your area. 

 

Poster publication: 

Poster has published with the coordination of several snow leopard working organizations in Nepal. Altogether the 

2000 pieces were printed and distributed to local level and international level to raise awareness for conservation of snow 

leopard in natural habitat. The poster size was 15 inches by 20 inches（fig 14）. 
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Fig13 Participants in the workshops 
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  Photo3 Awarding Ceremony of the eassey and art competition and conservation game organized in Lomanathang 

 

 
   Photo4 Conservation education activities in RN School 

 

 
Fig14 Poster published during the project period 
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     Photo5 Snow leopards habitat in Chhoser area 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Photo6 Washing scats of snow leopard in lab      Photo7 Preparing slides of hairs 

 

 
       Photo8 Looking hairs structures through photo microscope fig. Cuticular structure of blue sheep 
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要約 
 

ネパール、アンナプルナ保護区ムスタン地区における 
ユキヒョウ（Uncia uncia）の保護活動 

京都大学野生動物研究センター 

幸島 司郎 
 
 

アジア高山域の代表的肉食動物であるユキヒョ

ウ（Uncia uncia）は、絶滅の危機に瀕している絶滅

危惧種であり、厳格な保護政策の対象とされている

が、ネパールの代表的生息地であるアンナプルナ保

護区のムスタン地区では、保護に必要な情報の欠如

と家畜被害に対する報復的捕殺、密猟、過放牧によ

る生息地破壊などによって、個体数が減少している

と考えられる。そこで、ユキヒョウの個体数と分布、

生息地選好など、この地域におけるユキヒョウの個

体群保全に必要な情報を得ることを目的に、自動撮

影や糞分析、環境分析を行なうとともに、密猟の危

険がある地点のマッピングや家畜被害に関する調

査を行った。 

まだ途上であるが糞分析の結果、この地域のユキ

ヒョウに最も多く利用されている餌生物はブルー

シープ、ヒマラヤマーモットであり、次いでヒツジ、

ヤギ、ヤクなどの家畜であることが明らかになって

きた。また、ここでは家畜被害がユキヒョウと人間

との軋轢を生み出す、重要な原因の一つであること

がわかった。ユキヒョウの最も重要な餌生物である

ブルーシープの個体群密度調査を行ったところ、上

部ムスタン地区では計839頭が確認され、その個体

群密度は0.43～0.99個体/Km2と推定された。これは

ネパール国内のブルーシープ分布域中で最も低い

個体群密度であった。一方、標高の低いヤクカルカ

地区では、計98頭が確認され、その個体群密度は2.09

個体/Km2と推定された。上部ムスタン地区では近年、

毎年平均0.14℃ずつ平均最高気温が上昇しており、

Samjung村（標高4100m）とDye村（標高3900m）が

水不足のため村ごと移転するなど、気候変動による

環境変化の影響が見られる。ブルーシープも、標高

の高い地域では乾燥化によって食物となる草本が

減少しているため、標高の低い地域に移動している

と考えられる。したがって、それに伴ってユキヒョ

ウも低地に移動するために、家畜被害など、人間と

の軋轢が増加している可能性がある。 

これらの調査と同時に、地域住民のユキヒョウに

関する正しい理解や保護の必要性の理解を深め、地

域に根ざした住民参加型の保護活動を醸成するた

めに、地域住民や学生をユキヒョウの調査に参加さ

せ、将来、住民による個体群モニタリング調査を可

能にするためのトレーニングを行なった。また、地

域の学校にユキヒョウ保護のための「エコ・クラブ」

を作り、保護教育に必要なポスターや冊子を作成・

配布するなどの活動を行った。これらの調査と活動

によって、この地域のユキヒョウ個体群の保全に必

要な生態情報を得るとともに、住民の保全意識を向

上させることができれば、地域に根ざした末長い保

護活動の基盤となると期待できる。 
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Development and implementation of research-based techniques 
to suppress impact of fires on crane and stork habitats at Muraviovka Park, 

Amur Region, Russia Final Report on 2009-2010 activities 
to Pro Natura Fund（Japan） 

Sergei M. Smirenski 
Muraviovka Park for Sustainable Land Use（Amur Region, Russia） 

 

Summary 

Under 2008/2009 Pro Natura Foundation funding we discovered high dependence of crane and stork breeding 

success on surface water level and impact of fires. Under 2009/2010 funding we studied impact of prescribed burnings on 

breeding success of cranes and their habitats; determined optimal conditions, methods, and equipment for safe and 

efficient controlled burning; and raised public awareness about dangerous consequences of uncontrolled burning. 

Ongoing monitoring of weather parameters established correlations between these parameters and the occurrences of 

fires that allowed forecasting days with elevated fire danger and optimal days for controlled burning. Burned parts of 

wetlands serve as fire breaks and provide breeding habitats needed for some other rare birds and offer available food 

items to many birds. Legislation adjustment is crucial to define responsibility for fire safety in agriculture lands and 

exclude spring hunting near wetlands 

important for endangered species. On-going research and tests will study impacts of wildfires and climate change. 

Regular prescribed burning schools for firefighters, farmers, and staff of nature protected territories will be organized. 

The project results will be disseminated and used in the Amur River Basin. The region government expressed intention to 

support further implementation of these research activities. 

 

Project Implementation and Results 

This project activities in 2009-2010 had set up and completed the field research designed to understand origin and 

impact of wild fires as well as to test new approaches for fire suppression that will increase breeding success of 

Red-crowned and White-naped Cranes and Oriental White Storks in the Muraviovka Park area. 

 

1. Research 

（1）Effects of grass fires on plants 

By removing dead vegetation, which acts as an insulation layer above the soil, wildfire reduces above-ground 

biomass, increases the amount of solar radiation available for photosynthesis and faster growth of new biomass in spring. 

This is the main reason to burn hayfields and pastures for people in rural areas. Fire effects vary with vegetation 

communities, timing and frequency of burn, fuels, soil types, moisture conditions. Monitoring of burned and untouched 

plots located inside one type of grassland communities has shown that, if spring fires happen before the plants begin 

growing, the plants start reproduction earlier and grow faster in burned areas than in intact spots until their biomass has 
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reached the density of vegetation in untouched areas. 

Fires also change species composition of grasslands and forests. The result depends on season/conditions and 

intensity of fires. In the southern part of Tambovka District in areas protected from wildfires the Japanese White Birch 

（Betula platyfylla）is more common than the Dahurian Birch. In areas that suffer from regular fires the Dahurian Birch 

（B. dahurica）is common and the Japanese White Birch is extremely rare because the Dahurian Birch has thick bark that 

make this tree more tolerant to fires. In 1984, when the Park was established, we found only 4 Japanese White Birches 

near the Headquarters. In 2010, after 15 years of fire suppression in the same places we registered 37 Japanese White 

Birches. 

（2）Effects of grass fires on birds 

During the first days after burning wetlands attracted many birds because it was easier to find food items in the areas 

where dead litter has been removed. In a while, however, such areas became less attractive as feeding habitats. Different 

species also demonstrated different preferences to burned and untouched wetlands as breeding and roosting sites

（Table1）. Bean and Whitefronted Geese during spring stopover in the Park used only burned areas as roosting sites. The 

Menzbier's Pipit Anthus mezbiery（gustavi）preferred burned areas as breeding habitats to untouched ones. 

In the south of the Amur Region, wild fires destroy annually up to 90% nests, as well as some broods and even 

molting cranes, pheasants, quails, and ducks. Indirect impact of fires is elimination of dead grass that cranes need as 

camouflage around the nest during period of incubation. In May 2010 a major grassfire destroyed at least two nests of the 

Oriental White Stork and one nest of White-naped Cranes in the Park. 

 

 

 

Table1 Number of birds per square kilometer in burned and untouched areas in April-May 2010 
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（3）Origin and scale of fires 

Due to its climate and natural conditions, it is not a surprise that the Amur Region is the leader in number of wildfires 

and burned areas in Russia. An enormous amount of biomass of dead grass and legume is being created every summer 

that becomes perfect fuel for wildfires from September to mid June, when dry weather with strong gusty winds 

predominates in the region. In the fall wetlands freeze early and melt late in the spring. Human factor-deforestation, flood 

regulation and wetland reclamation, easy access to wetlands for people even during the fire alert period, added to the 

natural conditions, create favorable environment for ignition and spread of wildfires. 

Fire promotes rapid release of nutrients tied up in above-ground biomass rather than slow release through decaying 

process. So farmers also burn hay fields and pastures trying to clean the fields from dead grass. 

Fig. 1. Farmers continue using bailers in their harvesters, storing piles of straw close to field edges and then burning 

them during dry and windy days. 

Fires easily spread to surrounding grasslands and wetlands with no one trying to stop them. Due to strong winds that 

prevail in spring and fall in the Amur Region ashes are blown away. As a result crop fields, hay fields and pastures lose 

organic matters and farmers need to spent funds to restore soil fertility. The Park uses straw mulching equipment in its 

fields that removes the fuel and returns nutrients to the soil. 

 

 

            Fig1 Bails of straw get burned soon after the harvest. 

 

（4）Official techniques of fire suppression in the Amur Region 

For many decades the Amur Region government, as well as regional governments all over Russia, has been following 

the same routine: they would announce a certain day in April and in October, after or before which controlled burnings 

are banned in the entire region. Such regulation did not and could not produce practical results because it ignores existed 

sharp differences in microclimatic conditions between districts inside the Region, as well as during different hours of the 

day in the same area. On the other hand, since the law enforcement is mostly on paper, arsonists do not pay attention to 

these restrictions. 

Another problem is that all governmental measures and funds are devoted to fight forest fires while grass fires have 

been traditionally ignored as insignificant. Only in the last decade, when over 500 houses and buildings were lost in open 

areas, the regional government has begun to notice grass fires. Reactive approach is low efficient because a grassfire 

builds up its power within minutes and it take hours to bring a team of firefighters to the fire site. In most cases 

firefighters could not stop a fire until it had been suppressed by heavy rains or snow, or stopped at river shores or other 
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natural firebreaks. Even today it is very difficult to get any financial, logistic or organizational support for fire prevention, 

and there are no specialists trained to fight and prevent grass fires. 

The policy of State Nature Reserves and Game Refuges is to exclude any fires in grasslands by developing wide 

firebreaks around protected territories. This is extremely costly and proved to be effective only during rare rainy years. 

Besides, after fires were prevented during one year or even one season, biomass of dead grass quickly accumulates and 

next fires produce more catastrophic impact. In spite of all these facts, governmental agencies responsible for natural 

protected territories strongly oppose to any attempts to use prescribed burning as a tool to suppress wild fires. 

 

2. Project workplan, implementation, and results 

Through analysis and personal long-term involvement in fire suppression we found out those reactive measures are 

inefficient. They fail environment and economy from huge damages. 

Taking into account that there is no silver bullet（a single activity cannot solve this problem）, we developed a 

comprehensive workplan to diminish negative impact of grass fires on endangered birds and their habitats. Proactive 

measures included the following activities. 

（1）Conducting biannual prescribed burnings in crane habitats 

The first prescribed burning under this project was conducted on November 1, 2009. I noticed that during two days 

after a snowfall on October 29, some types of vegetations kept moisture and some already became dry. All my attempts to 

ignite wet grass fires failed but dry grass burned well that allowed me within two hours develop three parallel stripes of 

fire breaks 20-40 m wide（Fig2）. These fire breaks played a key role in spring of 2010. When the legal 6 season for 

prescribed burning was closed, local farmers began burning straw in their fields on the border with the Park. On 2 May, 

with the first gusty and strong winds, the fire was started near the road Muraviovka-Korfovo in south-west corner of the 

Park. During the next 1.5 hours the fire was rushing straight north（Fig3）, soon reaching the village of Dukhovskoye. 

Then in less than 30 seconds the wind turned by 90 degrees and a front of flame ~14 km wide began roaring east. It 

crossed over 4 km of wetlands in 15 minutes. 

 

 

Fig2 Firebreaks developed by prescribed burning in 

November 2009 saved the Headquarters and 

crane breeding sites from wild fire in May 2010. 

 

Fig3 Catastrophic wild fire, mid day of May 2, 2010. 
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Thanks to the three firebreaks made in November 2009 and the heroic efforts of staff members of the Park and 

firefighters（Fig4 and 5）, the fire was stopped in few meters from the Park's buildings（headquarters and the campgrounds 

with cabins）. 

The fire engulfed over 90% of the old grass in the Park, destroying two nests of Oriental White Storks that we know of 

and one nest of the White-naped Crane. Nevertheless, several small grassy patches in the middle of the fire storm remained 

intact and were used by two pairs of Redcrowned and by four pairs of White-naped Cranes to build their nests. In mid 

October 2010 we conducted several prescribed burnings to determine optimal nature conditions for this activity（Fig6）. 

During three attempts I had to work alone and was able to create only a small firebreak（total length of 300 meters, 

with 20-30 meter width）because the grass was not yet dry enough to burn. I had a helper for the fourth burning. I failed 

to notice that during that night there was a frost that dried the grass. That was a big mistake since within few minutes the 

flames went out of control. With the help of staff and the fire team from Muraviovka village we were able to contain the 

fire and develop a fire break in wetlands south from the headquarters to the road Muraviovka- Korfovo. It created an 

excellent mosaic of big“islands”of untouched grass surrounded by wide belts of burned wetlands. These islands are 

now well protected from the next spring wildfires. Because the surface water this fall was deeper than in any of the last 8 

years, this area should be very good for cranes and other waterbirds in 2011. 

 

（2）Determining conditions for safe and efficient prescribed burning 

Prescribed burning is a brand-new method of fire suppression for Russia. We do not have any manuals or other 

information for conducting safe burnings so we used the techniques that I observed at the International Crane 

Foundation. To monitor air temperatures, relative humidity, wind speed and direction, atmospheric stability we used the 

weather station purchased with Pro Natura's support in 2009. We also studied land topography and the behavior of fire 

during our controlled burnings. 

 

We found that: 

1）50% relative humidity（RH）was the optimal condition to conduct a prescribed burning ; 

2）Safe prescribed burning can be conducted when air temperatures are below 100C°. 

3）Fire can be contained when the wind speed is low, around 1-5 meters per second; With the higher wind speed it is 

easy to lose control of the burning, and with the lower speed the direction in which the fire would spread becomes 

unpredictable ; 

4）Late afternoon and evening are the best times for burning because RH is high and growing, wind speed and 

temperature are going down. 

We are planning to conduct a comprehensive research on optimal conditions for prescribed burning in the Park area 

during the next several years. 

 

（3）Introducing affordable and efficient fire equipment and tools 

During many years of fire suppression activities we determined that some pieces of equipment used in the Amur 

Region should be replaced and some should be added to the arsenal of local firefighters. Plastic water pumps for 

backpack fire extinguishers manufactured in Russia often break down during the first hours of their use in the midst of 

fire that creates a life threat situation for firefighters. Brass pumps that I purchased in the US had are sturdy and easy to 

clean during the fire（Fig7）and they served us well for many years. At first, the local firefighters did not even want to 
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test these pumps because they are heavier than the plastic ones. This year, helping us to fight the huge May fire, they have 

finally discovered the benefits of this pump and asked to bring more of them. Therefore Muraviovka Park used the grant 

from Pro Natura to purchase in USA 26 brass pumps, carry them to Moscow by plane in checked-in luggage, and ship by 

freight train to Blagoveshchensk. Then we donated 23 pumps to the Fire Department of the Regional Forest Service

（Fig8）, whose help in prescribed burnings and firefighting is crucial to the Park. 

The Park also introduced the Amur Region Fire Department to the drip torches that allow igniting the fire quickly 

wherever and whenever needed. It is very difficult to develop initial firebreak stripe in wetlands with tall grasses. For 

these purpose the Park purchased, with co-financing from Pro Natura grant, rotor discs（Fig9）developed by the Institute 

for Agriculture Mechanics in Blagoveshchensk. We used it in early spring when wetlands are still frozen. 

Rotor discs demolished the dead grass on the surface without damaging soil or plants. 

Communication was a big problem in the Amur Region for a long time that made it extremely difficult to inform the 

firefighter team about an approaching fire. Recently a telephone tower was installed in Muraviovka village that improved 

the situation. With support from Pro Natura we purchased regular cell phones that allow us to keep good communication 

between staff members of the Park, firefighters, and the local officials. It helped us coordinate prescribed burnings and 

timely inform fire department about wild fires that happened in the Park and its vicinity. 

 

 

Fig4 Firefighter from Muraviovka village helps to stop 

wild fire. 

 

 

Fig6 Park staff use prescribed burning to make firebreaks. 

 

Fig5 Firefighter from Muraviovka village helps to stop 

wild fire. 

 

 

Fig7 Brass water pump. 
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Fig8 Official presentation of donating a suitcase full of 

brass water pump to the Head of the Amur Region 

Forest Service. 

 

 

Fig9 Tractor with rotor discs is developing a firebreak. 

 

 

 

（4）Demonstrating economical benefit of sustainable agriculture 

The Park uses equipment that mulch straw into small pieces and disperses it during the harvest. Environmental 

benefit from this practice is obvious. It improved air quality and diminished soil and water pollution. Crop fields of the 

Park work like wide fire breaks and protect wetlands from fires started by neighbors. But there is also an economic 

benefit from this practice. In 5-7 years the organic leftovers become fully decomposed and add nutrients to the soil. So 

even without use of fertilizers soil fertility in the Park is growing. 

For many years local farmers were very skeptical about this practice but in time they learned that the Park crop 

production is growing and for small grain it is close to those co-ops that heavily use costly mineral fertilizers. As a result, 

number of co-ops that replace bailers by mulching equipment is growing every year. 

（5）Eliminating epicenter of poaching, disturbance, and wild fires 

In the middle of Muraviovka Park wetlands, there is a chunk of slightly elevated arable land surrounded by crane 

breeding and roosting habitats（Fig10）. 

During the last 20 years, this land had changed hands multiple times and lay abandoned and covered by dense weeds 

for years. As a result, wildfires often originated from these former crop fields and spread to wetlands.  

Poachers could easily walk into the middle of the Park's wetlands through this grassy dry area and the Park did not 

have any legal rights to ban their access. 

Poachers use ranger stations as fortresses where they can hide from the public eyes（Fig11）. 

A plan to build a ranger station on this chunk of land would only aggravate the problem since it would become, in 

fact, a hunters' lodge. The Park did not give its approval to this project. In 2009, this agency tried to take ownership over 

these lands that were abandoned by a co-op. But the Regional government rented out 514 hectares for 49 years to the Park 

at the eve of 2010. The poachers were very angry and did not like to accept it. Through an individual farmer they initiated 

an appeal to the government to gain 35 hectares of land by a lake as a way to sneak inside the Park. Although the farmer 

could not provide any legal documents to prove his ownership, another governmental agency was aggressively lobbying 

for his（actually poachers'） interests. As a result all of us spent a substantial amount of time collecting documents, 

meeting with lawyers, and preparing for the court hearing. Finally the court rejected the appeal and confirmed lease of the 
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land by Park. It was a great victory for crane conservation and the first precedent in Russia when the government and the 

court sided with an NGO's against a governmental agency. 

In late 2009, we received another Christmas gift: the Amur Region House of Representatives on their own initiative 

had exempted the Park from 98% of our land lease taxes! It saved us funds for wildlife conservation and public 

education. 

Because the Russian laws require that arable lands are used exclusively for agricultural purposes, and the Park has a 

shortage of funds, machinery, and farmhands we developed an Agreement on Cooperation with the Amur Institute of 

Agriculture Mechanics. Staff of the Institute will test new environmentally-friendly methods of farming using the Park's 

fields, sharing the profit of crop sales with the Park. 

 

 

 

 
Fig10 Map of the Park with shadowed areas（over 500 

hectares ） that were leased to the Park in 

December 2009. 

 

 

 

 

 

Fig11 Poachers use ranger stations as fortresses where 

they can hide from the public eyes. 
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（6）Conducting public education and public awareness program 

Climate, water, fire, endangered birds and people were in focus of our diverse education activities in 2009-2010. 

Presentations and classes. During the project period, we gave 18 presentations in three districts in the Amur Region 

for over 350 schoolchildren（Fig12）, seminars for over 40 students of Moscow and Wisconsin State Universities, classes 

for over 100 participants of summer camps at Muraviovka Park（Fig13 and 14）and at Zeyski State Nature Reserve, and 

classes for over 230 social orphans at summer camp in Belogorski District of the Amur Region. 

Nature tourism for education. Muraviovka Park is a pioneer in nature tourism in the Amur Region, hosting a growing 

number of visitors from Russia and abroad. Park annually organizes special days such as Crane Festival, Day of 

Wetlands, Birds of Prey Festival, etc. and during the project term gave presentations about negative impacts of wildfires 

to over 1,500 visitors. The 12 Park's exposition at the Amur Expo Forum, June 2010. Oleg Kozhemyako, Governor and 

Victor Logachiov, Deputy Chairman, House of Representatives of the Amur Region（in the center and on the right）, 

highlighted Muraviovka Park role in nature tourism（Fig15）. In 2010, we have also organized the first nature tour at the 

Park for blind and visually impaired people（Fig16）. 

 

Art contests. 

A children art contest“Prevent the Fire”was organized in the Amur Region and the winners of the contest（Fig17）

received awards from the Park and the Fire Department（gifts and free of charge participation in the Park's summer 

camp）. 

 

Mass media. 

Twenty three interviews about wildfires; their causes, and their impact on endangered birds, as well as human health 

and the economy, were aired（Fig18）through regional and national mass media; also see attached copies of publications. 

Enormous damage to wetlands and cranes caused by fires touched the hearts of a wide variety of people. A zookeeper 

from Seattle, an entomologist from Moscow, a manager of a Chinese Ecotourism Company, and a school principal from 

the Amur Region sent their personal donations to the Park to be used for reforestation and fire suppression programs. 

 

 

Fig12 Presentation about impact of fires in a rural 

school in Tambovka District. 

 

 

 

Fig13 Class at a summer environmental camp in 

Muraviovka Park, June 2010. 
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Fig14  Educators and students from Amur and 

Khabarovsk Regions of Russia and from USA at 

summer camp 2010. 

 

 

 

 

Fig16 Field identification of trees during the first 

birding tour for blind and visually impaired. 

 

Fig18 Marina Kolodina gives interview to the Amur 

Region TV. 

 

Fig15 Oleg Kozhemyako , Governor and Victor Logachiov, 

Deputy Chairman, House of Representatives of the 

Amur Region（in the center）, Sergei Smirenski and 

Marina Kolodina, Director of the Park（on the left）

near Muraviovka Park exposition at the Amur Expo 

Forum, June 2010. 

 
Fig17 An art work from the children contest “Prevent 

the fire". 
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（7）Developing involvement of local and international communities, governmental agencies and experts. 

Workshops. The international symposium was organized May to 3 June 2010 by ICF and Muraviovka Park in 

cooperation with the Wetlands International - IUCN SSC Crane Specialist Group（SG）and the Amur Region 

Government. The workshop examined two issues vitally important to cranes in general and to the Red-crowned Crane in 

particular: cranes and agriculture, and the impacts of climate variability and change on cranes and wetlands. The themes 

were global in scope. Overall, around 50 experts represented over 31 federal, state and public agencies and 

non-governmental organizations from 14 countries and all five “crane"continents: Australia, Canada, China, France, 

Germany, Hungary, Israel, Japan, Russia, the Netherlands, South Africa, South Korea, Sweden, and USA participated in 

the workshop. Natalia Pugachiova, Senator of the National Parliament, Sergei Smirenski and Yuri Privalov, Minister of 

Natural Resources of the Amur Region（Fig19）participated in the first day of the workshop and in the press conference 

in Blagoveshchensk（Fig20 and 21）. On the last day of the workshop, at a press conference hosted by the Amur Fair the 

participants shared examples of wetland management and successful solutions for conflicts between wildlife and farmers 

in different countries. A booklet of 30 paper abstracts was prepared for the workshop. 

We also gave presentation at International seminar in EtnoMir in Kaluga Region for over 50 participants, and for 

more than 70 participants of Russian American Pacific Partnership at 15th Anniversary Annual Meeting, in Portland, 

Oregon, USA. 

Donation of water pumps. In late October at a public ceremony the Park donated 21 brass water pumps for back packs 

fire extinguishers to the Amur Region Forest Service（see also paragraph 2.3.）. These excellent heavy-duty pumps that 

are not available in Russia we brought from USA to Moscow in late September and shipped by freight train to 

Blagoveshchensk. The Forest Service officials were extremely pleased and distributed the pumps among the region fire 

fighter teams. This event was well covered by the Regional TV, radio, and newspapers and all mass media highlighted the 

initiative and activities of Muraviovka Park in proactive approaches to fire prevention and suppression to protect the 

endangered species. 

During the fire suppression we had experienced difficulties due to the staff shortage. This donation helped the Park to 

solve this problem. In return of donation of water pumps the firefighters from Muraviovka village helped us free of 

charge to fight the catastrophic May fire and conduct prescribed burnings in 2010; the Amur Fire Department is now 

eager to help us with prescribed burning in 2011. 

Reforestation. Over 200 students from schools in Sadovoye, Muraviovka, Kuropatino, Kozmodemyanovka, 

Lermontovka（Tambovka District）, Verkhnya and Srednaya Poltavka（Konstantinovka District）and the city of 

Blagoveshchensk participated in reforestation and planted in May, 2010 over 300 trees（Fig22, 23）. 

Meetings with officials. Problem of fires and necessity to introduce prescribed burning was discussed with a State 

Senator from the Amur Region, the Deputy Governor of the Amur Region, the Minister of Natural Resources, the 

Minister of Agriculture, the Director if the Amur Forest Service, and the Head of Tambovka District Branch of the Amur 

Ministry of Emergencies. All these meetings were quite productive and we are confident that we will have good 

cooperation with all of the above. 
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Fig19 Natalia Pugachiova, Senator of the National 

Parliament, Sergei Smirenski and Yuri Privalov, 

Minister of Natural Resources of the Amur Region 

during the opening ceremony of the international 

symposium “Climate-Cranes-People”at the Park's 

nature center, May 2010. 

 

Fig21 At press-conference in Blagoveshchensk, June, 

2010. 

 

Fig23 Schoolchildren during reforestation after the 

catastrophic fire, May, 2010. 

 

Fig20 Press-conference with the participants of the 

symposium in Blagoveshchensk: From left to right: 

Roger Jaensh, Coordinator, East Asian-Australasian 

partnership, Rich Beilfuss, President, International 

Crane Foundation（ ICF） , and Elena Smirenski, 

Program Assistant, ICF. 

 

Fig22  Marina Kolodina and schoolchildren during 

reforestation after the catastrophic fire, May, 

2010. 
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3. Conclusions 

The analysis of data collected during the project, as well as studies of the history of wildfires and fire suppression in 

the Amur Region had revealed that: 

（1）Reactive measures cannot guarantee full protection to wetlands from uncontrolled grass fires; 

（2）Successful protection from wildfires of wetlands without biannual controlled burnings lead to accumulation of 

enormous amount of bio fuel and increase threat of catastrophic fires; 

（3）Proactive measures that include a combination of prescribed mosaic burnings and prevention of wildfires exclude 

catastrophic fires and create safe breeding sites for cranes and other waterbirds; 

（4）Burned parts of wetlands serve not only as fire breaks but provide breeding habitats needed for some other rare 

birds as well as offer available food items for many birds; 

（5）Regular prescribed burning schools for firefighters, farmhands, staff of nature protected territories should be 

organized; 

（6）Relatively low cost brass pumps and drip torches could significantly increase efficiency and safety of fire fighters; 

（7）Appropriate conditions for prescribed burnings should be determined for each particular crane habitat; 

（8）Development of new legislation that will determine responsibility for fire safety in agriculture lands as well as 

exclude spring hunting near wetlands that important for endangered species should be lobbied for. 

 

4. Sustainability of the Project 

The Park will continue research and tests of fire suppression practices in the following years even after the 

completion of the activities under the Pro Natura project work plan. 

The Amur Region Fire Department had already proposed cooperation with Muraviovka Park and asked us to 

organize training in prescribed burning for firefighters. Originally we planned to conduct, with support from the Trust for 

Mutual Understanding, training workshops in the Amur Region in 2012, but because the problem is so urgent we are 

aiming now for earlier dates. Jeb Barzen, Director of the Field Ecology Department of ICF had agreed to come to the 

Park in spring 2011. We hope to get Lufthansa support for his travel from USA to Moscow, with the Amur Region 

government supporting his travel expenses from Moscow to Blagoveshchensk as well as expenses at the Park for the 

workshop leader and participants from the Amur Region. 

During this training workshop its students（local firefighters）will be conducting the actual prescribed burning of 

crane habitats in the Park. It will save us substantial expenses and time and will allow protecting much larger area of 

wetlands from wild fires. We will discuss and decide on the program and dates for this workshop in December. 

Fire studies and management of crane habitats will be a part of the Comprehensive Conservation Plan that will begin 

in 2011 with support from Trust for Mutual Understanding, International Crane Foundation, USA, and the Amur 

Ministry of Natural Resources. 

Thanks to the Pro Natura grants in 2008 and 2009, the proactive approaches in wetland management have been 

initiated in the Amur Region.  

Participants of the Project: S.M.Smirenski, M.V.Kolodina, S.A.Kazachinskaya,S.M.Yakovenko, N.E.Tihutin, 

A.I.Kolotyi, V.K.Ignatov, G.Nosachenko and A.E.Varlamov. 
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